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はじめに

数値予報解説資料集（以下、資料集という）は、それまでに数値予報課にて刊行してい
た数値予報研修テキストを改めて令和 2年度より刊行を開始した。構成を「基礎編」「応用
編」「事例解析編」「資料編」とし、数値予報に関する基礎知識から応用知識までの体系的な
理解と、最新の数値予報システムの改良の概要及びその予測特性などの実事例による理解の
助けとなることを目指している。
令和 2年 10月には気象庁の組織改編が行われ、予測対象等によって部署ごとに分かれて

いた数値予報技術開発部門が、茨城県つくば市に設置された数値予報開発センターに集約さ
れた。資料集が扱う数値予報システムについても、数値予報開発センターで開発されるモデ
ル、プロダクトを系統的に解説できるものとしている。
令和 5年度の資料集では、「基礎編」として数値予報の流れに沿って観測データと品質管

理、データ同化、数値予報モデル（大気、海洋、大気海洋結合、物質循環、長期再解析）、ガ
イダンス、アンサンブル予報の概要を解説し、気象庁の現業数値予報システムとして運用す
る、解析、モデル及びアンサンブル予報システムに関する解説を行う。また、プロダクト利
用上の留意点も解説する。「応用編」では令和 4年度後半から令和 5年度前半までに実施し
た数値予報システムの改良として、全球数値予報システムの改良（令和 5年 3月）、メソア
ンサンブル予報システムの改良（令和 5年 3月）、局地数値予報システムの改良（令和 5年
3月）、観測データ利用法の改良（令和 4年 11月から令和 5年 5月）、全球波浪モデルの改
良（令和 5年 1月）、日本沿岸海況監視予測システムの改良（令和 5年 2月）、日本域高潮モ
デルの予測時間延長（令和 5年 5月）を取り上げた。なお、線状降水帯の予測精度向上のた
め、水蒸気観測データの利用に向けた開発に継続的に取り組んでおり、現時点の開発状況に
ついても解説する。「事例解析編」では、令和 4年後半から令和 5年の顕著事例として、令
和 5年 1月の大雪、令和 5年 7月、8月に発生した線状降水帯事例及び令和 5年の台風（台
風第 6号）を取り上げ解説した。数値予報システムやガイダンスの概要一覧、プロダクトの
送信時刻等の詳細は「資料編」にまとめている。
数値予報システムは長年の開発により着実な精度向上を果たしてきた。一方、防災及び社

会経済活動に資する観点ではさらなる精度向上が求められており、今後も着実に開発を進め
て一歩一歩数値予報の改善を行っていく必要がある。その結果として新たな手法を取り入れ
るなどにより、数値予報プロダクトの特性も変わることとなる。本資料集がプロダクトの利
用者にとって、最新の数値予報技術や数値予報プロダクトの特性について理解を深める助け
となり、適切な利用のために有効に活用されることを期待している。
数値予報開発センターにおいては、研究者との開発連携の一助となるよう、数値予報開発

センター年報を作成し、開発計画や開発の進捗を報告している。研究者向けでやや難解では
あるが、数値予報システムのより詳細を知りたい方は本資料集と合わせてご覧いただければ
幸いである。

* 気象庁 情報基盤部 数値予報課長 佐藤 芳昭
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本節では、今日の天気予報の基盤技術となっている数値予報の基礎知識について、
本田・室井（2018）を基に最近の更新を反映して、その概要を解説する。

風や気温などの大気状態や降水などの現象を把握するために、スライドにあるように
直接観測や衛星観測などの様々な手段を用いて気象観測が行われている。観測・通
報されたデータはリアルタイムの実況監視に利用されるほか、数値予報の入力データ
として利用されている。数値予報では、現在の大気状態から未来の大気状態を予測し
、気温や風、降水などについての各種数値予報資料を作成する。数値予報の一連の
処理はスーパーコンピュータにより高速かつ確実に実行される。

数値予報資料は天気予報、注意報・警報や気象情報などの防災気象情報を作成す
る際の基礎資料として利用され、防災気象情報は関係機関や報道機関を通じて国民
に提供される。現代の天気予報や防災気象情報の作成作業に数値予報資料は必要
不可欠であり、数値予報は予報業務における重要な基盤技術となっている。また数値
予報資料は民間気象事業者にも提供されていて、様々な形で利活用されている。
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数値予報とは計算機を用いて地球大気の数値シミュレーションを行い、ある時点の大
気状態から未来の大気状態を予測することを指す。

空中に投げたボールの軌道の予測を例にとると、最初の状態（位置と速度）とボール
に加わる力（重力や空気抵抗）が分かれば、支配方程式（ニュートンの運動方程式）を
計算機で解いて1秒後のボールの状態が予測できる。1秒後のボールの状態が分かれ
ば2秒後のボールの状態が予測でき、これを繰り返すことで地面に落ちるまでのボー
ルの位置や速度を予測し続けることができる。ボールの軌道の予測と比べて大気現象
を支配する方程式や実際のシミュレーションは複雑だが、数値予報でも基本的な考え
方は同じである。

計算機では離散的な値しか取り扱うことができないため、数値予報を実行するには
現実の連続した地球大気を細かい格子で分割して、空間を離散化する必要がある。時
間についても同様に有限の時間間隔で離散化して取り扱う。格子上の各点には、ある
時刻における気象要素（気圧、気温、湿度、風などの物理量）を与えて、計算機上で仮
想的に地球大気を再現する。数値予報を開始する時刻における計算機上で再現され
た地球大気は初期値と呼ばれる。ボールの軌道の予測と同様に方程式を解いて少し
先の予測を繰り返すことで、未来の地球大気の状態が予測できる。

スライドには数値予報の初期値と予報値の例を示している。初期値では低気圧が九
州南方海上にあって、北日本は三陸沖に中心を持つ高気圧に覆われている。この状
態から支配方程式を解いて得られた24時間後の大気状態の予測が右図の予報値で
ある。予報値では九州南方海上にあった低気圧は24時間後には三陸沖に、三陸沖に
中心を持つ高気圧は日本のはるか東へと移動し、北日本から東日本の広い範囲で雨
が降る予測となっている。
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スライドには数値予報のおおまかな流れを示している。

まず、現在の大気の状態を知るために、世界中の観測データを収集し、数値予報で
利用可能な形式に変換（デコード）する。観測データには様々な要因で誤差が含まれ
ていて、中には精度が悪く数値予報への利用に適さない観測データも存在するため、
収集した観測データの品質を確認し、誤差の大きいデータについてはデータの除去、
補正（品質管理）を行う必要がある。次に、品質管理により選別された観測データを利
用して数値予報の初期値を作成する。数値予報の初期値を作成する過程を客観解析
（データ同化）と呼ぶ。数値予報では初期値の精度が予測精度に及ぼす影響が大きい
ため、精度の高い初期値を作成することは非常に重要である。

データ同化により得られた初期値から、数値予報モデルを用いた予測計算を実行す
ることで、未来の大気の状態を表す各種物理量の予測値を算出する。数値予報モデ
ルの実行により得られた予測値は数値の羅列であり、ユーザーが利用しやすい形式
に加工する必要がある。この過程を数値予報の応用処理、応用処理で得られる結果を
応用プロダクトと呼ぶ。応用プロダクトには、可視化した図形式の資料や、利用しやす
い要素への変換、統計的な修正を行った「ガイダンス」と呼ばれる資料があり、これら
は天気予報や防災気象情報作成の際の基礎資料として用いられる。

以上の数値予報の流れのうち、観測データの品質管理から予測計算までを含めた処
理を実行するプログラム群を数値予報システムという。
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気象現象には、高気圧や低気圧、台風、梅雨前線などの大規模な現象から、積乱雲
や集中豪雨、竜巻などの小規模な現象まで、様々な空間的広がりを持った現象が存
在する。この気象現象の空間的な規模（広がり）を空間スケール、寿命（持続時間）を
時間スケールと呼ぶ。現象の空間スケールと時間スケールには相関があり、例えば、
大規模な現象である台風の寿命は数日から十日程度だが、台風の周辺で発生する個
々の積乱雲は小規模な現象でその寿命は30分から1時間程度である。

数値予報モデルが予測対象とする現象の空間・時間スケールは数値予報モデルの
解像度に依存し、解像度が高いほど小さい空間・時間スケール（小規模・短寿命）の現
象が予測可能となる。図に示すように、高解像度な領域モデルでは全球モデルよりも
細かいスケールの現象を予測対象とすることができる。モデルによって予測対象とす
る現象の時間・空間スケールが異なることやモデルの予測可能限界を理解した上で、
現象や用途に合わせてそれぞれの数値予報モデルを適切に利用することが望ましい
。

・全球モデル（GSM、全球アンサンブル予報システム）

地球全体を予報領域とした数値予報モデルで、水平格子間隔はGSMが約13km、全
球アンサンブル予報システムが約27km（18日先まで）、約40km（18日以降）。台風予報
、短期予報、週間天気予報、防災気象情報、航空気象情報等の作成に利用される。

・メソモデル（MSM、メソアンサンブル予報システム）

日本周辺を予報領域とした数値予報モデルで、水平格子間隔は5km。短期予報、防
災気象情報、航空気象情報、降水短時間予報等の作成に利用される。

・局地モデル（LFM）

日本周辺を予報領域とした数値予報モデルで、水平格子間隔は2km。防災気象情報
、航空気象情報、降水短時間予報の作成に利用される。
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海洋では、図に示されるように、海上の風によって生じる数m～数100mスケールの波
浪から、海水温と塩分による密度差で駆動される地球規模の熱塩循環まで、様々なス
ケールの現象が起きている。気象庁では、予測対象ごとに「波浪モデル」、「高潮モデ
ル」、「海況モデル」といった各種の海洋に関する数値予報モデルを運用している。

・波浪モデル（全球波浪モデル、沿岸波浪モデル、波浪アンサンブル予報システム）

海上の風の予測値を用いて、海上における波の発達･減衰やうねりの伝播などを予
測する。高波時に発表される波浪警報･ 注意報や、毎日の波浪予報、船舶向けの波
浪図などに利用される。

・高潮モデル（アジア域高潮アンサンブル予報システム、日本域高潮モデル、日本域台
風時高潮確率予報システム）

台風の接近時などに海面気圧の変化と海上の風の予測値から潮位の上昇量を予測
する。高潮災害が危惧される場合の高潮警報･注意報の発表に利用される。

・海況モデル（日本沿岸海況監視予測システム）

黒潮や親潮等の日本周辺の海流や海水温の状態を予測する。海面水温・海流1か
月予報の発表、水産業、また他の数値予報モデルとともに船舶の安全運航、海上の警
備救難等でも利用される。
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1か月先までの予報では気象に関するモデルが利用されているが、1か月を超える予

報では、大気の変動と海洋の変動は互いの影響を強く受けるため、エルニーニョ・ラニ
ーニャ現象等のような海洋の変動も、大気の変動と併せて予報することが必要になる
。このため季節予報のためには、大気モデルと海洋モデルを結合し、大気と海洋を一
体として予測する大気海洋結合モデルを使用している。

気象庁は、季節アンサンブル予報システムに大気海洋結合モデルを導入し、熱帯海
洋変動に関連した大気海洋相互作用の再現性の向上を図っている。
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物質輸送モデルは大気中のある物質の発生・輸送・消滅過程等をシミュレートして動
態を監視・予測する数値予報モデルで、日々の生活に身近な黄砂・紫外線の予測や二
酸化炭素濃度の解析に用いられる。

・エーロゾルモデル（全球エーロゾルモデル）

エーロゾルは大気中に漂う数nmから数十μmの微粒子で、代表的なエーロゾルとし
ては黄砂、煙、海塩、PM2.5などがある。大陸などでの黄砂の舞い上がり、風による移
動、雨などによる地上への降下を考慮して、大気中の黄砂の量や分布を解析・予測す
る。黄砂情報の作成に利用される。

・化学輸送モデル（全球化学輸送モデル、領域化学輸送モデル）

オゾンやその変化に関わる物質の風による移動、地上への降下、化学物質や光によ
る反応を通じた変化などを考慮して、上空や地上付近のオゾン濃度を予測する。紫外
線情報やスモッグ気象情報の作成に利用される。

・二酸化炭素輸送モデル（二酸化炭素輸送モデル）

二酸化炭素の吸排出量を解析して、それをもとに濃度分布を計算する。世界の大気
中の二酸化炭素の分布状況を図示する二酸化炭素分布情報の作成に利用される。
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数値予報モデルでは、初期値が与えられれば計算結果である予報値は一意に求ま
る。このためデータ同化によって得られた解析値を初期値として実行される数値予報を
「決定論的予報」と呼ぶ。しかしどれだけ精度良く求めても初期値や境界値には誤差が
含まれる。また数値予報モデル自体も、モデル化の際の近似や仮定、あるいは空間・
時間の離散化のために予測には必ず誤差が生じる。数値予報では初期値に含まれる
僅かな誤差が時間の経過とともに増大するが、この誤差の成長は大気の状態によって
大きく左右され、同じ数値予報モデルを用いても、予測に含まれる誤差はその時々の
大気の状態によって異なる。そのため、最も尤もらしい解析値のみを初期値として数値
予報モデルを実行する決定論的予報では、予測の誤差（不確実性）を事前に知ること
はできない。

決定論的予報に対して、予測の誤差を見積もるために、初期値に僅かな揺らぎを与
えて行う複数の予測を「アンサンブル予報」と呼ぶ。あるいは境界値や数値予報モデル
を置き換え、これらの不確実性を考慮するアンサンブル予報もある。アンサンブル予報
では、複数の予報値を利用することで予測の誤差を事前に見積もることができ、予測
の信頼性に関する情報を得ることができる。

9
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異常気象の分析を含めた気候の監視や季節予報をより的確に行うためには、過去
の気候もできるだけ正確に把握する必要がある。このため、過去数十年にわたって蓄
積した観測データを、最新の数値予報技術により分析する「長期再解析」にて過去の
気候データを作成し、気候の監視や季節予報に活用しているほか、国内外の研究活
動等で広く利用されている。

長期再解析では、過去から現在にわたって観測データが最新の数値予報技術で解
析され、長期間にわたって高品質で均質な気候データセットが準リアルタイムで作成さ
れている。

気象庁は2006年に約25年間の全球長期再解析を始め、2013年に約55年間の長期
再解析を実施した。さらに2023年には最新の技術を用いた約75年間の長期再解析を
実施した。

10
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スライドには気象庁のスーパーコンピュータと数値予報システムの変遷を示している
。

現在運用中のスーパーコンピュータシステム（2018年6月5日から運用開始）は第10
世代目のもので、その理論最大性能は18,166TFLOPS（1TFLOPSは1秒回に1兆回計
算できることを示す単位）、第9世代のスーパーコンピュータシステムの約10倍の性能
となっている。

数値予報システムについても継続的に開発を実施し、観測データの利用の拡充、デ
ータ同化システムの高度化、数値予報モデルの精緻化や高解像度化を繰り返してきた
。観測データの処理やデータ同化、数値予報モデルの実行、応用プロダクトの作成な
ど、数値予報システムの運用には膨大な計算量が必要となる。数値予報システムの高
度化にはさらなる計算量が要求されるため、より高度な数値予報システムを運用する
にはより高性能なスーパーコンピュータが不可欠であり、数値予報とコンピュータ技術
とは密接な関係にある。
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令和５年度数値予報解説資料集

数値予報を行うには現実の大気状態を正しく捉えた、各種（気象）観測データが必要
である（計盛ほか 2018）。スライドには数値予報で利用している各種観測測器や測器

を搭載する衛星などを示している。観測は大きく分けて直接観測、リモートセンシング（
遠隔観測）、疑似観測に分類できる。

直接観測では各地の気象台での観測や船舶・漂流ブイ、ラジオゾンデ、商用航空機
等が用いられる。

リモートセンシングには地上に設置された測器による地上リモートセンシングと、人工
衛星搭載の測器による衛星リモートセンシングがある。地上リモートセンシングではウ
ィンドプロファイラや気象レーダー、GNSS受信機が用いられる。

衛星リモートセンシングに用いられる衛星は静止軌道衛星と低軌道衛星とに大きく分
けられ、このうち低軌道衛星には気象機関などが運用する現業衛星のほか、宇宙機
関が運用する衛星やGNSS掩蔽衛星がある。

疑似観測は、人間の手による主観解析の結果など、実際の観測で得られたものでな
い大気に関する情報をデータ同化で利用するために人工的に作成される観測を模した
ものである。現在、気象庁のデータ同化で疑似観測データとして利用されているのは、
台風ボーガスのデータのみである。
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直接観測は、ある場所の大気状態を実際にその場で測る観測である。直接観測には
各地の気象台などによる地上観測や船舶・漂流ブイによる海上観測、ラジオゾンデに
よる高層観測、商用航空機などによる航空機観測が含まれる。

15
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リモートセンシングは離れた場所から電磁波などを用いて、間接的に観測を行う手法
である。リモートセンシングには地上に設置された測器による地上リモートセンシングと
、人工衛星搭載の測器による衛星リモートセンシングがある。

地上リモートセンシングでは気象レーダーやウィンドプロファイラ、地上GNSSなどを用
いて観測を行う。

気象レーダーはアンテナを回転させながら電波（マイクロ波）を発射し、半径数百km
の広範囲内に存在する雨や雪を観測するものである。発射した電波が戻ってくるまで
の時間から雨や雪までの距離を測り、戻ってきた電波（レーダーエコー）の強さから雨
や雪の強さを観測する。また、戻ってきた電波の周波数の差（ドップラー効果）を利用し
て、雨や雪の動きすなわち降水域の風を観測することができる。さらに、令和２年３月
から二重偏波気象ドップラーレーダーの導入を開始した。二重偏波気象ドップラーレー
ダーは、水平方向と垂直方向に振動する電波（それぞれ水平偏波、垂直偏波という。）
を用いることで、雲の中の降水粒子の種別判別や降水の強さをより正確に推定するこ
とが可能となった。この他、レーダーで観測された雨の強さをアメダスや他機関の雨量
計による観測で補正したものとして解析雨量がある。ただし、解析雨量はその作成に
おいて雨量計等の直接観測データによる補正が行われているため、純粋なリモートセ
ンシングによる観測データではない。

ウィンドプロファイラは地上から上空に電波を発射し、上層大気の屈折率の乱れによ
って生じる送信波と反射波の周波数の差を利用して、上空の風向・風速を観測する。

地上（船舶）GNSSは複数の GNSS 衛星から発信された電波を地上または船舶上の
GNSS 受信機で受信した際の受信時間の遅れ（伝播遅延）を利用する。受信時間の遅
れは主に電波が通過した大気中の水蒸気量に起因するため、複数のGNSS衛星を用い
て受信機が設置された場所の天頂大気遅延量や鉛直積算水蒸気量（可降水量）を求
めることができる。
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衛星リモートセンシングでは地球（地表や雲）から射出され大気の影響を受けた放射
を用いて、多種多様な観測が行われている。

イメージャやサウンダは地球からの電磁波を観測する。イメージャは高水平分解能で
水平的なデータを得ることができる。輝度温度だけではなく、例えば雲パターンを追跡
することで大気中の風も推定できる。サウンダはイメージャと比べて水平分解能は低い
が、複数周波数を利用することで鉛直的な情報を得ることができる。

マイクロ波散乱計は複数の角度からマイクロ波を発射し、その後方散乱を観測
することで海上風等を観測する。

GNSS掩蔽観測ではGNSS衛星からの電波を低軌道衛星で受信することによって、気
温や水蒸気の鉛直分布に関する情報を全球的に得ることができる。

17



令和５年度数値予報解説資料集

疑似観測は人間の手による主観解析の結果など、実際に観測で得られたものでない
大気に関する情報をデータ同化で利用するために、人工的に作成される観測を模した
ものである。現在、気象庁のデータ同化で疑似観測データとして利用されているのは、
台風ボーガスのデータのみである。台風ボーガスは気象庁で解析される熱帯低気圧（
TC）の情報（中心位置、中心気圧、強風半径）をデータ同化で利用するための手法（も

しくはそのデータ）である。台風が多く発生する日本の南の海上では観測データが少な
いため、台風ボーガスは利用されている。

ボーガスの作成は理想的な概念モデルに前述のTCに関する情報を適用して軸対称
を仮定したTC構造を推定し、これに数値予報で得られる非軸対称構造の情報を加えて
、TC周辺の気圧や風の3次元分布を算出する。この中からいくつかの地点のデータを
抽出し、抽出データを観測データの形式に変換する。
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ここでは各種観測データの長所と短所を見ていく。

直接観測データは一般に空間分解能が限られ、時間分解能に制約があるものもある
が、高品質でリモートセンシングデータの校正に使われるなど観測データとして貴重で
ある。

地上リモートセンシングは必要な物理量への変換に工夫が必要だが、時間分解能が
高く空間一様性が高いという利点がある。

衛星リモートセンシングには地上リモートセンシングの欠点に加え、後述するようにデ
ータの入電に時間がかかるという欠点があるが、時間・空間分解能が高いという利点
がある。

疑似観測（台風ボーガス）は典型的な台風構造を仮定しているため個々の台風に適
していない場合があるが、観測データの乏しい海洋上に存在する台風周辺域で利用
ができるという利点がある。
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スライドには2023年9月30日00UTCの前後3時間に観測された観測データの水平分布

を示している。それぞれの図でカラーで表示されたデータは実際に全球サイクル解析
で利用されたデータを示し、黒は利用されなかったデータを示している。

A）は地上観測で、陸上に密に分布しているが、砂漠や高緯度の雪氷域などでは観
測密度が低い。B）は海上観測で、海洋上に広く分布しており、特に北大西洋で観測密
度が高い。C）はラジオゾンデによる高層観測で、上空の気温、風、湿度データが得ら

れるが、ほとんどが陸上に分布している。またアフリカでは非常に数が少ない。なお、
海洋上では気象観測船や洋上プラットフォームなどによって観測が実施されている。D

）はパイロットバルーン（測風気球、橙）やウィンドプロファイラ（青）で得られる上空の風
観測である。E）は航空機による観測（青）や台風ボーガス（赤）の分布を示している。航

空機観測は全世界から広く得られる。ただし、観測高度は限定的であり、その多くは航
空機の巡航高度である10,000 m付近の観測である。F）は地上GNSSデータで、陸上に
分布している。

G）～ O）は衛星リモートセンシングデータで、色によりその測器を搭載する衛星を区
別している。G）～ O）の衛星リモートセンシングデータはA）～F）の直接観測や地上リモ

ートセンシングデータと比べて面的にデータが分布しており、さらに水平分解能も高い
ことが見てとれる。O）はGNSS掩蔽観測で、まばらだが全球に比較的均質にデータが分
布している。

G）は大気追跡風（AMV）のデータ分布。H）は静止軌道衛星による晴天放射輝度温度
（CSR）のデータ分布で、上空の晴天域のみにデータは限られる。I）はマイクロ波サウン
ダのデータ分布。J）はマイクロ波イメージャのデータ分布で、海洋上でのみデータを利
用している。K）はマイクロ波気温サウンダのデータ分布。L）はマイクロ波水蒸気サウン
ダのデータ分布。M）は多波長赤外鉛直探査計のデータ分布。N）はマイクロ波散乱計

による観測のデータ分布で、衛星軌道の左右両側の海上で風向風速のデータが得ら
れる。
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スライドには各観測の観測対象となる高度を示している。

地上（船舶）GNSSにより鉛直方向に全層積算した水蒸気量が得られるが、水蒸気の

分布が対流圏下層で多いため、対流圏下層の影響が大きい。また、晴天放射輝度温
度は全層積算量に相当する観測データであるが、ここでは観測波長の特性により感度
があるとされる高度を示している。現状、中間圏で観測データが得られるのはマイクロ
波サウンダと赤外放射計、GNSS掩蔽観測のみである。一方、衛星観測により陸上にお

ける大気下層の情報を得るには地表面状態を正確に把握する必要があるため、衛星
観測で大気下層の観測情報を分離して得ることは難しい。
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スライドでは数値予報で利用している観測要素を示している。

地上観測や海上観測等の直接観測は、気圧、気温、風、湿度など数値予報モデルの
予報変数を直接観測するものが多く、地上（船舶）GNSSや衛星観測等のリモートセンシ

ングでは、放射輝度やドップラー速度、反射強度、屈折率など、予報変数ではない物
理量を観測するものが多い。
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各種観測データをデータ同化で利用するためには、解析処理開始までにそれらのデ
ータを取得する必要がある。このため、観測データの取得に要する時間は数値予報の
運用にとって極めて重要である。スライドには航空機観測と衛星観測の同化対象デー
タの解析時刻に対する入電時間分布を示している。

航空機観測は観測時刻が連続的に分布しており、観測後30分以内に多くのデータが
入電する。データの入電も連続的にあり、解析時刻の4時間後までには、解析時刻前
後3時間のデータのほとんどが入電する。

衛星データについては観測自体は連続的に行われるものの、一定量（例えば地球半
周分）のデータを宇宙機関（衛星運用機関）などから一度に取得するため、データ取得
分布は連続的にならない。データの取得に要する時間は、一般的には観測後1～3時
間程度、遅いものでは5時間程度である。従って、配信の最も遅い解析時刻の3時間後
の観測データは解析時刻の8時間後にようやく取得できることになる。このような遅延

を補うため、衛星データの中には気象衛星センターに代表される衛星受信局で直接衛
星から受信されるデータもある。こうした観測データは、観測後30分以内にはおおむね

取得できる。ただし、このようにして衛星から直接得られるのは、受信局周辺の観測デ
ータのみに限られる。このため、より迅速に全球的なデータを取得するため、各国の受
信局で得られた直接受信データを相互に交換する枠組みがWMOの下で構築されてい
る。

以上の例のように、観測データには取得するのに時間がかかるものがある。観測デ
ータが増えれば増えるほど、解析精度が向上することが期待できるが、現業数値予報
解析はリアルタイムシステムであるため、迅速性も求められる。そのため、気象庁では
速やかな予報のために短いデータ待ち受け時間で行う解析と、精度のよい解析のため
データ待ち受け時間を長く確保して行う解析がある。（詳細は1.3データ同化を参照。）
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観測データには誤差が含まれる。データ同化で扱う観測誤差として、測定誤差、代表
性誤差、変換誤差がある。測定誤差は測器等による誤差で、観測そのものの誤差であ
る（一般に観測誤差と呼ばれるもの）。代表性誤差とは第一推定値の空間的な離散化
による誤差である。変換誤差とは格子点値を観測相当量に変換する際に生じる誤差で
ある。これら以外に、人為的なミスや観測測器の故障等、様々な原因により誤データの
混入があり得る。そのような異常値データは修正あるいは棄却する必要がある。

スライド左上には船舶からの気温通報値（緑）と、対応する地点における数値予報モ
デルによる第一推定値（紫）を例として示している。第一推定値が明瞭な日変動を示し
ているのに対し、通報値はときどき変動がみられるものの一定値が連続しており、明ら
かに挙動が不自然である。

スライド下部には異常なデータが数値予報のデータ同化に利用された場合の例を示
している。（A）は正常な観測データを用いた場合の解析場、（B）は日本の東海上に異
常なデータが混入した場合の解析場、（C）は（A）と（B）の差を示している。（B）では日本

の東海上に偽の低気圧（矢印）が解析されている様子がわかる。この例のように、異常
データの混入は予測精度の低下につながる。また、それだけでなく場合によっては、
データ同化の処理が異常終了する原因となり得る。このため、異常データはできる限り
適切に排除する必要がある。この処理などを実施するのが品質管理（QC: Quality 
Control）である。

QCにはデータ同化のための前処理として自動的に実施されるリアルタイムQCと、あ

る一定期間の観測値の振る舞いを監視し、観測データの統計的な問題点などを把握
するための非リアルタイムQCの2種類がある。
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リアルタイムQCはデータ同化に入力するための観測データの妥当性を判定する前処

理で実施される。前処理は観測の種類に応じて様々な手法で行われる。このうち直接
観測やAMVなどのQCは、以下に述べる内的QCと外的QCの処理が実施される。

内的QCは観測データが持つ情報のみを使って行うQCであり、以下のような項目があ
る。

・ブラックリストチェック：後述する非リアルタイムQCの結果に基づいて、品質が悪いと
事前に判明しているデータを予め登録したブラックリストに基づいて除去する。

・気候学的チェック：気候学的に妥当な値が報じられているか確認する。値の基準は
WMO （1993）に基づいている。

・航路チェック：船舶や航空機などの移動体からの観測通報が適切か確認する。移動
速度や角度の確認のほか、船舶では通報位置が海上かどうかも確認する。

・要素間整合性チェック：同時に測定した異なる観測要素間で整合が取れているか確
認する。例えば、気温と露点温度が逆転していないか、などである。

・鉛直整合性チェック：高層観測を対象として、鉛直方向にある一連のデータが気象学
的に整合しているか確認する。例えば、観測値が一定ではないか（測器が氷結してな
いか）、気温減率は妥当か、などである。
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外的QCは第一推定値や周囲の観測等と比較して観測データの妥当性を確認する。
外的QCは以下によって行われる。なお、これらの処理の模式図をスライドに示している。

・グロスエラーチェック：観測値と第一推定値の差（D値）により、そのデータが妥当か判

定する。ただし、第一推定値自体が妥当かどうか必ずしも明確でない（予報精度が悪
い可能性がある）ので、本判定ではD値の大きさに応じて、PASS（通過）/ SUSPECT（保
留）/REJECT（排除）の3種類に判定し、SUSPECTデータは後続の空間整合性チェックで

改めて判定する。なお、第一推定値の品質が特に悪い場合には、正しいデータであっ
ても、本チェックで排除されてしまう可能性があるので注意が必要である。

・空間整合性チェック：D値を周囲の観測データと比較し、周囲の観測データも似たよう
なD値だった場合、観測は正しいと判断してPASSとする。逆に周囲と異なる場合には、
観測値の信頼性が低いとみなしてREJECTとする。

リモートセンシング観測のためのQCは、それぞれの特性に応じて様々な処理が施さ

れている。例えば、グロスエラーチェックのほか、衛星データに関しては、観測位置整
合性チェックなどが行われる。
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非リアルタイムQCは一定期間の観測値の振る舞いなどを監視し、観測データの統計
的な問題などを把握するために行われており、この結果に基づきリアルタイムQCで用

いるブラックリスト（品質が悪いデータのリスト）の登録・解除などを行っている。アジア
地域の地上気象観測データの情報については、モニタリングレポートとしてとりまとめ、
観測実施当局である外国気象機関やWMOに周知すると共に、外国数値予報センター

とも情報交換し、観測の問題の把握に努めている。なお、このモニタリングレポートは、
ウェブ（ http://qc.kishou.go.jp/ ）により公開されている。

数値予報課では統計処理や観測値と第一推定値の比較の時系列図などで各種観
測データの監視を行っている。また、衛星データに関しては別々の衛星の同様の周波
数帯（チャンネル）の輝度温度観測データについて、第一推定値に対する二乗平均平
方根誤差（RMSE）やバイアス、入電数の時系列を描画することにより監視を行っている。
例として、スライドには複数の同種の衛星観測データの第一推定値に対するRMSE時
系列のグラフを載せている。スライドの図を見ると、NOAA-19以外の衛星のデータは一
定の範囲内で変動しているが、NOAA-19だけRMSEが拡大している。これから、第一推
定値ではなく、NOAA-19の観測データの精度が悪化したと判断できる。

http://qc.kishou.go.jp/
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数値予報モデルを実行するためには、初めに3次元空間の全ての格子点で初期時刻
の気温や風、水蒸気量などの大気状態を表す物理量（初期値）を与えなければならな
い。初期値の精度は数値予報の精度に決定的な意味を持つため、精度の高い初期値
を作成することは非常に重要となる（本田ほか 2018）。ここではデータ同化による初期
値の作成について簡単に述べる。

表に観測データと第一推定値（前回の数値予報モデルの予報値）の特徴をまとめて
いる。観測データは基本的に現実を反映しているが、利用可能な地点や高度、あるい
はデータの種類が限られたものになっている。第一推定値は全ての格子点上で全ての
データを利用できるが、現実に沿ったものとなっているとは限らない。このように観測デ
ータと第一推定値のメリットとデメリットは互いに相補的になっていて、また観測データ
と第一推定値はそれぞれ観測誤差、予報誤差を内包している。図は20kmGSMの格子
点と実際に入電した観測データの分布を示している。GSMの格子点は3次元空間内に
規則正しく並び、これら全ての格子点上で全ての要素のデータが利用できる。一方で
観測データの分布はその多くが陸上に集中していて海上では少なく、まばらな分布に
なっていることが図から読み取れる。

このようにそれぞれメリットとデメリットを持つ観測データと第一推定値をうまく使って
、数値予報の初期値を作成する処理をデータ同化、または客観解析と呼ぶ。データ同
化では、全格子点上で全要素のデータが利用できる第一推定値を初期値のたたき台
として利用し、現実を反映している観測データによってたたき台（第一推定値）を修正す
ることで、精度の良い初期値を作成する。データ同化によって作成された初期値は解
析値とも呼ばれ、観測データと第一推定値の双方の利点を活用しつつ、それぞれに内
包される観測誤差と予報誤差（背景誤差）も考慮して作成されることから、解析値は最
も確からしい値として得られる。

データ同化手法には4次元変分法や3次元変分法、最適内挿法、アンサンブルカルマ
ンフィルタなどがある。
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データ同化では、観測値を単純に解析値とするのではなく、観測値と第一推定値の
双方に重みをつけて内挿して解析値を求める。解析値が観測値側に寄るかそれとも第
一推定値側に寄るかは、データ同化を実行する際にそれぞれの値の持つ誤差の統計
的性質として与えられる「観測誤差」と「背景誤差」（第一推定値の誤差）の設定によっ
て決まることになる。

簡単な例として、図のように、ある場所の気温が3.0℃と観測され、同じ場所・同じ時
刻での第一推定値の気温の予想は0.0℃であった場合、解析値をどのように求めるか
について考える。
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図は、最尤推定法という考え方で解析値を求める場合の例を示す。観測値、第一推
定値には、それぞれ統計的な性質として与えられる「観測誤差」、「背景誤差」が存在
する。観測値だけが分かっているときには、実際(真値)の気温は、観測値の周りに存
在すると考えられ、第一推定値についても同様である。観測値、第一推定値と真値と
の誤差はそれぞれ正規分布による条件付き確率密度関数に従うと仮定する。確率の
分布は観測誤差、背景誤差の大きさに依存し、観測値と第一推定値の２つの情報が
分かっている場合、これらが同時に満たす確率は確率密度関数の積で表せる。その最
大値を与える値が最も尤もらしい値=解析値と考えることができる。例では、青色の確
率密度が最大となる場合の気温は2.4℃で、この値が解析値となる。このように、観測
誤差が背景誤差より小さい場合は解析値は観測データ側に寄り、逆に観測誤差が大
きい場合は解析値は第一推定値側に寄ることになる。
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データ同化では、前回の数値予報モデルの予報値である第一推定値を、観測データ
で修正することによって初期値を作成する。作成された初期値からは数値予報モデル
を実行することによって予報値が得られ、次のデータ同化の第一推定値として利用さ
れる。データ同化には地上観測や高層観測などによる直接観測のデータや、地上リモ
ートセンシングや衛星観測といった遠隔観測のデータなど、様々な観測データが用い
られる。精度の良い初期値を作成するためにはデータ同化に用いる観測データの品質
が重要で、異常データが用いられた場合は初期値の精度は著しく悪化する。このため
データ同化には品質管理によって一定の品質を保った観測データのみが利用される。
データ同化によって作成された初期値と、たたき台として利用された第一推定値との差
は修正量（インクリメント）と呼ばれ、第一推定値が観測データによってどれだけ修正さ
れたかを表している。異常に大きなインクリメントが入っている場合や、逆にインクリメ
ントが全く入っていない場合などは、それぞれ異常データが利用されていることや観測
データが利用されていないといったことが考えられ、作成された初期値の精度に注意
する必要がある。
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数値予報では、予測時間が長くなるほど誤差が増大するため、予報値は次第に真値
（現実の大気状態）から離れていく。そこで短い予測時間の予報値を第一推定値に利
用してデータ同化を行うことで真値に近いと期待される初期値を作成し、数値予報モデ
ルを実行して次のデータ同化の第一推定値として利用することを繰り返し、初期値や
予報値の精度の保持を図っている。このデータ同化と数値予報の繰り返しを解析予報
サイクルと呼ぶ。例えば第一推定値が大きな誤差を持っていて一度のデータ同化で誤
差を修正しきれない場合でも、解析予報サイクルでは次のサイクルのデータ同化によ
って修正され、初期値や予報値の精度が保たれる。特に短期予報や週間予報の範囲
では、初期値の精度が数値予報の精度に大きな影響を与えるため、解析予報サイク
ルによって常に高い精度の初期値を作成することが必要となる。

1つの観測種別のデータは局所的に存在するため、一度のデータ同化では観測が存
在する領域の周辺以外では第一推定値が修正されず、データ同化による初期値の改
善の影響は限定的である。しかし、データ同化により観測情報が同化された初期値か
ら数値予報モデルを実行し、その予報値を次のデータ同化の第一推定値として利用す
ることで、観測データの影響は数値予報モデルを介して周辺に広がっていく。解析予報
サイクルによって予測対象領域全域での精度向上が期待され、このことは初期値や予
報値の精度向上において大きな意味を持つ。
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解析予報サイクルと数値予報システムの関係をスライドに示す。Daは全球サイクル
解析（Delayed analysis）、Eaは全球速報解析（Early analysis）、Maはメソ解析（Meso
analysis）、Laは局地解析（Local analysis）を表し、2桁の数値は解析対象時刻（UTC）を
表す。DaおよびMaの輪は、これらが解析予報サイクルであることを意味し、矢印は第
一推定値や側面境界値の提供に関する関係を示している。

DaとEaはともに全球解析であり、それぞれ異なる目的で実行されている。Daは精度
を維持するための解析として自己完結したサイクルで、多くの観測データを利用するた
めにデータ取得打ち切り時間が最も長く、00,12UTCでは11時間50分、06,18UTCでは7
時間50分に設定されている。Eaは全球モデル（GSM）を実行するための解析で、数値
予報プロダクトを迅速に提供するためにデータ取得打ち切り時間は2時間20分に設定
されている。なおEa00,12では、精度を維持するためにそれぞれDa18,06の解析値から
第一推定値を作成している。

Maはメソモデル（MSM）を実行するための解析で、データ取得打ち切り時間は50分に
設定されている。DaやEaからほぼ独立したサイクルとなっているが、解析を実行するた
めの側面境界値はGSMから提供されている。

Laは局地モデル（LFM）を実行するための解析で、データ取得打ち切り時間は30分に
設定されている。解析を実行するための最初の第一推定値はMaやMSMから提供され
ており、サイクルとはなっていない。
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ここではデータ同化手法の1つである変分法（4次元変分法と3次元変分法）について
簡単に紹介する。4次元変分法は高精度な初期値が必要となる全球解析（門脇 2005;
西嶋・室井 2006）やメソ解析（本田・澤田 2008,2009）で、3次元変分法はより迅速な
処理が求められる局地解析（永戸ほか 2012;幾田 2015）で用いられるデータ同化手
法である。スライドに4次元変分法と3次元変分法の概念図を示している。変分法では
解析時刻の前後に観測されたデータを利用したデータ同化を行う。この同化期間を同
化窓（または同化ウィンドウ）と呼ぶ。

4次元変分法では数値予報モデルを実行することで、同化窓内の各時刻に観測され
たデータを大気状態の時間変化を考慮して利用できる（露木 1997,2002）。一方、3次
元変分法では数値予報モデルは実行せず、同化窓内の観測データは全て解析時刻に
観測されたとして同化を行う。また4次元変分法では数値予報モデルを繰り返し実行し
て少しずつ第一推定値を修正することで、得られる解析値は力学的にバランスのとれ
たものになっているが、数値予報モデルを実行しない3次元変分法では必ずしも力学
的にバランスのとれた解析値が得られるとは限らない。下の2枚の図は気温の一点観
測を4次元変分法と3次元変分法を用いて同化した場合のインクリメント（気温：塗りつ
ぶし、風：矢印）と気温の等値線を示している。4次元変分法では気温の等値線に沿っ
て変形したインクリメントとなっているが、3次元変分法ではインクリメントが等方的にな
っていることが分かる。

このように4次元変分法は3次元変分法よりも高精度な解析値が得られるデータ同化
手法となっている。データ同化手法として変分法の他には、地上解析や積雪解析、波
浪データ同化などに用いられている最適内挿法や、アンサンブル予報の初期摂動の
作成に利用されるアンサンブルカルマンフィルタなどがある。
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データ同化では、観測値を単純に解析値とするのではなく、観測値と第一推定値の
双方に重みをつけて内挿して解析値を求めることになる。解析値が観測値側に寄るか
それとも第一推定値側に寄るかは、データ同化を実行する際にそれぞれの値の持つ
誤差の統計的性質として与えられる「観測誤差」と「背景誤差」（第一推定値の誤差）の
設定によって決まることになる。観測誤差が背景誤差より小さい場合は解析値は観測
データ側に寄り、逆に観測誤差が大きい場合は解析値は第一推定値側に寄ることにな
る。基本的な変分法データ同化では、背景誤差に過去の一定期間のデータから統計
的に計算した予測誤差（「気候学的背景誤差」）を用いているため、日々の気象条件に
応じた不確実性の違いを正確に表現することができない。そのため、全球解析や局地
解析では、変分法で用いる背景誤差について、気候学的に事前に見積った値に加え
て図に示すようにアンサンブル予報から見積もられる予報摂動（ばらつき）を利用する
ことで、実際の大気の状態に応じた誤差情報も考慮する手法（ハイブリッド同化）を用
いている（数値予報開発センター 2021; 数値予報開発センター 2022）。これにより、観
測データの情報をより適切に初期値に反映させることを可能としている。
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数値予報モデルは大気現象を支配する物理法則の方程式をコンピュータで解き、未
来の値を計算する。この物理法則は複雑な方程式の集まりであり、解析的に答えを求
められない。そこで、様々な近似により方程式を簡素化した上で、時間・空間方向にお
いてとびとびの値で表現し、初期状態を与えて、コンピュータで時間積分の計算を行う
ことで解くことが可能になる。

数値予報モデルにおいて、考慮されている主な過程をスライドの右下に示している。
地球大気中には大規模な擾乱からメソスケール擾乱、さらに小さな乱流などのさまざ
まな時間・空間スケールの現象が存在する。これらを正確に予測するため、数値予報
モデルでは、大気の流れを基本として、積乱雲の発生発達、雲と放射の相互作用、境
界層の大気の乱れに伴う運動量・熱・水蒸気の輸送など、非常に複雑な過程を取り扱
っている。
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基礎方程式は一部を除いて、ある物理量について時間変化率を求めるという形になっている
。したがって、実際の数値予報モデルのプログラムも、物理量毎に時間変化率を求め、それに
細かい時間間隔を掛けること（時間積分）によって、未来の物理量を求める、という構造になっ
ている。この物理量を「予報変数」と呼ぶ。なお、予報変数から時間積分を経ずに求められる量
を「診断量」と呼ぶことがある。

時間変化率を求める際、現実の大気のような連続的な分布をコンピュータで取り扱うことが困
難なため、「とびとびの値」が連続的な分布を構成していると考える（離散化、詳細は後述）。こ
の離散化された値（格子点値）は時間・空間的な平均値を表し、この格子点値を用いて時間変
化率を求める。また、時間変化率に寄与する各過程の特性によって扱いが異なるため、時間
変化率を求める過程は力学過程と物理過程に分けられる。

「力学過程」（または「力学フレーム」）は数値予報モデルの基礎方程式に含まれる移流や気
圧傾度力の時間変化率を求める部分と、実際に時間積分を行うところをあわせた部分を指す。
一方、物理過程はそれ以外の外力、非断熱加熱、相変化に伴う加湿の効果を計算する部分と
、それらの計算に必要な大気以外とのやりとりや内部的な変化を考慮する部分などをあわせ
た部分を指す。
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数値予報モデルで用いられる物理法則の基礎方程式を紹介する。

運動方程式は大気の流れ（風）を支配する方程式である。鉛直方向の運動方程式は
「静力学平衡」（もしくは「静水圧近似」）を仮定する場合（発達した積乱雲等でなければ
、かなりよい精度で成り立つ）、3つ目の式の静力学平衡の式が用いられる。この式は

大規模な運動で卓越するふたつの力が釣り合っている状態を示し、鉛直速度の時間
変化率を予報する必要がないため、計算量が少なくなるというメリットがある。静力学
平衡の仮定をする方程式系を採用した数値予報モデルを「静力学モデル」と呼び、静
力学平衡の仮定をしない非静力学方程式系を採用したモデルを「非静力学モデル」と
呼ぶ。

連続の式は水の相転移を除いて、空気の質量が保存されていることを表す方程式で
ある。静力学モデルでは、鉛直方向の運動方程式の代わりに連続の式と水平方向の
運動方程式による水平方向の風の計算結果を用いて、鉛直流が求められる。

熱力学方程式は大気の温度変化に関する方程式である。温度の代わりに温位で表
される場合もある。水蒸気の予測式は大気の水蒸気の変化に関する方程式である。こ
のほかにも大気の状態に関する関係式である状態方程式や大気の乱流エネルギー、
地中温度などの物理量の方程式を考える場合がある。
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力学過程は基礎方程式をどのような座標系を用いて、どのように離散化を行い、ど
のように時間積分をするかという、数値予報モデルの基本構造をなす部分である。同
じ基礎方程式を用いた数値予報モデルであっても、その基本構造の中身は同じとは限
らず、それぞれの数値予報モデルによって特徴がある。ここでは、数値予報モデルで
用いられる座標系について説明する。

大気の運動を表す方程式系は3次元空間での直交直線座標系で記述することができ

る。直交直線座標系のまま解くことも可能だが、地球はほぼ球体であることを利用して
方程式を解きやすい形式に書き換えることがよく行われる。全球モデルでは球座標系
に変換することにより、重力は常に鉛直方向下向きに働き、水平方向2成分は緯度経

度によらず直交することから、解きやすくなる。領域モデルでは投影法によって平面に
投影した座標系に変換される。これに基づき方程式を変換することにより、地球が球体
である効果を考慮し、さらに座標の直交性を確保しながら水平2方向の距離の歪みを
調整する。

鉛直方向の座標系については、気圧座標系と高度座標系に大きく分かれる。気圧座
標・高度座標のいずれを採用するとしても、大気の流れに沿うように、大気最下層付近
では地形や海面に沿った層配置となるが、一方上層では地形の影響を受けない層配
置が都合がよく、そのように工夫された「ハイブリッド座標」もよく採用される。
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次に、離散化について説明する。一般に大気中のさまざまな物理量は連続的な分布
をしている。しかし、このままではコンピュータで取り扱うことが困難なため、連続的な
分布を「とびとびの値」で近似的に表現することを考える。このとびとびの値への置き換
えを「離散化」と言う。離散化により、基礎方程式にある微分項などを近似的に求める
ことが可能になる。空間的にとびとびの位置に分布する値から微分計算を扱う方法と
して、大きく分けて格子点法とスペクトル法の2種類がある。ここでは格子点法を使用

するモデルを総称して「格子モデル」と呼び、スペクトル法を採用したモデルは「スペクト
ルモデル」と呼ぶ。

スライドに格子点法とスペクトル法の模式図を示している。格子点法は近隣の格子と
の差分等の演算で予報変数の空間分布やその傾きを考える方法であり、スペクトル法
では物理量の空間分布をさまざまな波数の波の重ね合わせで表現して、その波数の
振幅を時間発展させることで物理量の将来予測を計算する。スペクトル法よりも格子
点法の方が直感的に理解しやすいが、スペクトル法では微分項を解析的に計算できる
など、一般的に格子点法よりも精度良く計算できる。離散化の基本的な考え方から言
えば、格子点法の場合は格子間隔を細かく、スペクトル法では考える波の数（単位長
に含まれる波の数を「波数」、波長が最短の波の数を「切断波数」という）を多く計算し
たほうが精度は高い。

鉛直方向についても、水平方向と同様の原理だが、スペクトルモデルの場合でもスペ
クトル法が用いられるのは水平方向のみで、鉛直方向には通常は格子点法が用いら
れる。一般に大気の流れは上層へ向かうほど水平方向の流れが卓越し、下層ほど鉛
直方向の流れの変化が大きくなるので、鉛直層の配置については、地形の影響や境
界層の表現等も考慮して、下層ほど細かく設定されることが多い。
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離散化の基本的な考え方から言えば、格子点法の場合は格子間隔を細かく、スペクトル法で
は考える波の数を多く計算したほうが精度は高い。全球スペクトルモデルの場合は球座標を採
用しており、球面調和関数で表される波の重ね合わせで表現されるが、東西波数と全波数の
空間で三角切断（triangular truncation）を行う場合には、先頭に“T”を付けて表記する。波と格
子の対応はいくつかの方法があり、先頭に“TL”が付く場合には線形格子(linear grid)を、先頭に
“TQ”が付く場合には2次格子(quadratic grid)を採用した場合の解像度の表記である。

スペクトルモデルの場合の「解像度」については切断波数を使用する場合と、格子間隔を使
用する場合がある。厳密には前者で表記することが正しいが、本資料や様々な資料ではプロ
ダクト利用者へのわかりやすさを重視して、なるべく後者を用いている。例えばTQ959の全球モ
デルの場合、赤道上には2880個の格子点がある。赤道上では地球一周が約40000 kmである
ため、東西方向の格子間隔は約14 km、北緯30度ではやや狭まって約13 kmとなる。また南北
方向は赤道上の東西方向と同じである。そこで解像度として一般的に格子間隔13 kmと表記し
ている。
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全球モデルでは格子点法で等緯度経度格子を用いた場合、両極付近で格子点が集中して微
分計算の取り扱いなどが困難になる。従って、格子点法を用いる場合はその他の格子配置を
用いるなどの工夫が必要になる。スペクトル法を用いる場合は極での格子点の集中の問題は
緩和されるが、面積の大きく異なる格子が共存することは物理過程なども含めて考えると好ま
しいことではない。

気象庁全球モデルには「適合ガウス格子」（宮本2005;岩村2008）を使用している。ガウス格

子は地球の球体表面の緯度方向の積分をガウスの求積法によって精度よく求めるために使用
している。適合ガウス格子では中高緯度の格子が標準のガウス格子よりも、精度に影響がな
い範囲で少なくなっているため、格子間隔の非一様性が緩和される。また、物理過程などは局
所的な効果や変化として取り扱う方が都合がよいために、格子点の値を直接用いた計算が併
用されており、適合ガウス格子の利用によって、標準的なガウス格子より格子点数が少なくな
り、物理過程の計算量も減少する。
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格子点法において、Arakawa and Lamb （1977）は予報変数をどのように格子点に配置するか
でいくつかのタイプに分類した（スライド）。わかりやすく言えば、囲碁のように格子の交点に置

くか、将棋のように格子の中央に置くかということである。横方向は中央で縦方向は交点、とい
う配置もある。詳細は省略するが、この配置により計算のしやすさや計算結果の精度が異なる
という事情があり、実際には予報変数に応じてこれらを組み合わせて用いることが多い。

気象庁メソモデル・局地モデルで使われている非静力学モデルasucaでは、荒川Cグリッドの

配置が用いられている。これは数値予報モデルが各時刻の予報変数を計算する格子点の配
置であって、利用者に提供される数値予報GPVでは全ての予報変数が同じ点にある格子（荒
川Aグリッド）に内挿して作成されている。
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数値予報モデルでは予報変数の時間変化率を求め、時間積分を行うという手順になる。以上
の空間離散化により各方程式の時間変化率を求めることができるので、次のステップは時間
積分である。空間離散化と同様、時間積分もなんらかの形に変換・離散化する必要がある。こ
の時間方向の離散化を「時間積分法」といい、空間の格子間隔と同様、時間積分の刻み幅を「
積分時間間隔」と呼ぶ。

空間離散化同様、一般的に積分時間間隔が短いほど精度が良い。しかしそれでは計算時間
が膨大になるため、現業数値予報モデルでは、設定した格子間隔での予測精度を著しく損な
わない範囲で可能な限り積分時間間隔を伸ばして計算時間を短縮する、という方針が基本に
なる。一方で、安定な計算のため、取りうる積分時間間隔には上限がある。その一つに、「CFL
条件」というものがある。

「CFL条件」は情報が伝播する速度が実際の現象が進む速さ以上でなければいけないという

条件で、これを満たさなければ、計算により流れに沿って情報を伝えることができなくなり、計
算が破綻してしまう（精度が悪いという状態よりさらに悪化して、無意味な計算をして物理的に
ありえない値を出力してしまう）。
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次に、CFL条件を一部回避して積分時間間隔を長く取るための工夫について紹介する。速度

の大きい波の効果を計算する際に「陰解法（インプリシット法）」と呼ばれる手法を用いて解くこ
とで、積分時間間隔をCFL条件に依らず決めることができる。それ以外の波の効果を計算する
際には従来の「陽解法（イクスプリシット法）」で解くが、相対的に速度が小さいため、CFL条件を
考慮しても積分時間間隔を大きめに取ることができる。これら2つの手法を併用する時間積分
法を、半分は陰解法を用いることから「セミ・インプリシット法」と呼ぶ。

更に移流におけるCFL条件による積分時間間隔の上限を回避するために開発された手法が、

セミラグランジュ法である。ラグランジュ法では流体のある部分（流体塊）に着目し、それが時間
とともにどのように移動し変化するかを追跡する方法である。外力や加熱などの強制がなけれ
ば流体塊の運動や状態は変化しないことから、移流による時間変化を考慮する必要がなく、
CFL条件の制約がなくなる。移流項を計算する時にだけこの手法を用いる計算方法を、セミラグ

ランジュ法と呼ぶ。積分時間間隔の上限がないといっても、流体塊の移動を追跡する必要があ
るため、あまり長くすると精度が低下することから、実際には予報精度に大きな影響が出ない
範囲で決められている。水平格子間隔13 kmの大気モデルで与えられる積分時間間隔はCFL
条件では70秒程度だが、セミラグランジュ法を採用した全球モデルの積分時間間隔は300秒と
している。
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物理過程は大気の流れに関するもの以外の効果や、離散化により取り扱われ
なくなった、物理量の格子平均からのズレにより生じる効果を考慮する部分である
。例えば、数個の格子に渡る広がりを持つほどに発達した積乱雲や水平方向に
広がった層雲が発生することもあり得るが、現在の数値予報モデルで設定される
格子間隔よりも小さい雲の方が多い。したがって、格子平均の物理量により直接
雲の存在をすべて表すことはできない。しかし、雲は大気において放射量に影響
を及ぼす重要な要素であり、また雲はその中で降水粒子が生成、落下することに
より地上に降水をもたらすものであるため、天気予報の精度にとっては非常に重
要である。そのため、格子平均の物理量により直接表現することができない効果
を何らかの形で表現する必要がある。

ひとつの格子の中の一部で生じている現象を取り扱うことから、こうした現象の
スケールを「サブグリッドスケール」と言い、サブグリッドスケールの現象の効果を
近似的に評価することを「パラメタリゼーション」と言う。このとき、サブグリッドスケ
ールの現象を、格子スケールの物理量から計算する必要がある。この計算では、
サブグリッドスケールの現象は格子スケールの現象によりコントロールされており
、そのフィードバックが計算できることを前提としている。

物理過程が予報精度に与える影響は非常に大きく、物理過程の高度化や精緻
化が数値予報モデルの重要課題である。格子平均で現象を表すことができない
物理過程は観測から得られる現実の大気のメカニズムの特徴を模した計算を行う
。しかし、各物理過程で用いる大気のメカニズムには未解明の部分が依然多く、
数値予報実験や過去の運用時の経験則のみから決められたパラメータや仮定が
入っている場合もあり、科学的な知見に照らした改良が必要である。こうした改良
に向けて、観測とモデルの予測との比較に関する国際プロジェクトなどによる調査
研究も盛んに行われている。
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代表的な物理過程として積雲対流パラメタリゼーションについて述べる。

積雲は、特に熱帯で顕著に発生・発達し、熱や水蒸気の鉛直輸送に大きな役割を果たし、ひ
いては大気大循環に大きな影響を与えている。また熱や水蒸気を鉛直方向に分配した結果と
して、水蒸気が凝結する。凝結した水蒸気は降水として落下するか、雲水・雲氷として放出され

る。現在の現業数値予報モデルは、積雲を直接表現するだけの十分な分解能を持た
ない。直接表現できないからといって積雲を何らかの形で表現しなければ、積雲対流
に伴う熱・水・運動量の輸送やそれに伴う雲や雨の多様性が十分に表現できなくなる。
その結果、数値予報モデルの予測は雲ひとつない晴れか、もしくは非現実的な降水か
、のどちらかの極端な予測になってしまう。したがって、積雲対流パラメタリゼーション
により、熱、水蒸気、運動量の鉛直方向の再分配を行う仕組みを導入している(小森
2012)。
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GSMで採用されている積雲対流スキームは、スペクトル型のマスフラックススキーム
の一種であるArakawa-Schubertスキームを基にしている。マスフラックススキームでは

積雲のふるまいやそれによる大気への影響を表現するために、積雲対流に伴う鉛直
方向の大気と水物質の質量輸送（マスフラックス）を計算することによって、その質量と
ともに鉛直流で輸送される運動量、熱、水蒸気の輸送量を見積もる。

積雲の中の大気は、積雲周辺の乾いた冷たい空気を取り込み（これを「エントレイン

メント」と呼ぶ）、積雲内部の湿った暖かい空気の一部を放出しながら（これを「デトレイ
ンメント」と呼ぶ）上昇していく。 Arakawa-Schubertスキームではモデル各格子あたりに

いろいろな高さの積雲（複数の上昇流、代表的なひとつの下降流、さらに補償下降流）
があると考え、積雲の高さの違いはエントレインメントの起き方の違いに対応している。
また、ある高さの積雲が発生するかどうかやその活動の強さは、雲底と雲頂の間の大
気の安定度に関連する量である「雲仕事関数」など様々な条件によって決まる。GSMで
採用されているArakawa-Schubertスキームでは、エントレインメントは中間の高度でも
起きる一方、デトレインメントは雲頂と雲底でのみで起きるとしている。
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Kain-Fritschスキームでは、モデルの各格子あたり、ひとつの積雲（一組の上昇流と下

降流、そして補償下降流）を考える。持ち上げ凝結高度まで断熱的に持ち上げた気塊
の仮温度が、格子スケールの大気の仮温度よりも高ければ、その気塊は浮力を持つ
と考えて積雲を発生させる。メソモデルでは混合層の高さや地表面の熱フラックスに基
づいた摂動が考慮されて、地形や風の収束による大気の上昇が弱い場合に積雲対流
スキームを発動させる工夫を行っている(原2017)。発生した積雲では、雲底や雲頂だ

けではなく中間の高度でも、周囲の大気とエントレインメントやデトレインメントにより熱
や水蒸気が混合される。
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海洋では、図に示されるように、海上の風によって生じる数m～数100mスケールの

波浪から、海水温と塩分による密度差で駆動される地球規模の熱塩循環まで、様々な
スケールの現象が起きている。

気象庁では、これらの様々な海洋現象を予測し海洋起源の災害を軽減するために、
予測対象ごとに「波浪モデル」、「高潮モデル」、「海況モデル」といった各種の海洋に関
する数値予報モデルを運用している。
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表に記載してあるのは、気象庁が運用する海洋に関するモデルのうち、波浪モデル
と海況モデルの概要である。

「波浪モデル」は、海上の風の予測値を用いて、海上における波の発達･減衰やうね
りの伝播などを予測し、高波時に発表される波浪警報･注意報や、毎日の波浪予報、
船舶向けの波浪図などに利用されている。

「海況モデル」は、黒潮や親潮等の日本周辺の海流や海水温、海氷の状態を予測し
、海面水温・海流1か月予報・海氷情報や船舶向けの海氷予想図の発表、水産業、ま
た他の数値予報モデルとともに船舶の安全運航、海上の警備救難等でも利用される。
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表に記載してあるのは、気象庁が運用する海洋に関するモデルのうち、高潮モデル
の概要である。

「高潮モデル」は、台風の接近時などに海面気圧と海上の風の予測値から潮位の上
昇量を予測し、高潮災害が危惧される場合の高潮警報･注意報の発表や、警報級の
現象が発生する可能性を示す高潮早期注意情報（警報級の可能性）の発表に利用さ
れている。

令和4年9月8日からは「日本域台風時高潮確率予報システム」の運用が開始された
。これにより、台風の進路横方向の不確実性や進行速度の不確実性を考慮できるよう
になり、確率的に高潮予報ができるようになったことで、高潮早期注意情報（警報級の
可能性）を発表することが可能となった。
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波浪モデルの概要について解説を行う前段として、波浪の基礎について簡単に述べ
る。波浪は、一般に風浪とうねりに大別される。風浪とは海上を吹く風からエネルギー
を与えられて発達しつつある波であり、風速が強いほど、また吹く距離（吹送距離）及
び吹く時間（吹続時間）が長いほど発達する。個々の波の形状は不規則で尖（とが）っ
ており、強風下ではしばしば白波が立つ。一方、風浪が風の吹かない領域まで進んだ
り、海上の風が弱まったり風向きが急に変化するなどして、風による発達がなくなった
後に残される波をうねりと呼ぶ。うねりは周期的で丸みを帯び、正弦波に近い形状をし
ている。 また、波が海岸に近づき、水深が波長Lの１/2より浅くなると海底地形による
屈折や波高の変形が起こる（浅水変形）。さらに水深が浅くなると、波高が急激に上昇
、波形勾配が大きくなり、やがて砕波する。波浪モデルでは、波浪が風浪として発生し
てからうねりに変化し消滅するまでの一連の現象を数式で表し、日々の波浪を計算し
ている。
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海面は写真のように複雑な形状をしている。また、グラフは、観測点（松前）における
波浪観測の記録の例であるが、正弦波のような単一の振幅、周期ではなく様々な周期
及び振幅の波が混在している。このように海面の波は様々な波の重ね合わせとなって
いることがわかる。 こういった特徴を踏まえ、波浪の状態を表現する方法として、①有
義波、②波浪スペクトルという2つの表現方法が一般に用いられている。これらの方法
により、どれくらいの大きさの波が、どの方角から、どれくらいの周期でやってくるかと
いったことについて定量的に把握することが可能となる。
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日本域高潮モデルでは、非台風時には、MSMの風・気圧場を使用した１通りの予測計算を行う。一方
、台風による高潮の場合、台風の進路によって高潮の規模や発生のタイミングが大きく異なることから、
台風進路予報の誤差などを考慮して高潮の予測をする必要がある。このため、台風が日本に接近する（
台風が予測期間内に日本の沿岸300km以内を通過する）と予想される場合（以下、台風時）には、高潮
モデルでは6つの異なる風・気圧場を用いた6メンバーの予測計算を行う。6メンバーの予測のうち、1つ
は非台風時と同様MSMの風・気圧場を使用し、その他5メンバーについては台風情報に基づき作成した
仮想的な台風周辺の風・気圧場（以下、台風ボーガス）を用いる。MSMと台風ボーガスの2種類の外力を
利用する理由は、MSM予測値を用いた場合に地形による変形や、中緯度に北上してきたことによる台
風の構造の変化が高潮予測に反映されるメリットがある一方で、MSM予測が気象庁発表の台風予報と
異なる進路・強度を示す可能性を考慮するためである。

台風ボーガスを使用する5メンバーの予測では、図に示したように台風が

1. 予報円中心

2. 予報円上の最も速いコース

3. 予報円上で進行方向右

4. 予報円上の最も遅いコース

5. 予報円上で進行方向左

を通過する場合の高潮を予測する。1を「ボーガス中央コース」、2～5を「ボーガス周辺コース」と呼ぶ。

複数の台風が日本に接近した場合、高潮の予測に使用する台風ボーガスは、複数の台風それぞれに
ついて同じコース同士で台風ボーガスの重ね合わせを行い計算する（例えば、重ね合わせに使用する
台風ボーガスは、一方の台風を予報円上の最も速いコースで計算する場合、もう一方の台風も同様に
予報円上の最も速いコースで計算する）。台風ボーガスを埋め込むときは、弱い台風・優先度の低い台
風から埋め込み、優先度の高い台風で上書きを行う、という手続きがとられる。いずれの台風も中心付
近（強風半径程度）ではそれぞれの台風ボーガスを使用し、その外側では両者を合成する。ボーガス中
央コースはMSMにボーガスを埋め込むが、ボーガス周辺コースは台風周辺のみボーガスによる気象場
を与える（ボーガス周辺コースはボーガスとMSMによる台風位置が大きくずれる場合が多いため、ボー
ガスをMSMに埋め込むと、MSMによる台風が残ってしまう）。

また、24時間以内に台風ではなくなり、外力として用いる予測期間内までの台風予報値が台風情報に
記述されない場合、台風の強度・移動速度を一定と仮定して必要な値を外挿することにより予想を行う。
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図は、台風進路が少しずつ変わった場合に、顕著な高潮の発生する場所がどう変化
するかを示している。この例では、台風が予報円西寄りを通過した場合は大阪湾、予
報円中心を通過した場合は伊勢湾、予報円東寄りを通過した場合は三河湾で顕著な
高潮が発生することが分かる。このように、高潮が発生する場所や規模は台風進路に
大きく影響を受け、進路予報の誤差は高潮予測にも大きな誤差をもたらす。そのため
気象庁の高潮予測においては、台風時は複数のシナリオを用意し、状況に応じて使い
分けているほか、不確実性や潜在的なリスク評価にも用いている。
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気象庁では、確率的な高潮予報を可能とするため、令和4年9月8日から「日本域台

風時高潮確率予報システム」の運用を開始した。このシステムでは、台風予報円の情
報を元に、①日本域高潮モデルを用いて、台風進行の横方向に進路を等間隔にずらし
た計21通りの台風進路を作成し、21通りの5日先までの高潮予報計算を実行する。そ

の後、②台風進行速度の不確実性について、高潮予報結果の時間をずらす処理を実
施することにより、21×21=441通りの高潮予報に拡張して、更に潮汐効果も加算する

ことで、高潮確率予報を作成する。この高潮確率予報を元に、警報級の可能性を判定
し、高潮早期注意情報を発表している。
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海洋観測船や海洋ブイ、衛星観測、海洋フロートなどの観測結果は、品質管理を経
て海洋観測データベースに蓄積される。この蓄積されたデータを海洋モデルに同化し、
解析値や予報値を作成する。解析値や予報値は、日々の天気予報や気象予報の基
礎資料として活用されている。
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海況情報は、安全で経済的な船舶の運航や捜索、水産業、沿岸防災、レジャー・ス
ポーツ、流出油・津波デブリの漂流予測、汚染物質の移流・拡散予測などに利用され
ている。漂流予測は、海面に浮いたものが対象で、風の応力を直接受ける一方、移流
・拡散予測は海水に溶けたものが対象で、海水とともに鉛直方向にも移動する。
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眞鍋淑郎博士が原型を開発した 「大気海洋結合モデル」は、その後多くの専門家に
よって改良が続けられ、近年の計算機技術の目覚ましい進展もあって、人為的な温室
効果ガスの増加に伴う数十年から百年規模の気候変動ばかりでなく、わが国の気候
に大きな影響を与えるエルニーニョ・ラニーニャ現象などの数か月から数年規模の自
然現象の予測にも利用可能なものとなったため、気象庁でも1998年7月より「大気海洋
結合モデル」によるエルニーニョ・ラニーニャ現象の予測を開始した。

その後、2010年2月には、1か月から数か月規模の自然現象の予測にも利用可能と

なったことから、季節アンサンブル予報システムに「大気海洋結合モデル」を導入した。
2015年6月には、「大気海洋結合モデル」の解像度を向上させるとともに、海洋モデル

に加えて海氷モデルも結合した季節アンサンブル予報システムに用いるものとしては
第2世代となる「大気海洋結合モデル」に更新し、2022年2月には「大気海洋結合モデ
ル」の解像度を更に向上させた第3世代の「大気海洋結合モデル」に更新し、今後より

短い予報にも「大気海洋結合モデル」を利用していくことが出来るように、初期値作成
手法や運用方式にも改良を加えた。
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初期値のわずかな誤差が時間とともに急激に増大し、ついには予測不可能な混沌と
した状態になる性質をカオスと言う。大気にはカオス的性質があり、海洋や海氷、積雪
等に比べて変動が速く、初期の大気が持つ情報は急速に失われる。一方、海洋や海
氷、積雪等は変動が遅いため、大気よりも長期間の予報が可能である。このため、大
気が海洋や海氷、積雪等の大気の境界条件から受ける影響については、長期間の予
報が可能である。初期の大気条件に依存する予測可能性を第１種の予測可能性、境
界条件に依存する予測可能性を第２種の予測可能性と言う。
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大気現象には竜巻や温帯低気圧など時空間スケールの小さい現象から、赤道季節
内振動（MJO）やモンスーン、エルニーニョ現象といった時空間スケールの大きい現象

まで様々なものがある。時空間スケールの小さい大気現象は大気初期条件（第１種の
予測可能性）に敏感であるため、長期間の予報は不可能である。一方、赤道季節内振
動やモンスーン、エルニーニョ現象等は大気初期条件（第１種の予測可能性）よりも、
海洋や海氷、積雪等の境界条件（第２種の予測可能性）に敏感であるため、長期予報
が可能である。
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長期間の予報では、海水温や海氷、積雪等の大気への影響が大きく、これらを適切
に予報する必要があるため、海洋モデルや海氷モデル、陸面モデルを大気モデルに
結合し、熱や水蒸気といった物理量の相互交換（相互作用）を計算する大気海洋結合
モデルが利用される。このため、大気海洋結合モデルは長期間の予報から導入され、
比較的海水温や海氷、積雪等の大気への影響が小さい、より短期間の予報にも導入
していくといった方向で開発が進められており、データ同化システムといった大気の初
期条件の精度を高める開発とは逆向きの開発となっている。今後、短期予報から長期
予報まで予測可能なシームレスな数値予報モデルを開発していくためには、第１種の
予測可能性である大気初期条件の開発と、第２種予測可能性である境界条件の開発
といった双方向の開発が不可欠である。
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気象庁では、2010年2月に大気海洋結合モデルを季節アンサンブル予報システムに

導入した。海面水温偏差を境界値とする大気モデルでは、海面水温が高い領域で対
流が立ち続けてしまうため、海面水温と降水量が過剰な正相関となる。しかし、現実の
大気（解析値）では、海面水温の高い領域で対流が立つと、日射の遮断や降水等によ
って海面水温が低下するため、弱い負相関となっている。大気海洋結合モデルは、図
に示すように海面水温と降水量の過剰な正相関を抑制して解析に近づけ、熱帯海洋
変動に関連した大気海洋相互作用の再現性を向上する。
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物質輸送モデルとは、大気中のある物質の動態を監視・予測するために、当該物質
の発生・輸送・消滅過程等をシミュレートする数値モデルである。着目する物質の中に
は、大気中で化学反応を起こして変化するもの（化学物質、エーロゾルやオゾン等）も
あり、これら化学過程を組み込んだ物質輸送モデルを、化学輸送モデル、大気化学モ
デルなどと呼ぶ。これら物質は地球の気候システムを通して数カ月先の季節予報や、
より長期の気候変動に影響を及ぼす。この大気化学過程が気候・気象場に及ぼす影
響を考慮する数値予報モデルが化学気候/気象モデル、地球システムモデルなどであ
る。

化学輸送モデルは、大気質モデル air quality model とも呼ばれ、大気汚染予測など

にも用いられる。オフラインモデルでは、あらかじめ気象モデルで解かれた気象場デー
タを、大気質モデルにインプットして予測する。オンライン(2-way)モデルでは、気象モデ

ルと大気質モデルは一体となっており、大気微量成分の変動の影響を気象モデルは
考慮することができる。

化学気候モデルとは、従来の気候モデルに化学過程を追加した大気（＋陸面、海洋）
モデルである。地球システムモデルとは、化学気候モデルに加えて、陸圏から生物圏
までを計算対象としたモデルである。
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大気中の物質輸送過程は主に放出、輸送、化学変化、エーロゾル微物理等、沈着/
吸収で構成される。以下に各項目について例を示す。

・放出（排出）の例： 砂漠からの黄砂の舞い上がり、海面付近の波しぶきに含まれる
海塩粒子、人間活動による大気汚染物質（炭素性や硫黄性の化合物、NOｘなどのオ
キシダント誘発物質）排出

・輸送過程： 風による移流、大気中での拡散、重力沈降

・化学変化： 各種物質ごとに異なる、他の物質との化学的相互作用： 変質、消失、発
生を伴う

・エーロゾル微物理： エーロゾル粒子の核形成（nucleation）、成長（growth）、凝集（
coagulation）、除去・洗浄（deposition & scavenging）

・乾性沈着： 大気中粒子の地上到達、気体状物質の地表面での吸収

・湿性沈着： 大気中粒子・気体状物質が降水に捕捉・吸収され、地表面に到達

輸送過程の基本法則は「連続の式（質量保存の法則）」（大気の数値予報では、運動
方程式・連続の式・熱力学方程式・状態方程式が基本法則）。
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気象庁では、物質輸送モデルを用いて地球環境や気候に影響する黄砂、紫外線、二
酸化炭素などの監視と予測を行っている。

「全球エーロゾルモデル」は、大陸などでの黄砂の舞い上がり、風による移動、雨など
による地上への降下を考慮して、大気中の黄砂の量や分布を解析・予測し、黄砂情報
の作成に利用される。

「全球化学輸送モデル」は、オゾンやその変化に関わる物質の風による移動、地上へ
の降下、化学物質や光による反応を通じた変化などを考慮して、上空や地上付近のオ
ゾン濃度を予測し、紫外線情報やスモッグ気象情報作成の支援に用いる「領域大気汚
染気象予測モデル」の境界値に利用される。

また、全球化学輸送モデルと、全球エーロゾルモデルは、気象研究所の地球システ
ムモデルのコンポーネントモデルとして組み込まれているものである。
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「二酸化炭素輸送モデル」は、世界の大気中の二酸化炭素の分布状況を図示する二
酸化炭素分布情報の作成に利用される。
「移流拡散モデル」は、航空路火山灰情報（VAA: Volcanic Ash Advisory）や放射性物
質拡散シミュレーション、降灰予報、大気汚染気象予報業務支援に利用される。
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大気の振る舞いは時間・空間に関する非線形偏微分方程式で記述されるため、未来
の大気状態を予測するには解くべき方程式とその数値解法、そして初期条件および境
界条件が必要となる。これらが正確に与えられるほど、精度の良い予測が可能になる
と期待されるが、現実には次に挙げるような問題がある（河野 2019;本田・室井 2018
）。

初期条件は、理想的には観測によって得られると期待される。しかし観測されたデー
タそのものが誤差を含むことや時間・空間的に連続な観測ができないことなどから、真
の値を知ることはできない。また、領域モデルでは境界条件として、より広い予報領域
を持つ数値予報モデルの予報値を用いるが、そのモデルの予報値にも誤差が含まれ
る。したがって数値予報に用いる初期値や境界値には必ず誤差が含まれる。

大気の振る舞いは様々な過程が影響を及ぼしあっているために、それを記述する方
程式は非常に複雑なものであり、自然を完璧に記述する方程式は知られていない。仮
に完全な方程式を知ることができたとしても、方程式を解析的に解くことができないた
め数値的に解くほかなく、その際には離散化などに起因する誤差が必ず生じる。また
大気の持つカオス的性質（初期値鋭敏性）により、初期値に含まれる誤差が微小であ
ったとしても、図のように予報時間が長くなるにしたがって予報誤差が急速に増大し、
数値予報の精度を左右するまでに発達することが知られている。

これらの様々な要因によって、数値予報の結果には必ず誤差が含まれ、数値予報を
利用する際には予測に不確実性があることを考慮しなければならない。しかし予報誤
差の成長速度は大気の状態に大きく依存するため、一つの数値予報の結果（決定論
的予報）から予報誤差の大きさを事前に知ることはできない。
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数値予報の結果に含まれる予報誤差（予測の不確実性）を事前に推定するための手
法にアンサンブル予報がある。アンサンブル予報では、予報の初期値などに意図的に
小さな摂動（揺らぎ）を与えることで初期値などの不確実性を表現し、摂動を加えた複
数の数値予報の集団（アンサンブル）を得る。それぞれの数値予報モデルの予測をア
ンサンブルメンバー（または単にメンバー）、摂動を加えていないアンサンブルメンバー
をコントロールランと呼ぶ。アンサンブル全体は摂動で考慮する不確実性の範囲内で
実現しうる大気状態の集団であり、未来の大気状態を確率的に把握することができる
。

それぞれのメンバーは解析誤差等を考慮した数値予報モデルの予測であり、メンバ
ーのばらつき具合によって予測の不確実性（信頼度）を見積もることができる。例えば
、ある予報時間でメンバーのばらつきが大きい場合、解析値や物理過程に含まれる微
小な誤差が時間発展とともに増大しやすい大気状態であることを意味し、予測の不確
実性が大きいことが示唆される。

アンサンブル予報では、解析誤差として初期値に与えた摂動が予報誤差として成長
しうる範囲で複数の予測が得られる。単一の決定論的予報（コントロールラン）では予
測が外れてしまう場合でも、アンサンブル予報では現実をメンバーの集団の中に確率
的に捕捉することができることも利点の一つである。
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気象庁で運用しているアンサンブル予報システムで用いられている摂動作成手法を
いくつか紹介する。

初期値の誤差（解析値の誤差）については、微小な摂動を初期値に意図的に加える
ことにより表現できる。初期値の誤差は場所によって大きく異なり、観測のみから特定
することはできない。また摂動が時間とともに成長する誤差を表現していることが望ま
しいが、ランダムに摂動を加えただけでは、予測の不確実性を正しく考慮することは難
しい。そこで、成長する誤差を合理的に取り出す必要がある。そのための手法として、
全球アンサンブル予報システム（GEPS）で用いられている「特異ベクトル法（Singular 
Vector: SV法）」がある。

数値予報モデルの不完全性については、その精度やインパクトから考えて、数値予
報モデルの物理過程に着目した考慮が行われることが多い。確率的物理過程強制法
（Stochastically Perturbed Physical Tendencies; SPPT法）（Buizza et al. 1999;米原 2010）

は、数値予報モデルの物理過程のもつ不確実性を取り扱う手法の一つであり、全球ア
ンサンブル予報システムで導入されている（山口 2017）ほか、2023年3月にメソアンサ
ンブル予報システムにも導入された（気象庁 2023）。これは予報の時間ステップ毎に

おいて、物理過程で計算される気温、比湿、風の時間変化量に対して、時間・空間相
関が考慮された乱数をかけたものを摂動として足しこむ手法である。

境界条件の不確実性を考慮するために、下部境界条件の１つである海面水温に摂
動を与える手法（太田・堀田 2016）がある。
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気象庁では、全球アンサンブル予報システム、メソアンサンブル予報システム、波浪
アンサンブル予報システム、季節アンサンブル予報システムを運用している。これらの
アンサンブル予報システムを用いて、決定論予報だけでは得られない予測の（不）確実
性に関する情報を提供している。表にはアンサンブル予報システムの主な仕様を示し
ている（主に外国支援目的に使用しているものを除く）。

※1 全般海上予報区（赤道-60°N、100°-180°E）内に台風が存在する、または同区
内で24 時間以内に台風になると予想される熱帯低気圧が存在する場合、または、全
般海上予報区外に最大風速34ノット以上の熱帯低気圧が存在し、24 時間以内に予報
円または暴風警戒域が同区内に入ると予想された場合。
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図は全球アンサンブル予報の各メンバーの海面更正気圧を表示したスタンプマップ
を示している。アンサンブル予報では複数の予報結果が得られるが、それぞれのメン
バーの予報値は数値予報モデルを実行した結果であり、予報値は物理量の間で整合
したものになっている。スタンプマップを活用すると、メンバー間での予測結果の違いを
詳細に確認してその要因の分析なども行うことができる。しかしアンサンブル予報では
メンバー数に応じて予測結果が増えるため、限られた時間内に行わなければならない
予報業務などにおいて一つ一つを隈なく見て判断するのは容易ではない。統計的な処
理などアンサンブル予報の結果を加工したプロダクトを利用し、効率的に予測結果を
把握することも重要となる。
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左図は全球アンサンブル予報の予測値（500hPa面ジオポテンシャル高度）を示してい

る。各メンバーの予測値を、右図のように特定の等値線について一枚の図に重ね描き
したものをスパゲッティダイアグラムと呼ぶ。スパゲッティダイアグラムでは、メンバー間
における予測の違いや、メンバーのばらつき具合を一枚の図で確認できる。例えばこ
の図からは、日本付近に深いトラフを表現しているメンバーが多いが、その深さについ
てばらつきが大きいことが読み取れる。
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全メンバーの予測を平均したものをアンサンブル平均と呼ぶ。一般にはアンサンブル
平均の二乗平均平方根誤差（Root Mean Square Error, RMSE）はコントロールランと比
較して小さいことが期待される（高野 2002）。

アンサンブル予報ではメンバーの分布は確率分布を表していて、分布がピークとなる
予測値が出現する可能性の高い予測となっている。メンバーが正規分布する場合には
アンサンブル平均が最も可能性の高い予測となるが、メンバーが正規分布しない、例
えば複数のピークを持つ分布の場合はアンサンブル平均と最も可能性の高い予測は
一致しない。このためアンサンブル平均だけで判断するのではなく、メンバーの分布も
合わせて確認する必要がある。

またアンサンブル平均は統計量であるため、数値予報モデルの予報値のように物理
量の間で整合した値にはなっていないことにも注意が必要となる。
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全メンバーの予測について標準偏差を求めたものをアンサンブルスプレッド（または
単にスプレッド）と呼ぶ。スプレッドはメンバーのばらつき具合を表す量で、スプレッドの
大きさから予測の不確実性の大きさを判断できる。一般にスプレッドの大きさはアンサ
ンブル平均のRMSEと同程度になることが期待される（高野 2002）ことから、スプレッド

が大きいほど予測の不確実性が大きい（信頼度が低い）と考えられる。なお、スライド
に示したアンサンブルスプレッドの図は気候学的変動量により規格化されている。

メンバーが狭い範囲に分布している場合はアンサンブル予報のスプレッドが小さく、
アンサンブル平均と近い値が出現すると期待されるが、メンバーの分布が広がってい
る場合はスプレッドが大きく、アンサンブル平均から離れた値が出現する確率が高くな
る。
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全メンバーに対して、特定の現象が予測されるメンバーの割合を表した図を確率分
布図と呼ぶ。特に、ある閾値以上の現象が発生する確率（超過確率）を表す図を超過
確率分布図と呼び、注目している現象について予測の確からしさを把握するためによく
用いられる。

2枚の図はそれぞれ24時間降水量が48mm以上となる確率、850hPa面での気温の気
候値からの偏差が8℃以上となる確率を表した確率分布図であり、超過確率が高いほ
ど予測が確からしいことを表している。
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特定の地点についての、メンバーの中央値、最大値、最小値、第1四分位点、第3四
分位点の時系列図を箱ひげ図（EPSgram）と呼ぶ。各予報時間でのアンサンブルスプレ

ッドの情報やその変化傾向が確かめられる。また、コントロールランの値も合わせて描
画することで決定論的予報の信頼度の情報も合わせて得られる。

図は箱ひげ図の例を示している。この図からは予報期間のはじめはメンバー間のば
らつきが小さく、中盤で急速に大きくなっていることが読み取れる。またこの図では解析
値と観測値を合わせて描画していて、実況の観測値がメンバーの予測の範囲内に概
ね捕捉できていることが分かる。
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数値予報の後続に位置し、数値予報の結果を利用した各種プロダクトの作成を行う
処理を応用処理という。数値予報の結果は膨大な数値データの集まりであり、そのま
まの状態で利用することは難しい。そこでユーザーの利便性向上のための様々な処理
、例えば、数値予報モデルの結果を図に描画する可視化、必要な領域や要素などを抽
出するデータ切り出し、予報要素への翻訳や統計的な補正などが応用処理として行わ
れる。これらのうち、最後に挙げた「予報要素への翻訳や統計的な補正」を行う処理お
よびその結果作成される予測資料をガイダンスと呼ぶ。

限られた時間の中で気温や量などの多くの要素を迅速にモニタリングし、天気予報
や注意報・警報・情報を作成するためには、精度よく量的な予測値を直接示す客観的
な予測資料が必要であることから、ガイダンスが作成・配信され、利用されている。
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ガイダンスは「数値予報を用いた客観的・統計的翻訳」（気象庁予報部 1986）とも記

述されるように、過去の数値予報と実況から統計手法等を用いて予測式を作成し、そ
れを最新の数値予報の結果に適用することで、客観的・定量的な予測を行うプロダクト
である。

ガイダンスには2つの役割がある。一つは、発雷確率や乱気流、視程など、数値予報

では直接予測しないが、天気予報、警報・注意報、飛行場予報などの発表に必要な気
象要素を作成することである。もう一つは、気温や降水量など、数値予報でも予測する
が、その予測値を補正し、より精度を向上させることである。

ガイダンスは防災気象情報や天気予報等の作成を行う上で重要な基礎資料となって
いる。
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現在の気象庁のガイダンスの作成には、ニューラルネットワーク、カルマンフィルタ、ロジスティック回帰、線形重回帰および診断
法が用いられている。

ニューラルネットワークは、神経細胞（ニューロン）の機能の一部をモデル化した機械学習アルゴリズムである。入力値（説明変
数）と出力値（目的変数）の関係が非線形である場合にも適用できるという特徴がある。近年のAIに利用されているディープニュー
ラルネットワークは、中間層を多層化したニューラルネットワークである。ニューラルネットワークは説明変数と目的変数の複雑な
関係を表現することができるが、その反面、なぜそのような予測になったのか解釈が困難（ブラックボックス）であるという問題があ
る。ニューラルネットワークは1, 3時間最大降水量、最小湿度などに利用されている。

カルマンフィルタは時系列解析の手法の一つであり、ガイダンスにおいては説明変数と目的変数を結びつける係数を逐次学習
する手法として利用されている。カルマンフィルタの予測式は線形式であり、目的変数と説明変数が線形関係の場合に利用できる
。カルマンフィルタは気温、風、降水量などに利用されている。

ロジスティック回帰は、雷の有無などのように、現象を2つのクラスに分類する問題に用いられる統計手法の一つである。ロジス
ティック回帰により得られる予測値は現象の発生確率として考えることができるため、ロジスティック回帰は確率型のガイダンスで
ある発雷確率などに用いられている。

線形重回帰は、説明変数と目的変数の間に線形関係がある場合に用いられる手法で、予測結果の解釈や開発が容易であると
いう特徴をもつ。線形重回帰は24時間最大降水量などに利用されている。

診断手法は、過去の研究や目的変数の定義に基づいて予測式を決定し、ガイダンスの予測値を算出する手法である。ほかの手
法と比べて、開発において観測や数値予報モデルの長期間のデータが不要で、観測密度に起因する予測精度の不均一性がなく
、メリハリの利いた予測が可能、という特徴がある。診断手法は視程ガイダンス（格子形式）などに用いられている。

過去のデータを用いて係数を一括で学習し、運用においては係数を固定して利用する手法を一括学習と呼び、新しく観測データ
を入手するごとに係数を更新する学習方法を逐次学習と呼ぶ。逐次学習型のガイダンスと一括学習型のガイダンスを利用面・運
用面から優劣をつけると以下の通りになる（優劣を不等号で表す）。

モデル更新への対応： 逐次 ＞ 一括

季節変化への対応： 逐次 ＞ 一括

観測所の移設・新設への対応： 逐次 ＞ 一括

予測特性の把握： 逐次 ＜ 一括

予測の安定性： 逐次 ＜ 一括

開発・運用コスト： 逐次 ＜ 一括

カルマンフィルタは基本的には逐次学習のみで利用され、診断手法は一括学習のみで利用されるが、ニューラルネットワークと
ロジスティック回帰、および線形重回帰では、逐次学習または一括学習のいずれも利用可能である。気象庁のガイダンスでは、ニ
ューラルネットワークには主に逐次学習が、ロジスティック回帰と線形重回帰には一括学習が用いられている。各手法について詳
しくは、工藤ほか (2018) を参照。

93



令和５年度数値予報解説資料集

ガイダンスは数値予報を統計的に補正するが、補正可能な誤差は系統誤差（場所ご
とや対象時刻ごとに統計検証した際の平均的な誤差）である。数値予報の系統誤差と
しては、

1. 数値予報モデルの地形と実際の地形の違いに起因する誤差

2. 数値予報モデルの海陸分布と実際の海陸分布の違いに起因する誤差

3.数値予報モデルの不完全性や空間代表性に起因する誤差

などがある。ここでは1の「モデルの地形と実際の地形の違いに起因する誤差」の補正
例を示す。

実際の地形とモデルの地形を比較すると、モデルの地形は青点線のように起伏に乏
しくなっている。このため、図で左から風が吹いているとすると、A地点では、数値予報
の降水は実際の降水よりも弱く予測される傾向がある。またB地点では実際の地形で
は谷となっているが、数値予報モデルでは谷が表現されていないため、逆転層がない
限り、数値予報の地上気温は実況よりも低くなる。

系統誤差ではない誤差（ここではランダム誤差と呼ぶ）はガイダンスで補正すること
はできない。ランダム誤差の要因は様々であるが、例えば数値予報の前線や低気圧
等の擾乱の位置ずれ、擾乱の発生・発達の外れによる誤差がある。モデルが前線の
予測位置を外している場合、ガイダンスは前線の位置を修正して気温や風を求めるこ
とはできない。
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ここでは地形による系統誤差をガイダンスが適切に補正した例としてGSM定時風ガイ
ダンスの予測事例（2012年1月4日12UTC初期値のFT=24の事例）を示す。

GSMの地形（2012年当時）は中央上図に示したように粗いため、GSMは一様に近い

滑らかな風を予測している（中央下図）。しかし実況では実際の地形を反映した複雑な
風となっている（左上図）。ガイダンス（左下図）では数値予報を適切に補正し、実況の
風に近づけていることが分かる。例えば富山県（図中の赤丸）では、冬型の気圧配置
の際に地形の影響で南寄りの風になることが多いが、GSMでは滑らかな地形のために

西から北西の風を予測する系統誤差がある。ガイダンスはこれを補正して南寄りの風
を予測していることがわかる。
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統計手法を用いたガイダンスでは、過去の予測（説明変数）と実況（目的変数）から作
成した関係式を用いて未来の予測を行うが、実況は偏った頻度分布をしている場合が
多い。例えば降水量や風速では、降水量が少ない（または無い）事例や弱風の事例が
非常に多く、大雨や強風の事例は少ない。このように実況の頻度分布に偏りがある場
合、ガイダンスは頻度が多い事例で学習した予測式を頻度が少ない（または全くない）
領域まで適用することで予測値を求めていることに注意が必要である。

図の例では、Aの領域では事例数が多いが、Bの領域では事例数が少なく、Cの領域
では事例が全くない状況になっている。Aの領域に対する予測は過去事例の内挿であ
り、統計手法による予測精度は一般的に高い。これに対してBの領域では学習期間に
事例数が少ないため予測精度は低くなる。またCの領域では学習期間中に事例が一つ
も存在せず、ガイダンスの予測（赤実線）はAやBのデータからの外挿になっており、過

去データから予測精度を検証することもできない。真の予測式は図の青点線で示した
ような曲線かもしれないし、もっと複雑な曲線かもしれないが、過去データからはそれを
判別することはできない。

この例のように、学習期間中にほとんど起きたことがない現象に対しては、統計手法
を用いたガイダンスは一般に予測精度が低く、また、一度も起きたことがない現象に対
しては適切な予測を行うことはできない。
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スライドには気象庁の主要な数値予報モデルが対象とする現象の空間・時間スケー
ルと、様々な気象現象の空間・時間スケールを示している。気象現象は煙草の煙のゆ
らぎに見られるようなミクロな乱流から、 ブロッキング高気圧と言われるマクロな現象ま

で非常に広範な空間スケールにわたる。天気予報に関係する気象擾乱は水平規模数
10kmで2～3時間持続する雷雨、中規模（メソ）現象といわれる積乱雲の集団による集
中豪雨、台風、中緯度の高・低気圧、ブロッキング高気圧などである。

数値予報モデルで予測できる現象の空間スケールは、モデルの格子間隔の大きさに
依存しており、現象の空間スケールに応じて、予測可能な時間スケールもおおよそ決
まる。そのため、気象庁では計算機資源を有効に活用するために、予報したい現象の
時空間スケールに応じて複数の数値予報モデルを運用している。
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気象庁が現在運用している主要な数値予報モデルの大まかな仕様を示す。

全球モデルは地球全体を予報領域とした、水平格子間隔約13 km、鉛直層数128層

の数値予報モデルである。台風予報、短期予報、週間天気予報を支援している。全球
モデルの予測値はメソモデルの側面境界値にも利用される。

メソモデルは防災気象情報、航空気象情報の作成支援を主な目的とする、水平格子
間隔5 km、鉛直層数96層の数値予報モデルである。

局地モデルは航空気象情報、防災気象情報の作成支援を目的とする、水平格子間
隔2 km、鉛直層数76層の数値予報モデルである。メソモデルや局地モデルは、水平分

解能が細かいことにより、集中豪雨や突風など局地的な激しい現象を主な予測対象と
している。

また、全球モデル・メソモデルの予測不確実性に関する資料を提供し、確率情報・信
頼度情報の作成作業を支援するために、全球アンサンブル予報システム・メソアンサ
ンブル予報システムを運用している。

季節アンサンブル予報システムは、3か月予報やエルニーニョ現象、暖・寒候期予報
など、長期予報を支援するための大気海洋結合モデルである。

各モデルの技術開発は共通するところが多く、協力しながら精度向上を目指す取り
組みを行なっている。
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気象庁が現在運用している主要な海洋に関する数値予報モデルの大まかな仕様を
示す。

「波浪モデル」は、全球モデルの海上の風の予測値を用いて、海上における波の発
達･減衰やうねりの伝播などを予測する。全球波浪モデルは外洋波浪図や外洋域を航
行する船舶向けの波浪情報に利用される。沿岸波浪モデルは波浪警報・注意報や日
本周辺の波浪予報に利用されている。

波浪アンサンブル予報システムは、全球波浪モデルを使用して、2日先から5日先ま

での早期注意情報（警報級の可能性）を提供するために利用されている。波浪アンサ
ンブルの予測結果は、WMO の荒天予測計画 (Severe Weather Forecasting 
Programme, SWFP) を支援するための気象庁 SWFP ウェブサイト上の波浪予測図
<https://www.data.jma.go.jp/waveinf/wens/wave.html> を提供する用途にも活用され
ている。

「高潮モデル」は、台風や発達した温帯低気圧の接近時などに、海面気圧の変化と
海上の風の予測値から潮位の上昇量を予測する。日本域高潮モデルは、国内の高潮
警報･注意報の発表に利用される。
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日本域台風時高潮確率予報システムは、台風進路に摂動を与えた日本域高潮モデ
ルのアンサンブル予報であり、2日先から5日先までの早期注意情報（警報級の可能性
）を提供するために利用されている。

アジア域高潮アンサンブル予報システムは、WMO高潮監視スキーム(Storm Surge 
Watch Scheme,SSWS)に基づき、台風委員会メンバー（国および地域）に高潮予測情報
を提供するために利用される。

「日本沿岸海況監視予測システム（JPNシステム）」は、黒潮や親潮等の日本周辺の
海流や海水温、海氷の状態を予測する。主に、海面水温・海流1か月予報の発表、海

氷情報や船舶向けの海氷予想図、水産業に利用され、他の数値予報モデルとともに、
船舶の安全運航、海上の警備救難等でも利用される。水平格子間隔約2kmの予測シ

ステムにより、日本沿岸域の海流や海水温の変動を詳細に予測し、異常潮位等の沿
岸の潮位変動の予測も可能となっている。
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気象庁では、大気中の物質の変化や移動などを数式で表した「物質輸送モデル」を
用いて、地球環境や気候に影響する黄砂、紫外線、二酸化炭素などの監視と予測を
行っている。気象庁が現在運用している物質輸送モデルの大まかな仕様を示す。

「全球エーロゾルモデル」は、大陸などでの黄砂の舞い上がり、風による移動、雨など
による地上への降下を考慮して、大気中の黄砂の量や分布を解析・予測し、黄砂情報
の作成に利用される。

「化学輸送モデル」は、オゾンやその変化に関わる物質の風による移動、地上への降
下、化学物質や光による反応を通じた変化などを考慮して、上空や地上付近のオゾン
濃度を予測し、紫外線情報やスモッグ気象情報の作成に利用される。

「二酸化炭素輸送モデル」は、世界の大気中の二酸化炭素の分布状況を図示する二
酸化炭素分布情報の作成に利用される。
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全球解析では全球モデル、全球アンサンブル予報を実行する上で必要な初期値を作
成する。左図は00UTCにおける全球解析の流れを示す。アウターモデルとして全球モ
デル (GSM) を用い、18UTC初期値の予報値を第一推定値とし、品質管理を行った観測
値との差（D値）を計算する。そのD値をもとに、インナーモデルを用いて、第一推定値を

修正し、暫定の解析値を作成する。この暫定の解析値からの予報を使用し、再度品質
管理を行い、D値を計算する。そのD値をもとに、この暫定の解析値からの予報を修正
し、解析値を作成する。この解析値が00UTC初期値としてGSMの予報に用いられてい
る。

右表は全球解析 (GA) の仕様である。大気の解析手法としては2005年2月から気候
学的背景誤差のみを用いる4次元変分法が使用され（門脇 2005; 西嶋・室井 2006）、
2019年3月からこれをベースにアンサンブルカルマンフィルタ (EnKF)の利点でもあるア
ンサンブル予報から見積もられる予報誤差を組み込むハイブリッドデータ同化（横田
2017）が全球解析に導入された（数値予報開発センター 2021）。また、大気解析で解
析されない地上の気温や風などの地上解析には最適内挿法を利用している。

国外の観測などのデータの入電に時間がかかる全球解析では、予報支援のために
一度速報的なデータ同化を行いプロダクトを提供し、より多くの観測データが利用可能
となったタイミングで改めてデータ同化を行なっている。速報的なデータ同化を「速報解
析」と呼び、十分な数の観測データを利用して行うデータ同化を「サイクル解析」と呼ぶ
。サイクルと呼ぶのは、そこからの第一推定値を用いて次の時刻のデータ同化を実施
するため、情報が引き継がれていくからである。そして、定期的にサイクル解析からの
第一推定値を速報解析に用いることで、サイクル解析の精度の高さが速報解析に反
映される。このように数値予報では、データ同化と数値予報モデルとは互いに影響を
及ぼしあう関係にある。
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全球速報解析では定められた時間内にプロダクトを提供するために、短い待ち時間
内に入電した観測データを使って解析と予報を実行している。観測データの入電待ち
時間は2時間20分である。

一方、全球サイクル解析では十分な観測データの入電を待ってから解析を実行し、よ
り尤もらしい解析値を作成している。観測データの入電待ち時間は00, 12UTCで11時間
50分、06, 18UTCで7時間50分である。また、全球サイクル解析は全球速報解析へ第一
推定値を提供している。18UTCサイクル解析値からの予報値が00UTC速報解析での第
一推定値になり、06UTCサイクル解析値からの予報値が12UTC速報解析での第一推定

値になっている。全球サイクル解析から第一推定値を作ることで、より尤もらしい初期
値を作成し、より高い精度の維持を図っている。
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気象庁の全球解析システムは4次元変分法と、アンサンブル・カルマンフィルタ (EnKF) 
の手法の一種である局所アンサンブル変換カルマンフィルタ (LETKF:Local Ensemble 
Transform Kalman Filter, Hunt et al. 2007) の2つのデータ同化システムで構成されてい

る。この解析システムは巨大で複雑なシステムとなっており、莫大なジョブ（処理単位）
を順序良く効率的に実行する必要がある。
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全球速報解析で利用している観測データの分布図をスライドに示す。全球速報解析
で利用している観測データは多種多様で、地上観測や高層観測などの直接観測、台
風ボーガスといった疑似観測、地上に設置された測器及び人工衛星搭載の測器によ
る遠隔観測が利用されている。
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全球サイクル解析で利用している観測データの分布図をスライドに示す。利用してい
るデータの種類は全球速報解析と同じであるが、観測データの待ち受け時間が全球速
報解析より長く設定されているため、利用可能データが全球速報解析に比べて40%ほ
ど増加する。特に衛星データが大きく増加する。
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全球サイクル解析で利用している各観測のデータ量を塗り色で示し、全球モデルの
北半球と南半球における2日予報について、500 hPa高度のRMSEの経年変化をそれぞ
れ赤線と青線で示す。

全球サイクル解析で利用している観測データの種類は増加傾向にあり、観測データ
量は年々増えている。2014年には赤外放射計（AIRS, IASI）の利用が開始され、急激に

データ量が増加した。現在、データ利用数の大半を、赤外放射計を中心とした衛星デ
ータが占めている。

また、データ利用数が増えていくにつれ、全球モデルの予測精度が向上している。観
測データがモデルの予測精度にとって重要であることが窺える。
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全球モデルは、地球全体を予報領域とした数値予報モデルであり、短期予報、週間
天気予報、台風予報、航空気象情報の作成作業を支援している。全球モデルの予測
値はメソモデルの側面境界値に利用されるほか、波浪モデル、全球エーロゾルモデル
、全球化学輸送モデル、領域化学輸送モデルへの入力としても利用される。また、全
球アンサンブル予報システムや季節アンサンブル予報システムにも、解像度や一部の
仕様は異なるものの、基本的には同じ技術が使われている。

全球モデルは、1988年に静力学平衡の仮定をした静力学方程式系を基礎方程式と

して、スペクトル法を採用して実用化され、その後高解像度化と力学過程・物理過程の
改良を重ねて、2007年11月から水平格子間隔約20 km鉛直60層(TL959L60)(北川
2006; 岩村 2008)、2014年3月からは鉛直100層(米原 2014)、2021年3月からは鉛直
128層（数値予報開発センター 2021）、2023年3月からは水平格子間隔約13 km（2.1節

を参照）でモデルの運用を行なっている。台風予報については従来の台風進路予報の
ほか、2019年3月より運用開始した台風5日先強度予報に利用されている台風強度予
報ガイダンスSHIPS（Ono et al., 2019）に、GSMの台風周辺の大気環境の解析値や予報
値が入力値として使用されている。
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全球モデルの北半球における5日予報について、500 hPa高度のRMSEの経年変化を
赤線（WMOにより仕様統一された1.5度格子で検証した新検証）および赤点線（2.5度

格子で検証した旧検証）で示す。衛星データの同化など新たな観測データの活用や利
用高度化、全球モデルの改良などの継続的な技術開発、及びこれらを支えるスーパー
コンピュータの性能向上により予測精度は年々着実に向上している。特に衛星データ
の高度利用が開始された2000年台は、急速に予測精度が向上している。
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GSMの台風進路予測誤差の推移を示す。年々の変動はあるが、長期的には改善傾向
が見られる。現在の72時間予測、48時間予測の精度は、1990年代後半のそれぞれ48時
間予測、24時間予測精度と同等かそれ以上の精度となっている。
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世界には日本と同様に、全球モデル、全球アンサンブル予報モデル、領域モデルが
あり、様々な格子間隔や予報期間のモデルが存在する。表は全球モデルを運用してい
る数値予報センターのうち、主要国または機関のモデルを示す。全球モデルは国際競
争が盛んに行われている。特に全球モデルの予測精度が良いと言われている数値予
報センターが欧州中期予報センター (European Centre for Medium-Range Weather 
Forecasts; ECMWF)や米国 (National Centers for Environmental Prediction; NCEP)、イギ
リス (United Kingdom Met Office; UKMO)、日本である。
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気象庁では、全球モデル（GSM）の予測不確実性に関する資料を提供し、確率情報・
信頼度情報の作成作業を支援するために、全球アンサンブル予報システム（GEPS）を
運用している。GEPSは、週間天気予報のために用いられていた週間アンサンブル予報
システム(山口 2011) と、台風進路予報の支援のために運用されていた台風アンサン
ブル予報システム(太田・佐藤 2010)、1か月予報、異常天候早期警戒情報（現在の早
期天候情報）を支援するための1か月アンサンブル予報システム(平井ほか 2015)を統
合するシステムとして開発された。2017年1月から台風進路予報と週間天気予報の支
援のために、2017年3月から1か月予報などの支援のために、運用を開始した(山口
2017、新保 2017)。

初期時刻00UTC及び12UTCの予測は、予報11日目まで実行され、アンサンブルメンバ
ー数は51である。初期時刻12UTCの予測は、早期天候情報に利用するため、予報18
日目まで延長される。そして、毎週火曜日及び水曜日（1週間当たり2回）には、1か月
予報に利用するため、25メンバーについては更に予報34 日目まで延長される。

予報モデルはGSMの低解像度版の水平格子間隔約27km(TQ479)（ただし、予報19日
目から34日目にかけては水平格子間隔約40km(TQ319)）鉛直128層のモデルで、物理
過程はGSMと同じものを利用している。予報モデルの不確実性を考慮するために、
2010年12月に週間アンサンブル予報システムに導入された確率的物理過程強制法(
米原 2010)を用いており、下部境界条件の不確実性を考慮するために海面水温摂動(
太田・堀田 2016a)を導入した。初期摂動には、LETKF(太田・堀田 2016b)とSV(酒井
2008)を組み合わせて作成する手法を用いている。

(※1) 132時間予報の06, 18UTC初期値データは、台風の条件を満たす場合のみ気象業務支援
センター経由で提供される。

(※2)詳細は高倉・小森（2020）、技術情報第606号
(https://www.data.jma.go.jp/suishin/jyouhou/pdf/606.pdf)を参照。

120



令和５年度数値予報解説資料集

台風進路予報や週間天気予報の支援を目的とする全球アンサンブル予報システム
では、全球モデルよりやや粗い水平格子間隔約27kmで地球全体を計算領域とし、1日
2回11日先まで、また1日2回5.5日先まで予測計算を実行している。アンサンブルメン
バーの数は51個である。全球モデルと同様に数日～1週間程度の範囲で日本付近の

気象に影響を与える高低気圧や台風を予測の対象とし、予測の幅や信頼度に関する
情報を得ることができる。

図は平成30年台風第13号の進路予測について、全球モデル（左図）と全球アンサン

ブル予報システム（右図）の予測結果を示す。黒線が実況を、左図の赤線が全球モデ
ル予報を、右図のカラー線が全メンバーの予報を示す。

全球モデルは実況よりやや西の進路を予測しているが、全球アンサンブル予報シス
テムはメンバーによっては実況に近い予測や実況より東の進路を予測していて、予測
の幅や信頼度に関する情報を得ることができる。
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気象現象には大小様々な空間スケールのものが存在する。天気図で卓越する現象
は総観規模現象であり、2000km以上の空間スケールの現象を指す。

一方で、2～2000kmの空間スケールの現象をメソスケール現象という。メソスケール
現象の特徴として、積乱雲やメソ対流系など降水に関係が深い現象であること、大雨・
雷など顕著現象との関連が深いことが挙げられ、メソスケール現象の予測は防災上極
めて重要となっている。

空間スケールが総観規模現象に比べ相対的に小さいメソスケール現象を予測するた
めには、全球数値予報システムよりも高い時間・空間分解能を持つ数値予報システム
が必要となる。また、メソスケール現象は降水現象と関係が深いことから、雲・降水を
予報モデルで詳細に扱うとともに、データ同化でも雲・降水に関する観測データを多く
利用する必要があり、この要請を満たす予報モデルとデータ同化システムから数値予
報システムを構成する必要がある。このような背景があり、メソ数値予報システムが運
用されている。

2001年3月にメソ数値予報システムの本運用が開始された。2002年には世界的にも
画期的な成果である4次元変分法を用いたメソ解析システムが導入された。2004年に
は静力学平衡の近似を用いない非静力学モデル JMA-NHM（Non-Hydrostatic Modelの
略）が導入され、2009年4月には、JMA-NHM を基にした変分法データ同化システム
JNoVAが導入された（本田 2010）。その後も継続的な更新・改良がなされており、2017
年2月には JMA-NHM を置き換える形で新しい気象庁非静力学モデル asuca（Asuca is 
a System based on a Unified Concept for Atmosphere の略。再帰的略称を用いている）
が導入され（室井 2020）、2020年3月には、asuca を基にした変分法データ同化システ
ム asuca-Var（幾田 2014）が導入されている。そして今日、メソモデルや局地モデルの
予測資料は、防災気象情報の基盤のひとつとなっている。

メソ数値予報システムはメソ解析とメソモデルからなっている。まず、メソ解析につい
て述べる。
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メソ解析は日本を中心とする東アジア領域の大気解析である。大気の解析手法には
asucaに基づく4次元変分法を用いているが、大気解析で解析されない地上の気温や
風などの地上解析には最適内挿法を利用している（本田ほか 2018）。

メソ解析の基本的な仕様をスライドの表にまとめておく。アウターモデルは第一推定
値の計算に用いるモデル、インナーモデルは解析修正量を求める計算に用いるモデ
ルのことを指す。アウターモデルは水平格子間隔5km鉛直層96層であるのに対し、イ
ンナーモデルは水平格子間隔15km鉛直層48層であるのは、後述するようにメソ解析

では繰り返し計算が必要であり、この繰り返し計算によって計算量が膨大になってしま
うことを防ぐためである。

スライドの図に、解析時刻03UTCにおけるメソ解析における解析値計算の流れを示す
。メソ解析のデータ同化窓は前3時間であるため、この例においては00～03UTCの観測
データがデータ同化に利用される。まず、アウターモデルを実行して、00UTCの解析値
から03UTCまでの予測計算を行うことで第一推定値を得る。この時、00～03UTCにある

全ての観測から予報がどの程度離れているかを計算する。次に、インナーモデルを逆
方向に実行し、どのような修正を解析値に与えれば良いかを探索する。そして、探索さ
れた修正を加えた解析値からインナーモデルを実行して予測計算を行い、観測からど
の程度予測が離れているかを計算する。以降、このインナーモデルの計算を繰り返し
行っていく。この繰り返し計算は、インナーモデルでの計算が観測データに十分に近付
いた時、もしくは、メソ解析での最小値探索の最大回数である50回で打ち切られ、解析

インクリメントが算出される。最後に、解析インクリメントを加えた解析値でアウターモデ
ルを実行して予測計算を行い、03UTCにおける解析値を得る。
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メソ解析で利用している観測データの分布図をスライドに示す。全球速報解析よりも
観測データの待ち受け時間は短く設定されており、利用できる観測データは限られる。

前述した通り、メソスケール現象は降水現象と関係するため、雲・降水に関する観測
データを多く利用する必要がある。このことから、メソ解析ではアメダス湿度計、解析雨
量、レーダー反射強度やマイクロ波推定降水量など、全球解析では利用されていない
観測データが同化されている。スライドの図で、全球解析では同化されていない観測
データを赤枠で囲った。

解析雨量は、地上の雨量計とレーダーから解析された降水量であるから、厳密には
観測データではないが、メソ解析では降水に関するデータとして同化を行っている。マ
イクロ波推定降水量とは、極軌道衛星に搭載されたマイクロ波放射計（イメージャ）の
観測データから推定した降水強度である（計盛 2014）。
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全球数値予報システムとメソ数値予報システムの関係をスライドの図に示す。

メソ数値予報システムは全球数値予報システムと同様、ひとつ前の初期値から始め
た予報値を第一推定値として解析値を作成している。例えば、06UTCの解析値は
03UTC解析値からの予測結果を第一推定値としている。また、メソモデルは領域モデル

であるため、予報方程式を解くために側面での境界条件が必要であり、全球速報解析
・予報で作成される予報値を側面境界値として利用している。例えば、06UTC解析値か
らの予測は、全球数値予報システムにおける00UTC解析値からの予測結果を側面境
界値としている。

メソ数値予報システムは1日8回のデータ同化と予報を行うが、全球数値予報システ
ムは1日4回の実行であるため、メソ数値予報システムでは同じ側面境界値を2回ずつ

利用することになる。スライドには、側面境界値が更新された直後の予報を赤色で、そ
の次の予報を緑色で示す。一般に数値予報モデルは予報時間が長くなるにつれ側面
境界値の影響が大きくなるため、同じ側面境界値を用いる予測では、新しい初期時刻
の予測の精度が前初期時刻の予測の精度に近づく傾向がある。
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メソモデルは気象庁非静力学モデル asucaに基づく数値予報モデルである。全球モ

デルと比較して詳細な雲物理過程が組み込まれ、境界層過程も高度化されているの
が大きな特徴である。また、メソスケールモデル向けの積雲対流パラメタリゼーションを
用いている。メソスケールの現象を精度よく予測し、水平スケールが20km程度より大き
な集中豪雨を表現できるなど、全球モデルにはない特徴を持つ（本田ほか 2018）。

メソスケール現象を予測することによって、防災気象情報や天気予報に役立てられて
いるほか、航空機の安全運航に寄与する航空気象情報、15時間先までの降水予測を
行う降水短時間予報にも役立てられ（辻村 2019）、局地数値予報システムへ第一推定
値や側面境界値を提供する役割も担っている。

主な予測対象は、最大3日先程度までの大雨・暴風といった災害をもたらす顕著現象
である。

スライドの図に令和5年台風第7号の降水量の予測結果を示す。令和5年8月15日6時
までの3時間降水量で、左図が解析雨量、右図が令和5年8月13日15時初期値のメソ
モデルによる39時間先の予測結果である。台風に伴う強い降水域がメソモデルの予測
においても表現されており、メソモデルで実況の強雨を予測できていることが分かる。
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メソモデルの主な仕様をスライドの表に示す。

メソモデルは、2001年3月に水平格子間隔10kmのモデルとして本運用を開始した。
当時は静力学平衡を仮定し、かつスペクトルモデルであった。その後、2004年には静
力学平衡の近似を用いない非静力学モデル JMA-NHM が導入され（石田 2013）、2017
年2月には JMA-NHM を置き換える形で新しい気象庁非静力学モデル asucaが導入さ
れている（成田 2020）。なお、1.7.8節で示すように、asuca は局地モデルにも使われて
いる。

メソモデルは、日本付近の領域のみを予測対象としている領域モデルである。水平
格子間隔5km鉛直96層で非静力学方程式系を基礎方程式とし、空間離散化には有限
体積法を用いている。メソ解析で1日8回作成される解析値から予測計算を行っている
。予報時間は初期時刻によって異なり、00, 12UTCの解析値からは78時間、それ以外
の初期時刻の解析値からは39時間先の予測計算を行う。

物理過程としては、本節で示すバルク法雲物理過程（氏家 2020a）や、Kain-Fritsch 積
雲対流パラメタリゼーション（氏家 2020b）などが用いられている。2022年3月には鉛直
1次元の海洋混合層モデルが導入されている（数値予報開発センター 2022）。
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メソモデルは気象庁非静力学モデル asucaに基づく数値予報モデルであり、全球モ
デルとは異なり静力学平衡の近似を用いていない。

温帯低気圧のような総観規模現象の場合、現象の水平スケールが鉛直スケールと
比べてはるかに大きい。この場合、鉛直流の時間変化を無視した静力学平衡の近似
が良い精度で成り立つ。一方、集中豪雨などの顕著な降水現象の多くは、積乱雲やメ
ソ対流系擾乱と呼ばれる積乱雲の集合体によって引き起こされる。これらの現象の水
平スケールは通常数10km以下で、静力学平衡の近似が十分な精度では成り立たない。

また、水の相変化に伴う潜熱の解放と雲内水物質の分布が、運動場と降水域の決定
に重要な役割を果たしている。したがって、顕著降水現象の予報には、雲の微物理過
程を含む水平格子間隔5km以下の非静力学モデルを用いることが本質的に望ましい
（斉藤 2003）。メソモデルは水平格子間隔5km、局地モデルは水平格子間隔2kmであり、
いずれも非静力学モデルが必要とされる。
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これまで述べてきたように、メソ・局地モデルでは非静力学モデルを用いている。スラ
イドに、非静力学モデルの利点と難点をまとめる。

利点としては、モデルの水平格子間隔に原理的な制限がなくなることが挙げられる。
前述したように、静力学モデルの水平格子間隔は静力学平衡が精度良く成立する水
平格子間隔10km程度が限界である。非静力学モデルを用いることによってこのような
制限がなくなり、空間スケールが数10km 程度のメソ対流系擾乱による集中豪雨など、

防災上重要な現象の解像ができるようになる。また、静力学モデルでは鉛直流を連続
の式から診断するが、非静力学モデルでは鉛直流を運動方程式から陽に計算するた
め、鉛直流が重要な役割を果たす雲・降水の生成や消滅といった現象をより高度に扱
っていることになる。高解像度化することによって地形の表現性が向上するため、局地
的な地形の影響を受ける風をより正確に表現できるようになることも利点の一つである
。

難点としては、まず、静力学モデルと比べて気圧や密度の計算が複雑になることが
挙げられる。非静力学モデルでは密度（もしくは気圧）が予報変数になるため、静力学
モデルに比べ計算が複雑になる。また、気象庁の非静力学モデル asucaは完全圧縮

方程式系を採用しており、解には音波が含まれる。音波は非常に高速であるため、音
波を安定に解くために積分時間間隔を決めると、積分時間間隔を非常に短くする必要
がある。天気予報において重要な移流やロスビー波といった現象は音波に比べると低
速であるため、気象学的に重要でない音波に合わせて積分時間間隔を決めると、計算
効率が極めて悪い。また、音波ほど高速ではないものの、重力波もその他の現象に比
べて高速であり、安定に解くための工夫が必要になる。asuca では効率的に計算を行う

ために、音波や重力波に関する項は短い積分時間間隔に分割して積分を行い、その
他の項については積分時間間隔を分割せずに積分を行う split-explicit法を用いている
（松林ほか 2013）。
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メソスケール現象は降水現象と深く関係するため、雲・降水を詳細に扱う必要がある
ことは述べてきた通りである。このため、大気中に雲が形成され、雲の中で水滴が成
長し、最終的に降水として地上に降るという雲・降水過程を全球モデルよりも詳細に扱
うことが求められる。雲内での雨粒の成長を模式的に示した図をスライドに示す。

大気中の凝結した水は、様々な形態や大きさで存在し、その形態や大きさによって相
変化の特性は細かく変わってくる。粒子ひとつひとつを予報するのは現実的ではない
ので、形態毎に集団的に状態を記述する簡便な方法（これを「バルク法」と言う）が考え
られる。大気中の水は相変化を繰り返しており、雲水、雲氷、雨、雪、あられなど、様々
な状態、形で存在している。このように水の状態をいくつかのカテゴリーに分類し、相変
化を考慮することによってカテゴリー毎の量を予測し、雲の発達・衰弱の様子をより正
確に表現しようとするのが雲物理過程である（本田ほか 2018）。非静力学モデルであ

るメソモデルや局地モデルでは雲物理過程を採用しており、降水形成についての予測
を行っている。

このように雲の微物理構造をモデル化した過程を取り入れることによって、降水の形
成を予測している。また、相変化に伴う潜熱の解放・吸収・再分配を計算しており、雲
物理過程それ自身が鉛直流の時間変化に影響を及ぼす。

一方で、全球モデルにおいては雲水から降水への変換や再蒸発、雪の融解などの
簡単化した雲物理過程を取り扱っている。
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メソモデルの降水量予測に対する平均スレットスコアの推移を示す。スレットスコアは
高いほど精度が良い（スレットスコアについての説明は、4.7節を参照）。また、メソ数値
予報システムの更新を図中に示す。

継続的なメソ数値予報システムの開発・更新によって、年々精度が向上していること
が分かる。
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大気にはカオス的な性質があり、予報時間が長くなればなるほど誤差が急激に大き
くなることから、予報時間が長いときにメソスケール現象を時間と場所を特定して防災
に資する精度で単一の決定論的予報から予測することには限界がある。メソモデルが
対象とするメソスケール現象の予測は防災上極めて重要であるが、総観スケールの現
象に比べて予測可能性が本質的に低いことが指摘されている。これは、ほぼ完全な初
期値、数値予報モデルといった理想的な条件下でも、メソスケール現象予測では積雲
対流などの時空間スケールの小さい現象の非線形性が卓越し、初期値に含まれる僅
かな誤差が急速に時間発展することにより、短時間のうちに決定論的予測限界を迎え
ることを意味している（國井・小野 2020）。そのため、災害をもたらすような局地的な集

中豪雨等のメソスケール現象を時間と場所を特定して予測するには、未だ多くの困難
が残されている。一方、現象の予測不確実性を評価するアプローチとしては、数値予
報の誤差の要因に対応する僅かなばらつきを加えた複数の予測（アンサンブル予報）
が有効である。アンサンブル予報はメソモデルの予測に対する信頼度の把握や複数シ
ナリオの抽出などを可能とするため、顕著現象への効率的なリスクマネジメントという
点で非常に有用な手段となる。気象庁では、メソ数値予報システムのアンサンブル予
報であるメソアンサンブル予報システムの本運用を2019年6月27日に開始した（河野ほ
か 2019）。メソアンサンブル予報システムの仕様を表にまとめた。詳細は次頁以降に
示す。
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メソモデルの予測に対してより適切な信頼度や不確実性等の情報を提供するために
は、メソアンサンブル予報システムの各メンバーの予測特性がメソモデルと同様である
ことが望ましい。そこでメソアンサンブル予報システムでは、各メンバーの予測におけ
る計算領域や水平格子間隔、鉛直層配置、物理過程を含む各種設定を、全てメソモデ
ルに揃えている。メソアンサンブル予報システムは水平格子間隔5km鉛直96層であり、
メソモデルと同じ asuca を使用して、1日4回39時間先までのアンサンブル予測計算を
行っている。

図に、メソアンサンブル予報システムの予測結果の一例を示す。メソアンサンブル予
報システムは、アンサンブル摂動を加えないメンバー（コントロールラン：メソモデルによ
る予測結果そのもの。1メンバー）と、コントロールランにアンサンブル摂動を加えたメン
バー（摂動ラン：20メンバー）の計21メンバーの予測結果を出力する。メソアンサンブル

予報システムにおいては、初期摂動や側面境界摂動のほかに、数値予報モデル自体
の不確実性を考慮することを目的に確率的物理過程強制法（SPPT法: Stochastically 
Perturbed Parametrization Tendencies scheme）によって摂動を与えている。下部境界

摂動は考慮していない。各アンサンブルメンバーは初期値と側面境界値を除きメソモ
デルと全く同じ仕様である。格子ごとのメンバー間の最大値をアンサンブル最大、平均
値をアンサンブル平均という。これらは統計量であり、モデルの予測結果そのものでは
ないため、利用にあたっては物理量間で整合が取れたものになっていないことに注意
が必要である。
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スライドに、メソアンサンブル予報システムの具体的な処理の流れを示す。

メソアンサンブル予報システムにおいては、コントロールランであるメソモデルの初期
値・側面境界値および物理過程の一部（積雲対流過程と放射過程）に摂動を加えるこ
とで摂動ランを計算している。初期値・側面境界値の摂動作成の手法として、少ないメ
ンバー数でメソモデルの不確実性を効率的に表現するため、特異ベクトル法という手
法を用いている。特異ベクトル法は指定した評価時間・領域において線形成長率の大
きい摂動を算出する手法で、アンサンブル予報における有効な初期摂動作成手法の
ひとつである。特異ベクトルには、気象庁全球モデルに基づく全球特異ベクトル、気象
庁非静力学モデル JMA-NHM に基づく水平格子間隔の異なる2種類のメソ特異ベクト

ルがあり、これら特異ベクトルを多数算出して結合することで初期値摂動を作成する。
側面境界値摂動については、全球特異ベクトルを時間発展させたものを利用して作成
する。これら初期値・境界値摂動によって20メンバーの摂動ランを構成している。

このように構成した20メンバーの摂動ランについて、確率的物理過程強制法によりモ
デル自体の不確実性を考慮したうえで、メソモデルと同じ asuca を用いて予測計算を行

い、各摂動ランの予測結果とする。この時、統計処理によってアンサンブル平均やアン
サンブルスプレッド、確率予報などを算出している。また、メソアンサンブル予報システ
ムによる予報摂動により、局地解析のハイブリッド同化に必要なモデル誤差を与えて
いる。
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令和4年台風第14号による大雨の事例について、メソアンサンブル予報システムによ
る予測結果をスライドに示す。令和4年9月18日18時を対象とした前3時間降水量で、コ
ントロールラン、解析雨量、アンサンブル最大、100mm/3h超過確率を示している。ここ
で、100mm/3h超過確率は、100mm/3hの降水量となったメンバーの割合を格子ごとに
計算した統計量である。

解析雨量で示される九州南東斜面での100mm/3hの強雨に着目する。コントロール
ランでは九州南東斜面での100mm/3hの強雨を捕捉できているが、個々のアンサンブ
ルメンバーでも強雨を予測しており、100mm/3hの超過確率は高いところで80%程度で

ある。超過確率の高さから九州南東斜面の強雨予測の信頼性が高いことを伺い知る
ことができる。
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近年、時間・空間規模の小さい積乱雲等に伴う局地的な豪雨による災害が目立ち、防災上の
観点から、その予測精度向上への要請が強まっている。また、航空機の安全な運航のため、
天候の急変を捉えるなど、飛行場近辺における時間・空間分解能の細やかな気象情報の需要
が高まっている。

これらの要請に応えるため、より小さいスケールの現象を表現でき、最新の観測データを反
映した初期値による予測結果を迅速に提供できる局地数値予報システムが開発された。局地
数値予報システムは2012年8月30日に本運用が開始され、2015年1月には、asucaを基にした
変分法データ同化システム asuca-Varが導入されている（原 2015）。

局地数値予報システムは局地解析と局地モデルからなり、本節では局地解析について示す
。

局地解析は1日24回、毎正時に実行され、局地モデルの初期値を作成する。局地解析の主
な仕様のメソ解析との対比をスライドの図に示す。

局地解析もメソ解析（1.7.4節を参照）と同様に asucaに基づくデータ同化システムではあるが
、メソ解析とは異なり、解析手法に3次元変分法を用いている。2022年3月からは、メソアンサン

ブル予報から見積もられる予報誤差を組み込むハイブリッド同化を導入している（数値開発予
報センター 2022）。4次元変分法は高精度な解析値を得られる反面、インナーモデルの繰り返

し計算が必要であることから計算負荷が非常に大きい。局地解析は高頻度で速報性が求めら
れるデータ同化システムであることから、計算負荷が小さい3次元変分法を採用している。4次
元変分法を用いるメソ解析と比べると、観測データが十分に利用されているとは言えない。

3次元変分法の場合は、原理的に解析対象時刻の観測データしか利用できないという制約が
ある。そのため、局地解析では、初期値作成時刻の3時間前から、3次元変分法による解析と1
時間予報の繰り返しによる解析・予報サイクルを実行し、初期値作成対象時刻の前3時間分の
観測データの情報を解析値に取り込むようにしている。例として、図に03UTCを初期時刻とする
局地解析実行の流れを示す。
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局地解析で利用している観測データの分布図を示す。観測の打ち切り時間が30分と
、メソ解析の50分と比べても更に短く、利用される観測データはメソ解析に比べても少
なくなっている。

全球・メソ解析では用いられず、局地解析でのみ利用されている観測データを含む分
布図を赤枠で囲った。

局地解析の特徴として、日本の地上観測要素をより同化していることが挙げられる。
全球解析では気圧、メソ解析では気圧と相対湿度（2023年3月より）を同化しているが、
局地解析では気圧・相対湿度に加え気温・風を同化している（計盛ほか 2018）。全球・

メソ解析で利用されていない地上の観測データを同化することにより、少ないデータ待
ち時間の中で大気下層の解析精度向上を図っている。

衛星土壌水分量を同化に利用していることも、局地解析の特徴のひとつである。様
々な衛星には土壌水分に関するプロダクト（土壌水分量プロダクト）があり、 定常的か

つ広範に同化利用できる。土壌体積含水率が修正されることで地表面フラックスを介し
て地上気温予測が修正されるため、土壌水分量の初期値の修正が地上気温予測に
効果をもたらす（幾田 2017）。
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局地数値予報システムの特徴のひとつとして、1日24回、毎正時に実行されており、1
日8回のメソ数値予報システムよりも高頻度に実行されていることが挙げられる。

高頻度に数値予報システムを実行する利点として、最新の観測をいち早く取り入れ
た初期値からの予測を高頻度に提供できる点がある。この利点により、きめ細やかに
予測結果を提供している。

図にメソ解析と局地解析の関係を示す。局地数値予報システムは、メソ数値予報シ
ステムのようにサイクルが閉じておらず、第一推定値としては局地モデルの予測では
なくメソモデルの予測を用いている。これは、計算時間の制約上、局地数値予報システ
ムだけでサイクルを回すことが難しいためである。また、局地モデルはメソモデルと同
様に領域モデルであり、メソモデルの予測から側面境界値も取得している。側面境界
値は総観規模スケールの気圧配置をほぼ決めてしまうことから、顕著な対流現象がな
い場合には、メソモデルと局地モデルで同じような予報になることがある。このため、局
地数値予報システムはメソ数値予報システムの影響を大きく受ける。
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局地数値予報システムの特徴のひとつとして、高解像度であることが挙げられる。局
地解析自体の水平格子間隔は5kmであり、メソ解析のアウターモデルの水平格子間隔
と同等である。一方で1.7.8節に示すように局地モデルの水平格子間隔は2kmであり、
メソモデルの水平格子間隔5kmより更に高解像度な数値予報モデルとなっている。水

平格子間隔が小さい分、モデルの地形はメソモデルと比べても現実の地形に近くなっ
ており、地形の表現性が向上している。

この恩恵として、局地的な地形の影響を強く受けるアメダスの気温・風データが同化
に利用できる、ということが挙げられる。図に、2010年7月24日21時のアメダス観測、局

地解析、メソ解析を示す。塗りつぶしは地上気温を、矢羽根は地上の風向・風速を示し
ている。アメダス観測では、青丸で囲った領域の気温が低くなっており、局地解析では
アメダスデータの同化によって観測に準じたものとなっているが、メソ解析では観測が
反映されておらず観測に比べ高温になっている。また、赤線で示される風の収束線に
ついても、メソ解析では不明瞭であるのに対し、局地解析ではアメダスを同化すること
によって明瞭に示されている。このように、局地解析ではアメダスデータを同化すること
によって、大気下層の解析精度が向上している。
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局地モデルは、航空気象情報、防災気象情報の作成支援に用いられている。

局地モデルは水平格子間隔が2kmであり、水平格子間隔が5kmであるメソモデルと

比較して高解像度で予測計算を行っている。数値予報モデルを高解像度化することに
よって、現象の表現性が向上し、より細やかなスケールの空間的・時間的変化を表現
できるようになる。また、1日8回実行のメソモデルと比較して高頻度に実行されており、
1日24回、毎正時の解析値を初期値として、10時間先までの予測計算を行っている。こ

れらを活かし、局地的な大雨や飛行場における風の急変など、目先数時間程度の局
地的な現象を主な予測対象としている。

図に、令和4年7月19日0時頃に山口県で発生した線状降水帯の予測結果を示す。左
から解析雨量、局地モデル、メソモデルの予測結果であり、7月19日0時までの前3時間

積算降水量である。局地モデルでは実況に近い降水の集中帯を表現している。メソモ
デルでも降水の集中帯が表現されているものの、実況と比べると北寄りに位置してお
り降水量が不十分である。局地モデルではメソモデルでも捉えられないような局所的な
現象を捉えられることがある。
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局地モデルの主な仕様を、メソモデルと対比して表に示す。

予報モデルはメソモデルと同じ非静力学モデル asucaを用いており、水平格子間隔
2km鉛直76層での予測計算を行っている。

局地モデルとメソモデルの主要な差異として、積雲対流パラメタリゼーションの違い
がある。メソモデルでは Kain-Fritsch スキームを用いて予測しているが、局地モデルで

は主に対流のイニシエーション（立ち上がり）を適切に扱うためにパラメタリゼーション
が用いられている。局地モデルの運用開始当初は積雲対流パラメタリゼーションが用
いられていなかったが、積雲対流の発生が遅れること、そのために過剰に蓄積された
エネルギーが短時間で上昇流に転換されて過大な降水量を予測したり、実況よりも遅
い時間まで積雲対流による降水を予測することが多いことが明らかとなったため、積雲
対流発生と終息の表現向上を目的に、局地モデルでは対流の立ち上がりを表現する
パラメタリゼーションが用いられるようになった（河野・原 2014）。
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図に、全球・メソ・局地モデルの予測計算領域と、各モデルにおける地形を示す。メソ
モデルと局地モデルは共に領域モデルであるが計算領域が異なっており、局地モデル
はより日本付近へと領域を絞っている。領域を絞ることで計算量を抑え、水平格子間
隔2kmという分解能を実現している。また、全球モデルとメソ・局地モデルは、それぞれ

の水平格子間隔に応じてモデルで表現される地形が異なる。局地モデルのモデル地
形は、メソモデルと比べても精緻である。
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三十分大気解析は、航空気象情報などの作成支援のため、大気の実況監視を目的
として風と気温について1日48回実行される、3次元変分法を用いた客観解析である。
2022年12月に、それまでのメソモデルを第一推定値とした水平解像度5km での毎時大
気解析（室井ほか 2008）から、局地モデルを第一推定値とする水平解像度2kmで三十
分ごとに解析を行う三十分大気解析に更新した（数値予報開発センター年報 2023）。

仕様はスライドの表のとおりである。三十分大気解析は、毎時大気解析を「高解像度
化、高頻度化」した客観解析であり、水平格子間隔を5kmから2kmへ、鉛直総数を48層
から76層、実行頻度を1日24回から48回に増強している。第一推定値は局地モデルの
3時間予報または3時間30分予報を用いるが、「高解像度化、高頻度化」以外は毎時大
気解析の手法を踏襲し、解析手法にはasuca-Varに基づく3次元変分法を用いている。
毎時大気解析が「メソモデル予測値を観測値に極力近づけた風と気温の格子点情報」
であったのに対し、三十分大気解析は「局地モデル予測値を観測値に極力近づけた風
と気温の格子点情報」である（数値予報開発センター年報 2022）。

三十分大気解析の例として2023年3月14日3時における850hPa面風速の解析結果を
、毎時大気解析とともに示す。奥羽山脈の風下側では奥羽山脈の高低に応じた強風
域、弱風域が解析されているが、三十分大気解析では奥羽山脈の地形がより細かくな
り、強風域、弱風域のシャープな分布が見られ、局地モデルで表現された高解像度の
風の分布が解析に反映されている。

155



令和５年度数値予報解説資料集

三十分大気解析で利用している観測データの分布図をスライドに示す。いずれも日
本付近の風・気温の観測データであり、対応する要素は下記の括弧内の通りである。

・アメダス（地上風・地上気温）

・ウィンドプロファイラー（風）

・航空機観測（風・気温）

・ドップラー速度（風）

・大気追跡風（風）

ここで、ドップラー速度とは、ドップラーレーダーによって測定された降水粒子の移動
速度のことであり、これは大気中の風の情報を得るのに利用されている。
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季節アンサンブル予報システムには、大気海洋結合モデルが用いられている。大気
海洋結合モデルは海洋・海氷モデルの計算が加わり、大気モデルに比べて多くの計算
機資源を必要とするため、大気部分の解像度は全球アンサンブル予報システム（GEPS

）より粗くなっている。現業予報における大気・陸面初期値は、全球アンサンブル予報
システム（GEPS）と同じであるが、海洋部分の初期値を4次元変分法、海氷の初期値を
3次元変分法にて作成している点が異なる。1日1回5メンバーの計算を実施しており、
予報時間は、時間ずらし平均法（LAF法）とリードタイムを考慮しても6か月予報に十分
な期間として240日間となっている。
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季節アンサンブル予報システムの初期値あたりの摂動は、成長モード育成（BGM：
Breeding of Growing Mode）法（Toth and Kalnay, 1993）で作成される。BGM法とは前初
期時刻の解析値に摂動を足し込んだ予測と足し込まない予測をそれぞれ計算すること
で、初期時刻までに成長した摂動を抽出する手法である。予報の初期時刻以外の期
間もBGMサイクルを維持する必要があるが、全球アンサンブル予報システム（GEPS）
で用いている特異ベクトル（SV：Singular Vector）法に比べると計算コストが小さい。初
期値直後から成長する摂動を作成する方法としてはSV法の方が優れているが、季節
予報では週間から2週間の予報より初期値の重要性が比較的小さいため、計算コスト
の小さいBGM法を用いている。なお、季節アンサンブル予報システムの初期値あたり
のコントロールメンバーとBGM法による摂動メンバーは合わせて5メンバーしかなく、季
節予報における不確実性を表現するには不十分である。このため、季節予報では古い
初期値からの予報も摂動として組み合わせて利用することで、不確実性を評価するた
めに十分な摂動数を確保する。この様に、最新の初期値だけでなく、古い初期値から
も予報を行い、その結果を組み合わせてアンサンブル予報を構成する手法は、時間ず
らし平均（LAF：Lagged Average Forecasting ）法（Hoffman and Kalnay, 1983）と呼ばれ
る。LAF法は単純である上に、計算機資源を複数の日に分散することが出来るが、古
い初期時刻からの予報精度は一般的に最新の初期時刻より低いため、予報精度が低
下する。 しかし、初期値の重要性が比較的小さい季節予報では、古い初期値を利用
するによる予報精度の低下は僅かである。

160



令和５年度数値予報解説資料集

季節予報を目的とした数値予報システムでは、予測精度の評価やモデル統計値（気
候値・平年値）や系統誤差の計算のために再予報（Re-forecast, Hindcast）を行うことが

一般的で、日本の気象庁だけでなく季節予報を実施している世界各国の数値予報セン
ターでも実施されている。再予報はエルニーニョ・ラニーニャ現象等の数年周期の変動
の影響を除去するために、最低20年以上の期間が必要で、平年値と同じ30年間が望

ましい。しかしながら、多くの過去事例について計算するため、大量の計算機資源を必
要とするため、気象庁では計算機資源の制約のため、運用モデルに比べて計算頻度
を減らしている。

161



令和５年度数値予報解説資料集

図は再予報と現業予報の仕様を比較したものである。系統誤差補正に利用するため
、再予報は現業予報と完全に同一のモデルを用いて行う必要がある。現業予報では、
毎日5メンバーの予報を行い、うち3メンバーを利用して17初期日のLAF法で51メンバー
のアンサンブル予報を構成して予報を行っている。一方、再予報では15日間隔の月2
日の初期値でそれぞれ5メンバーの予報を行い、LAF法で10メンバーのアンサンブル予
報を構成している。再予報の計算期間は、平年値と同じ1991～2020年の30年間であ
る。
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再予報は、系統誤差補正や偏差（平年差）の算出に利用されている。系統誤差とは、
再予報の計算結果を平均して求めたモデル気候値（モデル平年値）と解析気候値（解
析平年値）の差である。偏差（平年差）は、解析気候値（解析平年値）との差でも算出で
きるが、その場合は系統誤差の影響を受ける。モデル気候値（モデル平年値）と予報
値の差を取ることで、系統誤差の影響を最小限にすることが出来る。しかし、モデル気
候値（モデル平年値）を用いて、系統誤差の影響を最小限に補正することが出来るの
は、気温やジオポテンシャル高度などの一部要素に限られ、ジェット気流の位置の系
統誤差などは補正が不可能であるため、より系統誤差の小さい数値予報モデルを開
発していくことが不可欠である。
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図は海面水温の標準偏差について、解析値（MGDSST）と季節アンサンブル予報シス
テムを比較したものである。熱帯付近の海洋の渦を解像できる0.25度の渦許容海洋モ

デルを結合しているため、熱帯における海洋の変動は良く再現されていることが分か
る。一方、より海洋の渦のスケールが小さい中緯度の黒潮続流域などでは海洋変動
量が過小であるため、利用の際には注意が必要である。中緯度における海洋変動の
再現性を改善するには、中緯度の海洋の渦を解像出来る0.1度の渦解像モデルの結
合が必要である。
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季節アンサンブル予報システムで用いている大気海洋結合モデルは、海面水温と降
水量の過剰な正相関を抑制して、熱帯海洋変動に関連した大気海洋相互作用の再現
性を向上する。しかしながら、4～8月の暖候期において、解析値では日本の南の海上

では海面水温と降水量が負相関であるが、季節アンサンブル予報システムでは負相
関となっていない。大気の解像度が粗く、熱帯低気圧による海面水温の急激な変化を
十分に再現出来ていないこと等が考えられる。
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季節アンサンブル予報システムは、大気海洋結合モデルを用いているため、大気モ
デルに比べて大気と海洋の相互作用の再現性が高い。図は、赤道季節内振動（MJO）
について、熱帯域の200hPa速度ポテンシャルの解析値と季節アンサンブル予報システ
ムによる予測を比較したものであるが、MJOに伴う対流活発位相や対流不活発位相の
東進が良く再現されていることが分かる。
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長期再解析では、長期間にわたって高品質かつ均質なデータセットを作成するため、
最新かつ解析期間中一貫した解析システムを用いる。利用する観測データは、過去

の現業数値予報で使用された観測データのほか、遅延入手したものや過去の紙で記
録されたデータをデジタル化したものなどを可能な限り収集し、また衛星観測データ等
については再処理されたより高品質なデータを可能な限り利用する。 このような作業

により、過去数十年間にわたる均質・高品質な各種物理量を含むデータセットを提供す
ることが可能となる。

全球長期再解析は、欧州や米国などの世界の主要な国々で実施され、気候変動や

異常気象の監視及び研究、季節予報、防災対策、再生可能エネルギーの用地選定や
見積りといった経済活動等、幅広く活用されている。日本における全球長期再解析は、
2006年に気象庁と電力中央研究所が共同で、約25年間の全球長期再解析（JRA-25）を
最初に実施したのが始まりである。その後、2013年には気象庁がJRA-25の後継として
約55年間の気象庁第2次長期再解析（JRA-55）を実施した。そして、2022年に最新のデ
ータ同化システムを用いて解析精度を向上し、期間も約75年間に拡張した新たな気象
庁第3次長期再解析（JRA-3Q:Japan Re-Analysis 3 quarters of the century）の計算を完
了した。

全球長期再解析を防災対策や経済活動で活用するためには、水平分解能が粗いこ
とが問題である。このため、JRA-55では非静力学メソ数値予報モデルを用いて日本周
辺の解像度を5kmに高める力学的領域ダウンスケーリングを実施した。しかし、力学的

領域ダウンスケーリングでは、観測データを同化しないため、実際の現象と時間的・空
間的なずれが生じる。このため、JRA-3Qでは精度を高めるべく、2021年9月より東京大
学と共同で、メソ同化システムを用いて日本周辺の解像度を5kmに高める研究が推進
されている。
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カスリーン台風（カスリン台風やキャサリン台風とも呼ばれる）は、第二次世界大戦後
間もない1947年（昭和22年）9月に日本に接近し、関東地方や東北地方に甚大な被害

をもたらした台風である。再解析では、時代を溯るほど利用可能な観測データ（特にデ
ジタル化されたデータ）が少なくなるため、解析の精度が低下し、実際の現象を精度良
く再現することは困難になる。このため、1948年頃が再解析の限界とされていたが、気
象庁第3次長期再解析（JRA-3Q）では、紙で記録された観測データのデジタル化による
拡充や背景誤差分散などの調整を行い、1947年9月のカスリーン台風まで精度良く再
現することに成功した。JRA-3Qでは、この様に第二次世界大戦後の顕著な災害が数多
く再現されたことにより、国土防災にも活用可能なデータセットとなっている。
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全球再解析の精度評価は、全球数値予報モデルによる2日予報を行い、その平方根
平均二乗誤差（RMSE）を比較することで実施している。JRA-25、JRA-55、JRA-3Qの精度
を比較すると、再解析の精度が向上していることが分かる。南半球では1960年代以前
のRMSEが小さくなるが、これは観測データが極めて少なくデータ同化による変化が小
さくなることで、予報値と解析値の差が小さくなるためである。Operationsは、その時代

の現業数値予報システムによる精度を示しているが、再解析では最新のデータ同化シ
ステムを用いて過去に遡った解析を行うことで、大幅に精度を向上していることが分か
る。つまり、過去の精度良い解析値を得るためには、最新のデータ同化システムを用
いて再解析を実施することが必要であることが分かる。
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現在、気象庁では全球波浪モデルと沿岸波浪モデル及び全球波浪アンサンブルとい
う３種類の波浪モデルを運用している。全球波浪モデルは、極付近を除く地球上の海
のほぼ全ての海域を対象としアリューシャン近海から日本に達するうねりや、南半球か
ら北半球に伝わるうねりの伝播も計算できる。沿岸波浪モデルは日本近海の領域の
みを対象とし、細かい解像度（0.05度格子）でより詳細な計算ができる。 全球波浪モデ
ル・沿岸波浪モデルは1日4回（00,06,12,18UTC）実行しており、外力として利用する海
上風は、全球モデル（GSM）の予測値を使用するが、台風近傍については、GSMの風
を気象庁発表の台風予報と同じ内容の予報課が作成する熱帯低気圧情報（実況解析
値、予報値）を利用して作成される台風ボーガスと呼ばれる仮想的な風に置き換えて
使用している。
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波浪の表現方法の一つ目は、「有義波」で表す方法である。時系列図は波浪計によ
る観測データの変動を表す。一定時間内に観測された波から平均の水位を求め、平均
水位を下から上に超える点（ゼロアップクロス点）を探し、ゼロアップクロス点から次の
ゼロアップクロス点までを1つの波とする。個々の波の波高と周期を読み取り、これを
波高の高い順に並び替えて上位1/3の波高を平均したものを「有義波高」といい、有義
波高に対応する周期を「有義波周期」という。このようにして求められた有義波高は船
舶等による目視観測の波高とよく合うといわれている。各種波浪計により観測される波
高、および天気予報や警報・注意報で用いられている波高は有義波高を指す。

観測された波高の分布はレイリー分布で近似でき、統計的には、100波に1波は有義波
高の約1.5倍、1000波に1波は約2倍の波高の波が起こるといわれている（合田・永井,
1974）。
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波浪の表現方法の2つ目は、波浪スペクトルで表現する方法である。通常、海面は風
浪とうねりが重なり合い不規則な変動をしているが、不規則に変動する海面の波は、
規則的な波（正弦波）の重ね合わせであるという考えに基づき、波浪をスペクトルで表
現することができる。図の通り、規則的な波の高低は波がもつエネルギーの大小で表
現している。なお、波のエネルギーEは波高Hの2乗に比例し、（1）式で表される。規則
的な波の周波数（周期の逆数）と波のエネルギー（密度）の関係をグラフ化したものを
周波数スペクトルという。
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左図は現実の波を二次元のスペクトルで表現した概念図である。実際の海面は単一
方向からだけではなく複数方向からの波の重ね合わせとなっている。周波数スペクト
ルに波がやってくる方向を考慮したものを、波浪の二次元エネルギースペクトル（以下
、二次元スペクトル）と呼ぶ。気象庁では、右図に示すようにある地点での波のエネル
ギーの、周波数および波向に対する分布で二次元スペクトルを表す。暖色系が濃いほ
どエネルギーが大きいことを表し、円周方向の角度が波の来る向き、中心からの距離
が波の周波数（周期）を表す。この例では、二次元スペクトルが集中しているところが3
箇所みられる。それぞれ、①周期8秒前後の西からの波、②周期12～13秒の東南東か
らの波、③周期10秒前後の北東からの波が伝播していることを表しており、二次元ス
ペクトルの最も大きい①が卓越している。この事例では、有義波高（Hw)は3.0m、卓越
周期（Pw)は、エネルギースペクトルが最大となる①の周期7.9秒である。
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二次元スペクトルと有義波高は（2）式によって関係づけられる。左図に二次元スペク
トルから有義波高を求める方法の概念図を示す。有義波高は、二次元スペクトルの全
方位、全周波数の波のエネルギーを積分し、その平方根に4.0をかけたものである。

また、右図に卓越周期を求める方法の概念図を示す。周波数fごとに、全方位の波エ
ネルギーを積分し、その値が最大となる周波数が卓越周期である。
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波浪モデルでは波浪の二次元スペクトルを予報変数とし、各格子点で定義されたエ
ネルギーの時間変化を計算する。基礎方程式（4）式はエネルギーの収支を表しており
、エネルギー平衡方程式と呼ばれる。ここでE(f，θ)は二次元スペクトル、fは周波数、
θは波向、Cgは波の群速度を表す。右辺はソース項と呼ばれ、波浪スペクトルに対す
るエネルギーの入出力を表現する外力関数である。ソース項は、風からのエネルギー
入力を表すSin、スペクトル間の非線形エネルギーの伝達を表すSnl、エネルギー散逸
を表すSds、海底摩擦を表すSbtmからなる（JMA 2022, 杉本 2007）。Sbtmと左辺の屈
折項については、2017年に波浪モデルに浅海効果を導入した際に追加されたものであ
る（配信資料に関する技術情報第455号：
https://www.data.jma.go.jp/add/suishin/jyouhou/pdf/455.pdf）。なお、波が水深の浅
い海域（浅海域）に進入すると、海底地形の影響を受けて波高、波速、波長が 変化し、
副次的に屈折や砕波などの現象が発生するほか、回折や反射など波の変形を伴う現
象が起こる。これらを総称して「浅海効果」と呼ぶ。

気象庁の波浪モデルでは、エネルギー入力を表すSinについては、全球大気モデル
(GSM)の境界層過程で計算された風応力を利用する。ただし、台風付近については、
台風位置と強度に応じた風場（台風ボーガス）を作成し利用している。波浪モデルの予
測精度は大気モデルの風の予測精度に大きく依存する。

なお、波浪モデルによる波の予測で、地点毎の海面の高さを予報変数とするのでは
なく、エネルギーである二次元スペクトルを予報変数としているのは、波浪の水平スケ
ールがたかだか数100mと小さいためである。個々の波を表現するためには数m～数
10m程度の細かい水平格子間隔が必要となるため、実用的な広い領域の計算を行う
には膨大な計算機資源が必要となり現実的ではない。これに対して二次元スペクトル
は、統計量としての性質を持つために、数km～数100kmという比較的粗い水平解像度
でも扱うことが出来る。最終的に提供される波高や周期、波向は、前述の通り、二次元
スペクトルから有義波に換算される。
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大気モデル内での台風は、発表される台風解析・予想情報（熱帯低気圧情報）と位
置や強度が違う場合があるため、波浪モデルでは、熱帯低気圧情報をもとに計算した
台風周辺の風（台風ボーガス：傾度風+台風の移動速度）で置き換えて、台風周辺の波
を計算している。

気圧分布の作成には藤田の式（Fujita 1952）を用いている（左図）。ここでPは任意地
点の海面気圧、rは台風中心からの距離、r0は気圧分布の鋭さを表すパラメータ、Pcは
中心気圧、P∞は無限遠に仮定される海面気圧である。左図は台風周辺の海面気圧
分布の断面を表したものだが、同じ中心気圧でも、r0が大きいと広い範囲で気圧が低く
なり、r0が小さいと中心付近で急激に気圧が下がるような分布となる。台風周辺の風に
ついては、傾度風の関係から風向・風速分布を作成し、更に台風移動速度を考慮する
ことで台風分布の非対称性を表現している（右図）。ここで、fはコリオリパラメータ、ρ
は空気の密度、C1とrmaxは定数、vとVgは傾度風、Cは台風の移動速度、Wは台風移
動速度を加えた風速である。更に、台風中心へ吹き込む風を考慮し、20°の吹き込み
角を一律に設定している。これらは熱帯低気圧情報による情報を元に計算することが
できる。
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台風ボーガスの作成方法については前述の通りだが、ボーガスを適用するかどうか
は次の条件による。適用条件の一つ目は、熱帯低気圧情報の中心気圧が1000hPa未
満かどうかで、1000hPa以上であれば適用されない。適用条件の2つ目は適用範囲の
各格子点においてボーガス風速が20m/s未満の場合は台風ボーガスとGSMを比較し
て台風ボーガスが強い場合に、20m/s以上の場合は無条件に台風ボーガスが採用さ
れる。該当格子点においてはGSMの海上風が台風ボーガスに置き換わる。なお、台風
ボーガスの適用範囲は、（1000hPa半径＋2度）×2 を1辺とする正方形の領域である。
図はモデルの海上風（左）とボーガス領域（右）である。台風中心付近の20m/s以上の
海域はボーガスが適用されている。また20m/s未満の海域のうち台風北側の領域は
GSMの方が風が強いため適用されていない。台風南側では台風ボーガスの風がGSM
より強くボーガスが適用されている。
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波浪モデルは、前初期値の予測結果から求めた第一推定値をベースに、波高観測
値の情報を用いて修正（データ同化）したものを、モデル初期値としている。データ同化
には、船舶、ブイ、衛星、GPS波高計、レーダー式沿岸波浪計などの観測データを利用
している。具体的には、気象庁のブイは解析時刻の前後3時間平均値、沿岸波浪計・
GPS波高計は解析時刻データ又は解析時刻データのない場合は±1時間（GPS波高
計は±20分）の値の平均値、船舶は解析時刻に通報された値、衛星は解析時刻±3時
間以内のデータを解析時刻の値として利用している。波浪モデルにおけるデータ同化
は波高について最適内挿法を利用しているため、時間方向のずれを考慮できない。解
析時刻から時間差のある衛星データを利用する際には、風浪が急発達又は減衰する
局面などで適切に同化されない場合があるため、注意が必要である。

なお、図は2023年1月20日12UTCの波浪モデルにおける波高の修正例である。日本
海には第一推定値よりも波高が高い衛星や波浪計による観測データがあり、適切に同
化されている。
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波浪モデルの予測について、峯松（2009）、吉田ほか（2012）等で検証が行われてい
るが、全体的な傾向として波浪モデルは観測値をよく再現しており、波高の急激な変
化も概ね表現できる。なお、波浪モデルはその後データ同化の導入や浅海効果の導
入等改良がおこなわれてきており、それらの精度検証については技術情報（
https://www.data.jma.go.jp/add/suishin/jyouhou/pdf/455.pdf）等で別途公表されてい
る。

一方、適中しない事例もあるが、その要因として一番に挙げられるのは大気モデルで
の風の予測のずれによるものである。また、波浪モデルの特性による場合もある。左
図は2015年2月20日から21日に東北地方にうねりが到達した際の天気図、右図は宮
城北部沖GPS波高計の波高と風向風速の経過を示したものである。東北地方では弱
風場となっているが、2月21日の実況では3m近いうねりが継続（赤線）している一方、
波浪モデルの予測（青線）は2m程度と1m過小である。波浪モデルではうねりを過小に
予測する場合がある。一般に、波浪モデルにとってうねりの波高表現は非常に難しい。
エネルギー散逸の機構が未解明である上、うねりの観測が不十分なためその伝播状
況がよくわかっておらず、これらが波浪モデルに組み込まれていないためである。なお
、波浪モデルはうねりの波高の予測が不十分な場合でも、周期や波向の予測精度は
概して高い。
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波浪アンサンブル予報システムは、モデル及び初期値は全球波浪モデル(格子間隔：
緯経度0.25度)を粗い解像度に変換したもので、初期摂動は加えていない。大気外力と
して全球アンサンブル予報システムで予測された51メンバーの風を用いて、各メンバー
に対応する予測計算を1日2回（初期時刻00, 12UTC）行っている。
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多数の予測結果を平均することで（アンサンブル平均）、予測時間が長いところでは1

つの予測結果よりも平均的な予測精度がよくなるだけでなく、予測の信頼度や不確実
性、顕著な高波が発生する可能性などを把握することも可能になる。
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表は高潮モデルの仕様を示す。モデル領域は日本の国土ほぼ全てをカバーしている
。予報時間は00,12UTC初期値が78時間先まで、03,06,09,15,18,21UTC初期値が39時
間先までで、1日8回実行する。高潮モデル計算の際には入力データとして、気象庁発
表の台風予報と同じ内容の、予報課が作成する熱帯低気圧情報（実況解析値、予報
値）と、気象庁のメソモデル（MSM）の海上風、海面気圧を必要とする。計算された潮位
偏差に面的天文潮位（一般に、天文潮位は観測値の存在する地点において調和解析
することで算出できるが、データ同化などの技術を用いて、任意の地点で天文潮位を
算出することができる。）を加算している。
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高潮モデルの計算には潮位偏差の初期値が必要だが、大気モデルと比較してデー
タ同化の効果が薄いため、気象場の解析値を使った計算により初期値を作成している
。これをハインドキャストと呼んでいる。上図は00UTC初期値の例である。ハインドキャ
ストでは、前初期値21UTCのMSMによるFT=2までの予測値と対象初期値00UTCの
MSMによる FT=0の予測値を使用して、過去の状態を再計算することで00UTCにおけ
る潮位偏差の初期値を作成する。高潮モデルは、大気からの外力（大気モデルや台風
ボーガス）に依存する部分が大きく、高潮モデル自身の初期値にはあまり敏感ではな
い。加えて、同化に利用できるデータが限られていることや、日本沿岸域の地形特性（
浅い海域が比較的少ない）のため同化の効果が小さい、といった理由から、高潮モデ
ルにおけるデータ同化は行っていない。
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日本域高潮モデルは、非台風時はMSMによる１通りの計算を行う。台風時（日本付
近に台風が存在する場合）は、MSMによる１通りの計算に加えて、台風進路予報（予
報円）の誤差を考慮し、5通りの台風ボーガスによる計算を行う。
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図はボーガス中央コースについて、台風ボーガスをMSMの風・気圧場に埋め込む時
の模式図である。強風半径、つまり風速30kt以上の範囲では、ボーガスによる風・気圧
場をそのまま使う。一方その外側では、強風半径の2倍の範囲までボーガスとMSMの
加重平均を使い、台風中心から離れるにしたがってMSMの割合を大きくしていく。ボー
ガス周辺コースでは、図のMSMのところが無風・平年値（海面気圧）になる。
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台風ボーガスの風分布は藤田の式（Fujita, 1952）で決定している。この式では、r0の
パラメータによって強風域の範囲が左右される。これまでの台風ボーガスには強風域
の狭い系統誤差があるため、強風域が適切な範囲となるように、このr0の計算手順を
見直した。
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方向別粗度長法（Westerink et al.,2008）とは、各格子ごとに風上領域の粗度長を考
慮することで、離岸風を減衰させる手法である。この手法を新たに導入することで、地
形の影響を考慮して内湾域の過大な風速を適切な風速に弱める効果がある。
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図は、2019年6月～2021年12月に台風が接近・通過したときに（全922初期値）、高潮
モデルにより予測された潮位偏差（MSM、ボーガス中央コース）と、日本国内207地点

の潮位観測点の観測値による潮位偏差の散布図を示す。ボーガス中央コースの散布
図には、実測値100cm前後に対し200cmを超える過大予測があったことが示されてい
る。MSMコースの散布図においても過大となる箇所は見られるものの、全体的には台
風ボーガスの方が過大評価傾向であり、MSMコースの方が実況からの誤差が小さい

と言える。このように台風ボーガスによる高潮の予測誤差が大きいのは、台風ボーガ
スで仮定している風の場の推定法では方向別粗度長法の導入以後も地形の摩擦の
影響が十分には取り込まれていないこと、台風が中緯度まで北上したことにより、典型
的な台風の構造から変化することを考慮していないことが主な原因と考えられる。
MSM、ボーガスともに予測時間後半に精度が悪化するのは、潮位偏差のピーク出現
時刻の予測誤差の影響もあると考えられる。
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気象庁では、警報級の現象が5日先までに予想される場合に、その可能性を「早期
注意情報（警報級の可能性）」として発表している。既に提供していた大雨、大雪、暴風
、波浪に加え、高潮に関する早期注意情報についても提供可能とするため、新たに「
日本域台風時高潮確率予報システム（日本域高潮PFS：Probabilistic Forecast System
）」を開発した。

日本域高潮PFSは、台風予報円の情報を元に、①日本域高潮モデルを用いて、台風
進行の横方向に進路を等間隔にずらした計21通りの台風進路を作成（Taylor and 
Glahn, 2008）し、台風ボーガス（Fujita, 1952）を利用した21通りの5日先までの高潮予報
計算を実行する。その後、②台風進行速度の不確実性について、高潮予報結果の時
間をずらす処理を実施することにより、21×21=441通りの高潮予報に拡張して、更に
潮汐効果も加算することで、高潮確率予報を作成する。この高潮確率予報を元に、警
報級の可能性を判定し、高潮早期注意情報を発表する。
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表は日本域高潮モデルと日本域高潮PFSの仕様比較を示している。予報時間とメン

バー数、及び台風ボーガスの取り扱いが異なるのみで、座標系や空間解像度、計算
領域は同一である。日本域高潮モデルの台風ボーガスはMSM予報値に埋め込む一
方、日本域高潮PFSは台風ボーガスのみで動作し、埋め込みは行わない。このため、
非台風時は動作しない。
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気象庁では沿岸域におけるより詳細な海流・海水温が把握可能な日本沿岸海況監
視予測システム（JPNシステム）を開発し、令和2年10月28日（10月27日00UTC初期値）
から運用を開始した。

日本沿岸海況監視予測システムの構成図を示す。解析システムである海洋データ同
化システムMOVE/MRI.COM (Usui et al. 2015; Hirose et al. 2019) と、予測システムであ
る気象研究所共用海洋モデルMRI.COM (Sakamoto et al. 2019; Sakamoto et al. 2023) 

から構成される。予測システムの一部では、双方向オンラインネスティングが採用され
ている。これにより、親モデルと子モデルの場が滑らかに繋がり、側面境界の不連続
性が解消、ノイズの発生も抑制される。海水と海氷の総和の体積が保存されるため、
気候変動に伴う長期の沿岸水位変動に関する研究にも活用可能となっている。
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解析システムは、全球モデル(GLB)と北太平洋モデル(NPR)から構成される。GLBを
用いて3次元変分法による解析を行った後、子モデルのNPRを用いた4次元変分法に
よる解析を行う。
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日本沿岸海況監視予測システムの北太平洋モデル(NPR)では、4次元変分法による
データ同化を行う。前方積分と後方積分を行って、評価関数を最小化するような初期
修正量を求めるが、求まった修正量の構造は、4次元変分法といえどもモデルの力学
を満たしているわけではなく、このような修正量を1ステップで前方計算用のモデルに
与えると、重力波などの高周波ノイズを生じさせる原因となる。そのため、Bloom et 
al.(1996) の Incremental Analysis Update (IAU) の手法を用いて、解析対象期間の最
初の3日間において、前方計算用のモデルで修正量をタイムステップごとに加えながら
積分することにより、高周波ノイズの除去を図っている。評価関数の修正量に関する勾
配と初期勾配との比が所定の値以下になるまでこの手続きを繰り返す。
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基本的にIAU期間の観測データは同化しないが、観測データの空白を避けるため例
外的に同化する場合もある。（図の緑三角で囲んだ日）
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遅延解析を毎日実行し、速報解析に接続する。1週間かけて過去40日以上の解析を
行い、定線観測データ等を確実に同化する。木曜日実行の遅延解析結果は以後書き
かえられることがなく確定する。赤矢印は遅延解析から遅延解析への、青矢印は遅延
解析から速報解析への、緑矢印は速報解析から速報解析へ（バックアップとして）の、
リスタートファイルの引継ぎを示す。
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予測システムは、水平解像度2kmの日本近海モデル(JPN) を核として、北太平洋モ
デル(NP) 、全球モデル(GLB)から構成される。予報期間は、JPNについては11 日間、
NPおよびGLBは1か月である。NPおよびGLBの一か月延長予報は、気象庁が毎旬発
表する海面水温・海流一か月予報の基礎資料等の用途で使用するために実行される
。
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予測システムの初期値は、IAUを用いて、予報開始前の3 日間に対して海洋モデル
を実行しながらモデルの水温・塩分場を速報解析の水温・塩分に近づけるよう修正す
ることで作成される。作成した初期値にもとづき、JPNでは11日間の予報を行い、NPで
はさらに1か月先まで延長予報を行う。

なお、GLBについては図には示していないが、初期値を作成する際には GLB-
3DVAR 解析値を用いる。また、GLBの予報期間はNPと同じく31日(1か月)先まで行なう

。
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水温のRMSEは水深100メートル付近で最大となる。水深100メートルでの10日予測値
のRMSEは初期日の約1.4倍で、他の水深でも同程度である。
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JPNシステムの日本近海モデル（JPN）には、従来の海氷モデルを高度化した2kmの
海氷モデルも組み込まれている。下図にJPNから得られる海氷予測の各要素を示す。

海氷密接度だけでなく、海氷の厚さや海氷の漂流速度についても、詳細に把握するこ
とが出来る。

210



令和５年度数値予報解説資料集

海氷密接度同化は、JPNでは海氷速報解析を、GLBとNPはマイクロ波放射計による
客観解析値を参照してナッジングすることで、海氷の実況を初期値に反映している。
JPN実行日（予報1日目）の海氷速報解析値を利用可能である。
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黄砂現象とは、東アジアの砂漠域（ゴビ砂漠、タクラマカン砂漠など）や黄土地帯から
強風により吹き上げられた多量の砂じん（砂やちり）が、上空の風によって運ばれ、浮
遊しつつ降下する現象を指す。日本における黄砂現象は、春に観測されることが多く、
時には空が黄褐色に煙ることがある。

黄砂現象発生の有無や黄砂の飛来量は、発生域の強風の程度に加えて、地表面の
状態（植生、積雪の有無、土壌水分量、地表面の土壌粒径など）や上空の風の状態に
よって大きく左右される。黄砂粒子はいったん大気中に舞い上がると、比較的大きな粒
子（粒径が10マイクロメートル以上）は重力によって速やかに落下するが、小さな粒子（

粒径が数マイクロメートル以下）は上空の風によって遠くまで運ばれる。例えば、東ア
ジアが起源の黄砂粒子が太平洋を横断し、北米やグリーンランドへ輸送されたことも
報告されている。

黄砂観測は現在、札幌・仙台・東京・新潟・名古屋・大阪・広島・高松・福岡・鹿児島・
那覇の国内11地点で目視観測されている。グラフは、1967年から2022年まで黄砂の観
測を続けている上記11地点についての年別黄砂観測のべ日数を示す。のべ日数（地

点・日）とは、各日の観測地点数の年間総計である。同統計期間での黄砂観測のべ日
数には有意な変化傾向は見られない（信頼水準90％）。黄砂観測日数及び黄砂観測

のべ日数とも年々の変動が大きく、変化傾向を確実に捉えるためには今後のデータの
蓄積が必要である。なお、この11地点の月別黄砂観測日数平年値（1991年から2020
年までの平均）は、1.2日（2月）、4.4日（3月）、6.2日（4月）、2.7日（5月）、他は0.5日未
満である（気象庁 2023）。
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黄砂分布の予測には、黄砂発生域での黄砂の舞い上がり、移動や拡散、降下の過
程等を組み込んだ数値モデルを用いている。地上風速や土壌水分、積雪被覆、植生
等と考慮して黄砂発生域での黄砂の舞い上がりを評価している。

気象庁で用いている黄砂解析予測システムは、大気大循環モデルMRI-AGCM3と全
球エーロゾルモデルMASINGAR mk-2を結合する構成となっている。水平格子間隔は約
40km、鉛直層が40層（地表～約55km）で、粒径（直径）0.2マイクロメートル～20マイク
ロメートルの黄砂を10段階に分割して、96時間先までの黄砂の濃度などを予測してい
る。さらに、モデルで予測するエーロゾルの3次元分布から計算した光学的厚さ
(Aerosol Optical Thickness, AOT) を、静止気象衛星「ひまわり」の観測AOTデータで修正
（2次元変分法）することで観測情報を取り込み、前日の黄砂分布状況を解析している
。仕様の詳細については田中・小木(2017) などを参照いただきたい。

黄砂情報のページの黄砂解析予測図は、この数値モデルの結果をもとに、地表付近
（高度1kmまで）の濃い黄砂（黄砂濃度が90マイクログラム/立方メートル以上の領域、
視程では10km未満に相当）の予測領域などを表示している。

ナッジング (Nudging method)：予測値を、たとえば一定の時定数で、参照値（解析値・
観測値）に近づける修正。データ同化の簡便な方法のひとつ。
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2020年1月29日より、気象衛星ひまわり8号・9号の観測データを黄砂解析予測モデ

ルに同化する手法を導入し、黄砂分布の解析予測を改善した。それまでは、黄砂をは
じめとしたエーロゾルに関する観測データの取り込みを行っておらず、モデル内で過剰
・過少な黄砂が予測された場合でも補正できていなかった。このため、黄砂の予測精
度を向上させるためには、エーロゾルの観測データをモデルの入力値として利用する
ことが課題となっていた。

2015年7月より運用を開始した気象衛星ひまわり8号・9号による観測から、広範囲か

つ高精度な大気中のエーロゾル観測データが高頻度に得られるようになった。データ
同化手法を導入してこれらの観測データをモデルで利用することにより、黄砂予測濃
度の再現性向上のための改良を行った。この結果、データ同化手法を導入した黄砂解
析予測モデルにおいて、日本付近における黄砂の解析予測精度が向上することを確
認できた（気象庁 2019）。
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全球化学輸送モデルで成層圏オゾン（オゾン層）の予測を行い、紫外線情報の基礎
データを提供し、大気汚染気象予測システムに側面境界値（オゾン等化学物質）を与
える。また、大気汚染気象予測システムで対流圏オゾンの予測を行い、大気汚染気象
業務を支援している。

目次

・化学輸送モデルの概要

・紫外線予測システム

・大気汚染気象予測システム

・高解像度版領域化学輸送モデル

・高解像度版領域化学輸送モデルにおけるデータ同化

・参考文献
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化学輸送モデルは、大気質モデル air quality model とも呼ばれる。気象庁の化学輸

送モデルでは成層圏オゾンと対流圏オゾンを取り扱う。オゾンは、化学的な反応により
生成・消滅を繰り返すとともに、大気の流れにより輸送される。オゾンの生成源として、
成層圏のオゾン層付近の他に、地表付近の（主として人為起源の）前駆物質からの反
応によるものがある。

南極上空のオゾン量が極端に少なくなる現象をオゾンホールと呼ぶ。極夜の低温時
に発生する極成層圏雲（PSC)の粒子表面の化学反応によって、人為起源の塩素（Cl)化
合物からCl分子が生成される。極夜を脱して太陽光が届き始めると、紫外線による光
解離によってCl原子が生成され、触媒としてオゾン破壊反応を促進し、オゾンホールが
できる。

また、オゾンは太陽放射を吸収し、赤外放射を射出することによって、大気の気温場
に影響を与えるため、温室効果気体として地球の気候変動に基礎的に関わっている。

オゾンをはじめ、塩素系、臭素系、フロン類、ハロン類など大気中の微量成分気体は
相互に化学反応を起こす場合があるため、これらの過程がモデルに組み込まれている
。
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紫外線予測システムは紫外線情報に利用されている。本システムでは、大気大循環
モデルMRI-AGCM3(Yukimoto et al. 2012)と（全球）化学輸送モデルを結合させたモデ
ルMRI-CCM2（水平格子間隔約110 km鉛直層数64層）を用いており、即時的に利用可
能な衛星データ（OMPS/SuomiNPP@NOAAのオゾン全量（鉛直積算量））でナッジング
することで観測情報を取り込んでいる。また、気象場はGSM解析・予測値をナッジング
することで、現実の大気場から離れないようにしている。仕様の詳細はJMA（2019）を参
照されたい。
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大気汚染気象予測システムは大気汚染気象予報の支援を目的としている。領域化学輸送モ
デルは、大気モデルasucaと組み合わせて使用しており、即時的に利用可能なオゾン濃度の地
上観測データでナッジングして観測情報を取り込んでいる。また、オゾンなどの大気質の初期
値・境界値を全球化学輸送モデルから与えている。仕様の詳細は、池上ほか(2015)を参照され
たい。領域化学輸送モデルは、アジア域の領域化学輸送モデル（水平格子間隔20 km 鉛直層
数18層）及び、東日本や西日本を対象とする高解像度版領域化学輸送モデル（水平格子間隔
5 km 鉛直層数19層）の2種類があったが、2023年2月に高解像度版領域化学モデルの領域を
拡張して統合した。

「2030年に向けた数値予報技術開発重点計画」では、大気汚染プロダクトの高度化のため、
大気汚染物質の予測精度向上が求められている。

領域化学輸送モデルの結果は、大気汚染気象予報業務に利用される。

全球化学輸送モデルは、紫外線予測のための全球オゾン分布の予測に用いられるほか、領
域化学輸送モデルの外側境界条件としても用いられる。両モデルによる、地表付近の光化学
オキシダント（Ox）濃度は、ガイダンスによって大気汚染気象ポテンシャル（P0からP2)に翻訳さ
れ、大気汚染気象予報業務のための参照情報として利用されている。例えば、都道府県はP2
の状態が継続すると認められる場合には光化学オキシダント注意報を発令している。

排出インベントリ emission inventory ： 地表付近からの自然および人間活動起源の各化学
物質の排出の量について、地域別（・季節別）に記した目録データ。化学輸送モデルの下部境
界条件として用いられる。

全球解析・予測値 ： 化学輸送モデル中の気象場の初期条件および予測期間中のナッジン
グに用いられる。

一般大気環境測定局 ： 各都道府県が設置し、オゾンなど大気汚染物質の時間毎データを測
定している。「そらまめくん」の愛称で環境省が取りまとめ、HPでほぼリアルタイムに公表してい
る。
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領域化学輸送モデルは、水平格子間隔20 km のアジア域の領域化学輸送モデル及
び、東日本や西日本を対象とする水平格子間隔5 km の高解像度版領域化学輸送モ
デルを運用していたが、2023年2月に高解像度版領域化学モデルの計算領域を拡張
して統合した。統合後の5 km モデルは、統合前の20 km 版モデルや5 km 版モデルに

対して予測精度は概ね中立であるが、スモッグ気象情報の発表がされるような顕著事
例では、統合前の5 km 版モデルと同等、20 km 版モデルに対しては改善が見られた。

図は、関東地方でスモッグ気象情報が発表された2022年6月30日を対象とした、統合
前に運用していた20 km 版モデル（(a)Sgr Cntl）と5 km 版モデル（(b)Sgl Cntl）の予測結
果、領域を拡張して統合した後の5 km 版モデルの予測実験（(c)Sgl Test）の結果、「そら
まめくん」による地上オゾン観測値（(d)観測）である。Sgr Cntlの予測は観測に対して過
少であるのに対して、Sgl Cntlと Sgl Test では高濃度を予測している。詳細は数値予報
開発センター（2023）を参照されたい。
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人間活動によって増加した主な温室効果ガスには、二酸化炭素（CO2）、メタン（CH4）、
一酸化二窒素（N2O）、フロンガスがある。フロンガスとは、クロロフルオロカーボン
（CFC-11, CFC-12など（C、F、Cl から構成））の総称である。また、ハイドロクロロフルオロ
カーボン（HCFC-22 など（C、F、Cl、Hから構成））なども広義には含まれる。

大気中のCO2濃度を緯度別にみると、特に北半球で、北ほど濃度が高い傾向にある。
近年になるほど、熱帯・南半球との差が大きくなってきている。

メタンもCO2同様の傾向だが、1985年段階でも北半球熱帯から中高緯度の濃度が相
対的に大きく、CO2ほど一定の増加ではない（2000年代前半に増加が一時鈍化）。メタ

ンの排出原因は、自然起源（熱帯の湿地微生物やシロアリなどの分解作用）が４割、
残りは人為起源（稲作、バイオマス燃焼、家畜のゲップなど）である。
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二酸化炭素解析システムを用いて、世界各地で観測された二酸化炭素濃度データを
もとに、地球の様々な地域における濃度分布を推定した二酸化炭素分布情報を提供し
ている。任意の年月や場所の二酸化炭素濃度の分布などを見ることができる。

季節変動を繰り返しながら、年々濃度は増加している。北半球は特に季節変動が大
きい。これは陸上生物圏のCO2吸収・排出が反映された結果である。

本システムでは、GSMに二酸化炭素の輸送過程を組み込んだモデルGSAM-TM（水
平格子間隔約110 km鉛直層数60層）と逆解析（二酸化炭素の放出・吸収量の補正）を
組み合わせた手法を用いている。2015年度に約180 kmの水平分解能で運用を開始し
、2020年2月にはより細かい情報を提供するために水平分解能の高解像度化を行った
（約180 km⇒約110 km）。
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二酸化炭素解析システムについて述べる。二酸化炭素濃度の数値シミュレーション
においては、フラックス（単位時間当たりに単位面積の地表面または海表面から大気
中に出入りする二酸化炭素の量）が基本的な推定量となる。表面のある一地点でのフ
ラックスは風による二酸化炭素の輸送を通じて、上空を含む広い領域の濃度に長期に
わたって影響を及ぼす。言い換えると、ひとつの地点·時刻の濃度は、すべてのフラック

スからの寄与分の総和として求められる。このような寄与の計算は、大気輸送モデル
に基づいて行われる。気象庁では、GSAM-TMを採用している。

計算に先んじて、様々な研究に基づいた先験的なフラックスを用意する。ここでは、
人間の活動、陸上生物圏の活動、海洋の働きに相当する3種類の先験的フラックスを
用いている。これらのフラックスから、大気輸送モデルに従って各地点·各時刻の濃度
が算出される（1）。こうして推定された濃度は、現実に観測された濃度とは一般に異な
るため、以下の手法によって補正する。

地球全体をいくつかの領域に分け、各々の領域における月あたり単位量のフラック
スが各地点·各時刻の濃度へどのように寄与するかを算出する。そして、上述した推定

値と観測値との差異が最も良く補われるように各領域に対して係数を割り当てる。係数
の決定に際しては、先験的なフラックスと観測値それぞれの誤差を適切に考慮する必
要がある。この係数を乗じた各領域のフラックスが先験的なフラックスに対する補正量
となる（2、3）。

先験的なフラックスと補正分のフラックスに基づいて算出された濃度は、計算上最も
良い推定値（最尤推定値）とみなすことができる（4）。このようにして算出された濃度分
布が、気象庁の『二酸化炭素分布情報』に用いられる。

詳しくはNakamura et al. (2015)や、Maki et al.(2010)、地球環境・海洋部環境気象管
理官ほか （2009）を参照されたい。
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二酸化炭素分布情報の大きな課題として、二酸化炭素解析の入力データに用いてい
る観測地点の偏在があり、世界全体の均質的な解析に大きな支障となっている。その
対応として、広範囲を一様な品質で観測する衛星観測の利用が考えられることから、
気象研究所では衛星観測データの同化利用のための開発が進められている。

GOSAT: （愛称「いぶき」） CO2やメタンなどの温室効果気体の観測衛星（JAXA、環境省
、国立環境研究所、2009年1月～）

OCO-2: 軌道上炭素観測衛星 Orbiting Carbon Observatory （NASA、2014年～）
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降水ガイダンス（白山 2018; 森 2019）は、降水確率（PoP）、平均降水量（MRR）、および最大
降水量（RMAX）を予測するガイダンスであり、日々の天気予報から警報・注意報といった防災
気象情報の発表のための予測資料、および降雪量ガイダンスや天気ガイダンスの入力値とし
ても用いられている。GSM降水ガイダンスは20km格子で作成、MSMおよびMEPS降水ガイダン
スは5km格子で作成している。MEPS降水ガイダンスの作成には、各メンバーの予測から算出
した説明変数を用いており、カルマンフィルタや頻度バイアス補正等で用いる係数はMSM降水
ガイダンスで学習・更新したものを利用する。

降水確率ガイダンスはカルマンフィルタを用いて作成している。目的変数は予測対象格子内
に含まれる1mm/6h以上の降水の有無の平均（降水面積率）であり、説明変数としてESHS、
HOGR等を利用している（説明変数の詳細は白山（2018）を参照）。予測式は、格子、初期時刻
、および6時間ごとの予報時間で層別化している。

平均降水量ガイダンスはカルマンフィルタ、頻度バイアス補正、PoP補正を用いて作成してい
る。目的変数は予測対象格子内に含まれる降水量の算術平均であり、説明変数としてSSI、
PCWV等を用いている。予測式はPoPと同様に、格子、初期時刻、および6時間ごとの予報時間
で層別化している。頻度バイアス補正の閾値には0.5, 1, 5, 10, 20, 30, 50, 80, 120mm/3hを使用
する（GSMの11-4月は1, 3, 50, 80mm/3hを使用する）。

最大降水量ガイダンスでは、RMAX31（3時間内の1時間最大降水量）、RMAX33（3時間最大
降水量）、およびRMAX24（24時間最大降水量）を予測する。RMAX31, 33はニューラルネットワ
ークを用いて作成し、RMAX24は線形重回帰を用いて作成している。目的変数は予測対象格
子内の最大降水量である。ただし、MSM、MEPSの1, 3時間最大降水量は、5km格子を中心と
する20km格子内の最大値としている。説明変数にはMRR、SSI等を利用し、予測式は格子およ
び平均降水量で層別化している。ニューラルネットワークの重みと線形重回帰の係数は固定で
ある。最大降水量ガイダンスの詳細は白山（2019）を参照。
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図にGSMおよびMSM降水ガイダンスの作成フローを示す。図中で青枠は数値予報、
赤枠は降水ガイダンスの要素、黒枠はガイダンスを作成するための中間プロダクトを
表している。また、緑丸は統計手法または補正手法を示している。

はじめに数値予報モデルから作成した説明変数を入力として、カルマンフィルタによ
り、3時間平均降水量（MRRA）、3時間降水確率（PoP3）、および降水確率ガイダンス（
PoP）を算出する。カルマンフィルタによる3時間平均降水量（MRRA）は発生頻度の高
い弱雨に最適化されており、強雨の予測頻度が低いことから、頻度バイアス補正（FBC
）を用いて予測頻度を実況の頻度に近づける。頻度バイアス補正後の予測をMRRBと
する。さらに、MRRBをPoP3から推定した3時間平均降水量（MRRP）を用いて重み付き
平均することで3時間平均降水量ガイダンス（MRR3）を算出する。MRR3は降雪量ガイ
ダンスと天気ガイダンスの入力として利用される。

MRR3および数値予報モデルから算出した説明変数を入力として、ニューラルネットワ
ークにより、最大降水量と平均降水量の比（RATIO31, 33）を算出する。このRATIOに
MRR3を掛けることで1時間および3時間最大降水量ガイダンス（RMAX31, 33）を算出す
る。ニューラルネットワークの重みは、過去の数値予報モデルと解析雨量を用いて学
習し、予測では解析雨量の代わりにMRR3を入力とすることでMRR3と説明変数に応じ
たRATIOを算出している。

24時間最大降水量ガイダンス（RMAX24）は、MRRAまたはMRR3を入力として算出す
る。GSM降水ガイダンスにおいてはMRRAを時間積算、MSM降水ガイダンスにおいて
はMRR3を時間積算した値をMRR24Aとする。これを頻度バイアス補正することで
MRR24を算出したのち、数値予報モデルから算出した説明変数も利用して、線形重回
帰によりRMAX24を算出する。
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気象庁では、大雨による災害発生の危険度が高まっている中で、線状の降水帯により非常に激しい雨
が同じ場所で実際に降り続いている状況を「線状降水帯」というキーワードを使って解説する「顕著な大
雨に関する気象情報」を発表している。 顕著な大雨に関する気象情報の発表基準はつぎのとおり。

1. 解析雨量（5kmメッシュ）において前３時間積算降水量が100mm以上の分布域の面積が500km2以
上

2. 1.の形状が線状（長軸・短軸比2.5以上）

3. 1.の領域内の前３時間積算降水量最大値が150mm以上

4. 1.の領域内の土砂キキクル（大雨警報（土砂災害）の危険度分布）において土砂災害警戒情報の基
準を実況で超過（かつ大雨特別警報の土壌雨量指数基準値への到達割合8割以上）又は洪水キキ
クル（洪水警報の危険度分布）において警報基準を大きく超過した基準を実況で超過

この情報の発表基準を満たすような線状降水帯による大雨の可能性がある程度高いことが予想され
た場合に、地方予報区単位等を対象として半日程度前から気象情報において「線状降水帯」というキー
ワードを使って呼びかける。大雨発生確率ガイダンス（気象庁 2022）は、「線状降水帯による大雨の半
日程度前からの呼びかけ」の判断を支援するための資料である。

大雨発生確率ガイダンスの予測手法は係数固定のロジスティック回帰で、説明変数には、線状降水帯
発生条件（加藤 2015）およびMSM降水量ガイダンス（白山 2018）を参考として、大雨の予測に特化した
説明変数を採用している。目的変数は、対象となる5km格子を中心とした55km四方のどこかで3時間降
水量が100mm以上または150mm以上になるか否かである。これらの降水量は「顕著な大雨に関する気
象情報」の発表基準における閾値である。大雨発生確率ガイダンスにおける3時間降水量は、前1時間
降水量にその前後の前1時間降水量を加えた値である。例えば9時を対象とする場合は、8時から9時ま
での前1時間降水量に7時から8時までと9時から10時までの降水量を加えた7時から10時までの3時間降
水量となる。大雨発生確率ガイダンスは、MSMおよびMEPSからそれぞれ作成している。MEPS大雨発生
確率ガイダンスの作成には、各メンバーの予測から算出した説明変数を用いており、ロジスティック回帰の係数は
MSM大雨発生確率ガイダンスと同じものを用いる。

大雨発生確率ガイダンスの予測式は、初期時刻、予報時間、地域で層別化している。地域による層別
化では全国を5つの領域に分割し、予測式作成時には「作成範囲」の図で示した領域で学習する。予測
時にはそれぞれの予測式を「適用範囲」の図で示した領域に拡大することで、海上を含めた領域も予測
対象としている。
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降雪量ガイダンス（土田 2018; 土田 2019）は5km格子内の降雪量を予測するガイダ
ンスである。予測要素は3, 6, 12, 24時間降雪量で、GSM、MSM、MEPSとも各降雪量を3
時間間隔で予測する。説明変数は3時間平均降水量ガイダンス、気温ガイダンス、降

水種別ガイダンスであり、雪水比（降雪量と降水量の比）に平均降水量を掛けることで
降雪量の予測値を算出する。MEPS降雪量ガイダンスでは、MSM降雪量ガイダンスと同
じ手法をMEPSの各メンバーに適用することで作成する。
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図に降雪量ガイダンスの作成フローを示す。降雪量ガイダンスは複数のガイダンス
および統計手法と診断手法を組み合わせた複合的なガイダンスである。降雪量ガイダ
ンスの入力となる平均降水量ガイダンスはカルマンフィルタと頻度バイアス補正などを
用いて算出される。また、気温ガイダンスはカルマンフィルタを利用しており、降水種別
ガイダンスは気温ガイダンスと数値予報モデルの気温や湿度に基づく診断手法で算出
される。

降雪量の算出は次の手順で行う。

① 3時間平均降水量ガイダンスを3等分し1時間平均降水量を算出する。

②①の1時間平均降水量および気温ガイダンスの予測値から1時間雪水比を算出する
。ただし、降水種別ガイダンスが「雨」である場合には雪水比は0とする。

③②で求めた1時間雪水比に①の1時間平均降水量を掛けることで1時間降雪量を算
出する（雪水変換）。

④③で求めた1時間降雪量を時間積算することで、3, 6, 12, 24時間降雪量を算出する
。

雪水比の計算には過去の気温と雪水比の実況から作成した統計式を使用している。
雪水比と降水量、地上気温との関係を確認したところ、雪水比は降水量に強く依存し
ていることがわかったため、統計式は3時間降水量で層別化している。
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気温ガイダンス（三戸 2018; 山下・井上 2019）はアメダス地点の時系列気温（毎正時
の気温）および最高・最低気温を予測するガイダンスである。GSM、MSM、MEPSの予

測値から算出した説明変数を入力として、カルマンフィルタにより気温予測を行う。カル
マンフィルタを用いて逐次学習することにより、季節変化やアメダス移設への追随を可
能としている。MEPS気温ガイダンスでは、MSM気温ガイダンスと同じ手法をMEPSの各
メンバーに適用することで作成するが、カルマンフィルタの係数は逐次学習せず、同じ
初期時刻のMSMガイダンスのものを用いる。目的変数はモデル地上気温の誤差（補
正量）としている。これは気温そのものを予想するより、補正量を予想する方が正規分
布に近くなり、カルマンフィルタでの予測に適しているためである。カルマンフィルタで
求めた補正量にモデル地上気温を加えることでガイダンスの予測値となる。説明変数
は、地上気温+40℃、地上風速、東西南北の各成分の地上風速、中下層雲量、モデル
の前3時間降水量、気温減率、前日とのモデル地上気温差を用いている。地上気温（
摂氏）に40℃を足しているのは、0℃を境に説明変数の符号が反転することを防ぐため

である。中下層雲量はランダムオーバーラップを仮定し、1 - (1 - Cll) (1 - Clm) により
算出する（Cllは下層雲量、Clmは中層雲量）。前日との気温差は予報時間（FT=t）のモ
デル気温と、1日前の初期値の同じ予報時間（FT=t）のモデル気温の差である。予測式
は地点、初期時刻、予報時間、および季節（4-9月、10-3月）で層別化しており、季節層
別の切り替え前に１か月間の事前学習を行なっている。
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風ガイダンス（松本 2018; 井藤 2019）はアメダス地点の定時風（正時の地上風の風
向・風速）および最大風速（前3時間内の地上風の10分間平均風速の最大風速とその
風向）を予測するガイダンスである。GSM、MSM、MEPSの予測値から算出した説明変

数を入力として、カルマンフィルタと頻度バイアス補正により風の予測を行う。カルマン
フィルタを用いて逐次学習することにより、季節変化やアメダス移設への追随を可能と
している。MEPS風ガイダンスでは、MSM風ガイダンスと同じ手法をMEPSの各メンバー
に適用することで作成するが、カルマンフィルタの係数は逐次学習せず、同じ初期時刻
のMSMガイダンスのものを用いる。目的変数はモデル地上風の東西・南北成分の誤
差（補正量）としている。これは風そのものを予想するより、補正量を予想する方が正
規分布に近くなり、カルマンフィルタでの予測に適しているためである。説明変数は、モ
デルの地上風の東西・南北成分のみ用いている。風は地形の影響を強く受けることや
日中と夜間で異なる誤差特性を持つことから、予測式は地点、初期時刻、予報対象時
刻、および風向（北東、南東、南西、北西の4方位）で層別化している。予報対象時刻
の層別化はFT=24まで行い、FT=24以降は同じ対象時刻の係数を繰り返して利用する。
頻度バイアス補正の観測の閾値は、定時風ガイダンスでは2.5, 5.5, 9.5, 13.0m/s、最大
風速ガイダンスでは3.0, 7.0, 11.0, 15.0m/sを使用する。
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風ガイダンスは、数値予報モデルの風の補正量を目的変数としている。初めにカル
マンフィルタにて決定した係数（a0, a1, a2, b0, b1, b2）とモデル地上風の東西・南北成分（
Umdl, Vmdl）を用いて、風の補正量 ΔWind =（ΔU, ΔV）を求める。この補正量をモデル地上
風に加えた結果が頻度バイアス補正前の風 WindKF =（UKF, VKF）= (Umdl+ΔU, Vmdl+ΔV) と
なる。WindKFの風速を頻度バイアス補正したものが風ガイダンスの風速（風向は頻度
バイアス補正前の風ガイダンスと同じ）となる。
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天気ガイダンス（小林 2018）は格子形式で前3時間の卓越天気を予測するガイダンス

である。日照率、降水量、降水種別ガイダンスの予測を入力として、フローチャートによ
り卓越天気の予測を行う（詳細は次ページ）。GSM天気ガイダンスは20km格子、MSM
天気ガイダンスは5km格子で予測を行う。降水種別ガイダンスは数値予報モデルと気
温ガイダンスの予測値を用いた診断手法により5km格子毎に前3時間降水種別（雨、
雨か雪、雪か雨、雪）を予測するガイダンスである（詳細は土田（2018）を参照）。
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天気ガイダンスは図に示したフローチャートにより、天気カテゴリー（晴れ、曇り、雨、
雨または雪、雪）の予測を行う。

GSM、MSM天気ガイダンスとも、まずは5km格子での天気カテゴリーを判別する。は

じめに降水カテゴリー（雨、雨または雪、雪）の判別を行う。降水種別ガイダンスが「雨」
で3時間平均降水量ガイダンス（MRR3）が1mm以上の場合は天気は「雨」となる。降水
種別ガイダンスが「雨か雪」でMRR3が1mm以上、または、降水種別ガイダンスが「雪
か雨」でMRR3が0.5mm以上の場合は天気は「雨または雪」となる。降水種別ガイダン
スが「雪」で、MRR3が0.5mm以上の場合は天気は「雪」となる。天気が雨、雨または雪
、雪のいずれでもない場合、日照率ガイダンスが0.5以上であれば天気は「晴れ」、0.5
未満であれば天気は「曇り」となる。MSMガイダンスではこの判別結果が天気ガイダン
スの予測となる。

GSM天気ガイダンスでは上記で求めた5km格子の天気から20km格子の天気カテゴリ
を予測する。20km格子内に含まれる5km格子の天気のうち、降水あり（雨、雨または
雪、雪）と判別された格子が半分未満である場合、GSM日照率ガイダンスが0.5以上で
あれば天気は「晴れ」、0.5未満であれば「曇り」と判別する。降水ありと判別された格子
が半分以上ある場合、5km格子での降水種別ガイダンスが「雨」の格子には1、「雨か
雪」の格子には2/3、「雪か雨」の格子には1/3、雪の格子には0を与えて20km格子内の
降水種別の平均を求め、0.85以上であれば「雨」、0.15以上0.85未満であれば「雨また
は雪」、0.15未満であれば「雪」と判別する。
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発雷確率ガイダンス（土田 2018; 土田 2019）は、前3時間内の発雷確率を予測するガ
イダンスである。作成手法は係数固定のロジスティック回帰を用いており、MEPS発雷
確率ガイダンスではMSM発雷確率ガイダンスと同じ係数を各メンバーに用いている。説
明変数は前3時間降水量、対流有効位置エネルギーCAPE、ショワルターの安定指数
SSI（850-500hPa間）またはSSI（925-700hPa間）を必須とし、気柱相対湿度、-10℃高度、
下層東西・南北風、鉛直シアー、500hPa渦度、下層気温減率、冬型降水指数の中から
さらに3つ選択する。ここで、気柱相対湿度は鉛直方向に飽和していると仮定した飽和
可降水量に対する可降水量の比率、下層東西・南北風は地上から700hPaの間の平均
風速の東西・南北成分[m/s]、鉛直シアーは850hPaと500hPaの間の風ベクトル差の大
きさ[m/s]、下層気温減率は地上と850hPaの間の気温減率[℃/km]、冬型降水指数は
風向別降水率×850hPa風速[m/s]×海面と下層温位の飽和比湿差[g/kg]である。予測
はLAF（過去初期値との重み付き平均）ありとLAFなしを作成する。
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発雷確率ガイダンスはGSM、MSMとも20km格子で作成するが、目的変数は対象格
子を中心とする60km格子内での発雷の有無としている。例えば図中の水色で示した
20km格子での発雷確率が50％であった場合は、その格子の周囲3×3格子内（60km
格子内）で発雷する確率が50％であることを意味している。
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季節によって雷の特性が異なることを考慮するため、-10℃高度によって予測式を層
別化する。具体的には-10℃高度が3km未満、3-5km、5km以上の午前（15-03UTC）、お
よび5km以上の午後（03-12UTC）の4通りに層別化している。図にはGSMの解析値から
作成した-10℃高度[km]の月別平均値を示す。冬季（12-2月）には北日本と日本海側の
広い範囲で-10℃高度が3km以下となっており、夏季（6-8月）には全域で5km以上とな
っている。-10℃高度で層別化することにより、季節変化を考慮できるだけでなく、季節
外れの寒気などの影響による雷も適切に予測できるようになると期待される。-10℃高
度が3km未満は主に冬季雷を、5km以上では主に夏の雷を、3-5kmでは主に春と秋の
界雷をターゲットにしている。
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地域ごとに発雷の特性が異なることを考慮するため、左図の35の地域で予測式を層
別化している。ただし、区域 v, w, x, y, zでは、予測式の決定に必要となるサンプル数を
確保するため、-10℃高度が5km未満の場合は1つの区域として扱う（-10℃高度≧5km

の場合は区域毎に係数を持つ）。また、各区域での境界沿いの予測を滑らかにするた
めに、周囲8格子の予測式も使って予測し、平均している。右図の例では、区域「2」に
属する水色の格子の予測には、区域「3」および「4」の係数も使われることになる。
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最小湿度ガイダンス（小林 2018）は特別地域観測所を含む気象官署の地点における
日最小湿度を予測するガイダンスである（予報対象日は第4.2.7節を参照）。GSMおよ
びMSMの予測値から算出した説明変数を入力として、ニューラルネットワークにより湿
度の予測を行う。説明変数は、予報対象日における、03, 12, 21JSTの地上気温、03, 12, 
21JSTの850hPaの風速、03, 12, 21JSTの3層（1000, 925, 800hPa）の平均相対湿度、03, 

12, 21JSTにおける1000hPaと700hPaの間の気温減率、地上最高気温、地上と 925hPa
の日最高気温出現時の比湿、地上最小比湿、地上最小湿度、および地上、1000, 925, 
850, 700, 500hPaの日平均相対湿度である。目的変数は観測地点での1分値から算出
した日最小湿度である。予測式は地点と季節（4-9月、10-3月）で層別化し、季節層別
切り替えの30日間前から事前学習を行う。
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視程ガイダンス（格子形式）（後藤 2018; 気象庁 2022）は、20km格子（GSM）または
5km格子（MSM）の前3時間の最小視程を予測するガイダンスである。数値予報モデル

の予測値から雲、浮遊塵、雨、雪それぞれに起因する消散係数を診断的に計算し、消
散係数と視程の関係式を用いて各格子における視程を予測する。診断的な手法を用
いることにより、視程観測データのない地点を含めた面的な視程予測が可能となって
いる。MSMガイダンスでは、1時間毎に視程を予測し、前3時間内の3つの予測の最小
値をガイダンスの予測値としている。
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視程ガイダンス（格子形式）では、気象光学距離（MOR: Meteorological Optical Range）の定義に従って視程を予測する。世界気
象機関（WMO）により、MORは色温度2700Kの白熱灯の並行ビームが大気や大気中に浮遊する粒子によって散乱吸収され、その
照度Eが元の照度の5%となるまでの距離と定義されている。照度Eの距離rに対する減衰率を消散係数σとすると、 dE/dr = -σEの関
係がある。σがrに依らないとし、照度が元の照度の5%となるまでの距離を視程（VIS）とすると、

VIS = -ln(0.05) / σ≒ 3 / σ

となる。σは各浮遊物質による消散係数の和である。ここでは視程障害をもたらす浮遊物質として浮遊塵、雲粒、雨粒、雪を考慮す
ると、それぞれの消散係数をσp、σc、σr、σsとして、

σ = σp + σc + σr + σs

と書ける。各消散係数は数値予報モデルの予測値を用いて、過去の調査やモデルの特性に基づいて決定している。GSM、MSM、
LFM視程ガイダンス（格子形式）での各消散係数は以下の通り。

GSM視程ガイダンス（格子形式）の消散係数

σp = 0.162 (1 – RH) -0.5

σc = 100.0 ×CWC1
0.96

σr = 0.403 ×RAIN0.5

σs = 2.14 ×RAIN0.7 + 0.167 ×FF

ただし、RHは地上相対湿度、CWC1は地表気圧より上層の気圧面1層の雲水量[g/kg]、RAINは前3時間内の1時間最大降水量
[mm/h]、FFは地上風速[m/s]

MSM視程ガイダンス（格子形式）の消散係数

σp = 0.35 (1 – RH) -0.2

σc = 8.0 ×QC0.9 （無降水格子）

= 5.0 ×QC0.9 （降水格子）

σr = 0.47 ×RAIN0.5

σs = 8.0 ×SNOW0.7 + 0.07 ×FF

ただし、RHはモデル面第1層の相対湿度、QCは雲水量（無降水格子はモデル面第2-5層、降水格子は第2-9層）の積算[g/kg]、RAIN
は前1時間降水量（雨） [mm/h]、SNOWは前1時間降水量（雪、あられ、雲氷）[mm/h]、FFはモデル面第1層の風速[m/s]
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数値予報には、数値計算や物理過程等による手法に由来する制約のため、予測精
度に限界がある。また、現業予報作業では、全球モデル（GSM）・メソモデル（MSM）・局
地モデル（LFM）などの複数の数値予報資料（プロダクト）を作業時間が限られる中で、
効率的かつ能率的に利用しなければならない。

本節では、第1.7節までの数値予報の特性としてその限界と予測可能性について述
べ、その後、プロダクトの利用上の留意点（第1.9.1項で数値予報の留意点、第1.9.2項
でガイダンスの留意点）を述べる。
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本項の内容は、藤田（2012）、石田・山田（2018）に基づいて記述しているので、適宜
これらの文献を参照願いたい。
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数値予報を行うための必須要素は、数値予報モデルと初期値及び境界値である。数
値予報の限界と誤差要因を考える上でも、これらの必須要素は重要である。例えば数
値予報の限界について、数値予報モデルの力学過程の面から考えてみる。数値予報
モデルの力学過程では、格子点法の場合、空間的に区切りのない連続体（流体）であ
る大気の状態をコンピュータで扱えるように、多数の格子点における値で代表させる必
要がある（これを離散化という）。この格子点の間隔で分解能が決まり、どの程度のス
ケールの現象が格子点における値で直接的に表現可能であるかが決まる。そのため
、決まったスケールより小さい大気現象は表現することができないことから、数値予報
モデルは大気現象を完全に表現することができない。また、数値予報モデルで用いる
大気の支配方程式は非線形であり、そのカオス的性質から予報初期のごくわずかな
誤差が急激に拡大して将来の予測に大きく影響する場合があるため、完全な予測は
困難である。
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一般に、数値予報モデルで表現可能な現象のスケール（実効解像度）は格子間隔の
5～8倍程度である。短期・中期予報で用いる気象庁現業数値予報モデルでは、全球モ
デル（GSM）は水平分解能約13km、メソモデル（MSM）は5km、局地モデル（LFM）は
2kmであることから、それぞれ65～105km、25～40km、10～15km程度以上のスケール

の現象について表現可能である。また、各モデルの格子点値はその格子内の平均的
な状態を示すことにも注意が必要である。さらに、鉛直解像度の制約により、境界層の
構造や逆転層などの構造を十分に表現できない場合があることにも注意する必要が
ある。
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気象現象のスケールに応じた数値予報モデルプロダクトの使い分けは、以下のとお
りである。

GSMでは、現象の寿命が１日～１週間、広がりが数千km前後の大～中規模の高低
気圧や台風等の総観規模の擾乱を表現することができる。

MSMでは、現象の寿命が数時間～１日、広がりが数百km前後の中規模の豪雨をも
たらす現象等を表現することができる。

LFMでは、現象の寿命が数時間、広がりが数十km～数百km程度の豪雨をもたらす
現象を表現することができる。

このように、現象の寿命や広がりを考慮して、観測データと比較、確認し、数値予報
モデルプロダクトの使い分けをする必要がある。また、原則として最新かつ最も分解能
の高い数値予報モデルの結果を利用することが推奨される。
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GSM、LFMの地形は、90°N－60°SにMERIT DEM（Yamazaki et al. 2017）、60°S－
90°SにRAMP2 (Liu et al. 2015)のデータを、MSMの地形は、米国地質調査所（USGS）
が作成した30秒（1秒は1/3600度：約1km）メッシュのGTOPO30データをそれぞれ平滑
化して作成している。実際の地形にはLFMより更に小さいスケールの起伏がある。

地形の表現は強制上昇や風系への影響等、数値予報モデルの結果に直接影響を与
えるが、実際の地形とは、標高も起伏も異なっているために誤差が生じる。地形の表
現による誤差は、決まって生じる誤差の１つで系統誤差と言われる。このような系統誤
差は、ガイダンスによって補正することができる。数値予報プロダクトの利用に際して
は、実際の地形とモデル地形の違いを十分に把握するとともに、このような系統誤差
はガイダンスにより補正されることを念頭において、数値予報結果とガイダンスの結果
を使い分ける必要がある。
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数値予報モデルの物理過程については、今の天気予報で対象となる現象の予測に
必要なものは、ほぼ含まれている。その物理過程は格子より小さいスケールの効果を
統計的関係を考慮しつつ、格子平均値で計算するためにモデル化を行っているが、そ
れらの過程が不完全なために予測誤差の大きな原因の一つとなっている。例えば、以
下のようなものが挙げられる。

１．乱流や対流など解くべき方程式が分かっていない等、各過程についての知見不足

２．計算機資源不足。例えば放射過程では、波長への依存性が複雑で計算に時間を
要するため、簡略化されている

３．未導入の効果の影響。例えば、予測期間内において、MSM・LFMでは積雪の変化
、LFMでは海面水温の変化が考慮されていない

４．パラメタリゼーションの原理的制約
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前頁にて、物理過程は格子より小さいスケールの効果を統計的関係を考慮しつつ、
格子平均値で計算するためにモデル化を行っていると述べた。

その一つとして、格子間隔より小さな現象（サブグリッドスケールの現象）が予報変数
（格子点値）に及ぼす効果を格子点の物理量で評価（パラメタリゼーション）して、格子
平均からのずれの効果として、その格子点の値に取り入れている。

これは、予報変数（格子点値）は、モデルの格子点における時間・空間平均値であり
、サブグリッドスケールの現象は格子点値で表現することができないことによるもので
ある。

このように、パラメタリゼーションは格子平均値といった限られた情報のみを用いて格
子より小さいスケールの効果を取り入れなければならない原理的制約があり、誤差を
生む一因となっている。
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パラメタリゼーションとして、積雲対流過程の違いによる降水特性の典型例を示す。

積雲対流過程について、GSMでは主に雲水スキームと荒川シューバート（AS）スキーム
、MSMでは雲物理過程とケイン・フリッチ（KF）スキームを用いている。ASスキームとKF

スキームは対流パラメタリゼーションの一種であり、数値予報モデルの分解能で表せ
ない積雲の効果を取り入れるために導入されている。この対流パラメタリゼーションの
差により、GSMとMSMでは降水表現に差が表れている。図は、左から2023年5月7日9
時の地上天気図、および同時刻の前3時間解析雨量、5月6日21時初期値のGSMおよ
びMSMの12時間予報の前3時間降水量を示している。西日本から東シナ海に着目す
る。

GSMは解析雨量と比較して、弱い降水域を前線の周囲とその北側に広く予測する一
方、前線近傍の降水量は少ないという特徴がみられ、ASスキームの典型的な特徴が
みられる。

MSMは強い降水を前線付近に集中させる一方で、前線北側の弱い降水域の広がり
が狭く、また、低気圧自体もGSMよりも発達させていて、雲物理過程とKFスキームの特
徴が表れている。

（パラメタリゼーションの違いに起因する各モデルの予測特性については次頁参照）
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各数値予報モデルの積雲対流は、水平解像度に応じた対流の取り扱いをしていて、
降水特性の違いの一因となっている。以下にその特徴を示す。

GSMは、対流パラメタリゼーションとしてASスキームを採用している。そのため、大気

安定度がそれほど低くない段階から積雲対流が発生するものとして成層を安定化する
ため、弱い降水を広めに予想する傾向がある（原 2013）。そして、安定化はゆっくり行
われ、長時間に渡り広い降水域が予想されることがある。

MSMは、雲物理過程に対流パラメタリゼーションとしてKFスキームを採用している。そ

のため、地形や収束などの強制力が強いときに強い降水を集中させる傾向がみられる
（原・倉橋 2017）。また、格子スケールの積雲対流では降水量が過大になることがある

。そして、熱雷のような不安定性降水に伴う短時間強雨事例では、降水予測が過小と
なりやすい。

LFMは雲物理過程を採用しており、対流のイニシエーションにのみ対流パラメタリゼ

ーションを用いている。そのため、格子スケールでの積雲対流発生に必要な強制上昇
とその扱いが十分ではなく、発生が遅れる場合がある。そして、積雲対流を弱める現
象（エントレインメントなど）を表現できないため、現実よりも強い対流となりやすく、降
水量が過大となる傾向がある。
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MSMの低気圧の発達の予測については、積雲対流スキームによる不安定の解消が

不十分な場合に格子スケールの上昇流が強く予測され、その結果として、低気圧の過
発達につながることが知られている（原 2015）。

典型例として、2023年8月26日9時を対象とした23日9時初期値のMSMの予測を示す
。図は、左から2023年8月26日9時の地上天気図、26日9時を対象とした23日21時を初
期値とする60時間予測、26日9時の前１時間解析雨量と衛星水蒸気画像である。島根
県隠岐島の北の日本海上に着目すると、MSMの前1時間予測降水量は解析雨量や衛
星水蒸気画像などと比較して過大な予測になっていることが推察される。また、MSMで
は実際には存在しないコンパクトな低気圧が予測されている。
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2023年8月23日21時を初期値とするMSMの60時間予報で島根県隠岐島の北の日本

海で見られたコンパクトな低気圧について、低気圧中心付近の地上海面更正気圧およ
び前1時間降水量、鉛直P速度および気温および相当温位の鉛直分布を示す。

低気圧中心付近の強雨域に対応する場所で局所的な強い上昇流が上層の成層圏
付近まで伸びていることが分かる。また、その場所は周囲よりも相対的に暖かくなって
いる。

これらの特徴は、予測された過発達した低気圧の特徴であり、天気予報を組み立て
る際には注意する必要がある。
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MSMの予測には、下層の水蒸気が多いバイアスがある。この系統誤差は、モデルの
諸過程が複雑に絡み合った結果、生じている。これらの点に留意しつつ、MSMのプロ
ダクトを利用していただきたい。図は、氏家（2020）から抜粋したものである。

※OAFlux（Objectively Analyzed air-sea Fluxes:客観解析された大気海洋フラックス）
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数値予報モデルの初期値（解析値）は、前の初期値からの予測値をたたき台（第一
推定値という）に、観測データを同化することで作成される。

第一推定値は、格子点上に物理要素（気温・気圧・風等）が規則正しく配置されるメリ
ットがある一方で、前初期時刻の予報結果が良好でないと、解析における第一推定値
の誤差が大きくなるというデメリットがある。

観測値は、現実の大気の状態に近い値が得られるメリットがある一方で、様々な誤
差が含まれ、入手可能な観測値が時間的・空間的に十分でないデメリットがある。特に
擾乱がある領域に観測値がないと予測の信頼度が低くなる。例として、2014年台風第
4号から変わった熱帯低気圧を取り上げる。実況では衰弱しているのにも関わらず、モ

デルではある程度の示度を保ったまま海上をゆっくり東進し続けることとなった。その
間、観測が少ない海上をゆっくり東進し、観測で修正されなかったために前述のような
予測となった。

一方で、擾乱が海上を進む際に、予測に影響を与える観測が少ない場合は、新しい
時刻の観測により、かえって擾乱の予測が大きく変化する場合があるので、利用の際
には慎重に判断する必要がある。
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台風ボーガスは、台風予報に適切な初期場を作るために、台風周辺に与えられる疑
似観測データである。台風中心付近の実観測データが十分に得られない部分を補完
する役割で作成・同化利用し、台風進路および強度予報の精度維持・向上に寄与して
いる。

台風ボーガスは、予報官による台風速報解析の中心気圧、強風半径などから単純
化されたモデルをあてはめて疑似観測データを作成する。このことから、台風ボーガス
で表現する台風強度や空間対称性が実際の台風の状態と一致するとは限らない。

そのため、台風ボーガスを同化した初期値での台風構造が、衛星画像などの実況と
乖離していないか確認する必要がある。特に全球モデルでは台風構造の歪みが生じ
るような局所的に大きな修正が解析で入りにくいため、台風の急発達や位置ずれの修
正が一つの初期時刻の解析では十分でない場合があるので、その点も確認する必要
がある。

左図は、ある台風事例におけるボーガスの海面気圧プロファイル例を示している。緑
色の線が、台風ボーガスの一番外側の範囲を示し、この例では200㎞である。黒線が

台風の中心示度を考慮した初期のプロファイル、赤線は黒線に第一推定値や周辺の
観測を考慮した後のプロファイルを示している。赤線のプロファイルを元に解析に利用
される台風ボーガスデータを作成する。そのデータの例が右図で、疑似データの配置
例を示している。桃色が地上の海面気圧、赤色が風向風速（矢羽根）である。
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各数値予報モデルには、初期時刻によって予測結果が安定しないことがある。すな
わち、初期時刻による予測結果のばらつきが大きいことに相当する。そのときの状況と
しては、

１．最新の解析で観測情報が反映された

２．初期値の僅かな変化に対して、モデル予測結果の差が大きい（予測の不確実性
が高い）

３．品質に問題のある観測またはモデルと大きく値が異なる観測が同化された

が、考えられる。逆に、予測結果が安定している場合（初期時刻による予測結果のばら
つきが小さい）では、

４．モデル（第一推定値）の精度が良く、観測との差が小さかった

５．初期値の僅かな変化に対して、モデル予測結果の差が小さい（予測の不確実性
が低い）

６．注目する現象の観測データがほとんど同化されなかった（前回の初期値とほとん
ど同じ予測）

が、考えられる。

３の品質に問題のある観測が同化された場合については、短期解説資料等を通じて
、お知らせすることになるので、留意願いたい。６については、初期値の不完全さに起
因する誤差で述べたように実況と異なる場合があるので、十分確認する必要がある。

その他の場合については、基本的には最新の観測情報を反映した新しい初期値ほ
ど予測精度が高いと考えられる。また、２の場合などについて、より確からしい予測を
行うには、アンサンブル予報を活用する方法がある。
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初期値の僅かな変化に対して、モデル予測結果の差が大きい時については、カオス
的性質に由来するものであるため、前回・前々回予報との比較、初期値に摂動を与え
るなどしたアンサンブル予報の利用が一般的である。

アンサンブル予報の利用により、誤差幅や不確実性を見積もることで予測情報の確
からしさを得ることができる。例えば、予測の不確実性が高い場については、アンサン
ブル予報のスプレッド（ばらつき程度）が大きくなるという特徴がある。
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アンサンブル予報を利用する際には、以下の点に注意する必要がある。アンサンブ
ル平均では予測のばらつきが大きい部分は打ち消し合うことにより変動の振幅が小さ
く、前線の動きや低気圧の示度等がぼけてしまうことがある。

図は、2019年7月3日21時初期値のメソアンサンブル予報システム（MEPS）の24時間

予報の西日本の海面更正気圧を上段左からメソ解析、コントロールラン、アンサンブル
平均、下段は左から各アンサンブルメンバーの1000hPa等値線、アンサンブルスプレッ

ド（ばらつきの度合い）を示している。メソ解析で屋久島付近に低気圧の中心が見られ
るが、MEPSの各メンバー予測では1000hPa等値線で見られるように低気圧の中心は東

西に広がっている。この状態でアンサンブル平均すると図に示したように東西に延びた
弱い低気圧として表現されてしまう。

また、局所的な強雨などの局所的な現象かつ位置ずれの影響が大きい例について
も、平滑化の影響を受ける。このような場合、アンサンブル平均を実際に現れる場の予
測と考えて利用することは適切でないことに注意する必要がある。
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MSM、LFMといった領域モデルでは、予報領域の外縁部で、より領域の広いモデル（
親モデル）と接続して、領域外の情報を取り入れる必要がある。

その取り入れ方は、境界面（側面および上部）において、運動量、熱、水蒸気の流入
・流出を計算し、親モデルと接続する領域（緩和領域又は側面境界）で親モデルの値に
近づける強制力を与える方法をとっている（原 2016）。

そのため、予報時間が長くなるにつれて、側面境界の内部に運動量、熱、水蒸気が
移流することによりMSMやLFMの予測値に影響を与えるとともに、解析予報サイクルを
通じて解析値にも影響を与える。この効果は、以下のように現われる場合がある。

１．GSMの予測に初期値変わり等の不確実性がある場合、MSMの予報後半の総観場
の予測にも不確実性が生じる場合がある

２．親モデルの特性が変われば、その予測値を境界値として用いるモデルの予測特性
にも影響を及ぼしうる。2016年のGSM更新による乾燥バイアスの軽減に伴って、MSM
の解析値・予報値の乾燥バイアスが軽減し、降水頻度が増加した例があげられる
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親モデルとの誤差の類似例として、2018年6月13日9時初期値のGSM36時間予測（左
図）と、それを境界条件として用いている13日12時初期値のMSMの33時間予測（右図
）のそれぞれ500hPaジオポテンシャル高度の対初期値誤差を示している。誤差の分布
がGSMとMSMで類似していることが分かる。また、MSMの予報後半の中国東北区の
上空のトラフの進行が遅く、浅いなどの総観規模の誤差は、境界値を与えるGSMの誤
差に似ている。

一般に、より先の予測時間ほど、より上層ほど領域モデルは、親モデルの影響を強く
受ける傾向がある。
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プロダクトとしての数値予報出力の格子点値（GPV）は、利便性を考えて数値予報モ

デルの格子から等緯度経度格子に変換した特定の気圧面データが広く提供されてい
る。この格子系の変換は内挿処理によるが、内挿処理は平滑化の効果を伴うために、
数値予報モデルと同程度の分解能を有するGPVであっても空間変動の表現が変わりう
ることに注意する必要がある。また、GPVはその格子をカバーする領域の平均値である

が、格子内のある場所の実際の値には分解能や要素の性質に応じた変動幅があるこ
とにも注意する必要がある。

その他、地上における気温や風などの物理量は、数値予報モデルで直接計算された
値ではなく、モデル大気下層の値から気温減率を仮定したり、接地境界層における安
定度を考慮して、モデル地形の地表に対して算出されている。また、モデル地形の標
高が高い場合、その等圧面が地表面よりも低くなることがある。その場合でも物理量
の値は算出され、その等圧面での値は大気下層の物理量から便宜上算出したもので
ある。下層データを利用する際は、利用しようとしている気圧面の気圧をモデル地形の
地上気圧と比較して、地上気圧以下であれば使わないといった利用方法が考えられる
。

GPVの利用の際に格子点と一致しない任意の位置の値を求めたい場合、周囲の海
陸分布やその他の性質に注意して、以下のような適当な手法を利用する必要がある。

１．対象地点に最も近い格子点の値を用いる

２．対象地点の周囲の格子点の値を内挿する

３．特性の異なる格子点を除いた周囲の格子点の値を内挿する

277



令和５年度数値予報解説資料集 278



令和５年度数値予報解説資料集 279



令和５年度数値予報解説資料集

全般的なガイダンスの留意点は1.6節、ガイダンスの作成方法は1.8節にまとめている
。

本項では、各ガイダンスの留意点を述べるが、詳細は適宜、数値予報課報告・別冊
第64号第4章、石川 (2018) 、高田 (2018) を参照。
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3時間平均降水量ガイダンス (MRR3) は、統計検証結果から夏季について降水量の
多い閾値（大雨）ほど、予報時間初めでMSMガイダンスの方がGSMガイダンスよりも精
度が良い。ただし、夏の1 mm/3hや、冬の1, 5 mm/3hでは予報時間後半でGSMガイダ
ンスの方が精度が良いことに注意が必要である。

1時間最大降水量ガイダンス (RMAX31) や3時間最大降水量ガイダンス (RMAX33) に
ついても同様に、夏季はGSMガイダンスよりもMSMガイダンスの方が精度が高い。た
だし、夏季の短時間強雨で一律にMSMガイダンスの方が良いわけではなく、気象場に
よってその傾向が異なる。

また、GSMやMSMは不安定性降水の予測が苦手なため、ガイダンスの予測も精度
が低くなることに留意。

図は、例として、上段は夏季（2021年6月～8月）、下段は冬季（2021年12月～2021年
2月）のMRR3のGSMとMSMの比較検証結果を示したものである。左からエクイタブルス
レットスコア (ETS) 、バイアススコア (BI) 、予報時間別ETSである。
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24時間最大降水量ガイダンス (RMAX24) は、台風をはじめとした顕著な大雨が予測される場
合に、やや現実離れした降水量を予測することを確認している。このような場合には、ガイダン
スの予測をそのまま利用せず、大雨のポテンシャルを示す定性的な情報として取り扱う必要が
ある。

図は、2016年8月に岩手県に上陸した台風第10号の事例を示す。上図左から2016年8月31
日3時を対象とした実況24時間最大降水量、①8月28日21時初期値の8月31日3時を対象とし
たGSM24時間最大降水量ガイダンス (RMAX24) 、②予測式作成期間内の実況24時間最大降
水量示している。下図は左から2016年8月30日21時の地上天気図、①/②の比を示している。
学習期間内に発生したことのない大雨を予測（岩手県で①/②の比図で最大2～2.6倍の降水
量を予測）したが、実際は半分以下の降水量だった。

2020年9月に九州の西海上を北上した台風第10号の事例でも同様な事象が発生した。その
ため、改めて確認した結果、台風に関する利用上の注意点について、以下のとおりまとめる。
各モデル、それぞれの降水ガイダンスすべてに共通する。

●GSMガイダンス

常時、数値予報モデル (GSM)の降水量予測を上方修正する統計関係になっているため、台
風事例で説明変数の値が大きくなれば、上方修正が強まり、MSMガイダンスよりも予測頻度の
過大傾向が強まることを認識していただきたい。ただし、数値予報モデルの降水量予測は、過
少傾向であるため、そのままでは利用できない。

●MSMガイダンス

大雨が想定される台風事例では、MSMガイダンスは過大に補正する傾向があるため、MSM
やメソアンサンブル予報システムの降水量予測をあわせて利用することを推奨する。

2023年現在のRMAX24の予測式作成期間は以下の通り。
●GSMガイダンス：2013年9月～2016年12月

●MSMガイダンス：2019年7月～2021年12月
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大雨発生確率ガイダンスは、100 mm/3h以上の確率で東日本、西日本、九州地方を

中心に気候値予測を改善しており、これらの地域では予測スキルがあり定量的な利用
が想定できる。ただし、予測式は、陸上のデータを中心に作成しているため、海上の予
測に関しては気候値予測より改善は難しくなっている。

閾値が100 mm/3h以上の確率は予測スキルがあるが、150 mm/3h以上の大雨は予
測が難しくなっているため、150 mm/3h以上の確率を利用する際は定性的な利用を推
奨する。
図は、例として、MSM大雨発生確率のブライアスキルスコア (BSS) を閾値毎に示した
ものである。検証期間は、2019年、2020年、2021年の6月から8月までの計9か月で（交

差検証）、赤は気候値予測を改善している領域で、青は気候値予測を改悪している領
域である。海上では大雨の予測が難しくなっているものの、陸上中心に気候値予測の
改善が見られることがわかる。

283



令和５年度数値予報解説資料集

大雨発生確率ガイダンスの予測精度は予報時間が進むほど低下する。半日程度先
までは予測精度が保てているものの、それ以降では大雨発生確率が高いほど実況と
比べて予測頻度が過大である。図は、例としてMSM大雨発生確率ガイダンスと実況の
相対発生頻度を比べた信頼度曲線を示したものである。検証期間は、2019年、2020
年、2021年の6月から8月までの計9か月で（交差検証）、予報時間は3時間から39時間
までである。閾値は100 mm/3hで全国を対象とした検証である。

MEPSガイダンスは大雨の可能性を捕捉する際や、全メンバーの高確率予測位置の

ばらつきの変化を参考に大雨の可能性がある地域を絞り込む際に有効である。下の
図は、2021年8月に佐賀・長崎・福岡県で顕著な大雨に関する情報が発表された事例
の予測である。左から2021年8月14日9時の地上天気図、8月14日6時を対象とした8月
13日9時初期値のMEPS大雨発生確率ガイダンスで100 mm/3h以上の確率が50%以上
となっているメンバーの割合、8月14日6時を対象とした8月13日21時初期値のMEPS大
雨発生確率ガイダンスで100 mm/3h以上の確率が50%以上となっているメンバーの割
合、100 mm/3h以上の降水量が観測された領域を示している。新しい予測になるにつ
れて、100 mm/3h以上の降水が観測された領域付近で100 mm/3h確率50%以上を予
測するメンバーが増えてきていることがわかる。
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気温ガイダンスについては、基本的にMSMガイダンスの利用を推奨するが、モデル
の予測する気象場の妥当性を判断して、適切なガイダンスを選択していただきたい。

GSMが放射冷却による気温低下を予測した場合には、内陸部を中心にガイダンスの

予測も低くなる。その場合は、放射冷却の予測が妥当かどうか判断して利用する必要
がある。なお、MSM気温ガイダンスでは気温を低下させすぎることは少ないので、
MSMガイダンスも合わせて利用することが考えられる。

また、GSMやMSMなどのモデルの予測が難しい現象はガイダンスの予測も大きく外
すことがある。例えば、放射冷却や冷気層、海風やフェーンなどが上げられる。

このように、モデルやガイダンスでも予測が難しい場合は、そのパターンを判別して、
ワークシート等を利用して対応する必要がある。
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視程ガイダンス（格子形式）は、悪視程になるほど予測頻度が過小となり、予測精度
が低下する傾向がある。また、海上では陸域に比べて悪視程の予測精度の低下は小
さい。なお、悪視程になるほど予測頻度が過小な場合、悪視程を全く予測しない場合
は、メソアンサンブル視程ガイダンス（格子形式）を参照することで、捕捉できる場合が
ある。

数値予報モデルの結果が直接的に予測に反映されるため、シャープな予測が可能だ
が、モデルの雲水量などの予測が過小な場合は悪視程を全く予測しないこともある。
数値予報モデルの結果が直接的に効くことから、数値予報モデルの変更に伴い、予測
特性が変化する場合がある。なお、2019年度末のMSMの改良があり、全般に予測精
度が改善した。無降水時のバイアススコア (BI) がやや過大傾向となった。

海上予警報に利用する場合は精度が高いMSM視程ガイダンス（格子形式）を主に利
用し、MSM視程ガイダンス（格子形式）の予報領域外については GSM視程ガイダンス（
格子形式）を利用するのが良い。ただし、2021年6月22日のGSM視程ガイダンス（格子
形式）の改良により、GSMがMSMより適切な予測頻度となり、GSMとMSMの精度の差
は小さくなったので、MSM予報領域内でもGSMの予測を参考にできる。改良の詳細は
、令和3年度数値予報解説資料集第2.7節「ガイダンスの改良」を参照。

※平成30年度数値予報研修テキスト以前や数値予報課報告・別冊第64号では、「視

程ガイダンス（格子形式）」については、「視程分布予想」と表現していることに留意する
必要がある。
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降雪ガイダンスは、統計検証でGSMガイダンスとMSMガイダンスの間で予測精度に

は大きな差がない。一方で、東北地方と北陸地方の日本海側で予測頻度が過大であ
る。これは、ガイダンスが新積雪の沈降を考慮していないことが原因である。防災上の
観点では降った雪の総量が重要であることから、今後も考慮する予定はない。

事例検証などの結果からモデルの降水や気温の予測精度が降雪量予測に影響する
ため、実況を踏まえてより適切な降水・気温の予測を行っているモデルを選択した上で
、降雪ガイダンスを利用することを推奨する。

図は例として2016年～2018年の12月～翌年2月までを検証期間とするMSMガイダン
スの地点別特性（15 cm/12時間に対するエクイタブルスレットスコア (ETS) とバイアスス
コア (BI) ）を示している。
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発雷確率ガイダンス (PoT) が高確率を予測している場合やGSM-PoTとMSM-PoTの予

測値の差が大きい場合など、その予測の妥当性を判断する必要がある場合には、モ
デルの降水および大気の安定度の妥当性を考慮することが有効である。

また、メソアンサンブル予報システム (MEPS) から作成したガイダンス（MEPSガイダン
ス）のアンサンブル最大を参考にすることで、より確度の高い判断をすることができる。

例えば、GSMガイダンスで20%以上、MSMガイダンスで20%未満の予測事例の時に
MEPSアンサンブル最大で25%以上が予測されていれば、GSMガイダンスの予測を採
用した方が予測精度が高い（アンサンブル最大の閾値を50％以上とするとMSMガイダ
ンスに比べて改善率が最も高い）。
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GSM-PoT及びMSM-PoTの予測精度については、概ね1年を通して、MSM-PoTの方が
GSM-PoTに比べて高い。季節別では、春季～秋季はMSMのPoTの方が高く、冬季は
GSMのPoTの方が高い。ただし、MSM-PoTは予測頻度が過小の傾向があるため、低め

の確率値となることに注意して利用する必要がある。特に、春から秋の北海道～東北
北部ではこの傾向が強いことに留意。

PoTの予測値が説明変数のFRR3, CAPE, SSIの値に大きく左右される。GSM-PoTと
MSM-PoTの予測値が大きく異なり両ガイダンスの妥当性を判断する必要があるような

ときには、各モデルの降水予測の有無及び大気安定度の予測を確認することが有効
である。

PoTは予測手法に統計手法を用いているため、希少事例、季節外れの事例（春先の
寒気南下時）については予測が難しいことに留意。

PoTは予報時間が先の予測では、高確率を予測しにくくすることで信頼度を維持して

いる。モデルの予測傾向が変わらない場合でも、予報時間が短くなるにつれ高確率に
変わっていく場合があるので留意が必要である。
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風ガイダンスは、MSMガイダンスの方がGSMガイダンスに比べて、精度が良い。ただ

し、頻度バイアス補正の閾値の影響を受けやすいという特徴がある。頻度バイアス補
正を用いている定時風ガイダンスは閾値の上限値である13 m/s、最大風速ガイダンス
は15 m/sまでは適切な予測頻度を保っているが、その上限値を超えるような強風は、
適切に補正できない場合があり、過大又は過小となる可能性がある。MSMの定時風

ガイダンスの場合はこの影響により結果的に過小となっている。そのような場合は、
GSMガイダンスも参考にした方が良い。

また、GSMやMSMのモデルの地上風向で層別化しているため、台風や前線の位置

ずれなどにより、モデルの一般風の風向が外れた場合や、一般風に対して通常と異な
る風が吹く場合には適切な予測にならないことに注意する必要がある。

図は検証期間を2018年1月～12月とする定時風ガイダンス（左図）と最大風速ガイダ
ンス（右図）の風速の閾値別のGSMとMSMのエクイタブルスレットスコア (ETS) とバイア
ススコア (BI) を示している。
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雪の場合は、天気ガイダンスでは天気予報の降水の付加基準（雨は1.0 mm/3h、雪
は0.5 mm/3h）を閾値にしているため、弱い雪を含む雪域を狭く予測する場合がある。
弱い雪を予測する際には、3時間降雪量ガイダンスの利用を推奨する。
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最小湿度ガイダンスについては、統計的にMSMガイダンスの方がGSMガイダンスよ
りも精度が高いため、MSMガイダンスの利用を推奨する。

ただし、GSMとMSM予測の妥当性を判断しながら両者をあわせて利用する必要があ
る。また、GSM・MSMガイダンス共に内陸で精度が低い傾向があること、夏の東日本以
南と冬の関東で最小湿度を高く予測し、乾燥が弱めとなる傾向があることに留意。
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メソアンサンブル予報システム (MEPS) に基づくガイダンス（MEPSガイダンス）は2020
年3月に運用を開始した。MEPSの各アンサンブルメンバー（コントロールラン＋摂動ラ
ン20メンバー）を入力とするガイダンスであり、基本的にはMSMガイダンスの予測式を
そのまま適用して作成する。コントロールランは摂動を与えないメンバーでMSMガイダ
ンスと同等だが、摂動ランはMSMガイダンスと比較して予測精度は低いため単独の利
用は推奨しない。ただし、発雷確率ガイダンスでは閾値50%以上を発雷の判断基準と

した場合に空振りが増えるものの、摂動ランはコントロールランよりも多くの発雷を捕捉
できるといったように、MEPSガイダンスを利用することで顕著な現象を捕捉できる可能
性がある。

MEPSガイダンスにおけるアンサンブルメンバーの予測結果を概観するための統計量

としてアンサンブル平均、アンサンブル最大、超過確率がある。アンサンブル平均（全
アンサンブルメンバーの平均値）について、気温・風ガイダンスはコントロールランより
予測精度が良く、利用を推奨する。ただし、降水および降雪ガイダンスでは、平均処理
によって各メンバーの表現する降水の分布やピークが平滑化されるため、強雨の分布
やピークを捉えるには適さない。

詳しくは、令和元年度数値予報研修テキスト第2章を参照。
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アンサンブル最大（全アンサンブルメンバーの最大値）は、降水や降雪、発雷確率ガ
イダンスで予測頻度が過大な傾向はあるものの、コントロールランと比較して捕捉率が
高く顕著現象のポテンシャルを把握する上で有効である。

超過確率（特定の閾値以上となったメンバーの割合）は、顕著現象のポテンシャルを
把握する資料として有効であるが、摂動ランのばらつきが大きい場合には降水および
降雪ガイダンスで低い値となってしまうため、アンサンブル最大と併せて利用すること
を推奨する。ばらつきが大きい現象の例として、不安定降水などが挙げられる。

詳しくは、令和元年度数値予報研修テキスト第2章を参照。
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本節では、2023年3月の全球モデル（GSM: Global Spectral Model）の改良について
述べる。

GSMの水平解像度を、約20kmから約13kmに高解像度化するとともに、高解像度化
に合わせたモデル改良を実施した。
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また、積雪深解析の高解像度化、高頻度化を実施した。なお、積雪深解析の結果は
、日本域については従来よりアメダス観測値を空間内挿した値で置き換えたのちGSM
の初期値として利用されており、当該処理に変更はない。

GEPSに利用される数値予報モデルは基本的に低解像度版のGSMであり、2023年３
月の改良時にはGSMの物理過程の改良が同時に反映された。また同時に2段階SST法

で利用する季節アンサンブル予報システムによる予測海面水温の適用領域を、熱帯・
亜熱帯域から全球域に拡大した。

GSMにはバージョン名がつけられており、変更に伴い改訂されている。バージョン名
の形式は、全球数値予報システムに改良を導入した西暦の下二桁と月を「GSM」の後
ろにつけたもので、今回の2023年3月に導入されたGSMのバージョン名は「GSM2303」
、GEPSのバージョン名は「GEPS2303」である。GSM2303の詳細については数値予報開
発センター（2022a, 2023a）、GEPS2303の詳細については数値予報開発センター（
2022b, 2023b）を参照のこと。
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• GSMの水平解像度をTL959（約20km）からTQ959（約13km）へ高解像度化

• 2次格子を採用することで、切断波数を変えずに解像度を（実効的に）向上

• 2次項由来のエリアシングの完全な解消、その他非線形項のエリアシングの
軽減によるノイズの減少

• モデル標高の改良

• 標高オリジナルデータセットをGTOPO30からより高品質なMERIT 
DEM+RAMP2に変更

• 高解像度化によるエイリアシング軽減に伴い、地形フィルターを弱めることで
モデル標高を精緻化

 前線近傍での降水やシアー、地形の影響による降水等の表現が向上

改良前（左）と改良後（右）の東日本付近のモデル地形の変化。標高オリジナルデータ
セットは改良前はGTOPO30（米国地質調査所作成）、改良後はMERIT DEM (Yamazaki 
et al., 2017)＋RAMP2（米国雪氷データセンター配布）。

なお、GSMの解像度の変遷は約110km('89-'96)、約55km('96-07)、約20km('07-'23)、約
13km('23-)となっており、高解像度化は実におよそ15年ぶりである。
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令和3年台風第5号～第22号までの変更前（青線）および変更後（赤線）の台風進路
予測誤差（左、単位はkm）と、その変更前後の改善率（右、単位は%）。改善率は平均
誤差について（変更前－変更後）/（変更前）x100で定義。エラーバーは95%信頼区間

を表す。改善率の正の値は、変更後で予測誤差が改善していることを示す。横軸は予
測時間（h）。

GSM2303の低解像度版を予報モデルとするGEPSにおいては改良の前後で概ね中立
だが、予報4~5日目では若干の改善傾向が見られた。（図略）
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これは令和3年台風第14号の事例であり、高解像度化等に伴う上層のジェットの表現

の改善（図略）により転向後の台風進路予測が改善した（右下図）。台風進路予測の改
善により台風に伴う降水予測も改善した（上図:左から改良前、改良後、解析雨量）。
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夏季（左上、2021年7月～2021年9月）および冬季（左下、2021年12月～2022
年2月）における改良前（青）と改良後（赤）の解析雨量に対する降水予測のエ
クイタブルスレットスコア（ETS）。横軸は予測時間（h）。夏季を中心に降水ス
コアが改善。冬季は予報後半で改善傾向（予報前半ではやや悪化）。

夏季（2021年7月～2021年9月）における改良前（青）と改良後（赤）の解析
雨量に対する3日予報（72時間先）の降水予測のバイアススコア（BI、右上）と
エクイタブルスレットスコア（ETS、右下）。横軸は3時間降水量（mm/3h）。夏
季の降水スコアは、改良後はETSが増加し、BIも1に近づいている。10mm/3h以上の降
水に対して概ね改善が見られた。

BI：実況の「現象あり」の事例数に対する予測の事例数の割合を示し、BI>1は予測の頻
度が過大、BI<1は過小であることを意味する。

ETS：予測が的中した割合を示し、最大値の1に近づくほど予測精度が高いことを意味
する。
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右上図は令和3年台風第9号の進路の改良前（青）及び改良後（赤）のGSMの
2021年8月7日06UTC初期値からの予測、実況（黒、ベストトラック）。

304



令和５年度数値予報解説資料集

北半球（20~90°N）500hPa高度予測誤差の改善量（改良後 –改良前、単位はm
）。解析値（左）とゾンデ観測（右）に対する誤差。夏季（青、2021年7月～9
月）と冬季（緑、2021年12月～2022年2月）の検証結果。
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2021年12月8日21時（左）と2021年12月12日21時（右）の500hPa高度の解析値（等値
線、緑）と2日予報（48時間先）の予測値（等値線、黒）及びその差分（塗りつぶし）。上
段が改良前、下段が改良後。
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夏季（2021年7月～2021年9月）における地上気温（左、単位はK）、地上風速（中、単
位はm/s）、地上比湿（右、単位はg/kg）の改良前（青）と改良後（赤）の対日本域SYNOP
のME（上段）及びRMSE（下段）。横軸は予報時間（h）。
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夏季（左上、2021年7月～9月）及び冬季（左下、2021年12月～2022年2月）に
おけるGSM改良前（青線）およびGSM改良後（赤線）のGSM1時間最大降水量ガ
イダンスのエクイタブルスレットスコア（ETS)とバイアススコア（BI）。予測時
間は6時間から84時間。横軸は1時間降水量（単位はmm/h）。

夏季（右上、2021年7月～9月）及び冬季（右下、2021年12月～2022年2月）に
おけるGSM改良前（青線）およびGSM改良後（赤線）のGSM発雷確率ガイダンス
のエクイタブルスレットスコア（ETS)。予測時間は6時間から84時間。横軸は発
雷確率（単位は%）。
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2023年（令和5年）3月28日に実施したメソアンサンブル予報システムの改良について
概要を述べる。

数値予報モデルの不確実性は、初期値と境界値および予報モデル自体に由来する。

メソアンサンブル予報システムは運用開始以来、初期値と側面境界値に摂動を加える
ことで不確実性を考慮してきた。

このたび、モデルアンサンブル手法のひとつである確率的物理過程強制法を導入し、
不足していた予報モデルの不確実性を捉えるよう改良した。

また、アンサンブル予報システムの設計として、アンサンブル平均の予報誤差と各メン
バー予報の「ばらつき」であるアンサンブルスプレッドが同程度であることが望ましいと
されている。

メソアンサンブル予報システムは、これまでモデルアンサンブル手法が考慮されていな
かったため、最適なアンサンブルスプレッドを得るために、初期値に対する摂動が過大
に設定されていた。

このため、モデルアンサンブル手法の導入に合わせて、初期値に対する摂動の大きさ
を従来の 95%となるように調整した。
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今回導入したモデルアンサンブル手法は確率的物理過程強制法（Stochastically 
Perturbed Parametrization Tendencies scheme; SPPT法）という。この手法自体は、全球
アンサンブル予報システムで従来より（2010年～）用いられてきた。

物理過程による時間変化率に、乱数に基づいた摂動を加えることで、物理過程が持つ
不確実性を捉えるという手法である。

メソアンサンブル予報システムでは、計算安定性の観点から、実装されている物理過
程のうち、積雲対流過程を放射過程に摂動を与えることとした。その他の物理過程へ
の摂動の導入については今後の課題となる。
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モデルアンサンブル手法の導入による予測特性の変化を説明する。

現業化に際して、次の期間を対象とした試験を実施した。この結果から得られた予報
特性をまとめる。

夏期：2021年6月26日〜7月31日

冬期：2022年1月1日〜1月31日

スプレッドについては、より適正になることを確認している。

降水確率予測について、夏期は特に予測後半で、15mm/3hまでの気候値予測よりス
キルの有る閾値において、スコア（BSS; 第4.7節参照）改善を確認している。冬期は弱
雨のスコア（BSS）の予測初期での改悪が認められた。

線状降水帯の予測事例では、降水表現によりばらつきが出た結果、線状降水帯を表
現するメンバーが増加し、実況の補足が改善した事例が認められた。
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スプレッドは、日本付近ではスプレッドが過大な傾向が緩和し、MSM領域では予測前

半の過大傾向、予測後半の過少傾向が緩和した。この傾向は夏期・冬期ともに同様で
あった。
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降水確率予測をブライアスキルスコアで評価する。

夏期を対象とした試験の結果から、15mm/3hまでの気候値予測よりスキルの有る閾値
において、改善が認められた。

ただし、予報初期については、スコアの改善幅が小さかった。これは、初期摂動の振幅
を抑えた影響と考えられる。
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降水確率予測をブライアスキルスコアで評価する。

冬期を対象とした試験の結果から、予測の中盤以降は中立であるものの、予測の初期
においてスコアの悪化が見られた。予測初期のスコア悪化は、初期摂動の振幅を抑え
た影響と考えられる。
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線状降水帯の表現が改善した事例を紹介する。

2021年（令和3年）8月12日15時の予測例を示す。

8月10日18UTC初期値の36時間予測に相当する。

モデルアンサンブル手法の導入の効果により、改良後は改良前に比べて、降水表現
の「ばらつき」が増し、それに伴って線状降水帯を表現するメンバーが増加した結果、
実況の捕捉が改善した。

アンサンブル最大降水量および30mm/3h超過確率を示す図において、九州西方の海
上から九州北部にかけての帯状の分布が明瞭になっている。

317



令和５年度数値予報解説資料集 318



令和５年度数値予報解説資料集 319



令和５年度数値予報解説資料集

2023年（令和5年）3月28日に実施した局地数値予報システムの改良について概要を述
べる。

全般的な参考資料として、数値予報開発センター年報（令和4年）第4.4節を参照のこと
。

物理過程の高度化として、雲物理過程、境界層過程、放射過程を改良し、水平格子サ
イズより小さな地形の起伏が地表面付近の水平風に及ぼす抵抗の効果を新規に導入
した。

また、モデル標高の作成に用いる基礎的な標高データセットを、GTOPO30（約1km解像
度; 米国地質調査所）から、より高精度・高解像度の MERIT DEM（約90m解像度; 
Yamazaki et al. (2017)）に変更した。

前述の細かな地形による抵抗の効果を評価する際に用いる、モデル格子内部の標高
の標準偏差は、MERIT DEM から求めた。

以上の変更は、局地解析の処理の中で実行する予測計算に用いるモデル（水平格子
間隔5km）にも適用した。

なお、同時に実施した観測データ利用法の改良については、第2.4節にて説明する。
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今回、物理過程の高度化として、雲物理過程、境界層過程、放射過程の改良を実施し
た。

局地モデルの雲物理過程は、多くの新しい科学的知見を取り込んで先行して改善が進
んでいるメソモデルの雲物理過程のスキームを導入し、合わせて局地モデルに適した
修正や調整を実施した。

従来利用してきた雲物理過程との違いとしては、モデル格子内の雲の非一様性を考慮
することや、モデルが表現する雲の特性に各種の衛星観測データを用いた検証に基づ
く修正が施されていることが挙げられる。（メソモデルにおける雲物理過程の詳細は、
数値予報開発センター年報（令和2年）第2.2.8項を参照のこと）

導入に合わせて、水平解像度に依存する箇所など、局地モデルにより適合するような
調整や修正も行った。

境界層過程の改良は、2022年（令和4年）3月にメソモデルで実施した、乱流混合の扱
いの精緻化を適用したものである。（詳細は、数値予報開発センター年報（令和3年）第
4.4節を参照のこと）

局地モデルでは、放射計算に用いる CO2・N2O・CH4 の微量気体の濃度は、通年の気候
値を領域一様に与えている。従来の値は、2000年前後の全球平均値を用いていたた
め、近年の実況とは乖離があった。このため、WMO（世界気象機関）が算出する温室
効果気体の全球平均値の2020年の値に更新した。本変更は、対流圏の気温に僅かな
上昇の効果を与える。
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局地モデルの特性として、大気下層や地上における強風バイアスがある。この原因の
ひとつとして、水平格子サイズより小さな地形の起伏による影響を考慮していなかった
ことが考えられ、課題となっていた。この強風バイアスの改善を目指して、水平格子サ
イズより小さな地形の起伏による乱流が大気下層の水平風に抵抗として働く効果のパ
ラメタリゼ―ション（Turbulent Orographic Form Drag; TOFD）を新規導入した。

本過程の効果を確認するために実施した試験では、その統計検証において、夏期・冬
期ともに、大気下層および地上の強風バイアスの軽減が認められた。

地上風速が弱まると、地表面からの顕熱・潜熱が減少するため、地上の気温や水蒸気
量も影響を受けることになる。統計検証の結果は、これら含む地上の気象要素の予測
精度の全般的な向上を示した。また、地形に起因する降水の表現も向上し、弱雨を中
心に、予測精度が改善した。

（試験の対象期間）

夏期：2020年7月2日〜7月15日

冬期：2020年1月11日～1月21日

また、乱流による抵抗の効果を評価する際に用いる、モデル格子内部の標高の標準
偏差は、今回の一連の改善のひとつであるモデル標高の更新（次ページに解説）の基
礎データセットである MERIT DEM（約90m解像度; Yamazaki et al. (2017)）から求めた。

なお、全球モデルでは2020年（令和2年）3月に本過程が導入されている。
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局地モデルのモデル標高の作成に用いる標高データセットを、GTOPO30（約1km解像
度; 米国地質調査所）から、より高精度・高解像度の MERIT DEM（約90m解像度; 
Yamazaki et al. (2017)）に変更した。

作成されたモデル標高を比較すると、中部山岳や白頭山などの山岳域で標高が増す
傾向が認められた。

なお、沿岸に位置するモデル格子の海陸比の変更は行っていない。
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本節で説明した全ての改良および第2.4節で示す観測データ利用法の改良を含めた試
験の結果をまとめる。

統計検証として、次のような精度改善を含む特性の変化が認められた。

（予測精度を表すスコアについては第4.7節を参照のこと）

降水予測については、全般的に予測頻度が過大な傾向を持つこととなった（バイアス
スコアの増加）。他方、夏期においては、見逃し率の減少に伴い、予測適中を表すエク
イタブルスレットスコアが改善した。冬期については目立った改善は認められなかった
。

地上気象要素の予測精度は、全般的に改善した。特に夏期の乾燥バイアスや強風バ
イアスの改善が認められた。夏期の乾燥バイアスの改善には、モデルの改良に加え、
アメダスの湿度観測データの同化利用の効果も寄与している。また、強風バイアスの
改善には、格子サイズより小さな地形の起伏による影響を考慮したパラメタリゼ―ショ
ンの導入の効果が主として寄与していることを確認している。

この他、詳細な説明は省くが、上空についても、高度場や下層の風などの予測の精度
向上が確認されている。

（試験の対象期間）

夏期：2021年7月1日～7月15日および 2021年8月11日～8月15日

冬期：2022年1月1日～1月15日
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降水予測の統計検証の結果を示す。

夏期を対象とした試験における、10mm/h 以上の降水予測について、エクイタブルスレ

ットスコアの改善が認められた。バイアススコア（予測頻度）は過大になる傾向を示す
が、見逃し率が下がった一方で空振り率が増加しなかったため、総合して予測適中の
指標（エクイタブルスレットスコア）の増加に繋がった。

なお、ここで示した改良後の結果には、第2.4節で説明する観測データ利用法の改良
の効果も含まれる。
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地上気象要素の予測については、夏冬通じて全般的な精度改善が認められた。

ここでは主な改善について説明する。

夏期および冬期を対象とした試験の結果はともに、強風のバイアス（平均誤差）が軽減
し、より実況に近づいた。この改善には、水平格子サイズより小さな地形の起伏による
乱流が大気下層の水平風に抵抗として働く効果のパラメタリゼ―ション（Turbulent 
Orographic Form Drag; TOFD）の導入が大きく貢献したことを確認している。（図略）

夏期を対象とした試験においては、乾燥バイアスが軽減し、予測誤差が低減した。この
改善には、モデルの改良だけでなく、アメダスの湿度データの新規の同化利用の効果
も寄与している。

なお、ここで示した改良後の結果には、第2.4節で説明する観測データ利用法の改良
の効果も含まれる。
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降水予測の改善事例を、夏期を対象とした試験から紹介する。

2021年8月13日の九州北部地方を中心とした大雨事例において、同日10UTC初期値の
予測を示す。

３時間予測において、改良前は九州西海上の強雨域含め、実況（解析雨量）との違い
が明瞭な予測となっているが、改良後は観測との対応のより良い降水予測となってい
る。

また９時間予測においては、改良後の降水域、特に強雨域に関して、より実況に近づ
き、改善している。

なお、ここで示した改良後の結果には、第2.4節で説明する観測データ利用法の改良
の効果も含まれる。
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本節前半では、2022年10月から2023年9月までの間に気象庁の全球、メソ、局地数

値予報システムに導入した、観測データの利用に関する主な改良項目（新規観測デー
タの利用開始など）について報告する。
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全球解析では、熱帯・中緯度帯で静止気象衛星から算出されたAMV、極域で極軌道
衛星から算出されたAMV（極域AMV）および緯度60度帯で極軌道衛星と静止気象衛星
の合成画像から算出されたAMV（LEOGEO-AMV）を利用している（山下 2015）。このうち
、極域AMVやLEOGEO-AMVにおいては、米国の地球観測衛星TerraおよびAqua搭載の
MODIS（Moderate Resolution Imaging Spectroradiometer：中解像度画像分光放射計）
センサによる観測データも利用している（山下 2011）。ただし、TerraおよびAquaの各衛
星は設計寿命を大きく超えて運用されていることから、近い将来にこれらの観測データ
を利用したAMVが算出されなくなる可能性がある。また、NESDIS（National 
Environmental Satellite Data and Information Service：米国環境衛星・資料情報局）によ
る、極軌道衛星NOAA19号までに搭載された可視赤外イメージャAVHRR（Advanced 
Very High Resolution Radiometer：改良型高分解能放射計）からのAMV算出システムも
近い将来に運用を終了する予定である。これらの極域AMVの運用終了に備え、2022
年6月30日に欧州気象衛星開発機構（EUMETSAT）の極軌道衛星Metop搭載のAVHRR
から算出されるAMVプロダクトのうち、Metop-B、Cの2機の画像から作成されるDual 
Metop global coverage wind（EUMETSAT 2016）（以下Dual-Metop AMV）の利用を開始し
た。

続いて2023年3月14日に、AVHRRの後継としてVIIRS （Visible Infrared Imaging 
Radiometer Suite ：赤外可視放射計）から算出されるAMV（Daniels, J., et.al. 2022）（以
下VIIRS AMV）の利用を開始した。VIIRSはNESDISによる新世代極軌道衛星NOAA20号
やSuomi-NPPに搭載されたセンサーである。

左図に2021年12月1日00UTC全球サイクル解析（左）と全球速報解析（右）に実験で
利用されたVIIRS AMVの分布（赤）を左図に示す。他の極域AMVの空白領域にデータ
が利用されている。右図はVIIRS AMVの利用を含む2023年3月に導入した全球数値予
報システム改良時の、東西風1日予測でのRSME改善率を示す。モデルの改良の効果
が含まれるものの、極域での風速場の予測精度が向上していることが分かる。
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気象庁では線状降水帯の予測精度向上のための取り組みの一環として、地上水蒸
気量分布の解析精度向上による大雨の予測精度向上を目的に、令和3年（2021年）3

月以降、全国のアメダス観測所への湿度計の整備が進められている。右上図に整備
状況を示す。この整備を受け、2023年3月28日にメソ解析にて、令和3年（2021年）度ま
でに整備された157地点を対象にアメダス湿度データの利用を開始した。併せて、気象

官署での湿度データの利用も開始した。今後も整備された地点についても、随時利用
を開始する予定である。

MSMにおける湿度データ利用のインパクトとして、統計的検証により、地上の湿度と

気温の予測、上層の高度場の改善が示された。また、降水予測が改善する事例を確
認した。特にインパクトが見られた地上湿度予測精度を右下図に示す。地上の湿度観
測データを利用することによって、平均誤差が改善し、予報初期においてRMSEが改善
した。
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気象庁では線状降水帯の予測精度向上のための取り組みの一環として、数値予報
での船舶GNSS観測データ利用を進めており、2021年8月にメソ解析において気象庁観
測船および海上保安庁測量船による船舶GNSS可降水量の利用を開始した（数値予報
開発センター 2022）。令和4年（2022年）度からは民間船舶（旅客船、貨物船）10隻の協
力を得て観測体制が拡充され、随時利用を開始した。また、2023年3月28日にメソ解析
にて、船舶GNSS観測データの品質管理手法を改良し、より効果的に船舶GNSS観測デ

ータを利用するよう改良を行った。事前に実施した実験の結果では、改良単体での
MSMへのインパクトは概ね中立であったが、夏の降水予測でやや改善していた（右下
図）。
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これまで説明したメソ解析への改良を含む、2023年3月28日に現業化したメソ数値予
報システム改良による予測特性の変化について記す。

・夏期の弱い降水（1mm/3h）について予測前半を中心に改善

・予測前半を中心に夏期における地上気温、地上比湿の負バイアスが大きく解消し、
RMSEも改善

・夏期の予測前半の高度、冬期の925hPa気温予測を改善

・GSMの改良（2023年3月）による側面境界値変更の影響

・冬期の高度の予測改善

・冬期の対流圏中・上層の風の予測改善

・夏期の予測後半（FT=39-48）の500hPa高度の予測改悪

・海面更正気圧の予測改悪

側面境界値による改悪については、その影響をさらに調査の上、今後の開発への課
題とする。
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2023年3月28日に現業化したメソ数値予報システムへの改良による降水スコアを示
す。20km検証格子に対して、3時間1㎜降水量を閾値とした、解析雨量に対するバイア
ススコア（左上図）、ETS（右上図）、空振り率（左下図）、見逃し率（右下図）の予測時間

推移を示す。それぞれの図の左側が改良前（青線）、側面境界値を同じ条件下にした
改良後（赤）、2023年3月14日に現業化したGSM改良を側面境界値とした改良後（緑）
の各スコアの値、右図が改良前を基準にした差分を示す。エラーバーは95%の信頼区
間を示している。統計期間は2021年6月26日～7月31日である。

予測前半でETSが改善傾向となっており、観測データの新規利用及び利用法改良の
効果が表れている。予測後半は側面境界値の影響を受けやすくなっており、GSM改良
を側面境界値とした場合、バイアススコアが減少、ETS・見逃し率が悪化傾向となった。
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2023年3月28日に現業化したメソ数値予報システムへの改良による地上要素の
RMSEを示す。地上観測に対する海面更正気圧（左上図）、比湿（右上図）、気温（左下

図）、風速（右下図）の予測時間推移を示す。それぞれの図の左側が改良前（青線）、
側面境界値を同じ条件下にした改良後（赤）、2023年3月14日に現業化したGSM改良を

側面境界値とした改良後（緑）の各スコアの値、右図が改良前を基準にした差分を示
す。エラーバーは95%の信頼区間を示している。統計期間は2021年6月26日～7月31
日である。

予測前半で気温と比湿のRMSEが減少しており、観測データの新規利用及び利用法

改良の効果が表れている。予測後半は側面境界値の影響を受けやすくなっており、
GSM改良を側面境界値とした場合、海面更正気圧のRSMEが増加して悪化傾向となっ
た。なお、予測後半の比湿・気温・風速のスコアの値そのもの傾向は、予測値が00UTC
、12UTC初期値のみしかなく、スコアの日変化が見えていることによるものである。
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2023年3月28日に現業化したメソ数値予報システムへの改良によって、不安定降水

予測の改善が見られたため、その事例を示す。図は東海地方で不安定降水が起こっ
た2021年7月13日06UTC初期値の6時間予測の比較図である。図の左から改良前、改
良後、解析雨量の前3時間降水量[mm]、右図は改良後の初期値に用いた地上観測値
の第一推定値との差[g/kg]である。

改良後の初期値では、地上比湿観測データが同化されたことにより、愛知県、静岡
県、長野県南部付近で湿らせる方向に修正されていた。これにより、該当地域の予測
降水量が増大して、より解析雨量に近づいた。主に地上比湿観測の利用によって、こ
の事例での改善が見られたと考えられる。
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2023年3月28日に現業化した局地数値予報システム改良のうち、観測データの利用

拡充に関する改良の概要を示す。これらの改良含む全体的な予測特性の変化につい
ては、2.3節局地数値予報システムの改良を参照願いたい。
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2023年3月28日に現業化した局地数値予報システムの改良のうち、船舶GNSSから得
られた可降水量の新規利用で効果が見られた事例を示す。図は2021/07/11 06UTC初
期値の船舶GNSS可降水量の利用有無による違いを示した事例である。上段は初期値
における可降水量[mm]解析値で、左から船舶GNSS可降水量の利用なし、船舶GNSS
可降水量の利用あり、利用ありと利用なしの差分、中段は可降水量の6時間予測、下
段は前3時間降水量[mm]で、左から船舶GNSS可降水量の利用なし、船舶GNSS可降水
量の利用あり、解析雨量である。

上流となる東シナ海にあった船舶GNSS可降水量を利用することにより、初期値でそ
の領域での可降水量を増加させ、それが6時間予測で、熊本県での降水量を増大させ
る効果が表れていた。
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本節では、2023年1月の全球波浪モデル(GWM)の改良について述べる。

GWM変更の概要は以下のとおりである。

1) 高解像度化

・ 水平解像度を0.5°（約55km）から0.25°（約27km）に高解像度化。

これに加えて以下の変更も適用している。

・ GWMに入力するGSM風応力の更新間隔を3時間おきから1時間おきに高頻度化。

・ 参照する海氷解析の変更

2) 00UTC初期時刻の予報時間延長

・ これまで12UTCのみ264時間、00,06,18UTCは132時間予報を行ってきたが、00UTC
はGSMの264時間予報が利用可能であることから、これを用いて00UTCについても264
時間まで予報時間を延長した。
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図では、変更前後の日本付近の海陸分布を比較する。

水平解像度を0.5°（約55km）から0.25°（約27km）に高解像度化したことにより、島
嶼、海峡等の海陸分布をより現実的に表現できるようになった。これにより、地形によ
る波浪の遮蔽の効果の再現性も改善した。

なお、海陸分布・水深データとして、従来はNOAA ETOPO1を使用していたが、より新
しいGEBCO2021 (General Bathymetric Chart of the Oceans)を水深データに使用し、
海陸分布には GSHHG (A Global Self-consistent, Hierarchical, High-resolution
Geography Database)も併用している。
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2021年6～10月、2021年11月20日～2022年3月を対象期間とした衛星波高観測に対
する検証より、24時間予測のScatter Index（誤差の標準偏差を観測平均値で正規化し
た指標）の平面分布をみると、日本周辺、南太平洋、中米等の島嶼部でScatter Index
が低下し、高解像度化によって島等による波浪の遮蔽の表現が改善したと考えられる
。同海域では、平均波高の低下によるバイアスの低減も見られる（図略）。

また、全球域、日本域で評価した各予報対象時刻でのScatter Indexは、高解像度化
前後でいずれもほぼ中立であった（図略）。
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2021年11月20日～2022年3月を対象期間とした24時間予測波高の衛星観測との差（
予測-観測）を図に示す。

変更前には、津軽海峡は実際より広く表現されていたため周辺の波高が観測よりも
高めであった。これが、変更後には過大傾向が抑えられている。また、変更前の
0.5°GWMで表現されていなかった伊豆諸島、小笠原諸島、先島諸島等が0.25°GWM
では表現されるようになり、島の遮蔽により波高が低めになる効果が表現されるように
なった（図略）。
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本節では、2023年2月の日本沿岸海況監視予測システムの改良について述べる。

変更の概要は以下のとおりである。

・ 解析システムの改良

- 海面高度偏差（SLA）同化で利用する高度計衛星としてSentinel-3A/B、HaiYang-
2Bを追加（従来はCryosat-2、Jason-3、SARALを利用）

- 領域平均SLA補正値を直近の観測データによって診断（従来は、再解析実験で使
用した月別補正値を時間外挿して求めた定数を利用）

・ 予測モデルの改良

- 予測モデルのバージョンを現在のMRI.COM v4.6からv5.0に上げる（時間積分スキ
ーム変更に伴う高速化など）
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この変更により、2021年6月～2022年6月を対象期間とした検証結果からは、以下の
改善および特性の変化が見られた。

・ 海面高度偏差(SLA)同化で利用する高度計衛星の追加によって、変更後では観測デ
ータ数が適切に増えることが確認できた（図略）。

・ 現場観測水温を真値とする速報解析の精度検証の結果、100m深水温の月別RMSE
は変更後に改善傾向である。

・ 速報解析の鉛直プロファイルでは、100m以深でも改善しており（図略）、領域平均
SLA補正値の診断方法変更が寄与していると推測される。
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図は、10日予測値の対現場観測検証による2021年12月を対象とした北太平洋全域
平均の鉛直プロファイルである。

変更前に見られた概ね100m以深の低温バイアスが、変更後には改善している。

その他、検証結果から以下のことが確認できる（図略）。

・ 100m深水温10日予測値の対現場観測検証では、変更後には初期値の改善によっ
てバイアスの絶対値やRMSEが改善した。

・ 対初期値による統計検証では、黒潮続流域・北太平洋全域ともに領域平均バイアス
やRMSEに寄与するような変化傾向は見られず、変更前後で共通した海洋前線上の誤
差成長が見られた。この結果は、10日目まで現場観測に対して見られた予測の改善に
は、予測モデルの更新よりも解析システムの改良が寄与していることを示唆している。
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本節では、令和4年9月に運用を開始し、令和5年5月にGPVの試験配信、同年7月に
正式配信を開始した日本域高潮モデルの予測時間延長について述べる。

変更の概要は以下のとおりである。

令和4年3月のMSM更新に伴い、00, 12UTC初期値のMSMの予測が51時間から78時
間に延長されたことから、日本域高潮モデルでもMSMの78時間予測を用いた予測時
間延長を実施した。3時間ごとの初期値時刻のうち、他の初期時刻の予測時間は39時
間に据え置いている。

これに加えて、以下の変更を適用している。

・初期値作成時のMSMの大気要素の時間内挿方法を変更

・台風ボーガス計算での台風内挿手法を2次元平面を仮定したスプラインから球面スプ
ラインに変更

・海面気圧平年値を JRA-25 から JRA-3Q に変更
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これらの変更点のうち、②ではこれまでの手法においては初期値が過小となる場合
があり、急激な潮位偏差の変化を表現しにくかった。そこで、対象初期値の1時間前ま
では前初期値の大気予測値を用いるように変更することで、予測精度に悪影響を与え
ることなく、従来の過小表現を改善した。

変更点③では、従来の2次元平面を仮定したスプラインによる方法では、高緯度ほど
曲率の影響が大きくなった。これを球面に沿って進路を設定する手法（球面スプライン
の利用）へ変更することによって、より適切に補間できるようになった。

変更点④（図略）では、これまで吸い上げ効果の算出に用いる気圧の基準値として、
JRA-25 による海面気圧平年値（1981～2010年平均）を使用してきたが、これをJRA-
3Qによる1991～2020年平均の平年値に変更した。この影響は軽微と考えられる。
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今回延長した67～78時間予測の精度（図の右列）は、25～39時間予測（左列）の精
度と比べて予測時間の増加に伴う低下はあるものの、大きくは乖離しておらず、予測
時間を延長しても一定の精度が確保されていることが分かる。また、25～39時間予測
で変更前後の予測精度を比較すると、変更による改善傾向が見られる。これにはMSM
の変更による改善も影響しているものと考えられる。

さらに、台風ボーガスを用いたメンバーでの延長予測時間の精度（図略）についても、
予測時間の増加に伴う低下傾向はあるものの一定の精度が確保されている。
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図は潮位偏差の予測値と観測値の散布図を示す。

変更後の25～39時間予測と67～78時間予測を比較すると、予測時間の増加に伴う
精度の低下は見られるものの、大きな乖離はなく、予測時間を延長しても一定の精度
が確保されていることが分かる。25～39時間予測において変更前後を比較すると、変
更後には分布が対角線に近づく（予測精度が改善する）傾向が見られる。
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気象庁では、線状降水帯の予測精度向上に向けた取組の強化・加速化として、「観
測の強化」、「予測の強化」、「情報の改善」に関する取組を進めている。本節では、多く
の取組のうち、水蒸気観測データの数値予報への利用開発と数値予報モデルの改良
について紹介する。「観測の強化」としては、「アメダスへの湿度計導入」、「気象レーダ
ーの更新強化」、「洋上の水蒸気等の観測の強化」、「マイクロ波放射計の整備等」、「
高層気象観測の強化」、「気象衛星観測の強化」に取り組んでいる。「予報の強化」とし
ては、「スーパーコンピュータ「富岳」を活用した予測技術の開発」に取り組んでいる。
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線状降水帯の予測精度向上に向けた取組状況のうち、数値予報での取組状況を赤
字で示す。「アメダスへの湿度計導入」について、令和4年度末にメソ・局地解析で利用
を開始した。「気象レーダーの更新強化」について、更新された二重偏波レーダーに対
して、メソ・局地解析で利用している反射強度及びドップラー速度のデータ品質の改善
を確認し、随時利用開始している。「洋上の水蒸気等の観測の強化」について、令和3
年8月にメソ解析で気象庁観測船および海上保安庁測量船に搭載されたGNSS水蒸気
観測装置から得られる可降水量データの利用を開始した。令和4年度には民間船舶に
もGNSS水蒸気観測装置が搭載され、随時それから得られる可降水量データの利用を
開始した。令和4年年度末にメソ解析で可降水量データの利用法の改良し、同時に局
地解析での利用を開始した(本資料集2.4節)。「マイクロ波放射計の整備」について、令
和4年7月にメソ解析で試験環境での利用を開始し、令和5年度末にメソ・局地解析で利
用開始する予定である。「スーパーコンピュータ『富岳』を活用した開発」について、令
和4年に引き続き、令和5年でも1km LFMでのリアルタイムシミュレーション実験を実施
した。「気象庁スーパーコンピュータシステムの利用、数値予報モデル改良による予測
精度向上」について、令和5年3月に数値予報モデルの改良、令和5年3月に導入した
線状降水帯予測スーパーコンピュータを利用し、令和5年度末に2km LFMの現行10時
間予測を18時間予測へ延長して運用開始する予定である。
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線状降水帯の予測精度向上に向けた取組状況のうち、「観測の強化」として「マイク
ロ波放射計の整備」について説明する。線状降水帯を引き起こす幅数百キロメートル
規模の水蒸気の流入を捉えるため、水蒸気の高度分布を測定可能な地上設置型マイ
クロ波放射計の整備を進めて、令和4年7月に名瀬に整備された後、令和4年度末まで
に右図の17地点に整備が完了した。随時、実況監視等に利用している。
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地上設置型マイクロ波放射計は、大気からのマイクロ波の輝度温度を測定し、気温
や水蒸気の鉛直プロファイルを得るための受動型機器である。観測した輝度温度を基
に、気温、水蒸気の鉛直プロファイル、可降水量などの物理量を推定値（リトリーブ値）
として求めることが可能である。時間、空間的に高分解能であることが特徴であるが、
測定原理上、降水時には観測データの品質が悪化することに注意が必要となる。数値
予報システムにおいては、なるべく早期のデータ利用を目指し、まずメソ解析において
、地上GNSS等での同化利用実績がある可降水量データの利用に向けて開発を進め
ている。令和4年7月15日から試験的にリアルタイムでメソ解析へ同化し、予測への影
響を確認しつつ、随時追加された地点に対して、同化利用に向けた開発を進めている
。令和4年度末に計17か所への設置が完了したことにより、局地解析への同化利用の
開発を進めて、令和5年度末にメソ・局地解析で利用を開始する予定である。
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地上設置型マイクロ波放射計の同化による降水表現の改善事例を示す。令和5年7
月9日18UTCのメソ解析でマイクロ波放射計可降水量の利用に有無よる予測結果を示
す。

左図は解析時刻の同化ウインドウで利用したマイクロ波放射計可降水量のO-B（観
測値と第一推定値の差）の分布、右図は6時間予測での前3時間降水量（上段）と可降
水量（下段）の比較結果である。この時間帯では、四国から九州にかけての多くの地点
で、マイクロ波放射計可降水量の観測値は第一推定値よりも多かった。それが解析値
に反映されることにより、九州北部で発生した線状降水帯域での可降水量が増大し、
降水量が多くなったと考えられる。

このように、マイクロ波放射計を広範囲に用いることで、線状降水帯の表現が改善傾
向であることが示された。
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続いて、令和4年度末に実施した、数値予報の改良について示す。3つの点において
観測データの利用法改良、新規利用開始を行った（本資料集2.4節参照）。一つ目とし
て、メソ・局地解析でアメダス湿度データの利用を開始した。二つ目として、メソ解析で
船舶に搭載されたGNSS水蒸気観測装置から得られる可降水量データの品質管理処
理の改良し、同時に局地解析での利用を開始した。三つ目として、局地解析でこれま
で利用していなかった欧州の極軌道衛星に搭載されたマイクロ波散乱計による海上風
データの利用を開始した。
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局地モデルでは、物理過程を高度化し、モデル標高をより高品質なデータセットから
作成するよう変更した（本資料集2.3節参照）。その結果、地上風速が強すぎる誤差が
減少し、地上風速の予測が改善した（右上図）。これにより、水蒸気の流れなどの予測
が良くなることで、降水予測の改善にもつながる。線状降水帯予測の改善事例として、
左下図に令和3年8月14日4時を対象とした9時間予測の3時間降水量を示す。予測さ
れる強雨域の位置が改善した。メソアンサンブル予報システムにおいても、モデルの不
確実性を考慮する手法を取り入れた（本資料集2.2節参照）。右下図に示す線状降水帯
事例において、線状降水帯を表現するメンバーが増加し、実況をより捕捉するようにな
った。
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最後に、スーパーコンピュータ「富岳」を活用した数値予報技術の開発について述べ
る。気象庁は文部科学省・理化学研究所の全面的な協力を得て、スーパーコンピュー
タ「富岳」の政策対応枠課題により、「富岳」へ数値予報モデルを移植し、水平解像度1
㎞のLFMだけでなく、局地アンサンブル予報システム、高解像度の全球モデル等の開
発を進めている。令和4年6月～10月に、「富岳」上で開発中の1㎞LFMを用いたリアル
タイムシミュレーション実験を西日本で実施し、令和5年6月～10月のリアルタイムシミュ
レーション実験では、領域を現業LFMと同じ全国領域で実施した。このリアルタイムシミ
ュレーション実験の成果を活かし、令和5年3月に稼働した「富岳」の同型機となる線状
降水帯予測スーパーコンピュータ上で、令和5年度末に2㎞LFMの予測時間を18時間
に延長する予定である。さらにリアルタイムシミュレーション実験と同様となる、1㎞
LFM18時間予測の令和7年度末の現業化に向けた開発を進めている。
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令和5（2023）年1月24日から25日にかけての中国地方、北陸地方およびその周辺の

地域を対象とした大雪に関する数値予報結果について取り上げる。本事例では中国
山地や北陸地方、長野県北部の山沿いを中心に大雪となり、24時間降雪量が、岡山
県上長田では、25日8時まで93cm、同県千屋では、25日7時まで65cmとなり、観測史
上1位の記録を更新した。この大雪に先立ち、前日の23日14時に国土交通省緊急発表

が行われ、大雪による車両の立ち往生等への警戒が呼びかけられた。この大雪に関
して、数値予報結果を以下にまとめた。
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24～25日にかけての中国地方、北陸地方およびその周辺の地域を対象とした大雪
に関する概要は、スライドに記載したとおりである。
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図は24日9時から25日21時にかけての地上天気図（上段）、気象衛星ひまわりによる
赤外画像（下段）を示す。説明については次頁を参照。
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図は24日9時から25日21時にかけての全球モデル（GSM）の500hPa高度・渦度（上段
）、地上海面更正気圧・風（下段）のそれぞれ解析値を示す。

24日～25日にかけて、500hPa上空で-42℃以下の寒気を伴ったトラフ（赤二重線）が、
日本付近を通過した。地上では日本海西部から若狭湾付近にシアーライン（JPCZ：青破
線）が顕在化し、24日夜に前述のトラフが通過するタイミングで中国地方へ南下した。

また、東海道沖から日本の東にかけてもシアーライン（赤破線）が形成され、これらの
シアーラインを中心に雲域が発達した（前頁の雲画像参照）。
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図は24日9時から25日21時にかけてのGSMの500hPa気温（上段）、850hPa気温（下
段）のそれぞれ解析値を示す。

500hPaの気温場では-42℃以下の寒気が日本海沿岸まで、850hPaでは-12℃以下の寒
気が本州の太平洋側まで南下した。25日には徐々に昇温した。
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図は23日から25日にかけての人工衛星とブイ・船舶による観測値から解析された海
面水温（上段図）およびその平年差（下段図）を示した。これらの図は、気象庁HPから
抜粋したものである。なお、平年差の基準となる平年値は1991年から2020年の平均値
となっている。日本海の海面水温は、平年に比べて高く、特に日本海中部では1~2℃
高かった。
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図は、25日9時までの24時間降雪量（解析降雪量とアメダスによる降雪量）を示す。
中国山地や北陸地方、長野県北部の山沿いで降雪量が多くなった。
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本事例におけるGSMとメソモデル（MSM）のそれぞれの降雪量ガイダンスの予測結果
と実況の比較結果を示す。
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図は、23日9時初期値、25日9時対象のGSMおよびMSMによる24時間降雪量ガイダ
ンスと実況を比較した結果を示す。左図の上段がGSM、下段がMSMによる降雪量ガイ
ダンスの結果である。中図は、GSM降雪量ガイダンスと実況との差、右図は積雪深に

よる実況の結果を示す。なお、実況との差の色付け（中図）は、青色ほど実況の降雪
量が予測降雪量より多いことを示す。

降雪量ガイダンスでは、実況に比べて山陰や北陸の沿岸部中心に降雪量が多く予
測された（赤線で囲んだ領域）。一方で、岡山県北部などの内陸側or山地よりで実況に
比べて降雪量が少なくなる傾向が見られた（青線で囲んだ領域）。
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山陰と岡山県北部に予測降水量が集中し、北陸とその周辺では過大な予測降水量
となった要因について示す。図は、24日18時対象の上段左から右に向かって、実況に
近い24日15時初期値のMSM3時間予測、23日9時初期値の33時間予測（掲載の予測
図はいずれも前3時間降水量（mm）・地上風（kt）・海面更正気圧（hPa））、MSMの3時間
平均降水量ガイダンスの33時間予測と実況の差分（mm）および実況の前3時間解析
雨量（mm）である。下段の図は、左からMSMの850hPa気温（℃）の33時間予測と解析

値との差分（赤色ほど予測値の方が解析値と比べて気温が高いことを示している）、
MSMの海面更正気圧（hPa）の解析値と33時間予測との差分（赤色ほど予測値の方が
解析値と比べて気圧が低いことを示している）である。

北陸とその周辺では直近まで、予測降水量が多い傾向が継続した（GSMやMSM共

通）。予測ではシアーライン（青破線）の南下が鈍く（どちらかと言えば日本海沿岸で停
滞）、上層の正渦度移流も加わり、上昇流が励起され、シアーラインとその周辺の地上
気圧場が実況よりも低い状態が続き、結果として、予測降水量、予測降雪量が実況に
比べて多く、所により過大となった。

鳥取県・岡山県より東側では、日本海からシアーライン（青破線）が、予測より明瞭に
南下（左図の下層寒気の南下や海面更正気圧の解析値との違いより）したため、鳥取
県・岡山県の県境付近から近畿地方にかけて実況の降水量が多くなり、結果としてこ
の地域では予測降水量が少なく、鳥取県・岡山県の県境付近では過小となった。降雪
量の予測・実況にも影響した。
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全体のまとめを示す。
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令和５年度数値予報解説資料集

本節では、令和5（2023）年に3月から9月までに発生した線状降水帯に関する数値予
報システムにおける予測結果の概要を示した後、第3.2.1項で7月2日の鹿児島県奄美
地方で発生した線状降水帯事例、第3.2.2項で7月10日の福岡県・佐賀県・大分県で発
生した線状降水帯事例、第3.2.3項で8月10日の大分県・宮崎県・愛媛県・高知県で発
生した線状降水帯事例をそれぞれ取り上げる。さらに環境場（第3.2.4項）、まとめ（第
3.2.5項）について示す。
なお、本節では、全球モデル（GSM）、メソモデル（MSM）、局地モデル（LFM）およびメ
ソアンサンブル予報システム（MEPS）の予報モデルや予報システム名について、それ
ぞれカッコ内の略号を用いる。
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令和５年度数値予報解説資料集

令和5（2023）年の3月から9月までに発生した線状降水帯に関する数値予報システム
における予測結果の概要について、表にまとめた。本節では、この内、第3.2.1項で7月
2日の鹿児島県奄美地方で発生した線状降水帯事例、第3.2.2項で7月10日の福岡県・
佐賀県・大分県で発生した線状降水帯事例、第3.2.3項で8月10日の大分県・宮崎県・
愛媛県・高知県で発生した線状降水帯事例をそれぞれ取り上げる。
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令和５年度数値予報解説資料集

令和5（2023）年の3月から9月までに発生した線状降水帯に関する数値予報システム
における予測結果の概要について、表にまとめた。本節では、この内、第3.2.1項で7月
2日の鹿児島県奄美地方で発生した線状降水帯事例、第3.2.2項で7月10日の福岡県・
佐賀県・大分県で発生した線状降水帯事例、第3.2.3項で8月10日の大分県・宮崎県・
愛媛県・高知県で発生した線状降水帯事例をそれぞれ取り上げる。
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令和5（2023）年の3月から9月までに発生した線状降水帯に関する数値予報システム
における予測結果の概要について、表にまとめた。本節では、この内、第3.2.1項で7月
2日の鹿児島県奄美地方で発生した線状降水帯事例、第3.2.2項で7月10日の福岡県・
佐賀県・大分県で発生した線状降水帯事例、第3.2.3項で8月10日の大分県・宮崎県・
愛媛県・高知県で発生した線状降水帯事例をそれぞれ取り上げる。
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令和5（2023）年の3月から9月までに発生した線状降水帯に関する数値予報システム
における予測結果の概要について、表にまとめた。本節では、この内、第3.2.1項で7月
2日の鹿児島県奄美地方で発生した線状降水帯事例、第3.2.2項で7月10日の福岡県・
佐賀県・大分県で発生した線状降水帯事例、第3.2.3項で8月10日の大分県・宮崎県・
愛媛県・高知県で発生した線状降水帯事例をそれぞれ取り上げる。
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令和５年度数値予報解説資料集

令和5（2023）年の3月から9月までに発生した線状降水帯に関する数値予報システム
における予測結果の概要について、表にまとめた。本節では、この内、第3.2.1項で7月
2日の鹿児島県奄美地方で発生した線状降水帯事例、第3.2.2項で7月10日の福岡県・
佐賀県・大分県で発生した線状降水帯事例、第3.2.3項で8月10日の大分県・宮崎県・
愛媛県・高知県で発生した線状降水帯事例をそれぞれ取り上げる。
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令和５年度数値予報解説資料集

令和5（2023）年の3月から9月までに発生した線状降水帯に関する数値予報システム
における予測結果の概要について、表にまとめた。本節では、この内、第3.2.1項で7月
2日の鹿児島県奄美地方で発生した線状降水帯事例、第3.2.2項で7月10日の福岡県・
佐賀県・大分県で発生した線状降水帯事例、第3.2.3項で8月10日の大分県・宮崎県・
愛媛県・高知県で発生した線状降水帯事例をそれぞれ取り上げる。
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令和５年度数値予報解説資料集

令和5（2023）年7月2日に鹿児島県奄美地方で発生した線状降水帯事例の概要を示す
。

387



令和５年度数値予報解説資料集

図は上段左から、令和5（2023）年7月1日21時の地上天気図、MSMによる850hPa解
析値（相当温位（K）と風（kt））、2日1時までの3時間降水量（mm）である。下段は、1日
21時～2日3時までの気象衛星ひまわりによる水蒸気画像を示す。

前線の南側では、相当温位351K以上の下層暖湿気が流入し、九州南西海上と鹿児
島県奄美地方（赤楕円部分）で対流雲が発達し、奄美地方で発生した対流雲が線状降
水帯の発生に寄与した。
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令和５年度数値予報解説資料集

令和5（2023）年7月2日3時対象の3時間100mm以上の大雨発生確率ガイダンス（気
象庁情報基盤部 2022）の予測結果を確認する。上段はメソアンサンブル予報システム
（5㎞MEPS）による全メンバー最大値（単位：％）、下段はメソモデル（5㎞MSM）のもの
を示し、左から24時間前、18時間前、6時間前からのそれぞれ予測結果を示している。
右上は実況の結果を示す。

24時間前からのMEPSによる予測では、対象地域（赤色円）より北側で最大20％程度
の確率が見られたが、18時間前からの予測では確率が20％未満、直近の6時間前の
予測で九州南部中心に確率が50％以上となった。対象地域では、直近の6時間前から
の予測で20～25％程度の確率であった。

24時間前からのMSMによる予測では、20％未満の確率であった。
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令和５年度数値予報解説資料集

5㎞MSM（上段）および2㎞LFM（下段）の3時間降水量について、令和5（2023）年7月2
日3時を対象とした結果を示す。

図は、前3時間降水量（㎜）・地上風（kt）・海面更正気圧（hPa）で、7月1日15時初期値
の12時間前からの予測（2㎞LFMは1日18時初期値の9時間前からの予測）から順番に
7月2日0時初期値の3時間前からの予測までの結果を示す。また、下段左に解析雨量
（㎜）の結果を示す。

MSMの12時間～6時間前の予測および2㎞LFMでは、九州南部付近の降水域はある
程度予測できていたが、対象の降水域（赤色円）の予測ができていなかった。MSMの3
時間前の予測では、予測降水量は過小ではあるが、降水域の予測はできていた。
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令和５年度数値予報解説資料集

MSM3時間最大降水量ガイダンスの結果を示す。図の並びは、上段の令和5（2023）
年7月1日12時初期値の15時間予測から順番に7月2日0時初期値の3時間予測までの
結果を示す。また、令和5（2023）年7月2日3時対象の観測の5km格子3時間最大降水
量の結果を示す。降水量の単位はいずれもmmである。

鹿児島県奄美地方に着目すると、5㎞MSMの予測と比べると実況に近づけているが
、過小な予測であった。
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令和5（2023）年7月2日3時を対象としたMSMおよびMEPS3時間最大降水量ガイダン
スの結果を示す。右上図が7月2日3時の観測の3時間最大降水量、左側から
5kmMSM3時間最大降水量ガイダンス、5㎞MEPS3時間最大降水量ガイダンスメンバー
最大値、スプレッド（ばらつき）を示し、上段から下段に向かって、7月1日9時初期値18
時間予測、15時初期値12時間予測および21時初期値6時間予測の結果をそれぞれ示
す。降水量、スプレッドの単位はいずれもmmである。スプレッドは、青色が濃いほどス
プレッドが大きいことを示す。

以下の特徴が見られた。

・MSM3時間最大降水量Gは実況よりも過小であり、位置が北にずれていた

・MEPS3時間最大降水量Gのアンサンブル最大値は、奄美付近の降水量を増やす変
化傾向がみられるが、6時間前の予測でも実況よりも過小だった
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13kmGSMの3時間降水量について、令和5（2023）年7月2日3時を対象とした結果を
示す。

図は、上段の令和5（2023）年6月30日21時初期値の30時間予報から順番に7月1日
21時初期値の6時間予報までの結果を示す。また、令和5（2023）年7月2日3時対象の
解析雨量の結果を示す。降水量の単位はいずれもmmである。

鹿児島県奄美地方に着目すると、予測降水量は過小だが、予測降水域は平均的に
は捉えていた。
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GSM3時間最大降水量ガイダンス（20㎞格子）の結果を示す。図の並びは、前スライド
のGSMと同様である。また、令和5（2023）年7月2日3時対象の観測の20km格子3時間
最大降水量の結果を示す。降水量の単位はいずれもmmである。

鹿児島県奄美地方に着目すると、13㎞GSMと比べると、実況に近づけているが、予
測降水量は過小であった。

394



令和５年度数値予報解説資料集

奄美地方で降水量がほとんど予測できなかった要因について示す。図は、左側は可
降水量のLFMの予測値（上段：2日0時対象の1日21時初期値の3時間予測、下段：2日3
時対象の2日0時初期値の3時間予測）と解析値で、可降水量の差は、左側で示した予

測値と解析値の差分を示す（青色ほど予測で可降水量が少ない（解析値で可降水量を
増やす））。右側は、2日0時（上段）および同日3時（下段）の前3時間降水量（㎜）の結
果である。

可降水量の予測値の結果から、九州南西海上に可降水量を多く予測している（左側
の図）が、解析値では、九州南西海上の可降水量を減らし（青い楕円）、奄美地方の可
降水量を増やす方向（赤い楕円）で修正をしていることが確認できる。しかしながら、数
値予報システムによる予測と実況の比較結果を見るかぎり、LFMやMSMによる予測が

九州南西海上の可降水量を増やす方向性は変わらない状態が続いたため、奄美地方
で降水量がほとんど予測されなかったと考えられる。対流雲の表現やそのトリガーにな
るものの表現に課題がある可能性がある
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令和5（2023）年7月2日の鹿児島県奄美地方で発生した線状降水帯事例に関する数
値予報システムにおける予測結果について、このスライドを含む以下2頁のスライドに
まとめた。

396



令和５年度数値予報解説資料集 397



令和５年度数値予報解説資料集 398



令和５年度数値予報解説資料集

令和5（2023）年7月10日に福岡県・佐賀県・大分県で発生した線状降水帯事例の概要
を示す。
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図は上段左から、令和5（2023）年7月10日3時の地上天気図、MSMによる850hPa解
析値（相当温位（K）と風（kt））、10日3時までの3時間降水量（mm）である。下段は、10
日0時～9時までの気象衛星ひまわりによる水蒸気画像を示す。

前線の南側では、相当温位354K以上の下層暖湿気が流入し、九州北部地方で次々
と対流雲が発達し、線状降水帯が発生した。
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令和5（2023）年7月10日3時対象の3時間100mm以上の大雨発生確率ガイダンス（気
象庁情報基盤部 2022）の予測結果を確認する。上段はメソアンサンブル予報システム
（5㎞MEPS）による全メンバー最大値（単位：％）、下段はメソモデル（5㎞MSM）のもの
を示し、左から18時間前、12時間前、6時間前からのそれぞれ予測結果を示している。
右上は実況の結果を示す。

18～12時間前からの予測では、九州北部を中心にMEPSでは確率の最大値が約30
％、MSMでは約16％であった。直近の6時間前からの予測では確率値の最大値は上
昇し、MEPS、MSMそれぞれ、約70％、約40％となった。
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令和5（2023）年7月10日6時対象の3時間100mm以上の大雨発生確率ガイダンス（気
象庁情報基盤部 2022）の予測結果を確認する。上段はメソアンサンブル予報システム
（5㎞MEPS）による全メンバー最大値（単位：％）、下段はメソモデル（5㎞MSM）のもの
を示し、左から15時間前、9時間前、3時間前からのそれぞれ予測結果を示している。
右上は実況の結果を示す。

15時間前からの予測では、九州北部を中心にMEPSでは確率の最大値が約28％、
MSMでは約12％であった。9～3時間前からの予測では確率値の最大値は上昇し、
MEPS、MSMそれぞれ、約60％、約30～40％となった。
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令和5（2023）年7月10日9時対象の3時間100mm以上の大雨発生確率ガイダンス（気
象庁情報基盤部 2022）の予測結果を確認する。上段はメソアンサンブル予報システム
（5㎞MEPS）による全メンバー最大値（単位：％）、下段はメソモデル（5㎞MSM）のもの
を示し、左から18時間前、12時間前、6時間前からのそれぞれ予測結果を示している。
右上は実況の結果を示す。

18時間前からの予測では、九州北部を中心にMEPSでは確率の最大値が約17％、
MSMでは約4％であった。12～6時間前からの予測では確率値の最大値は上昇し、
MEPS、MSMそれぞれ、約30％、約15％となった。
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令和５年度数値予報解説資料集

令和5（2023）年7月10日12時対象の3時間100mm以上の大雨発生確率ガイダンス（
気象庁情報基盤部 2022）の予測結果を確認する。上段はメソアンサンブル予報システ
ム（5㎞MEPS）による全メンバー最大値（単位：％）、下段はメソモデル（5㎞MSM）のも
のを示し、左から15時間前、9時間前、3時間前からのそれぞれ予測結果を示している
。右上は実況の結果を示す。

MEPSでは確率の最大値が約10％、MSMでは約5％であった。
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令和５年度数値予報解説資料集

5㎞MSM（上段）および2㎞LFM（下段）の3時間降水量について、令和5（2023）年7月2
日3時を対象とした結果を示す。

図は、前3時間降水量（㎜）・地上風（kt）・海面更正気圧（hPa）で、7月9日15時初期値
の12時間前からの予測（2㎞LFMは9日18時初期値の9時間前からの予測）から順番に
7月10日0時初期値の3時間前からの予測までの結果を示す。また、下段左に解析雨
量（㎜）の結果を示す。

MSMの12時間～3時間前の予測では、20㎜/3h以上（黄緑色の区域）の予測降水量
に着目すると、実況に近かったが、リードタイムが長くなるほど実況に比べ領域は縮小
。実況で佐賀県付近（赤丸）の領域の最大値に着目すると、予測値は過小。

2㎞LFMでは、9～3時間前からの予測では、50mm/3h以上（黄色の区域）の予測降水
量に着目すると、実況に近かった。実況で佐賀県付近（赤丸）の領域の最大値に着目
すると、9時間前からの予測では過大であったが、概ね実況に近かった。MSMと比べて
も実況に近かった。
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令和５年度数値予報解説資料集

MSM3時間最大降水量ガイダンスの結果を示す。図の並びは、上段の令和5（2023）
年7月9日12時初期値の15時間予測から順番に7月10日0時初期値の3時間予測まで
の結果を示す。また、令和5（2023）年7月10日3時対象の観測の5km格子3時間最大降
水量の結果を示す。降水量の単位はいずれもmmである。

5kmMSMの予測と比べると実況に近づけているが、過小な予測であった。
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令和５年度数値予報解説資料集

令和5（2023）年7月10日3時を対象としたMSMおよびMEPS3時間最大降水量ガイダン
スの結果を示す。右上図が7月10日3時の観測の3時間最大降水量、左側からMSM3時
間最大降水量ガイダンス、MEPS3時間最大降水量ガイダンスメンバー最大値、スプレ
ッド（ばらつき）を示し、上段から下段に向かって、7月9日9時初期値18時間予測、15時
初期値12時間予測および21時初期値6時間予測の結果をそれぞれ示す。降水量、ス
プレッドの単位はいずれもmmである。スプレッドは、青色が濃いほどスプレッドが大き
いことを示す。

以下の特徴が見られた。

・MSMの3時間最大降水量ガイダンスは、九州北部地方の降水量を増やす変化傾向
が見られたが、実況と比べると過小だった

・MEPS3時間最大降水量ガイダンスのアンサンブル最大では、12時間前の予測から、
九州北部地方に50mm以上を予測するメンバーが増え、実況に近付いた
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令和５年度数値予報解説資料集

13kmGSMの3時間降水量について、令和5（2023）年7月10日3時を対象とした結果を
示す。

図は、上段の令和5（2023）年7月8日21時初期値の30時間予報から順番に7月9日21
時初期値の6時間予報までの結果を示す。また、令和5（2023）年7月10日3時対象の解
析雨量の結果を示す。降水量の単位はいずれもmmである。

予測降水域は実況比で表現できているが、予測降水量は過小であった。

408



令和５年度数値予報解説資料集

GSM3時間最大降水量ガイダンス（20㎞格子）の結果を示す。図の並びは、前スライド
のGSMと同様である。また、令和5（2023）年7月10日3時対象の観測の20km格子3時間
最大降水量の結果を示す。降水量の単位はいずれもmmである。

13㎞GSMと比べると、実況に近づけているが、予測降水量は過小であった。
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令和５年度数値予報解説資料集

5㎞MSM（上段）および2㎞LFM（下段）の3時間降水量について、令和5（2023）年7月
10日6時を対象とした結果を示す。

図は、前3時間降水量（㎜）・地上風（kt）・海面更正気圧（hPa）で、7月9日18時初期値
の12時間前からの予測（2㎞LFMは9日21時初期値の9時間前からの予測）から順番に
7月10日3時初期値の3時間前からの予測までの結果を示す。また、下段左に解析雨
量（㎜）の結果を示す。

MSMの12時間～3時間前の予測では、20㎜/3h以上（黄緑色の区域）の予測降水量
に着目すると、実況に近かったが、リードタイムが長くなるほど実況に比べ領域は縮小
。実況で佐賀・福岡県付近（赤丸）の領域の最大値に着目すると、予測値は過小。

2㎞LFMでは、9～3時間前からの予測では、50mm/3h以上（黄色の区域）の予測降水
量に着目すると、実況に近かったが、3時間前からの予測では過小。実況で佐賀・福岡
県付近（赤丸）の領域の最大値に着目すると、9～6時間前からの予測では、概ね実況
に近かったが、3時間前からの予測では過小であった。MSMと比べても実況に近かっ
た。
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令和５年度数値予報解説資料集

MSM3時間最大降水量ガイダンスの結果を示す。図の並びは、上段の令和5（2023）
年7月9日15時初期値の15時間予測から順番に7月10日3時初期値の3時間予測まで
の結果を示す。また、令和5（2023）年7月10日6時対象の観測の5km格子3時間最大降
水量の結果を示す。降水量の単位はいずれもmmである。

5kmMSMの予測と比べると実況に近づけているが、過小な傾向の予測であった。
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令和５年度数値予報解説資料集

令和5（2023）年7月10日6時を対象としたMSMおよびMEPS3時間最大降水量ガイダン
スの結果を示す。右上図が7月10日6時の観測の3時間最大降水量、左側からMSM3時
間最大降水量ガイダンス、MEPS3時間最大降水量ガイダンスメンバー最大値、スプレ
ッド（ばらつき）を示し、上段から下段に向かって、7月9日9時初期値21時間予測、15時
初期値15時間予測および21時初期値9時間予測の結果をそれぞれ示す。降水量、ス
プレッドの単位はいずれもmmである。スプレッドは、青色が濃いほどスプレッドが大き
いことを示す。

以下の特徴が見られた。

・MSM3時間最大降水量ガイダンスは一貫して実況よりも過小だった

・MEPS3時間最大降水量ガイダンスのアンサンブル最大では、15時間前の予測では全
メンバーが実況最大値を下回っていたが、 21時間前や9時間前の予測では実況最大
値を上回るメンバーも存在していた
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令和５年度数値予報解説資料集

13kmGSMの3時間降水量について、令和5（2023）年7月10日6時を対象とした結果を
示す。

図は、上段の令和5（2023）年7月8日21時初期値の33時間予報から順番に7月9日21
時初期値の9時間予報までの結果を示す。また、令和5（2023）年7月10日6時対象の解
析雨量の結果を示す。降水量の単位はいずれもmmである。

予測降水域は実況比で表現できているが、予測降水量は過小であった。
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令和５年度数値予報解説資料集

GSM3時間最大降水量ガイダンス（20㎞格子）の結果を示す。図の並びは、前スライド
のGSMと同様である。また、令和5（2023）年7月10日6時対象の観測の20km格子3時間
最大降水量の結果を示す。降水量の単位はいずれもmmである。

13kmGSMと比べると、実況に近づけているが、予測降水量は過小であった。
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令和５年度数値予報解説資料集

5㎞MSM（上段）および2㎞LFM（下段）の3時間降水量について、令和5（2023）年7月
10日9時を対象とした結果を示す。

図は、前3時間降水量（㎜）・地上風（kt）・海面更正気圧（hPa）で、7月9日21時初期値
の12時間前からの予測（2㎞LFMは10日0時初期値の9時間前からの予測）から順番に
7月10日6時初期値の3時間前からの予測までの結果を示す。また、下段左に解析雨
量（㎜）の結果を示す。

MSMの12時間～3時間前の予測では、20㎜/3h以上（黄緑色の区域）の予測降水量
に着目すると、実況に近かったが、リードタイムが長くなるほど実況に比べ領域は縮小
。実況で福岡県付近（赤丸）の領域の最大値に着目すると、予測値は過小傾向。

2㎞LFMでは、9～3時間前からの予測では、50mm/3h以上（黄色の区域）の予測降水
量に着目すると、実況に近かった。実況で福岡県付近（赤丸）の領域の最大値に着目
すると、概ね実況に近かった。MSMと比べても実況に近かった。
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令和５年度数値予報解説資料集

MSM3時間最大降水量ガイダンスの結果を示す。図の並びは、上段の令和5（2023）
年7月9日18時初期値の15時間予測から順番に7月10日6時初期値の3時間予測まで
の結果を示す。また、令和5（2023）年7月10日9時対象の観測の5km格子3時間最大降
水量の結果を示す。降水量の単位はいずれもmmである。

5kmMSMの予測と比べると実況に近づけているが、過小な傾向の予測であった。
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令和５年度数値予報解説資料集

令和5（2023）年7月10日9時を対象としたMSMおよびMEPS3時間最大降水量ガイダン
スの結果を示す。右上図が7月10日9時の観測の3時間最大降水量、左側からMSM3時
間最大降水量ガイダンス、MEPS3時間最大降水量ガイダンスメンバー最大値、スプレ
ッド（ばらつき）を示し、上段から下段に向かって、7月9日15時初期値18時間予測、21
時初期値12時間予測および10日3時初期値6時間予測の結果をそれぞれ示す。降水
量、スプレッドの単位はいずれもmmである。スプレッドは、青色が濃いほどスプレッド
が大きいことを示す。

以下の特徴が見られた。

・MSM3時間最大降水量Gは一貫して実況よりも過小だった

・MEPS3時間最大降水量Gのアンサンブル最大は、実況よりやや少なかった

・降水の極大域は、どの初期値の予測でも、実況よりやや北側にずれているように見
える
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令和５年度数値予報解説資料集

13kmGSMの3時間降水量について、令和5（2023）年7月10日9時を対象とした結果を
示す。

図は、上段の令和5（2023）年7月9日3時初期値の30時間予報から順番に7月10日3
時初期値の6時間予報までの結果を示す。また、令和5（2023）年7月10日9時対象の解
析雨量の結果を示す。降水量の単位はいずれもmmである。

予測降水域は実況比で表現できているが、予測降水量は過小であった。
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令和５年度数値予報解説資料集

GSM3時間最大降水量ガイダンス（20㎞格子）の結果を示す。図の並びは、前スライド
のGSMと同様である。また、令和5（2023）年7月10日9時対象の観測の20km格子3時間
最大降水量の結果を示す。降水量の単位はいずれもmmである。

13kmGSMと比べると、実況に近づけているが、予測降水量は過小であった。
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令和５年度数値予報解説資料集

5㎞MSM（上段）および2㎞LFM（下段）の3時間降水量について、令和5（2023）年7月
10日12時を対象とした結果を示す。

図は、前3時間降水量（㎜）・地上風（kt）・海面更正気圧（hPa）で、7月10日0時初期値
の12時間前からの予測（2㎞LFMは10日3時初期値の9時間前からの予測）から順番に
7月10日9時初期値の3時間前からの予測までの結果を示す。また、下段左に解析雨
量（㎜）の結果を示す。

MSMの12時間～3時間前の予測では、20㎜/3h以上（黄緑色の区域）の予測降水量
に着目すると、6～3時間前からの予測では実況に近かったが、リードタイムが長くなる
ほど実況に比べ領域は縮小。実況で九州中部（赤丸）の領域の最大値に着目すると、
予測値は過小であった。

2㎞LFMでは、9～3時間前からの予測では、20mm/3h以上（黄緑色の区域）の予測降
水量に着目すると、実況に近かった。実況で福岡県付近（赤丸）の領域の最大値に着
目すると、やや過大な傾向。MSMと比べると実況に近かった。
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令和５年度数値予報解説資料集

MSM3時間最大降水量ガイダンスの結果を示す。図の並びは、上段の令和5（2023）
年7月9日21時初期値の15時間予測から順番に7月10日9時初期値の3時間予測まで
の結果を示す。また、令和5（2023）年7月10日12時対象の観測の5km格子3時間最大
降水量の結果を示す。降水量の単位はいずれもmmである。

5kmMSMの予測と比べると実況に近づけ、3時間前からの予測では実況に近かった
。
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令和５年度数値予報解説資料集

令和5（2023）年7月10日12時を対象としたMSMおよびMEPS3時間最大降水量ガイダ
ンスの結果を示す。右上図が7月10日12時の観測の3時間最大降水量、左側から
MSM3時間最大降水量ガイダンス、MEPS3時間最大降水量ガイダンスメンバー最大値
、スプレッド（ばらつき）を示し、上段から下段に向かって、7月9日15時初期値21時間予
測、21時初期値15時間予測および10日3時初期値9時間予測の結果をそれぞれ示す。
降水量、スプレッドの単位はいずれもmmである。スプレッドは、青色が濃いほどスプレ
ッドが大きいことを示す。

以下の特徴が見られた。

・MSM3時間最大降水量ガイダンスは、実況のような東北東-西南西に分布する50mm
以上の降水を予測できていなかった

・MEPS3時間最大降水量ガイダンスのアンサンブル最大では多少捕捉できていた
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令和５年度数値予報解説資料集

13kmGSMの3時間降水量について、令和5（2023）年7月10日12時を対象とした結果
を示す。

図は、上段の令和5（2023）年7月9日3時初期値の33時間予報から順番に7月10日3
時初期値の9時間予報までの結果を示す。また、令和5（2023）年7月10日12時対象の
解析雨量の結果を示す。降水量の単位はいずれもmmである。

予測降水域は実況比で表現できているが、予測降水量は過小であった。
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令和５年度数値予報解説資料集

GSM3時間最大降水量ガイダンス（20㎞格子）の結果を示す。図の並びは、前スライド
のGSMと同様である。また、令和5（2023）年7月10日12時対象の観測の20km格子3時
間最大降水量の結果を示す。降水量の単位はいずれもmmである。

13kmGSMと比べると、実況に近づけているが、予測降水量は過小であった。
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令和５年度数値予報解説資料集

令和5（2023）年7月10日の福岡県・佐賀県・大分県で発生した線状降水帯事例に関
する数値予報システムにおける予測結果について、このスライドを含む以下の2頁のス
ライドにまとめた。
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令和５年度数値予報解説資料集

令和5（2023）年8月9日から10日に高知県・愛媛県・熊本県・大分県・宮崎県で発生し
た線状降水帯事例の概要を示す。
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令和５年度数値予報解説資料集

図は上段左から、令和5（2023）年8月9日18時の地上天気図、MSMによる850hPa解
析値（相当温位（K）と風（kt））、10日2時10分までの3時間降水量（mm）である。下段は
、9日18時～10日3時までの気象衛星ひまわりによる水蒸気画像を示す。

台風第6号の中心の東側では、相当温位354K以上の下層暖湿気が流入し、九州の
東側や四国地方で次々と対流雲が発達し、線状降水帯が発生した。
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令和５年度数値予報解説資料集

令和5（2023）年8月9日21時対象の3時間100mm以上の大雨発生確率ガイダンス（気
象庁情報基盤部 2022）の予測結果を確認する。上段はメソアンサンブル予報システム
（5㎞MEPS）による全メンバー最大値（単位：％）、下段はメソモデル（5㎞MSM）のもの
を示し、左から24時間前、12時間前、6時間前からのそれぞれ予測結果を示している。
右上は実況の結果を示す。

熊本県・宮崎県を対象とする。24時間前からの予測では、MEPSは30～40％、MSMは
15～20％の確率値であった。12～6時間前からの予測ではMEPSおよびMSM共に50％
以上の確率値となった。
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令和５年度数値予報解説資料集

令和5（2023）年8月10日0時対象の3時間100mm以上の大雨発生確率ガイダンス（気
象庁情報基盤部 2022）の予測結果を確認する。上段はメソアンサンブル予報システム
（5㎞MEPS）による全メンバー最大値（単位：％）、下段はメソモデル（5㎞MSM）のもの
を示し、左から27時間前、15時間前、9時間前からのそれぞれ予測結果を示している。
右上は実況の結果を示す。

高知県を対象とする。27～9時間前の予測では、MEPSは15％以下、MSMは10％以
下の確率値であった。

（参考：宮崎県を中心に確認すると9日21時を対象にしたときと傾向は変わらなかった）
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令和５年度数値予報解説資料集

令和5（2023）年8月10日3時対象の3時間100mm以上の大雨発生確率ガイダンス（気
象庁情報基盤部 2022）の予測結果を確認する。上段はメソアンサンブル予報システム
（5㎞MEPS）による全メンバー最大値（単位：％）、下段はメソモデル（5㎞MSM）のもの
を示し、左から30時間前、18時間前、12時間前からのそれぞれ予測結果を示している
。右上は実況の結果を示す。

愛媛県・高知県・大分県・宮崎県を対象とする。大分県と宮崎県の30時間前からの予
測では、MEPSは25～40％、MSMは10～15％の確率値であったが、18～12時間前から
の予測ではMEPSは最大値50％以上、MSMは最大値40％くらいとなった。

愛媛県・高知県の30時間前からの予測では、MEPSは25～30％、MSMは15％未満で
あった。18～12時間前からの予測では、MEPS及びMSM共に確率値は上昇しなかった
。
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5㎞MSM（上段）および2㎞LFM（下段）の3時間降水量について、令和5（2023）年8月9
日21時を対象とした結果を示す。

図は、前3時間降水量（㎜）・地上風（kt）・海面更正気圧（hPa）で、8月8日21時初期値
の24時間前からの予測（2㎞LFMは9日12時初期値の9時間前からの予測）から順番に
8月9日18時初期値の3時間前からの予測までの結果を示す。また、下段左に解析雨
量（㎜）の結果を示す。

熊本県・宮崎県を対象とする（橙色の楕円の領域）。MSMおよび2㎞LFMの予測では
共に、20～50mm/3hの区域（黄緑色の領域）に着目すると、概ね実況に近かった。線
状降水帯が発生した宮崎・熊本県境付近の最大値はMSMおよび2㎞LFM共に過小で
予測できなかった。
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令和５年度数値予報解説資料集

MSM3時間最大降水量ガイダンスの結果を示す。図の並びは、上段の令和5（2023）
年8月9日6時初期値の15時間予測から順番に8月9日18時初期値の3時間予測までの
結果を示す。また、令和5（2023）年8月9日21時対象の観測の5km格子3時間最大降水
量の結果を示す。降水量の単位はいずれもmmである。

5kmMSMの予測と比べると実況に近づけているが、やや過小な傾向の予測であった
。

434



令和５年度数値予報解説資料集

令和5（2023）年8月9日21時を対象としたMSMおよびMEPS3時間最大降水量ガイダン
スの結果を示す。右上図が8月9日21時の観測の3時間最大降水量、左側からMSM3時
間最大降水量ガイダンス、MEPS3時間最大降水量ガイダンスメンバー最大値、スプレ
ッド（ばらつき）を示し、上段から下段に向かって、8月9日３時初期値18時間予測、9時
初期値12時間予測および15時初期値6時間予測の結果をそれぞれ示す。降水量、ス
プレッドの単位はいずれもmmである。スプレッドは、青色が濃いほどスプレッドが大き
いことを示す。

以下の特徴が見られた。

・九州南部地方の降水について、MSM3時間最大降水量Gは、実況に比べて降水量は
やや過小だった

・MEPS3時間最大降水量Gのアンサンブル最大は、実況に近い予測だった
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令和５年度数値予報解説資料集

13kmGSMの3時間降水量について、令和5（2023）年8月9日21時を対象とした結果を
示す。

図は、上段の令和5（2023）年8月8日15時初期値の30時間予報から順番に8月9日15
時初期値の6時間予報までの結果を示す。また、令和5（2023）年8月9日21時対象の解
析雨量の結果を示す。降水量の単位はいずれもmmである。

予測降水域は実況比で表現できているが、予測降水量は過小であった。
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令和５年度数値予報解説資料集

GSM3時間最大降水量ガイダンス（20㎞格子）の結果を示す。図の並びは、前スライド
のGSMと同様である。また、令和5（2023）年8月9日21時対象の観測の20km格子3時間
最大降水量の結果を示す。降水量の単位はいずれもmmである。

13kmGSMと比べると、予測降水量は実況にかなり近づいた。
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令和５年度数値予報解説資料集

5㎞MSM（上段）および2㎞LFM（下段）の3時間降水量について、令和5（2023）年8月
10日0時を対象とした結果を示す。

図は、前3時間降水量（㎜）・地上風（kt）・海面更正気圧（hPa）で、8月8日21時初期値
の27時間前からの予測（2㎞LFMは9日15時初期値の9時間前からの予測）から順番に
8月9日21時初期値の3時間前からの予測までの結果を示す。また、下段左に解析雨
量（㎜）の結果を示す。

宮崎県（橙色の楕円の領域）と高知県（赤色の楕円の領域）を対象とする。宮崎県で
は、MSMおよび2㎞LFMの予測では共に、50～100mm/3hの区域（黄色の領域）に着目
すると、概ね実況に近かった。最大値はMSMおよび2㎞LFM共に過小で予測できなか
った。高知県では、MSMおよび2㎞LFMの予測では共に、20～50mm/3hの区域（黄緑
色の領域）に着目すると、概ね実況に近かった。最大値はMSMおよび2㎞LFM共に過
小で予測できなかった。

438



令和５年度数値予報解説資料集

MSM3時間最大降水量ガイダンスの結果を示す。図の並びは、上段の令和5（2023）
年8月9日9時初期値の15時間予測から順番に8月9日21時初期値の3時間予測までの
結果を示す。また、令和5（2023）年8月10日0時対象の観測の5km格子3時間最大降水
量の結果を示す。降水量の単位はいずれもmmである。

宮崎県（橙色の楕円の領域）と高知県（赤色の楕円の領域）を対象とする。宮崎県付
近では、5kmMSMの予測と比べると実況に近い予測であった。高知県付近では、
5kmMSMの予測と同様に過小な予測であった。
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令和5（2023）年8月10日0時を対象としたMSMおよびMEPS3時間最大降水量ガイダン
スの結果を示す。右上図が8月10日0時の観測の3時間最大降水量、左側からMSM3時
間最大降水量ガイダンス、MEPS3時間最大降水量ガイダンスメンバー最大値、スプレ
ッド（ばらつき）を示し、上段から下段に向かって、8月9日３時初期値21時間予測、9時
初期値15時間予測および15時初期値9時間予測の結果をそれぞれ示す。降水量、ス
プレッドの単位はいずれもmmである。スプレッドは、青色が濃いほどスプレッドが大き
いことを示す。

以下の特徴が見られた。

・高知県付近の降水（赤色の楕円の領域）について、MSM3時間最大降水量ガイダンス
は、実況に比べて一貫して過小で、MEPS3時間最大降水量Gのアンサンブル最大は、
初期値が新しくなるにつれて弱まっていき、実況から離れていった

・宮崎県付近の降水（橙色の楕円の領域）については、どちらのガイダンスでも実況に
近かった
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令和５年度数値予報解説資料集

13kmGSMの3時間降水量について、令和5（2023）年8月10日0時を対象とした結果を
示す。

図は、上段の令和5（2023）年8月8日15時初期値の33時間予報から順番に8月9日15
時初期値の9時間予報までの結果を示す。また、令和5（2023）年8月10日0時対象の解
析雨量の結果を示す。降水量の単位はいずれもmmである。

宮崎県（橙色の楕円の領域）と高知県（赤色の楕円の領域）を対象とする。どちらの
予測降水量は過小であった。
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令和５年度数値予報解説資料集

GSM3時間最大降水量ガイダンス（20㎞格子）の結果を示す。図の並びは、前スライド
のGSMと同様である。また、令和5（2023）年8月10日0時対象の観測の20km格子3時間
最大降水量の結果を示す。降水量の単位はいずれもmmである。

宮崎県（橙色の楕円の領域）と高知県（赤色の楕円の領域）を対象とする。宮崎県付
近の降水については、実況に近い予測降水量であったが、高知県付近の予測降水量
は過小であった。
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令和５年度数値予報解説資料集

5㎞MSM（上段）および2㎞LFM（下段）の3時間降水量について、令和5（2023）年8月
10日3時を対象とした結果を示す。

図は、前3時間降水量（㎜）・地上風（kt）・海面更正気圧（hPa）で、8月8日21時初期値
の30時間前からの予測（2㎞LFMは9日18時初期値の9時間前からの予測）から順番に
8月10日0時初期値の3時間前からの予測までの結果を示す。また、下段左に解析雨
量（㎜）の結果を示す。

大分県・宮崎県（橙色の楕円の領域）と愛媛県・高知県（赤色の楕円の領域）を対象
とする。大分県・宮崎県では、MSMおよび2㎞LFMの予測では共に、50～100mm/3hの
区域（黄色の領域）に着目すると、概ね実況に近かった。最大値は2㎞LFMでは過大な
傾向、MSMは過小な傾向が見られた。愛媛県・高知県では、MSMおよび2㎞LFMの予
測では共に、20～50mm/3hの区域（黄緑色の領域）に着目すると、概ね実況に近かっ
た。最大値はMSMおよび2㎞LFM共に過小で予測できなかった。
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令和５年度数値予報解説資料集

MSM3時間最大降水量ガイダンスの結果を示す。図の並びは、上段の令和5（2023）
年8月9日12時初期値の15時間予測から順番に8月10日0時初期値の3時間予測まで
の結果を示す。また、令和5（2023）年8月10日3時対象の観測の5km格子3時間最大降
水量の結果を示す。降水量の単位はいずれもmmである。

宮崎県（黒色の楕円の領域）と高知県（赤色の楕円の領域）を対象とする。宮崎県付
近では、5kmMSMの予測と比べると実況に近い予測であった。高知県付近では、
5kmMSMの予測と同様に過小な予測であった。
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令和５年度数値予報解説資料集

令和5（2023）年8月10日3時を対象としたMSMおよびMEPS3時間最大降水量ガイダン
スの結果を示す。右上図が8月10日3時の観測の3時間最大降水量、左側からMSM3時
間最大降水量ガイダンス、MEPS3時間最大降水量ガイダンスメンバー最大値、スプレ
ッド（ばらつき）を示し、上段から下段に向かって、8月9日9時初期値18時間予測、15時
初期値12時間予測および21時初期値6時間予測の結果をそれぞれ示す。降水量、ス
プレッドの単位はいずれもmmである。スプレッドは、青色が濃いほどスプレッドが大き
いことを示す。

以下の特徴が見られた。

宮崎県付近（黒色の楕円の領域）および高知県付近（赤色の楕円の領域）の降水に
ついて、 MSM3時間最大降水量ガイダンス 、MEPS3時間最大降水量ガイダンスのア
ンサンブル最大ともに、実況に比べて過小な予測だった。
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令和５年度数値予報解説資料集

13kmGSMの3時間降水量について、令和5（2023）年8月10日3時を対象とした結果を
示す。

図は、上段の令和5（2023）年8月8日21時初期値の30時間予報から順番に8月9日21
時初期値の6時間予報までの結果を示す。また、令和5（2023）年8月10日3時対象の解
析雨量の結果を示す。降水量の単位はいずれもmmである。

宮崎県（黒色の楕円の領域）と高知県（赤色の楕円の領域）を対象とする。どちらの
予測降水量は過小であった。

446



令和５年度数値予報解説資料集

GSM3時間最大降水量ガイダンス（20㎞格子）の結果を示す。図の並びは、前スライド
のGSMと同様である。また、令和5（2023）年8月10日3時対象の観測の20km格子3時間
最大降水量の結果を示す。降水量の単位はいずれもmmである。

宮崎県（黒色の楕円の領域）と高知県（赤色の楕円の領域）を対象とする。宮崎県付
近の降水については、13㎞GSMと比べて、実況に近かったが、予測降水量はやや過
小であった。高知県付近の予測降水量は過小であった。
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令和５年度数値予報解説資料集

愛媛県・高知県で予測降水量が過小となった要因について示す。図は、上段の左か
ら10日0時対象の衛星水蒸気画像、MSMとLFMの可降水量の解析値との差（10日0時
解析値ー9日15時初期値9時間予測）で赤い色ほど予測で可降水量が少ないことを示
している。左下の図は、LFMの海面更正気圧の解析値との差（10日0時解析値ー9日15
時初期値9時間予測）を示している。

MSMおよびLFM共に衛星水蒸気画像に対応した可降水量の解析値との差から四国

のはるか南海上から四国へのびる帯状の領域（黒楕円）で予測可降水量が解析値よ
り少なかった（赤色の塗りつぶし）ことが分かる。海面更正気圧の解析値との差から解
析値が全体的に気圧場が高いものの等圧線の本数が大きく変わっていない（風による
差は少ない（下層風の差がないことは別途確認済））。このことから予測で四国のはる
か南海上からの水蒸気量の供給が不十分だったことが要因の一つとして考えられる。
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令和５年度数値予報解説資料集

令和5（2023）年8月9日から10日に高知県・愛媛県・熊本県・大分県・宮崎県で発生し
た線状降水帯事例に関する数値予報システムにおける予測結果について、このスライ
ドを含む以下の4頁のスライドにまとめた。
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令和５年度数値予報解説資料集

台風の事例以外の線状降水帯事例（LFMが予測できなかった7月2日に鹿児島県奄
美地方で発生した線状降水帯事例とLFMが比較的予測できた7月10日に福岡県・佐賀

県・大分県で発生した線状降水帯事例）において、大気の環境場をどれくらい予測でき
ていたかについて確認する。
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令和５年度数値予報解説資料集

令和5（2023）年7月2日の鹿児島県奄美地方で発生した線状降水帯事例の環境場に
ついて、気温（単位：℃）・水蒸気混合比（単位：g/kg）・水平風速（単位：m/s）・水蒸気フ
ラックス（単位：gm-2s-1）がどれくらい予測できていたかを確認するために、期間平均
値の平均場からの差分について、MSMの鉛直プロファイルかつ予測時間（FT）別に示
し、長期再解析（JRA-3Q）から作成した平均場（2016-2020年の各年の6月26日9時か
ら7月6日3時）と比較する。検証領域は、線状降水帯が発生した地域の上流にあたる
海上の矩形領域を設定した（赤枠で示した領域）。MSM予測値は、7月1日12時 – 2日 6
時の期間で、予測値の期間はすべて予測対象時刻を示す。
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令和５年度数値予報解説資料集

令和5（2023）年7月2日に鹿児島県奄美地方で発生した線状降水帯事例の気温（単
位：℃）・水蒸気混合比（単位：g/kg）・水平風速（単位：m/s）・水蒸気フラックス（単位：
gm-2s-1）のMSMによる平均場からの差分鉛直プロファイルを示す。各グラフは事例期
間中の解析値（FT=0）および3時間～24時間予測値（FT=3～FT=24）を示す。以下に特
徴を示す。

・平均場（各グラフで横軸が0：黒破線に対応）と比較して、下層の気温、水蒸気混合比
、水蒸気フラックスの値が大きい場となっていた

・中層にかけて水蒸気混合比、水平風速、水蒸気フラックスの予測値と解析値（赤線の
プロファイル）との差が大きかった

・予測値が新しくなるほど、解析値に近づく傾向が見られた
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令和５年度数値予報解説資料集

令和5（2023）年7月2日の鹿児島県奄美地方で発生した線状降水帯事例の環境場に
ついて、気温（単位：℃）・水蒸気混合比（単位：g/kg）・水平風速（単位：m/s）・水蒸気フ
ラックス（単位：gm-2s-1）がどれくらい予測できていたかを確認するために、期間平均
値の平均場からの差分について、MSMの鉛直プロファイルかつ予測時間（FT）別に示
し、長期再解析（JRA-3Q）から作成した平均場（2016-2020年の各年の6月26日9時か
ら7月6日3時）と比較する。検証領域は、線状降水帯が発生した地域の上流にあたる
海上の矩形領域を設定した（赤枠で示した領域）。MSM予測値は、7月1日12時 – 2日 6
時の期間で、予測値の期間はすべて予測対象時刻を示す。
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令和5（2023）年7月10日に福岡県・佐賀県・大分県で発生した線状降水帯事例の気
温（単位：℃）・水蒸気混合比（単位：g/kg）・水平風速（単位：m/s）・水蒸気フラックス（
単位：gm-2s-1）のMSMによる平均場からの差分鉛直プロファイルを示す。各グラフは
事例期間中の解析値（FT=0）および3時間～24時間予測値（FT=3～FT=24）を示す。以
下に特徴を示す。

・平均場（各グラフで横軸が0：黒破線に対応）と比較して、下層の気温、水蒸気混合比
、水平風速、水蒸気フラックスの値が大きい場となっていた
・予測の変化としては、気温、水蒸気混合比が下層から中層にかけて下がる傾向があ
る一方で、水平風速と水蒸気フラックスが新しい予測ほど増える傾向がみられた

・7月2日の事例と比べると解析値と予測値の差は小さかった
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7月2日の鹿児島県奄美地方で発生した線状降水帯事例および7月10日に福岡県・

佐賀県・大分県で発生した線状降水帯事例の環境場について、気温・水蒸気混合比・
水平風速・水蒸気フラックスの要素がどれくらい予測できていたかについて、まとめた。
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第3.2.1項から第3.2.4項にかけて述べた、令和5（2023）年3月～9月に発生した線状
降水帯事例の数値予報の結果について、以下のスライドにまとめた。
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令和5（2023）年の台風の数値予報の結果として、7月28日9時にフィリピンの東で発
生した台風第６号を取り上げる。この台風は、急速に発達しながら北西へ進み、31日
15時には南大東島の南約340kmの海上で大型で非常に強い勢力まで発達した（中心
気圧945hPa、中心付近の最大風速45m/s）。その後、8月1日が発達のピーク（中心気
圧930hPa、中心付近の最大風速45m/s）となった。2日には、沖縄本島に接近し、沖縄
県那覇では2日4時14分に最大瞬間風速52.5m/s（東南東）を記録した。24時間降水量
は、2日23時までで沖縄県読谷で297mmなど、各地で200mmを超えた。台風は沖縄本
島の南を通過した後、沖縄県多良間島の北の海上でほとんど停滞し、3日21時には大
型で強い勢力になった。4日頃から台風は、ゆっくり東進し、6日5時30分には沖縄本島
では線状降水帯が発生した。7日頃から台風が進路を北に変え、東シナ海を北上した。
9日10時20分に鹿児島県で、同日21時には熊本県と宮崎県で、翌日の0時39分には高
知県で、同日1時39分に宮崎県、大分県および宮崎県、同日2時10分には愛媛県、高
知県、大分県および宮崎県で線状降水帯が発生した（詳細は3.2節参照）。その後、台
風は10日9時頃に朝鮮半島に上陸し、同日15時に温帯低気圧となった。

本節では、台風の進路・強度予測に絞って、数値予報結果を確認するとともに、予測
誤差の考えられる要因等に関して述べる。なお、速報としてまとめたものであるため、
今後の調査により、考えられる要因等が変わる可能性があることに留意願います。
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図は令和5（2023）年8月1日9時から4日9時にかけての地上天気図（上段）、気象衛星
ひまわりによる水蒸気画像（下段）を示す。台風第6号が、大型で非常に強い勢力で北
西進し、2日には沖縄本島に接近し、沖縄本島の南を通過した後、沖縄県多良間島の
北の海上でほとんど停滞し、3日21時には大型で強い勢力になった。
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図は令和5（2023）年8月5日9時から8日9時にかけての地上天気図（上段）、気象衛星
ひまわりによる水蒸気画像（下段）を示す。台風第6号は4日頃からゆっくり東進し、7日
頃から進路を北に変え、東シナ海を北上した。
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図は令和5（2023）年8月9日9時から10日9時にかけての地上天気図（上段）、気象衛
星ひまわりによる水蒸気画像（下段）を示す。台風第6号は10日9時頃に朝鮮半島に上
陸し、同日15時に温帯低気圧となった。
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台風第６号の全球モデル（GSM）による予測位置（紫線）と台風解析位置（黒線）および強度（中心気圧（hPa：右上図）、風速（kt：
右下図））を示す。予測位置については、令和5（2023）年7月26日21時初期値から8月10日15時初期値までのそれぞれ5.5日予測
が描画されている。濃紫色ほど初期値が新しい。以下のような特徴が見られた。

（発生予測）

発生のおよそ4日前までに解析値の位置より東側に位置ずれが生じていたものの、等圧線が閉じた閉曲線での擾乱を表現する
ことができていた（図略）

（進路予測）

（1）北西進時（赤破線領域：7月28日～30日頃）：台風解析位置に比べて、日本の南を北よりに進む予測傾向が見られた（北上バ
イアス）。また、そのまま中国大陸へ上陸する傾向が見られた

（2）停滞もしくは東進時（8月2日～7日頃）：特に2日～3日にかけての初期値の予測では、台風解析位置に比べて、さらに北寄り
を進み、中国大陸方面へ進むものと九州へ北東進する2つの予測傾向が見られた

（3）北上時（8月7日以降）：特に5日から6日にかけての予測では、台風解析位置に比べて、九州に上陸して日本海へ北上するも
のと九州の西海上を北上する2つの傾向が見られた

（強度予測）

（1）北西進時：台風解析値に比べて、急発達が予測できなかった（発達の予測が遅れた）

（2）停滞もしくは東進時：台風解析値では2日から4日にかけて衰弱した後、維持する傾向が見られたが、予測では発達を予測す
る傾向が続き、解析に近い予測ができなかった

（3）北上時：台風解析値の衰弱傾向は予測でも同様な傾向が見られたが、予測では解析に比べやや中心気圧が低めの傾向が
見られた

（1）の北上バイアスをもたらす要因については、考えられる要因は以下のとおりである。最近の調査で分かってきた要因ではあ
るが、考えるべき要素が多く、それぞれの要素が複雑に関わっているため、原因の切り分けが難しい。

・環境場では、太平洋高気圧の勢力や水平風の鉛直シアの表現の実況との違い

・台風自身の構造の初期値の誤差、台風構造・対流活動の偏在の表現の実況との違い

・台風を移動させる指向流の強さ・向き・高度の実況との違い

また、（１）の台風の急発達に関しては、2022年の台風第11号時にも課題として取り上げ、引き続き、解決には至っていない。詳し
くは気象庁情報基盤部（2022a）を参照願いたい。

（2）の停滞もしくは東進時の強度予測については、日本近海の海面水温は29℃前後で、台風の再発達に寄与した可能性がある
。現在、GSMでは、全球海面水温解析値の平年偏差を、予報時間により季節変動する気候値に加えたものが利用されている（気
象庁情報基盤部 2022b）。進路予測に関しては、後述する。

（3）の進路予測に関しては、後述する。

467



令和５年度数値予報解説資料集

全球アンサンブル予報システム（GEPS）による台風第６号の進路・強度予測（令和5（
2023）年7月29日9時～30日21時初期値予測）の結果を示す。各初期値予測の左図が
台風進路予測、右上図が中心気圧（hPa）の時系列予測、右下図が中心付近の最大風
速（kt）を示す。青線は、コントロールランを示し、解析値から得られた初期値に人工的
なバラつきを与えないで計算した結果である。また、日付はそれぞれコントロールラン
における9時の位置である。その他の色付の線は、解析値から得られた初期値に人工
的な誤差を与えて計算した各メンバーの追跡結果である（概ね予測時間毎に色付けを
変えている（例えば、7月29日9時初期値の場合は緑色は概ね8月1日対象の予測結果
を示している））。

GSMの予測と同様に7月29日～30日の初期値の予測は、台風解析値に比べて、全
体的に日本の南海上を北寄り進む予測傾向となっていた。急発達の予測はなかった。
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GEPSによる台風第６号の進路・強度予測（令和5（2023）年8月2日9時～3日21時初期
値予測）の結果を示す。各初期値予測の左図が台風進路予測、右上図が中心気圧（
hPa）の時系列予測、右下図が中心付近の最大風速（kt）を示す。青線は、コントロール
ランを示し、解析値から得られた初期値に人工的な誤差を与えないで計算した結果で
ある。また、日付はそれぞれコントロールランにおける9時の位置である。その他の色
付の線は、解析値から得られた初期値に人工的なバラつきを与えて計算した各メンバ
ーの追跡結果である（概ね予測時間毎に色付けを変えている（例えば、8月2日9時初
期値の場合は緑色は概ね8月5日対象の予測結果を示している））。

8月2日9時初期値の予測では、4日にかけて西北西進した後、東シナ海を北上する予
測と、九州方面へ北東進する予測傾向が見られた。それ以降の初期値の予測では、
九州方面へ北東進する予測傾向となった。強度については、台風解析値では2日から
4日にかけて衰弱した後、維持する傾向が見られたが、予測ではやや発達を予測する
傾向が続いた。
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GEPSによる台風第６号の進路・強度予測（令和5（2023）年8月5日9時～6日21時初期
値予測）の結果を示す。各初期値予測の左図が台風進路予測、右上図が中心気圧（
hPa）の時系列予測、右下図が中心付近の最大風速（kt）を示す。青線は、コントロール
ランを示し、解析値から得られた初期値に人工的な誤差を与えないで計算した結果で
ある。また、日付はそれぞれコントロールランにおける9時の位置である。その他の色
付の線は、解析値から得られた初期値に人工的なバラつきを与えて計算した各メンバ
ーの追跡結果である（概ね予測時間毎に色付けを変えている（例えば、8月5日9時初
期値の場合は緑色は概ね8月8日対象の予測結果を示している））。

5日の初期値の予測では、台風解析位置比べて、東側を北上（九州に上陸して九州
の東側を北上）する傾向であったが、6日初期値の予測では、台風解析位置に近い予
測傾向へ変わった。強度については、予測では解析に比べやや中心気圧が低めの傾
向が見られた。
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8月2日21時初期値予測より5日以降に九州へ北東進する予測へ変化した要因につ
いて、GSMの300hPa高度予測差図（令和5（2023）年8月5日21時を対象とした8月2日21
時初期値（黒線：FT=72）ー8月2日9時初期値（緑線：FT=84））から推測する。赤色の塗
りつぶしの色が濃いほど、2日21時初期値の予測値の高度場が2日9時初期値の予測
値に比べて高いことを示す。

上図から分かることは、偏西風は中国東北区から北海道の北を通る予測となってい
るため、台風第6号は偏西風の影響を受ける可能性が低いこと、関東の南東海上にあ
る寒冷渦が5日21時初期値の予測からやや東進する初期値変わりが見られ、対応して
台風第6号の予測も東シナ海を東寄りに進む方向に初期値変わりが見られる。よって、
寒冷渦の東進する方向への初期値変わりが台風第6号が九州へ北東進する傾向に変
わった要因の一つと考えられる。
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8月2日21時初期値予測より5日以降に九州へ北東進する予測へ変化した要因につ
いて、GSMの300hPa高度予測差図（令和5（2023）年8月5日21時を対象とした8月2日21
時初期値（黒線：FT=72）ー8月2日9時初期値（緑線：FT=84））から推測する。赤色の塗
りつぶしの色が濃いほど、2日21時初期値の予測値の高度場が2日9時初期値の予測
値に比べて高いことを示す。

上図から分かることは、偏西風は黄海から沿海州を通る予測となっていて、台風第6
号は偏西風の影響を受けやすくなっていること、小笠原の東海上にある擾乱が5日21
時初期値予測では見られないが、6日9時初期値予測から見られること、対応して台風
第6号の予測も九州の西海上北上する初期値変わりが見られることである。よって、6
日9時初期値で擾乱が存在することと、台風第6号の東側が赤くなっていることから太
平洋高気圧の西への張り出しが台風第6号が九州の西海上北上する初期値変わりを
した要因の一つと考えられる。
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令和5（2023）年台風第６号の数値予報の予測結果について、まとめた。
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第 4章 資料編

　数値予報課が所掌する数値予報システムとガイダンスの概要、およびプロダクトの送信時刻に関する情報を以下
の表に示す（2023年 9月 30日現在）。表中の用語については、平成 30年度数値予報研修テキスト第 II部「数値
予報の基礎知識」も参照のこと。

4.1 数値予報システムの概要一覧表
4.1.1 全球数値予報システム（全球モデル (GSM)・全球解析 (GA)）
数値予報モデル（全球モデル（GSM））
水平分解能 TQ959（格子間隔約 13 km : 0.125◦）1

鉛直層数 128層（最上層 0.01 hPa）

初期時刻 00, 06, 12, 18UTC

予報時間
132時間（5.5日）（初期時刻：06, 18UTC）
264時間（11日）（初期時刻：00, 12UTC）

境界値
地中温度 予測する（初期値は解析値2）

土壌水分 飽和度を予測する（初期値のうち、１～３層は解析値、４～７層は気候値）

積雪被覆 予測した積雪水当量を用いて積雪被覆率を診断する（初期値は全球解析による）

海面水温
全球海面水温解析値（海洋気象情報室作成：0.25◦格子）の平年偏差を、予報時間に
より季節変動する気候値に加えたもの

海氷分布
南北半球ごとの全球海氷密接度解析値（海洋気象情報室作成：0.25◦格子）の海氷面
積平年偏差を維持するように、海氷密接度の初期偏差固定予測値を気候値で修正し
たもの

1 水平分解能については、Tは三角形波数切断を、Lは 1次格子を、Qは 2次格子を、数字は切断波数をそれぞれ表す。
2 観測データは同化されておらず、解析システム内で予測された値が利用されている。
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解析（データ同化）システム（全球解析（GA））
データ同化手法 局所アンサンブル変換カルマンフィルタ（LETKF）を用いたハイブリッド 4次元変

分法

水平分解能
アウターモデル3の水平分解能：TQ959（格子間隔約 13 km : 0.125◦）1

インナーモデル3の水平分解能：TL319（格子間隔約 55 km : 0.5625◦）1

鉛直層数 128層（最上層 0.01 hPa）＋地上4

アウターループの繰返し回数 2回

インナーループの繰返し回数 約 35回

気候学的背景誤差共分散のた
めの制御変数

相対渦度、非バランス発散、非バランス気温、非バランス地表気圧、対数比湿

アンサンブル共分散のための
共分散膨張

適合型乗算（adaptive multiplicative）共分散膨張。誤差標準偏差の水平全球平均の
鉛直プロファイルを、気候学的背景誤差共分散とアンサンブル共分散で整合させる
ための共分散膨張も追加的に使用。

アンサンブル共分散のための
局所化

ガウス関数。局所化スケール (ガウス関数で exp(-1/2)となる距離）は水平方向は
800km（比湿については 400km）、鉛直方向は 0.8スケールハイト

ハイブリッド共分散のための
重み

50 hPaより下層で気候学的共分散、アンサンブル共分散は共に 0.5で、それより上
層では、それぞれ 1, 0に近づける。

解析時刻 00, 06, 12, 18UTC

同化ウィンドウ 各解析時刻の 3時間前から 3時間後まで

観測の待ち受け時間
速報解析5：2時間 20分
サイクル解析5：11時間 50分（初期時刻：00, 12UTC）
　　　　　　　　 7時間 50分（初期時刻：06, 18UTC）

利用する主な観測（観測デー
タもしくは算出データ）

ラジオゾンデ（気圧、気温、湿度、風）、ウィンドプロファイラ（風）、航空機（気
温、風）、地上（気圧4）、船舶・ブイ（気圧4）、地上 GNSS（大気遅延量）、衛星可
視赤外イメージャ（大気追跡風）、衛星マイクロ波散乱計（海上風）、衛星マイクロ
波サウンダ（輝度温度）、衛星マイクロ波イメージャ（輝度温度）、衛星赤外放射計
（輝度温度）、静止衛星赤外イメージャ（輝度温度）、衛星 GNSS掩蔽（屈折角）

台風ボーガス 疑似観測値（海面更正気圧、風）を利用

3 アウターモデルは第一推定値の計算に用いるモデル。インナーモデルは解析修正量を求める計算に用いるモデル。
4 地上観測および船舶・ブイ観測の気温・風・湿度のデータは、2次元最適内挿法による地上解析値作成に利用される。ただし、
この地上解析値はモデルの初期値としては使われない。
5 全球解析には予報資料を作成するために行う速報解析と観測データを可能な限り集めて正確な実況把握のために行うサイク
ル解析の 2種類の計算がある。
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LETKF計算の詳細
水平分解能 TL319（格子間隔約 55 km : 0.5625◦）1

鉛直層数 128層（最上層 0.01 hPa）

メンバー数 100メンバー

モデルアンサンブル手法 確率的物理過程強制法

初期値化 地上気圧時間変化率の解析に基づいた水平発散の調節（Hamrud et al. 2015）

共分散膨張 適合型乗算（adaptive multiplicative）共分散膨張

局所化 ガウス関数。局所化スケール (ガウス関数で exp(-1/2)となる距離）は水平方向は
400km（水蒸気に感度のある観測に対しては 300km）、鉛直方向は 0.6スケールハイ
ト（地上気圧とGNSS天頂遅延量観測については、1.2スケールハイト）、時間方向
には 3時間。衛星輝度温度観測に対しては、規格化（ピーク値で除算）した荷重関
数の平方根と、荷重関数のピーク位置を中心とするガウス関数（スケールは 0.6

√
2

スケールハイト）との最大値を鉛直局所化関数として使用。

リセンタリング 解析アンサンブルは、アンサンブル平均が 4次元変分法の解析値と整合するようリ
センタリングされる。

観測データの利用方法 全球解析に準ずる。但し、衛星赤外放射計は利用しない。

同化ウィンドウ 4次元変分法と同じ

積雪深解析の詳細
データ同化手法 2次元最適内挿法

水平分解能 TQ959（格子間隔約 13 km : 0.125◦）1

第一推定値 モデル予測値を衛星観測から推定した積雪域で補正したもの

利用する観測 SYNOP 積雪深、アメダス積雪深6、衛星マイクロ波イメージャ（輝度温度7）

解析時刻 00, 06, 12, 18UTC

土壌水分解析の詳細

データ同化手法 8 2次元最適内挿法（地上解析）
Simplified Extended Kalman Filter(土壌水分解析本体）

水平分解能 TQ959（格子間隔約 13 km : 0.125◦）1

解析対象 土壌第 1-3層の飽和度

第一推定値 モデル予測値

利用する観測 SYNOP 地上気温、相対湿度

解析時刻 00, 06, 12, 18UTC

6 アメダス積雪深のデータは、日本域において積雪深解析の結果を修正する処理でのみ利用される。
7 輝度温度から積雪域を推定し、第一推定値の作成で利用。解析本体では利用しない。
8 土壌水分解析は 2段階で行われる。まず、地上気温・相対湿度観測を同化した地上解析値を作成する。次に地上解析値を観測
値とみなし、地上気温・相対湿度と土壌水分の相関関係を利用して土壌水分を解析する。
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4.1.2 全球アンサンブル予報システム (GEPS)

数値予報モデル
水平分解能 TQ479（格子間隔約 27 km : 0.25◦）1 (18日まで）

TQ319（格子間隔約 40 km：0.375◦）1 (18日以降)

鉛直層数 128層（最上層 0.01 hPa）

初期時刻 00, 06, 12, 18UTC

予報時間
132時間（5.5日）（初期時刻：06, 18UTC）
264時間（11日）（初期時刻：00UTC）
432時間（18日）（初期時刻：12UTC）
816時間（34日）（初期時刻：12UTC、火曜日・水曜日のみ）

メンバー数 51メンバー（50摂動ラン＋コントロールラン）(18日まで）
25メンバー（24摂動ラン＋コントロールラン）(18日以降）

初期値および摂動作成手法
初期値 全球解析値を TQ479へ解像度変換したもの

初期摂動作成手法 特異ベクトル (SV) 法及び LETKF 9

モデルアンサンブル手法 確率的物理過程強制法（摂動ランのみ）

下部境界摂動作成手法 海面水温摂動（摂動ランのみ）

SV計算の詳細

SV計算の対象領域
北半球領域 熱帯領域 南半球領域
30◦N∼90◦N 30◦S∼30◦N 30◦S∼90◦S

接線形・随伴モデルの分解能 TL63（格子間隔約 270 km ）1、鉛直層数 40

接線形・随伴モデルの物理過程

初期値化、水平拡散、境界
層過程、地表面フラックス

（左に加えて）積雲対流
過程、重力波抵抗、長波放
射、雲水過程、レイリー摩
擦、乾燥対流調節

（北半球領域と同じ）

評価時間 48時間 24時間 （北半球領域と同じ）

摂動の大きさの評価（ノルム） 湿潤トータルエネルギー

初期摂動の振幅
モ デ ル 第 15 層（ 約
500 hPa）の気温の二乗
平均平方根が 0.23 K

モ デ ル 第 6 層（ 約
850 hPa）の気温の二乗
平均平方根が 0.20 K

（北半球領域と同じ）

SVから初期摂動を合成する手法 バリアンスミニマム法

利用する SVの数 最大 50個 最大 35個 （北半球領域と同じ）

9 全球速報解析で LETKF用に計算された 6時間予報のアンサンブルを使用している。
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4.1.3 メソ数値予報システム（メソモデル (MSM)・メソ解析 (MA)）

数値予報モデル
水平分解能と計算領域 格子間隔：5 km、計算領域：東西 4,080 km ×南北 3,300 km

鉛直層数 96層（最上層 37.5 km）

初期時刻 00, 03, 06, 09, 12, 15, 18, 21UTC

予報時間 78時間（初期時刻：00, 12UTC）, 39時間（初期時刻：03, 06, 09, 15, 18, 21UTC）

境界値
地中温度 予測する（初期値の地表面および地中の第 1層から第 6層は解析値、第 7, 8層は

気候値）

土壌水分 体積含水率を予測する（初期値は解析値2）

積雪被覆
全球積雪深解析（日本域以外）及び観測で修正したオフライン陸面モデル（日本
域）の被覆分布に固定

海面水温 北西太平洋高解像度海面水温解析値（海洋気象情報室作成：0.1◦格子）を初期値
とし、1次元海洋混合層モデルにて予測

海氷分布 北半球海氷解析値（海洋気象情報室作成：0.1◦ 格子）に固定

側面境界 全球モデル予報値10

解析（データ同化）システム
データ同化手法 4次元変分法

水平分解能
アウターモデル3の水平格子間隔：5 km

インナーモデル3の水平格子間隔：15 km

鉛直層数
アウターモデル　 96層＋地上4

インナーモデル　 48層＋地上4

解析時刻 00, 03, 06, 09, 12, 15, 18, 21UTC

同化ウィンドウ 各解析時刻の 3時間前から解析時刻まで

観測の待ち受け時間 50分

利用する主な観測（観測デー
タもしくは算出データ）

ラジオゾンデ（気圧、気温、湿度、風）、ウィンドプロファイラ（風）、航空機（気
温、風）、地上（気圧4、湿度、積雪深）、船舶・ブイ（気圧4）、アメダス（湿度、
積雪深）、地上 GNSS・船舶 GNSS（可降水量）、空港気象レーダー（ドップラー
速度）、気象レーダー（解析雨量、ドップラー速度、反射強度11）、衛星可視赤外
イメージャ（大気追跡風）、衛星マイクロ波散乱計（海上風）、衛星マイクロ波サ
ウンダ（輝度温度）、衛星マイクロ波イメージャ（降水強度、輝度温度）、衛星赤
外放射計（輝度温度）、静止衛星赤外イメージャ（輝度温度）、衛星二周波降水レー
ダー（反射強度11）、衛星 GNSS掩蔽（屈折率）

台風ボーガス 疑似観測値（海面更正気圧、風）を利用

10 例えば、初期時刻 00UTCの全球モデル予報値を初期時刻 03, 06UTCのメソモデルの側面境界値として利用する。
11 反射強度から相対湿度プロファイルを推定して、相対湿度として同化している。
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4.1.4 メソアンサンブル予報システム（MEPS）

数値予報モデル
水平分解能と計算領域 格子間隔：5 km、計算領域：東西 4,080 km ×南北 3,300 km

鉛直層数 96層（最上層 37.5 km）

初期時刻 00, 06, 12, 18 UTC

予報時間 39 時間

メンバー数 21 メンバー（20 摂動ラン + コントロールラン）

初期値および摂動作成手法
初期値 メソ解析値

初期摂動作成手法 特異ベクトル (SV) 法：水平格子間隔 40 km のメソ SV (MSV40) + 水平格子間
隔 80 km のメソ SV (MSV80) + 全球モデルに基づく全球 SV (GSV)

モデルアンサンブル手法 確率的物理過程強制法（摂動ランのみ）

側面境界摂動作成手法 SV 法 (GSV)

下部境界摂動作成手法 なし

SV 計算の詳細
SV 計算の対象領域 MSV: 125 ° E-145 ° E, 25 ° N-45 ° Nにおいて 925 hPaの渦度によりターゲット

域を動的に変更（35 ° N以南、130 ° E以東の格子点において，MSV40では 925

hPaの渦度が 10 [10−6s−1]以下，MSV80では 渦度が 0 [10−6s−1]以下の領域を
対象領域から除外）, GSV: 120 ° E-170 ° E, 25 ° N-45 ° N

接線形・随伴モデルの分解能 MSV40: 水平格子間隔 40 km, 鉛直層数 38, MSV80: 水平格子間隔 80 km, 鉛直
層数 38, GSV: 全球アンサンブル予報システム（GEPS）と同じ

評価時間 MSV40: 6 時間、MSV80: 15 時間、GSV: 45 時間

摂動の大きさの評価（ノルム） MSV: 湿潤トータルエネルギー, GSV: 乾燥トータルエネルギー

初期摂動の振幅 SVの絶対値の領域平均が基準値（南北風・東西風 1.8 m/s, 温位 0.7 K,水蒸気
0.001 kg/kg）となるように倍率を定めた後、上限値（南北風・東西風 5.13 m/s、
温位 3.42 K、水蒸気 0.00513 kg/kg）により倍率を修正

SV から初期摂動を合成する
手法

バリアンスミニマム法

利用する SV の数 MSV40: 10, MSV80: 10, GSV: 20
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4.1.5 局地数値予報システム（局地モデル (LFM)・局地解析 (LA)）
数値予報モデル
水平分解能と計算領域 格子間隔：2 km、計算領域：東西 3,160 km ×南北 2,600 km

鉛直層数 76層（最上層 21.8 km）

初期時刻 毎正時

予報時間 10時間

境界値
地中温度 予測する（初期値は解析値2）

土壌水分 体積含水率を予測する（初期値は解析値）

積雪被覆 メソモデルで利用している積雪被覆の内挿値に固定

海面水温 北西太平洋高解像度海面水温解析値（海洋気象情報室作成：0.1◦格子）に固定

海氷分布 北半球海氷解析値（海洋気象情報室作成：0.1◦ 格子）に固定

側面境界 メソモデル予報値12

解析（データ同化）システム
データ同化手法 ハイブリッド 3次元変分法13

水平分解能 格子間隔：5 km

鉛直層数 48層（最上層 21.8 km）＋地上

解析時刻 毎正時

同化ウィンドウ 各解析時刻の 3時間前から解析時刻まで

観測の待ち受け時間 30分

利用する主な観測（観測デー
タもしくは算出データ）

ラジオゾンデ（気圧、気温、湿度、風）、ウィンドプロファイラ（風）、航空機
（気温、風）、地上（気圧、湿度）、船舶・ブイ（気圧）、アメダス（気温、風、湿
度）、地上 GNSS・船舶 GNSS（可降水量）、空港気象レーダー（ドップラー速
度）、気象レーダー（ドップラー速度、反射強度11）、衛星可視赤外イメージャ
（大気追跡風）、衛星マイクロ波散乱計（土壌水分、海上風）、衛星マイクロ波
サウンダ（輝度温度）、衛星マイクロ波イメージャ（輝度温度、土壌水分）、衛
星赤外放射計（輝度温度）、静止衛星赤外イメージャ（輝度温度）

台風ボーガス 利用しない

12 局地モデル実行開始時の最新のメソモデル予報値を側面境界値として利用する。初期時刻、日々の計算時間によって変動す
るものの、通常、局地モデル初期時刻の 1～4時間前を初期時刻とするメソモデル予報値を利用する。

13 解析時刻の 3時間前を、メソモデル予報値を第一推定値として 3次元変分法により解析する。その後、その解析値からの 1
時間予報値を推定値として 3次元変分法により解析する。これを 3回繰り返す。 3次元変分法の背景誤差には、メソモデルか
ら作成された気候学的な値とメソアンサンブル予報システムの予報値から求めた気象場に応じた値を混ぜて用いる。なお、第
一推定値として用いるメソモデル予報値は、通常 FT=0, 1, 2を利用する。例えば、初期時刻 00UTCのメソモデル予報値を、
FT=0は 03UTCの、FT=1は 04UTCの、FT=2は 05UTCの局地解析の第一推定値にそれぞれ利用する。

14 局地モデル予報値を第一推定値として、3次元変分法により解析する。なお、第一推定値として用いる局地モデル予報値は、
通常 FT=3, 3.5を利用する。例えば、初期時刻 00UTCの局地モデル予報値の FT=3を 03:00UTCの、FT=3.5を 03:30UTC
の三十分大気解析の第一推定値としてそれぞれ利用する。

15 地上と上空を独立に解析した後、境界層内については地上と上空の修正量の線形結合をとり、これを修正量とする。
16 特にアメダス観測については、解析値を観測値に強く寄せる設定を用いている。また、海岸付近のアメダス観測の強い影響
が海上に及ばないよう、解析を実行した後にフィルタを適用している。
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4.1.6 三十分大気解析
解析（データ同化）システム
データ同化手法 3次元変分法14

水平分解能と計算領域 格子間隔：2 km、計算領域：東西 3,160 km ×南北 2,600 km

鉛直層数 76層（最上層 21.8 km）＋地上15

解析時刻 毎正時および毎正時 30分

観測の待ち受け時間 18分

利用する主な観測（観測デー
タもしくは算出データ）

ウィンドプロファイラ（風）、航空機（気温、風）、アメダス16（気温、風）、空
港気象レーダー（ドップラー速度）、気象レーダー（ドップラー速度）、衛星可
視赤外イメージャ（大気追跡風）

台風ボーガス 利用しない

備考 出力要素：風、気温

4.1.7 季節アンサンブル予報システム (季節 EPS）

数値予報モデル
水平分解能 大気: TL319（格子間隔約 55 km：0.5625◦）1

海洋: 格子間隔約 25 km：0.25◦ × 0.25◦

鉛直層数 大気: 100層（最上層 0.01 hPa）
海洋: 60層

初期時刻 00UTC

予報時間 240日間

モデル領域 全球

メンバー数 5メンバー（4摂動ラン＋コントロールラン）

初期値および摂動作成手法
初期値 大気: JRA-3Q （遅延解析）、全球速報解析（速報解析）

陸面: オフライン地表面解析値
海洋: MOVE/MRI.COM-G3 (Global version 3) 4D-Var

海氷: MOVE/MRI.COM-G3 (Global version 3) 3D-Var

初期摂動作成手法 大気: 熱帯・北半球・南半球 成長モード育成 (BGM) 法
海洋: 海洋解析誤差摂動

モデルアンサンブル手法 確率的物理過程強制法
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4.1.8 長期再解析 (JRA-3Q)

解析（データ同化）システム
解析期間 1947年 9月以降

基本システム 2018年 12月時点の気象庁現業システム

データ同化手法 4次元変分法

水平分解能
アウターモデル3：TL479（格子間隔約 40 km : 0.375◦）1

インナーモデル3：TL319（格子間隔約 55 km : 0.5625◦）1

鉛直層数 100層（最上層 0.01 hPa）＋地上4

解析時刻 00, 06, 12, 18UTC

同化ウィンドウ 各解析時刻の 3時間前から 3時間後まで

観測の待ち受け時間

35時間 20分（初期時刻：00UTC）
30時間 20分（初期時刻：06UTC）
25時間 00分（初期時刻：12UTC）
19時間 20分（初期時刻：18UTC）

利用する主な観測（観測デー
タもしくは算出データ）

ラジオゾンデ（気圧、気温、湿度、風）、ウィンドプロファイラ（風）、航空機（風）、
地上（気圧4）、船舶・ブイ（気圧4）、地上 GNSS（大気遅延量）、衛星可視赤外イ
メージャ（大気追跡風）、衛星マイクロ波散乱計（海上風）、衛星マイクロ波サウン
ダ（輝度温度）、衛星マイクロ波イメージャ（輝度温度）、衛星赤外放射計（輝度温
度）、静止衛星赤外イメージャ（輝度温度）、衛星 GNSS掩蔽（屈折角）

熱帯低気圧ボーガス 疑似観測値（海面更正気圧、風）を利用

海面水温及び海氷 1985年 5月まで: COBE-SST2（1度格子）
1985年 6月以降: MGDSST（0.25度格子）

オゾン MRI-CCM2（水平分解能: TL159（格子間隔約 110 km : 1.1◦）1、鉛直層数: 64層）
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4.1.9 波浪モデル（全球・沿岸）

モデル名称 全球波浪モデル (GWM) 沿岸波浪モデル (CWM)

モデル種類 第三世代波浪モデル MRI-III

モデル領域 極域を除く全球 日本近海
75◦N - 75◦S 50◦N - 20◦N

0◦E - 180◦ - 0◦W 120◦E - 150◦E

水平分解能（格子点数） 0.25◦ × 0.25◦ (1440× 601) 0.05◦ × 0.05◦ (601× 601)

タイムステップ
(移流項) 5 分 1 分
(ソース項) 15 分 3 分

初期時刻 00,06,12,18UTC

予測期間
(06UTC, 18UTC) 132 時間 132 時間
(00UTC, 12UTC) 264 時間 132 時間

周波数成分 900 成分
25 周波数 (0.0375 ～ 0.3 Hz、対数分割)

36 方位

初期値 最適内挿法による解析

側面境界値 - 全球波浪モデル

大気外力 GSM

台風周辺では藤田の式に基づく台風ボーガスを使用

浅海効果 屈折、海底摩擦を考慮

4.1.10 波浪アンサンブル予報システム

モデル名称 波浪アンサンブル予報システム

モデル種類 第三世代波浪モデル MRI-III

モデル領域 極域を除く全球
75◦N - 75◦S

0◦E - 180◦ - 0◦W

水平分解能（格子点数） 0.5◦ × 0.5◦ (720× 301)

タイムステップ
(移流項) 10 分
(ソース項) 30 分

初期時刻 00,12UTC

予測期間 264時間

周波数成分 900 成分
25 周波数 (0.0375 ～ 0.3 Hz、対数分割)

36 方位

アンサンブルメンバー数　 51メンバー

初期値 最適内挿法による解析

大気外力 GEPS

浅海効果 屈折、海底摩擦を考慮
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4.1.11 高潮モデル（日本域高潮モデル・日本域台風時高潮確率予報システム・アジア域高潮アンサンブル予
報システム）

モデル名称 日本域高潮モデル 日本域台風時高潮確率予報システム17

支配方程式 二次元浅水長波方程式

離散化手法 有限差分法

格子 スタッガード格子 (Arakawa-C)

モデル領域 20◦N - 50◦N, 117.4◦E - 150◦E

水平分解能 約 1, 2, 4, 8, 16 km (アダプティブメッシュにつき可変)

タイムステップ 4 秒

初期時刻 00, 03, 06, 09, 12, 15, 18, 21UTC

予報時間 78 時間 (00, 12UTC) 132 時間 (00, 06, 12, 18UTC)

39 時間 (03, 06, 09, 15, 18, 21UTC) 39 時間 (03, 09, 15, 21UTC)

メンバー数 台風時: 6通り (MSM +台風ボーガス 5) 21通り
非台風時: 1通り (MSMのみ) (気象庁の台風発表予報の進路 ＋ この進

路を中心として進行方向に直交する方向
に左右にそれぞれ 10 メンバー)

モデル名称 アジア域高潮アンサンブル予報システム

支配方程式 二次元浅水長波方程式

離散化手法 有限体積法

格子 スタッガード格子 (Arakawa-B)

モデル領域 0◦ - 50◦N, 95◦E - 180◦E

水平分解能 約 1.5 km～約 50 km

タイムステップ 4 秒

初期時刻 00, 06, 12, 18UTC

予報時間 132 時間

メンバー数 台風時: 52通り (GSM + GEPS51メンバー)

非台風時: 1通り (GSMのみ)

大気外力 GSM, GEPS

台風周辺では藤田の式に基づく台風ボーガスを使用

17 非台風時には動作しない
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4.1.12 日本沿岸海況監視予測システム

モデル名称 日本沿岸海況監視予測システム（解析）

支配方程式 プリミティブ方程式（自由表面あり）

離散化手法 有限差分法（水平方向、鉛直方向）

モデル領域 GLB 18 : 全球
NPR 18 : 15◦S - 63◦N, 99◦E - 75◦W

ネスティング GLB : なし
NPR : GLBからの単方向オフラインネスティング

水平分解能 GLB: 東西 1◦ × 南北 0.3 - 0.5◦

NPR: 東西 1/11◦ ×南北 1/10◦ （日本周辺。他領域では粗い格子を使用）

鉛直層 60 (GLB は海底境界層 1層を追加)

格子点数 GLB: 364× 366× 61 = 8, 126, 664

NPR: 1334× 578× 60 = 46, 263, 120

移流スキーム QUICK

鉛直混合スキーム GLS

海氷モデル 5カテゴリ海氷モデル
熱力学過程
力学過程

大気外力 熱フラックス、降水量、海上風、海面気圧、気温、湿度
遅延解析: JRA-3Q

速報解析: GSM

河川水流入 JRA55-do (Tsujino et al. 2018) 気候値

データ同化手法 GLB: 3D-Var （データ同化ウインドウ 5日）
NPR: 4D-Var（データ同化ウインドウ 10日)

解析変数 水温、塩分（2000 m 以浅）

海氷同化手法 ナッジング

同化に使用する観測データ 現場観測水温・塩分
衛星海面高度計観測 (Jason-3, Cryosat-2, Saral, Sentinel-3A/B, HaiYang-2B)

海面水温 (MGDSST)、海氷密接度 (マイクロ波放射計)

18 GLB: 全球モデル、NPR: 北太平洋モデル
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モデル名称 日本沿岸海況監視予測システム（予報）

支配方程式 プリミティブ方程式（自由表面あり）

離散化手法 有限差分法（水平方向、鉛直方向）

Model domain GLB: 全球
NP 19 : 15◦S− 63◦N, 99◦E− 75◦W

JPN 19 : 20◦ − 52◦N, 117◦ − 160◦E

ネスティング GLB-NP 双方向オンラインネスティング
JPN: NPからの単方向オフラインネスティング

水平分解能 GLB: 東西 1◦ × 南北 0.3 - 0.5◦

NP: 東西 1/11◦ ×南北 1/10◦

JPN: 東西 1/33◦ ×南北 1/50◦

鉛直層 60 (GLB は海底境界層 1層を追加)

格子点数 GLB: 364× 366× 61 = 8, 126, 664

NP: 2049× 784× 60 = 96, 384, 960

JPN: 1423× 1604× 60 = 136, 949, 520

移流スキーム Second-Order Moment

鉛直混合スキーム GLS

海氷モデル 5カテゴリ海氷モデル
熱力学過程
力学過程

潮汐力 主要 8分潮

大気外力 熱フラックス、降水量、海上風、海面気圧、気温、湿度
11日予報: GSM

12-31日予報: GEPS・JRA-55気候値

河川水流入 JRA55-do 気候値

初期値化 GLB-3DVAR、NPR-4DVAR 解析結果を IAUにて同化（IAU期間: 3日）

海氷初期化 GLB, NP: マイクロ波放射計に基づく海氷解析にナッジング
JPN: 気象庁海氷速報解析にナッジング

予測期間 GLB, NP: 31日
JPN: 11日

19 NP: 北太平洋モデル、JPN: 日本近海モデル
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4.1.13 黄砂解析予測システム（全球エーロゾルモデル）

モデル名称 全球エーロゾルモデル

力学フレーム 全球スペクトルモデル

気象モデル MRI-AGCM3(GSMUV)

水平分解能 TL479（格子間隔約 40km：0.375 °）

鉛直総数 40層（最上層 0.4hPa）

予報時間 96時間（初期時刻：12UTC）

気象場のナッジング 全球解析値及び全球予報値（u, v, T）

エーロゾルモデル MASINGAR mk-2 rev.3

予測エーロゾル変数 10種類の粒径の球状石英（0.2～20μ m）、10種類の粒径の海塩（0.2～20μ m）、
硫酸塩、黒色炭素、有機炭素

黄砂発生過程 粒径、植生、地表面状態（土壌水分、積雪）、地上風速に依存する

沈着過程 重力落下（乾性沈着）、雲粒に吸収・降水による除去（湿性沈着）

黄砂解析システム
エーロゾル同化手法 2DVAR

利用する観測（観測データ） ひまわり 8号・9号（光学的厚さ）

4.1.14 紫外線予測システム（全球化学輸送モデル）

モデル名称 全球化学輸送モデル

力学フレーム 全球スペクトルモデル

気象モデル MRI-AGCM3(GSMUV)

水平分解能 TL159（格子間隔約 110km：1.1 °）

鉛直総数 64層（最上層 0.01hPa）

予報時間 120時間（初期時刻：12UTC）

気象場のナッジング 全球解析値及び全球予報値（u, v）

化学モデル MRI-CCM2

取り扱う大気微量成分 オゾン及び関連化学種

化学過程 光解離反応、気相反応、不均一反応

オゾン解析システム
オゾン同化手法 ナッジング

利用する観測（観測データ） 衛星観測（オゾン全量）

4.1.15 大気汚染気象予測システム（領域化学輸送モデル）

モデル名称 領域化学輸送モデル

力学フレーム 非静力学モデル

気象モデル asuca

モデル領域 極東アジア域

水平分解能 5km

鉛直層数 19層（最上層 約 10km）

予報時間（初期時刻） 51時間（12UTC）

オゾン解析システム
オゾン同化手法 ナッジング

利用する観測（観測データ） 地上観測（オゾン濃度）
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4.1.16 二酸化炭素解析システム（二酸化炭素輸送モデル）

モデル名称 二酸化炭素輸送モデル（GSAM-TM）

力学フレーム 全球スペクトルモデル

水平分解能 TL159（格子間隔約 110km：1.1◦）1

鉛直層数 60層（最上層 0.1hPa）

気象場のナッジング JRA-55 (u, v)

二酸化炭素同化手法 ベイズ統合逆解析

利用する観測（観測データ） 地上観測、船舶観測、航空機観測（二酸化炭素濃度）
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4.1.17 数値予報モデル（全球モデル、メソモデル、局地モデル）の鉛直層と対応する気圧

図 4.1.1 数値予報モデルの鉛直層（全球モデル GSM 128層、メソモデルMSM 96層、局地モデル LFM 76層）と対応する
気圧。縦軸は気圧（hPa）。図中の値は、標準大気を仮定した場合の数値予報モデルの鉛直層と気圧であり、気圧の値は 5層
刻みで表示。(a) GSM, MSM, LFMについて最下層気圧から 0.01 hPaまでを示した図、(b) 最下層気圧から 500 hPaまで
を拡大した図。GSMは下部境界の気圧を参照する σ-pハイブリッド座標での気圧の値を示しており、MSM, LFMは幾何高
度を参照するハイブリッド座標で下部境界が 0 m（平均海面）の場合の幾何高度を気圧に変換した値を示している。全球ア
ンサンブル予報システムと GSM、メソアンサンブル予報システムとMSMは、それぞれ同じ鉛直層を使用している。

492 令和 5年度数値予報解説資料集



表 4.1.1 全球モデル GSMの鉛直 128層と対応する気圧と高度。標準大気を仮定した場合の鉛直層と気圧、高度を表示。

層番号 気圧 (hPa) 高度 (m) 層番号 気圧 高度 層番号 気圧 高度 層番号 気圧 高度

128 0.01 79302.24 96 29.96 23857.17 64 213.58 11367.28 32 704.27 2964.22

127 0.03 73368.19 95 32.44 23344.16 63 224.52 11050.66 31 720.94 2779.67

126 0.05 70062.03 94 35.04 22848.30 62 235.84 10737.16 30 737.41 2600.76

125 0.08 66860.46 93 37.77 22367.82 61 247.56 10425.91 29 753.64 2427.57

124 0.12 63759.47 92 40.62 21901.12 60 259.66 10116.69 28 769.60 2260.14

123 0.18 60764.72 91 43.61 21446.78 59 272.14 9809.69 27 785.26 2098.54

122 0.27 57880.41 90 46.75 21003.52 58 285.00 9505.12 26 800.60 1942.83

121 0.39 55109.34 89 50.05 20570.23 57 298.23 9203.19 25 815.58 1793.08

120 0.56 52453.05 88 53.50 20145.91 56 311.82 8904.09 24 830.17 1649.34

119 0.77 49918.09 87 57.13 19729.08 55 325.76 8608.01 23 844.34 1511.67

118 1.03 47547.84 86 60.95 19319.29 54 340.05 8315.14 22 858.07 1380.13

117 1.37 45354.02 85 64.96 18915.42 53 354.66 8025.64 21 871.31 1254.79

116 1.77 43354.76 84 69.17 18516.92 52 369.59 7739.70 20 884.05 1135.68

115 2.26 41529.77 83 73.60 18123.33 51 384.82 7457.47 19 896.25 1022.86

114 2.83 39860.66 82 78.26 17734.28 50 400.34 7179.10 18 907.90 916.37

113 3.49 38331.13 81 83.15 17349.46 49 416.13 6904.73 17 918.96 816.22

112 4.25 36926.70 80 88.30 16968.60 48 432.16 6634.52 16 929.42 722.44

111 5.10 35634.51 79 93.71 16591.53 47 448.43 6368.60 15 939.25 635.02

110 6.06 34443.08 78 99.39 16218.09 46 464.91 6107.09 14 948.45 553.94

109 7.11 33342.13 77 105.36 15848.18 45 481.57 5850.13 13 956.99 479.16

108 8.27 32322.49 76 111.63 15481.74 44 498.40 5597.83 12 964.88 410.61

107 9.53 31373.82 75 118.21 15118.74 43 515.37 5350.28 11 972.11 348.19

106 10.89 30485.44 74 125.10 14759.18 42 532.46 5107.58 10 978.69 291.76

105 12.35 29650.90 73 132.33 14403.10 41 549.65 4869.82 9 984.61 241.17

104 13.91 28865.16 72 139.90 14050.53 40 566.90 4637.08 8 989.90 196.18

103 15.57 28123.61 71 147.81 13701.55 39 584.20 4409.44 7 994.59 156.53

102 17.32 27422.01 70 156.08 13356.25 38 601.52 4186.97 6 998.69 121.89

101 19.17 26756.51 69 164.72 13014.70 37 618.82 3969.73 5 1002.26 91.89

100 21.13 26123.57 68 173.73 12677.03 36 636.10 3757.79 4 1005.34 66.06

99 23.18 25519.97 67 183.11 12343.33 35 653.30 3551.21 3 1007.99 43.88

98 25.33 24942.77 66 192.88 12013.73 34 670.42 3350.05 2 1010.28 24.74

97 27.59 24389.31 65 203.04 11688.34 33 687.42 3154.37 1 1012.30 7.92
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表 4.1.2 メソモデルMSMの鉛直 96層、局地モデル LFMの鉛直 76層と対応する気圧と高度。標準大気を仮定した場合の鉛
直層と気圧、高度を表示。

MSM LFM MSM LFM

層番号 気圧 (hPa) 高度 (m) 気圧 (hPa) 高度 (m) 層番号 気圧 (hPa) 高度 (m) 気圧 (hPa) 高度 (m)

96 4.04 37500.00 48 362.39 7886.52 362.25 7889.19

95 4.59 36584.14 47 380.80 7540.48 380.67 7542.90

94 5.21 35682.59 46 399.43 7203.77 399.30 7205.95

93 5.92 34795.25 45 418.25 6876.28 418.13 6878.24

92 6.71 33922.02 44 437.23 6557.91 437.12 6559.65

91 7.60 33062.79 43 456.34 6248.56 456.24 6250.10

90 8.61 32217.45 42 475.54 5948.11 475.45 5949.47

89 9.74 31385.91 41 494.80 5656.47 494.72 5657.66

88 11.00 30568.05 40 514.09 5373.54 514.02 5374.57

87 12.40 29763.78 39 533.37 5099.20 533.31 5100.08

86 13.96 28973.00 38 552.61 4833.36 552.55 4834.10

85 15.69 28195.59 37 571.77 4575.91 571.73 4576.53

84 17.61 27431.45 36 590.83 4326.75 590.79 4327.25

83 19.73 26680.49 35 609.75 4085.77 609.72 4086.17

82 22.08 25942.59 34 628.50 3852.88 628.48 3853.17

81 24.66 25217.65 33 647.06 3627.95 647.04 3628.16

80 27.50 24505.57 32 665.38 3410.90 665.36 3411.03

79 30.62 23806.24 31 683.44 3201.62 683.43 3201.68

78 34.03 23119.57 30 701.21 3000.00 701.21 3000.00

77 37.77 22445.44 29 718.67 2805.94 718.68 2805.89

76 41.86 21783.75 41.75 21801.00 28 735.80 2619.34 735.81 2619.24

75 46.31 21134.41 46.19 21150.83 27 752.55 2440.09 752.57 2439.95

74 51.15 20497.29 51.03 20512.93 26 768.92 2268.09 768.94 2267.92

73 56.41 19872.31 56.28 19887.18 25 784.88 2103.23 784.90 2103.03

72 62.10 19259.36 61.96 19273.48 24 800.41 1945.42 800.44 1945.20

71 68.23 18658.33 68.09 18671.73 23 815.49 1794.54 815.52 1794.30

70 74.84 18069.12 74.69 18081.83 22 830.11 1650.49 830.13 1650.25

69 81.93 17491.62 81.78 17503.66 21 844.23 1513.18 844.26 1512.93

68 89.53 16925.74 89.37 16937.13 20 857.86 1382.48 857.88 1382.23

67 97.67 16371.36 97.50 16382.12 19 870.97 1258.31 870.99 1258.07

66 106.35 15828.39 106.18 15838.55 18 883.55 1140.56 883.58 1140.32

65 115.61 15296.72 115.43 15306.29 17 895.59 1029.12 895.62 1028.89

64 125.45 14776.24 125.27 14785.26 16 907.09 923.90 907.11 923.67

63 135.89 14266.86 135.71 14275.33 15 918.03 824.77 918.05 824.57

62 146.95 13768.46 146.77 13776.42 14 928.40 731.65 928.42 731.46

61 158.64 13280.95 158.45 13288.41 13 938.20 644.43 938.22 644.25

60 170.97 12804.22 170.79 12811.20 12 947.42 563.00 947.44 562.84

59 183.96 12338.16 183.77 12344.69 11 956.07 487.26 956.09 487.13

58 197.60 11882.68 197.41 11888.77 10 964.14 417.11 964.15 416.99

57 211.91 11437.67 211.72 11443.34 9 971.62 352.44 971.63 352.34

56 226.89 11003.02 226.71 11008.29 8 978.53 293.15 978.54 293.07

55 242.43 10578.64 242.25 10583.52 7 984.85 239.14 984.86 239.07

54 258.42 10164.41 258.24 10168.92 6 990.60 190.29 990.60 190.25

53 274.84 9760.23 274.66 9764.40 5 995.77 146.52 995.78 146.48

52 291.66 9366.00 291.49 9369.84 4 1000.38 107.70 1000.38 107.68

51 308.85 8981.62 308.69 8985.15 3 1004.42 73.75 1004.42 73.74

50 326.39 8606.99 326.23 8610.21 2 1007.91 44.55 1007.91 44.54

49 344.25 8241.98 344.10 8244.92 1 1010.85 20.00 1010.85 20.00
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4.1.18 数値予報モデル（全球モデル、メソモデル、局地モデル）の陸面過程における地表面からの土壌の
深さ

表 4.1.3 数値予報モデル（全球モデル、メソモデル、局地モデル）の陸面過程における地表面からの土壌の深さ（m）。 全球
アンサンブル予報システムと全球モデル、メソアンサンブル予報システムとメソモデルは、それぞれ同じ土壌層を使用して
いる。

GSM MSM LFM

地表層 – 0.0025 0.0025

第 1層 0.010 0.0085 0.0085

第 2層 0.045 0.0173 0.0173

第 3層 0.130 0.0309 0.0309

第 4層 0.340 0.0536 0.0536

第 5層 0.740 0.0936 0.0936

第 6層 1.490 0.1681 0.1681

第 7層 2.740 0.3146 0.3146

第 8層 – 0.6076 0.6076参考文献
Hamrud, M., M. Bonavita, and L. Isaksen, 2015: EnKF and hybrid gain ensemble data assimilation. Part I:

EnKF implementation. Mon. Wea. Rev., 143, 4847–4864.

Tsujino, H., S. Urakawa, H. Nakano, R. J. Small, W. M. Kim, S. G. Yeager, G. Danabasoglu, T. Suzuki, J. L.

Bamber, M. Bentsen, C. W. Boning, A. Bozec, E. P. Chassignet, E. Curchitser, F. B. Dias, P. J. Durack, S.

M. Griffies, Y. Harada, M. Ilicak, S. A. Josey, C. Kobayashi, S. Kobayashi, Y. Komuro, W. G. Large, J. Le

Sommer, S. J. Marsland, S. Masina, M. Scheinert, H. Tomita, M. Valdivieso, and D. Yamazaki, 2018: JRA-55

based surface dataset for driving ocean-sea-ice models (JRA55-do). Ocean Modelling, 130.

中村　貴, 2009: 全球積雪解析. 数値予報課報告・別冊第 55号, 気象庁予報部, 11-14.
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4.2 ガイダンスの概要一覧表1

4.2.1 降水ガイダンス

GSM, MSM, MEPS平均降水量ガイダンス (MRR)2

作成対象
GSM-G：20 km格子
MSM-G, MEPS-G：5 km格子

作成方法 カルマンフィルタによる予測降水量を頻度バイアス補正後、降水確率 (PoP)で補正。

予報対象時間単位 3時間

予報期間と間隔
GSM-G：FT=6から 84まで 3時間間隔
MSM-G：FT=3から 39（00, 12 UTC初期値は 78）まで 3時間間隔
MEPS-G：FT=3から 39まで 3時間間隔

逐次学習の有無 あり

説明変数3 モデル予測値 (NW85, NE85, SSI, PCWV, QWX, EHQ, OGES, DXQV, FRR)

目的変数
解析雨量（1 km格子）とアメダスの降水量から算出した 20 km (GSM-G), 5 km (MSM-G,

MEPS-G)格子内の平均降水量

層別化処理の対象 格子、初期時刻、予報時間（6時間区切り）

備考

頻度バイアス補正の閾値に 0.5, 1, 5, 10, 20, 30, 50, 80, 120 mm/3hを使用する（GSM-G

の 11∼4月は 1, 3, 50, 80 mm/3hを使用する）。
MEPS-Gの各メンバーのMRRは、MEPSのコントロールランを用いて最適化した係数で
計算する。

1 本節では、モデルやアンサンブル予報システムの略称に “-G”を付けて対応するガイダンスを示す。
2 詳細は数値予報課報告・別冊第 64号第 4.2節を参照のこと。
3 降水ガイダンスに使用する説明変数は以下のとおり。
NW85：850 hPaの風速の北西成分
NE85：850 hPaの風速の北東成分
SSI：ショワルターの安定指数 (850∼500 hPa)
PCWV：可降水量 ×850 hPaの風速 ×850 hPaの鉛直速度
QWX：

∑
（鉛直速度 ×比湿 ×相対湿度 ×層の厚さ）、

∑
は各層の和を示す（以下同じ）

EHQ：
∑
（基準相対湿度からの超過分 ×比湿 ×湿潤層の厚さ）、湿潤層は基準相対湿度（気温で変化）を超える層（以下同じ）

OGES：地形性上昇流（下層代表風と風向に応じた地形勾配の積）×比湿 ×湿潤層の厚さ
DXQV：冬型降水の指数、風向別降水率 ×850 hPaの風速 ×海面水温での飽和混合比と 850 hPaと 500 hPaの間の層厚温度
を一般的な気温減率で海面まで下ろしたときの気温での飽和混合比との差
FRR：モデル降水量
RH85：850 hPaの相対湿度
NW50：500 hPaの風速の北西成分
NE50：500 hPaの風速の北東成分
ESHS：

∑
（比湿 ×湿潤層の厚さ）/

∑
飽和比湿

HOGR：地形性上昇流 ×相対湿度
CFRR：モデル降水量の変換値、FRR2 / (FRR2 + 2)
D850：850 hPaの風向
W850：850 hPaの風速
OGR：地形性上昇流 ×比湿
10Q4：1000 hPaの比湿と 400 hPaの飽和比湿の差
DWL：湿潤層の厚さ
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GSM, MSM降水確率ガイダンス (PoP)2

作成対象
GSM-G：20 km格子
MSM-G：5 km格子

作成方法 カルマンフィルタ

予報対象時間単位 6時間

予報期間と間隔

GSM-G：
FT=9から 81まで 6時間間隔

MSM-G：
00, 12 UTC初期値：FT=9から 75まで 6時間間隔
03, 15 UTC初期値：FT=6から 36まで 6時間間隔
06, 18 UTC初期値：FT=9から 39まで 6時間間隔
09, 21 UTC初期値：FT=6から 36まで 6時間間隔

逐次学習の有無 あり

説明変数3 モデル予測値 (NW85, NE85, RH85, NW50, NE50, ESHS, HOGR, DXQV, CFRR)

目的変数
解析雨量（1 km格子）とアメダスの降水量から算出した 20 km (GSM-G), 5 km (MSM-G)

格子内の降水の有無の平均（実況降水面積率と同じ）

層別化処理の対象 格子、初期時刻、予報時間（6時間区切り）
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GSM, MSM, MEPS最大降水量ガイダンス (RMAX)2

作成対象
GSM-G：20 km格子
MSM-G, MEPS-G：5 km格子

作成方法
1, 3時間最大降水量：ニューラルネットワーク（3層：中間層はロジスティック関数4、出力
層は線形関数を使用）
24時間最大降水量：線形重回帰

予報対象時間単位 1, 3時間最大降水量：3時間、24時間最大降水量：24時間

予報期間と間隔

GSM-G：
1, 3時間最大降水量：FT=6から 84まで 3時間間隔
24時間最大降水量：FT=27から 84まで 3時間間隔

MSM-G：
1, 3時間最大降水量：FT=3から 39（00, 12 UTC初期値は 78）まで 3時間間隔
24時間最大降水量：FT=24から 39（00, 12 UTC初期値は 78）まで 3時間間隔

MEPS-G：
1, 3時間最大降水量：FT=3から 39まで 3時間間隔
24時間最大降水量：FT=24から 39まで 3時間間隔

逐次学習の有無 なし

説明変数3

1, 3時間最大降水量：
モデル予測値 (D850, W850, SSI, OGR, 10Q4, DWL)と 3時間平均降水量ガイダンス。

24時間最大降水量：
モデル予測値（500 hPaの高度、500 hPaの温位、850 hPaの鉛直 P速度、850 hPaの相当
温位、SSI, SSI (925∼700 hPa)、500 hPaの渦度、500 m高度の水蒸気フラックス、500 m高
度の相当温位、500 m高度と 700 hPaの間の水平風の鉛直シアー、OGR, 可降水量、EHQ,

ESHS, 等温位面 (305, 345, 355 K)渦位の上位主成分から 7つ）及び各予報対象時間単位の
平均降水量ガイダンス。

目的変数
解析雨量（1 km格子）から算出した 20 km (GSM-G), 5 km (MSM-G, MEPS-G)格子内の
降水量の最大値。ただし、MSM-G, MEPS-Gの 1, 3時間最大降水量は、5 km格子を中心と
する 20 km格子内の最大値を目的変数としている。

層別化処理の対象 格子、平均降水量

備考

1, 3時間最大降水量は、ニューラルネットワークで比率（最大降水量 / 平均降水量）を予測
し、平均降水量ガイダンス (MRR)にこの比率を掛けて最大降水量を予測する。
24時間最大降水量は、各予報対象時間単位の平均降水量ガイダンス及びモデル予測値の主成
分から線形重回帰式により最大降水量を予測する。

4 入力を xとした時に、出力が 1/ [1 + exp (−wx)]の形で表される関数（w は係数）。
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MSM, MEPS大雨発生確率ガイダンス

作成対象 5 km格子

作成方法 ロジスティック回帰

予報対象時間単位 3時間

予報期間と間隔
MSM-G：FT=3から 39（00, 12 UTC初期値は 51）まで 1時間間隔
MEPS-G：FT=3から 39まで 1時間間隔

逐次学習の有無 なし

説明変数3 モデル予測値（3時間降水量、500 m高度の水蒸気フラックス、500 m高度の相当温位、
OGR, 700 hPaの上昇流）

目的変数 各 5 km格子を中心とした 11×11（55 km四方）の範囲の 3時間降水量5が閾値以上か否か

層別化処理の対象 初期時刻、予報時間、地域

備考
予測式は 5つの地域別に作成する。
3時間降水量の閾値は 100, 150 mm/3hである。

5 本ガイダンスにおける 3時間降水量は、前 1時間降水量にその前後の前 1時間降水量を加えた値。
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4.2.2 降雪ガイダンス

GSM, MSM, MEPS降雪量ガイダンス6

作成対象 5 km格子

作成方法

平均降水量ガイダンスに雪水比をかけて算出。雪水比は、ロジスティック関数4による非線
形回帰で決定した回帰式に、格子形式気温ガイダンスを入力して予測。
1時間毎の降雪量（1時間に線形内挿した 3時間平均降水量ガイダンス×1時間雪水比）を
計算し、それを積算して 3, 6, 12, 24時間降雪量を算出。

予報対象時間単位 3, 6, 12, 24時間

予報期間と間隔

GSM-G：
3時間：FT=6から 84まで 3時間間隔
6時間：FT=9から 84まで 3時間間隔
12時間：FT=15から 84まで 3時間間隔
24時間：FT=27から 84まで 3時間間隔

MSM-G：
3時間：FT=3から 39（00, 12 UTC初期値は 78）まで 3時間間隔
6時間：FT=6から 39（00, 12 UTC初期値は 78）まで 3時間間隔
12時間：FT=12から 39（00, 12 UTC初期値は 78）まで 3時間間隔
24時間：FT=24から 39（00, 12 UTC初期値は 78）まで 3時間間隔

MEPS-G：
3時間：FT=3から 39まで 3時間間隔
6時間：FT=6から 39まで 3時間間隔
12時間：FT=12から 39まで 3時間間隔
24時間：FT=24から 39まで 3時間間隔

逐次学習の有無 なし（入力としている平均降水量ガイダンスはあり）

説明変数 平均降水量ガイダンス、気温ガイダンス、降水種別ガイダンス

層別化処理の対象 雪水比：降水量

備考
雪水比は格子形式気温ガイダンス（4.2.3の備考欄を参照）を回帰式に入力して予測する。
天気ガイダンス（降水種別）（4.2.5参照）が「雨」の場合または格子形式気温ガイダンス
の地上気温が 2◦C以上の場合には降雪量を 0 cmとする。

6 詳細は数値予報課報告・別冊第 64号第 4.3節を参照のこと。
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4.2.3 気温ガイダンス

GSM, MSM, MEPS時系列気温ガイダンス7

作成対象 アメダス

作成方法 カルマンフィルタ

予報対象時間 毎正時

予報期間と間隔
GSM-G：FT=3から 84まで 1時間間隔
MSM-G：FT=1から 39（00, 12 UTC初期値は 78）まで 1時間間隔
MEPS-G：FT=1から 39まで 1時間間隔

逐次学習の有無 あり

説明変数
モデル予測値（地上風速の西・東・南・北成分、地上風速、地上気温、中・下層雲量、気
温減率、降水量、前日との気温差）

目的変数 アメダスで観測された毎正時の気温

層別化処理の対象 作成対象地点、初期時刻、予報時間、季節（暖候期（4∼9月）、寒候期（10∼3月））

備考
暖・寒候期の係数切替前に 1か月間の事前学習を行う。
時系列気温ガイダンスを格子に分配して格子形式気温ガイダンスが作成され、降雪量ガイ
ダンス（雪水比）、天気ガイダンス（降水種別）で利用される。

7 詳細は数値予報課報告・別冊第 64号第 4.4節を参照のこと。
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GSM, MSM, MEPS最高・最低気温ガイダンス7

作成対象 アメダス

作成方法 カルマンフィルタ

予報対象時間単位
9時間（最低気温 15∼00 UTC、最高気温 00∼09 UTC）
24時間（週間予報用の明後日の最高・最低気温）

予報期間（対象要素）

GSM-G：
初期値 当日 翌日 翌々日 3日後
00 UTC 最高 最高・最低 最高・最低 最低
06 UTC 最高・最低 最高・最低 最高・最低
12 UTC 最高・最低 最高・最低 最高・最低
18 UTC 最高 最高・最低 最高・最低 最低

MSM-G：
初期値 当日 翌日 翌々日 3日後
00 UTC 最高 最高・最低 最高・最低 最低
03 UTC 最高・最低
06 UTC 最高・最低
09 UTC 最高・最低 最低
12 UTC 最高・最低 最高・最低 最高・最低
15 UTC 最高 最高・最低
18 UTC 最高 最高・最低
21 UTC 最高 最高・最低

MEPS-G：
初期値 当日 翌日 翌々日
00 UTC 最高 最高・最低
06 UTC 最高・最低
12 UTC 最高・最低 最低
18 UTC 最高 最高・最低

「翌日」等は、日本時間で初期時刻から見た日付を示す。

逐次学習の有無 あり

説明変数
モデル予測値（地上風速の西・東・南・北成分、地上風速、地上気温、中・下層雲量、
気温減率、降水量、前日との気温差）

目的変数
アメダスの気温観測（1分値）から算出した最高・最低気温
当日・翌日の最高気温は 00∼09 UTCの最高気温、最低気温は 15∼00 UTCの最低気温。

層別化処理の対象
作成対象地点、初期時刻、季節（暖候期（4∼9月）、寒候期（10∼3月））、予報対象要素
（最高気温、最低気温）、予報時間（日単位）

備考 暖・寒候期の係数切替前に 1か月間の事前学習を行う。
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4.2.4 風ガイダンス

GSM, MSM, MEPS定時風ガイダンス8

作成対象 アメダス

作成方法 カルマンフィルタによる予測値に風速の頻度バイアス補正。

予報対象時間 3時間毎の正時 (GSM-G)、毎正時 (MSM-G, MEPS-G)

予報期間と間隔
GSM-G：FT=3から 84まで 3時間間隔
MSM-G：FT=1から 39（00, 12 UTC初期値は 78）まで 1時間間隔
MEPS-G：FT=1から 39まで 1時間間隔

逐次学習の有無 あり

説明変数 モデル予測値（地上風速の東西・南北成分）

目的変数
実況とモデルの地上風速の東西・南北成分の差
アメダスで観測された 1, 3時間毎の正時の風速の東西・南北成分

層別化処理の対象
作成対象地点、初期時刻、予報対象時刻（1時間毎 1日分）、風向（4方位：北東、南東、
南西、北西）

備考 頻度バイアス補正の閾値は、2.5, 5.5, 9.5, 13.0 m/sを使用。

GSM, MSM, MEPS最大風速ガイダンス8

作成対象 アメダス

作成方法 カルマンフィルタによる予測値に風速の頻度バイアス補正を行う。

予報対象時間単位 3時間

予報期間と間隔
GSM-G：FT=3から 84まで 3時間間隔
MSM-G：FT=3から 39（00, 12 UTC初期値は 78）まで 3時間間隔
MEPS-G：FT=3から 39まで 3時間間隔

逐次学習の有無 あり

説明変数 モデル予測値（地上風速の東西・南北成分）

目的変数
実況とモデルの地上風速の東西・南北成分の差
前 3時間の最大風速時（10分毎の観測から算出）の風速の東西・南北成分

層別化処理の対象
作成対象地点、初期時刻、予報対象時刻（1時間毎 1日分）、風向（4方位：北東、南東、
南西、北西）

備考 頻度バイアス補正の閾値は、3.0, 7.0, 11.0, 15.0 m/sを使用。

8 詳細は数値予報課報告・別冊第 64号第 4.5節を参照のこと。
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4.2.5 天気ガイダンス

GSM, MSM天気ガイダンス9

作成対象 20 km格子 (GSM-G)、5 km格子 (MSM-G)

作成方法
平均降水量ガイダンスとニューラルネットワークを用いる日照率ガイダンス、診断手法を用
いる降水種別ガイダンスにより天気を晴れ、曇り、雨、雨または雪、雪に判別。

予報対象時間単位 前 3時間

予報期間と間隔
GSM-G：FT=6から 84まで 3時間間隔
MSM-G：FT=3から 39（00, 12 UTC初期値は 78）まで 3時間間隔

9 詳細は数値予報課報告・別冊第 64号第 4.6節を参照のこと。
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4.2.6 発雷確率ガイダンス

GSM, MSM, MEPS発雷確率ガイダンス10

作成対象 20 km格子

作成方法 ロジスティック回帰

予報対象時間単位 3時間

予報期間と間隔
GSM-G：FT=6から 84まで 3時間間隔
MSM-G：FT=3から 39まで（00, 12 UTC初期値は 78）の 3時間間隔
MEPS-G：FT=3から 39まで 3時間間隔

逐次学習の有無 なし

説明変数 モデル予測値。下表に発雷確率ガイダンスの説明変数をまとめる。

目的変数
対象とする 20 km格子を含む周囲 9格子（60 km四方）における前 3時間の発雷の有無。
LIDEN、飛行場観測、地上気象観測から作成する。

層別化処理の対象 地域、−10◦C高度、予報時間、予報対象時刻

備考 予測値は過去初期値との重み付き平均ありとなしを作成する。

発雷確率ガイダンスの説明変数

必須変数

FRR3 数値予報モデルの 3時間降水量 FRR3を log10 (1 + FRR3)に変換する。

CAPE
対流有効位置エネルギー。モデル地上面及び 925 hPa面から持ち上げた CAPEのうち大
きい方を選択。

SSI
ショワルターの安定指数。−10◦C高度が 3 km未満の場合には 925 hPaと 700 hPaの間で
計算した SSI9を用いる。

ZM10 −10◦C高度（大気の温度が −10◦Cとなる高度）。

LLU
地上から 700 hPaの間の平均風速の東西成分。−10◦C高度が 3 km以上のときは最大 15 m/s

に制限する。

LLV
地上から 700 hPaの間の平均風速の南北成分。−10◦C高度が 3 km以上のときは最大 15 m/s

に制限する。
候補変数 TPWR 気柱相対湿度。鉛直方向に飽和していると仮定した飽和可降水量に対する可降水量の比率。

VOR5 500 hPaの渦度 [10−6s−1]。最大 99×10−6s−1 に制限する。
LAPS 地上と 850 hPaの間の気温減率。

DXQV

冬型の降水指数。風向別降水率×850 hPaの風速×海面水温での飽和混合比と 850 hPaと
500 hPaの間の層厚温度を一般的な気温減率で海面まで下ろしたときの気温での飽和混合
比との差。

VSHR 850 hPaと 500 hPaの間の風ベクトル差の大きさ。

10 詳細は数値予報課報告・別冊第 64号第 4.7節を参照のこと。
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4.2.7 湿度ガイダンス

GSM, MSM最小湿度ガイダンス11

作成対象 気象官署（特別地域気象観測所含む）

作成方法 ニューラルネットワーク

予報対象時間単位 24時間 (15∼15 UTC)

初期時刻と予報対象日

使用する数値予報モデルと予報対象日は以下のとおり。「翌日」等は、日本時間で初期時刻
から見た日付を示す。

モデル 初期時刻 当日 翌日 2日後 3日後

GSM

00 UTC ⃝ ⃝
06 UTC ⃝ ⃝ ⃝
12 UTC ⃝ ⃝ ⃝
18 UTC ⃝ ⃝

MSM

00 UTC ⃝ ⃝
03 UTC ⃝
06 UTC ⃝
09 UTC ⃝
12 UTC ⃝ ⃝ ⃝
15 UTC ⃝
18 UTC

21 UTC ⃝

逐次学習の有無 あり

説明変数

モデル予測値（予報対象日における 03, 12, 21 JSTの地上気温、03, 12, 21 JSTの 850 hPa

の風速、03, 12, 21 JSTの 3層 (1000, 925, 800 hPa)の平均相対湿度、03, 12, 21 JSTの
1000 hPaと 700 hPaの間の気温減率、地上最高気温、地上と 925 hPaの間の日最高気温出
現時の比湿、地上最小比湿、地上最小相対湿度、各層（地上、1000, 925, 850, 700, 500 hPa）
の日平均相対湿度）

目的変数 観測された日最小相対湿度（1分値から算出）

層別化処理の対象 作成対象地点、季節（暖候期（4∼10月）、寒候期（11∼3月））

11 詳細は数値予報課報告・別冊第 64号第 4.8節を参照のこと。
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4.2.8 視程ガイダンス

GSM視程ガイダンス（格子形式）12

作成対象 20 km格子（等緯度経度格子）、赤道 ∼65◦N, 100∼180◦E

作成方法 消散係数による診断手法

予報対象時間単位 3時間

予報期間と間隔 FT=3から 84まで 3時間間隔

逐次学習の有無 なし

説明変数
モデル予測値（地上面の相対湿度、地表気圧より上層の気圧面 1層の雲水量、降水量（3時
間内の 1時間降水量の最大）、地上面の風速）

目的変数 各格子の前 3時間の最小視程

層別化処理の対象 なし

備考 降水の雨雪判別は天気ガイダンス（降水種別）に準じている。

MSM視程ガイダンス（格子形式）12

作成対象 5 km格子（等緯度経度格子）

作成方法 消散係数による診断手法

予報対象時間単位 3時間

予報期間と間隔 FT=3から 39（00, 12 UTC初期値は 78）まで 3時間間隔

逐次学習の有無 なし

説明変数
モデル予測値（モデル面第 1層の相対湿度、モデル面第 2∼5層（無降水格子）または第
2∼9層（降水格子）の雲水量の和、1時間降水量（雨、雪、あられ、雲氷）、モデル面第 1

層の風速）

目的変数 各格子の前 3時間の最小視程

層別化処理の対象 なし

12 詳細は数値予報課報告・別冊第 64号第 4.9節を参照のこと。
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4.3 プロダクトの送信時刻

2023年 10月現在のプロダクト送信終了時刻を、表 4.3.1に示す。なお、解析や予測にかかる計算時間は日々変
化するため、送信終了時刻も日々変動する。これらの変動も考慮しプロダクト利用者には気象業務支援センターを
通じてあらかじめ表 4.3.2のように周知している。なお、周知した送信時刻より 30分以上の遅延が生じるか遅延が
見込まれる場合には、その旨を伝える連絡報を発信する。

表 4.3.1 プロダクトの送信終了時刻（2023年 10月現在）

仕様1 プロダクト名 初期時刻 プロダクトの送信終了時刻2

12501 全球数値予報モデル GPV 00, 06, 12, 18UTC 初期時刻 + 4時間程度
12502 GSMガイダンス 延長プロダクト 00, 12UTC 初期時刻 + 6時間 45分程度

12802 週間アンサンブル数値予報予報モデル GPV 00UTC 初期時刻 + 5時間 55分程度
12UTC 初期時刻 + 7時間 55分程度

12802 台風アンサンブル数値予報予報モデル GPV 06, 18UTC（台風発生時） 初期時刻 + 5時間 40分程度

12802 ２週間アンサンブル数値予報モデル GPV 12UTC 初期時刻 + 10時間程度

12802 １か月アンサンブル数値予報モデル GPV 火・水曜 12UTC 水曜 12UTC + 11時間程度

20114 ６か月アンサンブル数値予報モデル GPV 00UTC 初期時刻 + 22時間 15分程度

12402 三十分大気解析 GPV 毎正時, 毎 30分 初期時刻 + 23分程度

12601 メソ数値予報モデル GPV 00, 03, 06, 09, 初期時刻 + 2時間 15分程度
12602 MSMガイダンス 12, 15, 18, 21UTC

12901 MSM大雨発生確率ガイダンス

12701 局地数値予報モデル GPV 毎正時 初期時刻 + 1時間 20分程度

13101 メソアンサンブル数値予報モデル GPV 00, 06, 12, 18UTC 初期時刻 + 3時間 40分程度
13102 メソアンサンブルガイダンス
12901 MEPS大雨発生確率ガイダンス

20201 黄砂解析予測モデル格子点値 12UTC 初期時刻 + 6時間 55分程度

20301 オゾン全量データ GPV 12UTC 初期時刻 + 6時間 40分程度

30401 全球波浪数値予報モデル GPV 00, 06, 12, 18UTC 初期時刻 + 3時間 45分程度
30402 延長プロダクト 00, 12UTC 初期時刻 + 6時間 45分程度

沿岸波浪数値予報モデル GPV 00, 06, 12, 18UTC 初期時刻 + 6時間 45分程度

30403 波浪アンサンブル数値予報モデル GPV 00UTC 初期時刻 + 5時間 30分程度
12UTC 初期時刻 + 7時間 30分程度

30508 日本沿岸海況監視予測システム GPV 00UTC 初期時刻 + 24時間 10分程度

30701 高潮予測 GPV 00, 03, 06, 09, 初期時刻 + 2時間 25分程度
12, 15, 18, 21UTC

※毎時大気解析は 2023年 12月をもって配信を終了したため、本資料集には掲載しておりません。

1 「配信資料に関する仕様」の仕様番号。https://www.data.jma.go.jp/add/suishin/shiyou/
2 スーパーコンピュータシステムから気象情報伝送処理システム（アデス）等への送信が終了した時刻のこと。
3 気象業務支援センターへの配信が終了する時刻のこと。
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表 4.3.2 プロダクト利用者にあらかじめ周知した送信時刻（2023年 10月現在）

仕様1 プロダクト名 初期時刻 プロダクトの送信終了時刻3

12501 全球数値予報モデル GPV 00, 06, 12, 18UTC 初期時刻 + 4時間 15分以内
12502 GSMガイダンス 延長プロダクト 00, 12UTC 初期時刻 + 7時間 15分以内

12802 週間アンサンブル数値予報予報モデル GPV 00UTC 初期時刻 + 6時間以内
12UTC 初期時刻 + 8時間以内

12802 台風アンサンブル数値予報予報モデル GPV 06, 18UTC（台風発生時） 初期時刻 + 6時間以内

20114 ６か月アンサンブル数値予報モデル GPV 00UTC 初期時刻 + 23時間頃

12402 三十分大気解析 GPV 毎正時, 毎 30分 初期時刻 + 30分以内

12601 メソ数値予報モデル GPV 00, 03, 06, 09, 初期時刻 + 2時間 30分以内
12602 MSMガイダンス 12, 15, 18, 21UTC

12901 MSM大雨発生確率ガイダンス

12701 局地数値予報モデル GPV 毎正時 初期時刻 + 1時間 30分以内

13101 メソアンサンブル数値予報モデル GPV 00, 06, 12, 18UTC 初期時刻 + 4時間以内
13102 メソアンサンブルガイダンス
12901 MEPS大雨発生確率ガイダンス

20201 黄砂解析予測モデル格子点値 12UTC 初期時刻 + 7時間 30分以内

20301 オゾン全量データ GPV 12UTC 初期時刻 + 8時間 45分以内

30508 日本沿岸海況監視予測システム GPV 00UTC 初期時刻 + 25時間以内

30701 高潮予測 GPV 00, 03, 06, 09, 初期時刻 + 2時間 40分以内
12, 15, 18, 21UTC

※毎時大気解析は 2023年 12月をもって配信を終了したため、本資料集には掲載しておりません。
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4.4 最近の改善のまとめ

2022年 10月から 2023年 9月までに実施した数値予報システム、数値予報プロダクトの変更を表 4.4.1にまとめ
た。以下にこれらの概略を記す。

4.4.1 数値予報システムの変更
2023年 2月 9日に日本沿岸海況監視予測システム（JPNシステム）において、欧州および中国の衛星データを
新規利用するとともに、衛星データ同化に用いる海面高度の補正値を日々の観測データから更新されるように変更
したことで精度が向上した。
2023年 3月 14日に全球数値予報モデル (GSM)について、水平解像度を約 20 kmから約 13 kmへ高解像度化す
るとともに、モデルの物理過程等を改良した。さらに、GSMに用いるモデル地形を作成する標高オリジナルデー
タセットをより高品質なデータセットに変更した。また、初期値を作成する全球解析において観測データの利用の
拡充（極軌道衛星の観測データから作成される大気追跡風の高緯度領域での利用等）と積雪深解析の改良を実施し
た。これにより、500 hPaのジオポテンシャル高度予測や降水予測、台風進路予測の精度等が向上した。
2023年 3月 14日に全球アンサンブル予報システム (GEPS)について、モデルの物理過程を改良し、予測計算に
利用する海面水温を変更した。これにより、500 hPaのジオポテンシャル高度予測や降水予測、地上気温予測の精
度等が向上した。
2023年 3月 28日にメソ数値予報モデル (MSM)の初期値を作成するメソ解析において、日本の地上気象観測及
びアメダス観測の湿度計データの新規利用、全球解析で作成される積雪深解析の利用を開始するとともに、船舶搭
載GNSS観測装置による水蒸気観測データの改良された品質管理処理を導入した。これにより、MSMによる地上
気象要素の予測精度が向上するとともに、降水予測も改善した。
2023年 3月 28日にメソアンサンブル予報システム (MEPS)について、初期摂動、側面境界摂動に加えて、物理
過程の時間変化率に摂動を与える手法である確率的物理過程強制法（SPPT法）を導入するとともに、初期摂動の
振幅を適正化した。
2023年 3月 28日に局地モデル (LFM)について、物理過程を改良し、モデル地形を作成する標高オリジナルデー
タセットをより高品質なデータセットに変更した。また、アメダス観測の湿度計データの新規利用開始、船舶搭載
GNSS観測装置による水蒸気観測データの利用開始等、観測データの利用を拡充した。これにより、LFMの夏季
の降水予測精度が改善し、地上気象要素の予測精度が向上した。

4.4.2 数値予報プロダクトの変更
2022年 12月 20日に三十分大気解析の配信を新規に開始した。三十分大気解析は、LFMの予報値を第一推定値
とした風と気温の解析結果を提供するものである。従来の毎時大気解析から高解像度・高頻度化し、風や気温のよ
り詳細な空間分布や早期の把握が可能となる。
2023年 1月 31日に、全球波浪モデルの水平解像度を 0.5度から 0.25度に高解像度化し、初期時刻 00 UTCの予
報時間を 132時間から 264時間に延長した。
2023年 3月 14日に全球数値予報モデルGPV（日本域）の水平解像度を緯度 0.25度×経度 0.25度から緯度 0.1

度 ×経度 0.125度に高解像度化したプロダクトの配信を開始した。
2023年 7月 24日に日本域高潮モデルの 00, 12 UTC初期値の予報時間を 39時間から 78時間に延長したプロダ
クトの配信を開始した。
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表 4.4.1 2022年 10月から 2023年 9月までに実施した数値予報システム、数値予報プロダクトの主な変更

変更日 概要 参考文献

2022年 12月 20日 三十分大気解析 GPVの提供開始 配信資料に関する技術情報第 597号

2023年 1月 31日 全球波浪モデルの高解像度化及び延長予報の頻度増強 配信資料に関する技術情報第 600号
第 603号

2023年 2月 9日 日本沿岸海況監視予測システム（JPNシステム）の精度
向上

配信資料に関する技術情報第 604号

2023年 3月 14日 全球数値予報モデルと全球アンサンブル予報システムの
予測精度向上

配信資料に関する技術情報第 601号
第 606号、配信資料に関するお知ら
せ（2023年 2月 10日）

2023年 3月 28日 メソ数値予報システムとメソアンサンブル予報システム
の改良に伴う予測精度向上

配信資料に関する技術情報第 608号

2023年 3月 28日 局地数値予報システムの改良に伴う予測精度向上 配信資料に関する技術情報第 609号

2023年 7月 24日 高潮予測 GPVの予報時間延長 配信資料に関する技術情報第611号、
配信資料に関するお知らせ（2023年
6月 21日）
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4.5 プロダクトの物理量の算出手法

2023年 10月時点において気象業務支援センターを通じて提供する数値予報資料のうち、全球数値予報モデル
GPV、週間アンサンブル数値予報モデル GPV1、台風アンサンブル数値予報モデル GPV2、メソ数値予報モデル
GPV、メソアンサンブル数値予報モデルGPV及び局地数値予報モデルGPV に含まれる物理量及びその算出手法
についてまとめた。

4.5.1 全球数値予報モデルGPV、週間アンサンブル数値予報モデルGPV及び台風アンサンブル数値予報モ
デルGPV

地上

海面更正気圧 [Pa]
地上気圧及び静力学平衡を仮定して算出した地上気温から、温度減率 5 K km−1を仮定
して標高 0 mの気圧を算出する。

地上気圧 [Pa] 予報変数でありそのまま値を格納する。

風 [m/s]
高度 10 mの値として接地境界層の安定度を考慮して算出する。東西風と南北風の 2成
分。草開 (2012)も参照。

気温 [K] 高度 2 mの値として接地境界層の安定度を考慮して算出する。草開 (2012)も参照。

相対湿度 [%] 高度 2 mの値として接地境界層の安定度を考慮して算出する。草開 (2012)も参照。

積算降水量 [kg·m−2] 予報初期時刻から対象となる予報時間まで積算した値。

上層雲量、
中層雲量、
下層雲量、
全雲量 [%]

まず、雲スキーム (中川 2012)を用いて、モデル面の各鉛直層における雲量を算出する。
続いて、下層・中層・上層に含まれる鉛直層での雲量を用い、マキシマムランダムオー
バーラップ (長澤 2008)を仮定して下層雲量、中層雲量、上層雲量を算出する。ここで、
地上気圧を 1000 hPaとした時に、850 hPaとなる鉛直層及び 500 hPaとなる鉛直層を
決定し、それぞれ下層と中層の境界及び中層と上層の境界とする。さらに、全雲量は全
ての鉛直層の雲量からマキシマムランダムオーバーラップを仮定して算出する。

日射量 [W·m−2] 放射過程で計算したモデル面各層の雲量と大気による散乱・吸収を考慮して、地表に到
達した下向き短波放射フラックス。

気圧面

高度 [gpm]
ジオポテンシャル高度である。ただし、重力加速度は一定値を用いる。モデル面各層か
ら鉛直内挿して算出する。気圧面が地上気圧より低い場合は温度減率 5 K km−1で鉛直
外挿する。

風 [m/s]
東西風と南北風の 2成分。モデル面各層から鉛直内挿して算出し、高度が標高より低い
場合はモデル面最下層の値を与える。

気温 [K]
モデル面各層から鉛直内挿して算出し、高度が標高より低い場合は温度減率 5 K km−1

で鉛直外挿する。

上昇流 [Pa/s]
鉛直 p速度である。モデル面各層から内挿し、高度が標高より低い場合はモデル面最下
層の値を与える。

相対湿度 [%]

氷に対する飽和水蒸気量を考慮して算出する。−15 ◦C以下では氷に対する飽和水蒸気
量を、0 ◦C以上では水に対する飽和水蒸気量を、−15∼0 ◦Cでは両者を線形内挿した値
をそれぞれ用いる。モデル面各層から内挿し、高度が標高より低い場合は最下層の値を
与える。

1 00UTC、12UTCの全球アンサンブル予報システムの GPVをこの名称で提供している。
2 台風時に、06UTC、18UTC の全球アンサンブル予報システムの GPV をこの名称で提供している。ここで、台風時とは、
0°–60°N, 100°E –180°Eの領域に台風が存在する、または同領域内で 24時間以内に台風となると予想される熱帯低気圧が存在
する場合、もしくは、0°–60°N, 100°E –180°Eの領域外に最大風速 34ノット以上の熱帯低気圧が存在し、24時間以内に予報円
または暴風警戒域が領域内に入ると予想される場合である。
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4.5.2 メソ数値予報モデルGPV、メソアンサンブル数値予報モデルGPV及び局地数値予報モデルGPV

地上

海面更正気圧 [Pa]
モデル面の下から 2層目の気圧及び仮温度から、仮温度減率 5 K km−1として標高 0 mの
気圧を算出する。

地上気圧 [Pa]
モデル面の下から 2層目の気圧及び仮温度から、仮温度減率 5 K km−1としてモデル標高
の気圧を算出する。

風 [m/s]
高度 10 mの値として接地境界層の安定度を考慮して算出する。東西風と南北風の 2成分。
原 (2008a)、草開 (2012)も参照。

気温 [K]
高度 1.5 mの値として接地境界層の安定度を考慮して算出する。原 (2008a)、草開 (2012)

も参照。

相対湿度 [%]
高度 1.5 mの値として接地境界層の安定度を考慮して算出する。原 (2008a)、草開 (2012)

も参照。

時間降水量（メソ）
[kg·m−2]

対象となる予報時刻の 1時間前から予報時刻まで積算した値。

積算降水量（局地）
[kg·m−2]

予報初期時刻から対象となる予報時間まで積算した値。

上層雲量、
中層雲量、
下層雲量、
全雲量 [%]

まず、部分凝結スキーム (原 2008b)を用いて、モデル面各鉛直層で各層における雲量を算
出する。続いて、上層・中層・下層に含まれる鉛直層での雲量を用い、マキシマムオーバー
ラップ (長澤 2008)を仮定して算出する。下層と中層の境界となる気圧を地上気圧 ×0.85

とし、中層と上層の境界となる気圧を下層と中層の境界の気圧 ×0.8と 500 hPaの小さい
方とする（地上気圧が 1000 hPaの場合、境界はそれぞれ 850 hPaと 500 hPaとなる）。全
雲量は上層雲・中層雲・下層雲からマキシマムオーバーラップを仮定して算出する。

日射量 [W·m−2] 放射過程で計算したモデル面各層の雲量と大気による散乱・吸収を考慮して、地表に到達
した下向き短波放射フラックス。

気圧面

高度 [gpm]
ジオポテンシャル高度である。ただし、重力加速度は一定値を用いる。モデル面各層から
鉛直内挿して算出する。気圧面が地上気圧より低い場合は温度減率 5 K km−1で鉛直外挿
する。

風 [m/s]
東西風と南北風の 2成分。モデル面各層から鉛直内挿して算出し、高度が標高より低い場
合はモデル面最下層の値を与える。

気温 [K]
モデル面各層から鉛直内挿して算出し、高度が標高より低い場合は温度減率 5 K km−1で
鉛直外挿する。

上昇流 [Pa/s]

鉛直 p速度であり数値予報モデルの予報変数である風の鉛直成分及び密度を用いて算出す
る (藤田 2004)。モデル面各層で算出した鉛直 p速度を内挿し、高度が標高より低い場合
はモデル面最下層の値を与える。なお、初期値において風の鉛直成分をゼロとして計算を
行っているため、初期値における上昇流はゼロとしている。

相対湿度 [%]

氷に対する飽和水蒸気量を考慮して算出する。−15 ◦C以下では氷に対する飽和水蒸気量
を、0 ◦C以上では水に対する飽和水蒸気量を、−15∼0 ◦Cでは両者を線形内挿した値をそ
れぞれ用いる。モデル面各層から内挿し、高度が標高より低い場合は最下層の値を与える。

参考文献
草開浩, 2012: 地表面過程. 数値予報課報告・別冊第 58号, 気象庁予報部, 29–41.

中川雅之, 2012: 雲過程. 数値予報課報告・別冊第 58号, 気象庁予報部, 70–75.

長澤亮二, 2008: 放射過程. 数値予報課報告・別冊第 54号, 気象庁予報部, 149–165.

原旅人, 2008a: 地上物理量診断. 数値予報課報告・別冊第 54号, 気象庁予報部, 181–184.

原旅人, 2008b: 部分凝結スキーム. 数値予報課報告・別冊第 54号, 気象庁予報部, 133–137.

藤田司, 2004: メソ数値予報狭域 GPV. 平成 16年度数値予報研修テキスト, 気象庁予報部, 43.
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4.6 プロダクトに関する参考情報　　　　　　　　
　 気象庁から気象事業者などに配信される数値予報プ
ロダクトに関する参考情報を以下に示す。　

4.6.1 数値予報プロダクトにおける格子点値の統計
処理について

気象庁から気象業務支援センター経由でGRIB2形式
により配信されている数値予報GPVに関して、GPV

の値はその格子点領域の代表値を意味する。数値モデ
ルでは、格子点の値をその格子点領域の平均状態を示
すものと捉えて予測計算をしており、例えば GPVの
風は観測値のような 10分平均値などではなく、数値モ
デルが計算する、その瞬間の値となる。一方、積算降
水量 (一定期間 (例:前 1時間など)の降水量を積算した
値)や日射量 (一定期間 (例:前 1時間など)の平均値)な
ど、数値モデルの出力結果に対して何らかの統計的処
理が施される要素もあるため、詳細については各プロ
ダクトに関する「配信資料に関する仕様」1を参照され
たい。なお、GPVプロダクトの作成時には、数値モデ
ルの格子点から利用者が利用しやすい格子点へ水平内
挿されたり、気圧面に鉛直内挿されることによって平
滑化されていることにも留意が必要である。

4.6.2 GRIB2形式配信資料で積算降水量の差を取
ると稀に負の値を生じることについて

気象庁から気象業務支援センター経由で GRIB2形
式により配信されている数値予報 GPVにおいて、降
水量が初期時刻からの積算値として格納されている場
合、任意の期間の降水量は起点終点の積算降水量の差
から求まるが、この値が稀に負の値となる。その場合、
負の値を無視するなどの対応が必要となる。この負の
値が生じる理由について解説する。
GRIB2 形式は、多次元のデータを水平 2 次元配列
データに分解して格納する。その水平 2次元配列デー
タは 1格子点あたり一定のビット数の整数値の列 xi（i

は格子番号）として表現される。この整数値列 xiから
次式によってデータ Yi が復元される。

Yi = (R+ xi · 2E) · 10−D (4.6.1)

ここで、R, E および Dはそれぞれ参照値（reference

value）、二進尺度因子（binary scale factor）および十
進尺度因子（decimal scale factor）と呼ばれ、要素、水
平面、予報時間により異なる。
気象庁が作成する数値予報 GPV（GRIB2形式）で
は大抵の場合、1格子点あたり 12ビットを用いて xiを
表現する。つまり 0 ≦ xi ≦ (212 − 1) = 4095 の範囲
に収まるように、表現すべき値に応じて自動的にRお
よびEが選択されている。Dは物理量ごとに固定値が
使用され、実際の積算降水量データに含まれるGRIB2

では次のようになっている。

1 https://www.data.jma.go.jp/add/suishin/shiyou/

R : 常にゼロ
E : -7程度の負値から予報時間と共に単調増加
D : 常にゼロ

積算降水量の配信領域内での最大値 Ymax は初期時
刻から予報時間が経過するにつれて単調に増加する。
E を小さい値のままにしておくと xi > 4095 となって
オーバーフローする（12ビット整数で表現できなくな
る）ため、E は予報時間とともに単調増加することと
なる。以下、具体例を挙げる。

E = −5 : Ymax > 127.97 [kg/m2]でオーバーフロー
E = −2 : Ymax > 1023.75 [kg/m2]でオーバーフロー
E = −1 : Ymax > 2047.50 [kg/m2]でオーバーフロー

2E は Ymax を表現するための降水量の刻み幅に相
当する。ここで、E が異なる２つの予報時間の積算降
水量の値の差から降水量を求めると、負の降水量とな
る場合がある。たとえば E = −2 から E = −1 に
変わるとき、降水量は 2−2 = 0.25 [kg/m2]刻みから、
2−1 = 0.5 [kg/m2]刻みで表現されることに変わる。仮
にある格子点の積算降水量がその両者の時刻で変わら
なかったとして、GRIB2に書かれる整数値 xi と復元
結果 Yiは表 4.6.1のようになる。この例では元の値が
10.20 [kg/m2]だと、降水量の差は負値 −0.25 [kg/m2]

になる。

表 4.6.1 E が異なる 2つの予報時間について積算降水量を
GRIB2格納・解読した結果
元の値 E = −2 E = −1 降水量の差

[kg/m2] xi Yi [kg/m
2] xi Yi [kg/m

2] [kg/m2]

10.10 40 10.00 20 10.00 0.00

10.20 41 10.25 20 10.00 -0.25

10.30 41 10.25 21 10.50 0.25

10.40 42 10.50 21 10.50 0.00

また、数値モデルの GRIB2プロダクトは、以下の
ような２つのステップによる処理により作成される。

1. 数値モデルの結果を一旦（GRIB2形式とは異なる）
GPVとして出力

2. その GPVをさらに GRIB2形式に変換

1.の処理においても、ストレージなどの計算機資源
を効率的に使用することを目的に、数値モデルの結果
を小さいビット数で表現するよう圧縮しており、この
時点で丸めの影響により負の降水量が生じる場合があ
る。この場合、GRIB2において時間降水量を算出する
際の起点終点における GRIB2二進尺度因 E が同じ場
合でも、負の降水量となる場合がある。
このように、GRIB2形式により配信されている数値
予報GPVにおいて、積算降水量が予報時間の経過に伴
い見かけ上減少する場合がある。GRIB2プロダクトの
積算降水量が時間を追って減少するような場合は、減
少分を無視するなどの対応をお願いしたい。
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4.7 表記と統計的検証に用いる代表的な指標　　　
　数値予報解説資料集で用いた表記と統計的検証に用
いる代表的な指標などについて以下に説明する。

4.7.1 数値予報解説資料集で用いた表記
(1) 時刻の表記について
本資料集では、時刻を表記する際に、通常国内で用
いられている日本標準時 (JST: Japan Standard Time)

のほかに、協定世界時 (UTC: Coordinated Universal

Time)を用いている。数値予報では国際的な観測デー
タの交換やプロダクトの利用等の利便を考慮して、時
刻は UTCで表記されることが多い。JSTは UTCに
対して 9時間進んでいる。また、単に「時」を用いる
場合は、日本標準時を意味する。

(2) 分解能の表記について
本資料集では、全球モデルの分解能について、xxを水
平方向の切断波数、yyを鉛直層数として、“TxxLyy”1

と表記することがある。また、セミラグランジアンモデ
ルで線形格子 (北川 2005)を用いる場合は “TLxxLyy”2

と、二次格子 (氏家ほか 2019) を用いる場合には
“TQxxLyy”3と表記する。北緯 30度において、TQ959

は約 13 km格子、TL959は約 20 km格子、TL479は
約 40 km格子、TL319は約 55 km格子、TL159は約
110 km格子、TQ479は約 27 km格子、TQ319は約
40 km格子に相当する。

(3) 予測時間の表記について
数値予報では、統計的な検証や事例検証の結果を示
す際に、予報対象時刻のほかに、初期時刻からの経過
時間を予報時間 (FT: Forecast Time4)として表記して
いる。
本資料集では、予報時間を
「予報時間」=「予報対象時刻」–「初期時刻」

で定義し、例えば、6時間予報の場合、FT=6と表記
しており、時間の単位 [h]を省略している。

(4) アンサンブル予報の表記について
アンサンブル予報では、複数の予測の集合（アンサ
ンブル）を統計的に処理し、確率予測等の資料を作成
する。本資料集では、予測の集合の平均を「アンサン
ブル平均」、個々の予測を「メンバー」と呼ぶ。また、
摂動を加えているメンバーを「摂動ラン」、摂動を加え
ていないメンバーを「コントロールラン」と呼ぶ。全
メンバーの数に対する、予測がある閾値を超える（ま
たは下回る）メンバーの数の割合を超過確率と呼ぶ。

1 Tは三角形 (Triangular)波数切断、Lは層 (Level)を意味
する。
2 TLの Lは線形 (Linear)格子を意味する。
3 TQの Qは二次 (Quadratic)格子を意味する。
4 英語圏では Forecast Rangeなどと記述されることも多い。

(5) 緯度、経度の表記について
本資料集では、緯度、経度について、アルファベット
を用いて例えば「北緯 40度、東経 130度」を「40°N,

130°E」、「南緯 40度、西経 130度」を「40°S, 130°W」
などと略記する。

4.7.2 統計的検証に用いる代表的な指標
(1) 平均誤差、二乗平均平方根誤差、誤差の標準偏差、

改善率
予測誤差を表す基本的な指標として、平均誤差（ME:

Mean Error、バイアスと表記する場合もある）と二乗
平均平方根誤差 (RMSE: Root Mean Square Error)が
ある。これらは次式で定義される。

ME ≡ 1

N

N∑
i=1

(xi − ai) (4.7.1)

RMSE ≡

√√√√ 1

N

N∑
i=1

(xi − ai)
2

(4.7.2)

ここで、N は標本数、xiは予測値、aiは実況値である。
MEは予測値の実況値からの偏りの平均であり、0に近
いほど実況からのずれが小さいことを示す。RMSEは
最小値の 0に近いほど予測が実況に近いことを示す。
RMSEはMEの寄与とそれ以外を分離して、

RMSE2 = ME2 + σ2
e (4.7.3)

σ2
e =

1

N

N∑
i=1

(xi − ai −ME)
2

(4.7.4)

と表すことができる。σe は誤差の標準偏差である。
本資料集では、予測に改良を加えた際の評価指標とし
て、RMSEの改善率 (%)を用いる場合がある。RMSE

の改善率は次式で定義される。

RMSE改善率 ≡ RMSEcntl − RMSEtest

RMSEcntl
×100 (4.7.5)

（RMSE改善率 ≤ 100）

ここで、RMSEcntlは基準となる予測の、RMSEtestは
改良を加えた予測の RMSEである。

(2) スプレッド
スプレッドは、アンサンブル予報のメンバーの広が
りを示す指標であり、次式で定義される。

スプレッド ≡

√√√√ 1

N

N∑
n=1

(
1

M

M∑
m=1

(xmn − xn)
2

)
(4.7.6)

ここで、M はアンサンブル予報のメンバー数、N は標
本数、xmn はm番目のメンバーの予測値、xn は

xn ≡ 1

M

M∑
m=1

xmn (4.7.7)

で定義されるアンサンブル平均である。
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(3) アノマリー相関係数
アノマリー相関係数 (ACC: Anomaly Correlation

Coefficient) とは、予測値の基準値からの偏差（アノ
マリー）と実況値の基準値からの偏差との相関係数で
あり、次式で定義される。

ACC ≡

N∑
i=1

(
Xi −X

) (
Ai −A

)
√√√√ N∑

i=1

(
Xi −X

)2 N∑
i=1

(
Ai −A

)2
(−1 ≤ ACC ≤ 1) (4.7.8)

ただし、

Xi = xi − ci, X =
1

N

N∑
i=1

Xi (4.7.9)

Ai = ai − ci, A =
1

N

N∑
i=1

Ai (4.7.10)

である。ここで、N は標本数、xiは予測値、aiは実況
値、ciは基準値である。基準値としては気候値を用い
る場合が多い。アノマリー相関係数は予測と実況の基
準値からの偏差の相関を示し、基準値からの偏差の増
減のパターンが完全に一致している場合には最大値の
1をとり、相関が全くない場合には 0をとり、逆に完
全にパターンが反転している場合には最小値の −1を
とる。なお、アノマリー相関係数やME, RMSEの解
説は、梅津ほか (2013)に詳しい。

4.7.3 カテゴリー検証で用いる指標
カテゴリー検証では、まず、対象となる現象の有無
を予測と実況それぞれについて判定し、その結果によ
り標本を分類する。そして、それぞれのカテゴリーに
分類された事例数を基に、予測の特性を検証するとい
う手順を踏む。

(1) 分割表
分割表は、カテゴリー検証においてそれぞれのカテ
ゴリーに分類された事例数を示す表（表 4.7.1）である。
(2)から (12)に示す各スコアは、表 4.7.1に示される
各区分の事例数を用いて定義される。また、以下では
全事例数を N=FO+FX+XO+XX、実況「現象あり」
の事例数をM=FO+XO、実況「現象なし」の事例数
をX=FX+XXと表す。

表 4.7.1 カテゴリー検証で用いる分割表。FO, FX, XO, XX
はそれぞれの事例数を示す。

実況 計
あり なし

予測 あり 適中 (FO) 空振り (FX) FO+FX

なし 見逃し (XO) 適中 (XX) XO+XX

計 M X N

(2) 適中率
適中率は、予測が適中した割合であり、次式で定義
される。

適中率 ≡ FO+XX

N
(0 ≤適中率 ≤ 1) (4.7.11)

最大値の 1に近いほど予測の精度が高いことを示す。

(3) 空振り率
空振り率は、予測「現象あり」の事例数に対する空
振り（予測「現象あり」かつ実況「現象なし」）の割合
であり、次式で定義される。

空振り率 ≡ FX

FO+ FX
(0 ≤空振り率 ≤ 1) (4.7.12)

最小値の 0に近いほど空振り率が小さいことを示す。
本資料集では分母を FO+FXとしているが、代わりに
N として定義する場合もある。

(4) 見逃し率
見逃し率は、実況「現象あり」の事例数に対する見
逃し（実況「現象あり」かつ予測「現象なし」）の割合
であり、次式で定義される。

見逃し率 ≡ XO

M
(0 ≤見逃し率 ≤ 1) (4.7.13)

最小値の 0に近いほど見逃し率が小さいことを示す。
本資料集では分母をM としているが、代わりにN と
して定義する場合もある。

(5) 捕捉率
捕捉率 (Hr: Hit Rate、POD(Probability Of Detec-

tion)とも呼ばれる)は、実況「現象あり」のときに予
測が適中した割合であり、次式で定義される。

Hr ≡ FO

M
(0 ≤ Hr ≤ 1) (4.7.14)

最大値の 1に近いほど見逃し率が小さいことを示す。
捕捉率は、ROC曲線 4.7.4 (5)のプロットに用いられる。

(6) 体積率
体積率 (Vr: Volume Ratio)は、全事例のうち予測の

「現象あり」の事例の割合を示す。

Vr ≡ FO+ FX

N
(4.7.15)

複数の予測の捕捉率が等しい場合、体積率が小さい予
測ほど空振り率が小さい良い予測と言える。
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(7) 誤検出率
誤検出率 (Fr: False Alarm Rate) は、実況「現象
なし」のときに予測が外れた割合である。空振り率
(4.7.12)式とは分母が異なり、次式で定義される。

Fr ≡ FX

X
(0 ≤ Fr ≤ 1) (4.7.16)

最小値の 0に近いほど、誤検出率が小さく予測の精
度が高いことを示す。誤検出率は捕捉率 (5)とともに
ROC曲線 4.7.4 (5)のプロットに用いられる。

(8) バイアススコア
バイアススコア (BI: Bias Score)は、実況「現象あ
り」の事例数に対する予測「現象あり」の事例数の比
であり、次式で定義される。

BI ≡ FO+ FX

M
(0 ≤ BI) (4.7.17)

予測と実況で「現象あり」の事例数が一致する場合
に 1となる。1より大きいほど予測の「現象あり」の
頻度が過大、1より小さいほど予測の「現象あり」の
頻度が過小であることを示す。

(9) 気候学的出現率
現象の気候学的出現率 Pc は、標本から見積もられ
る「現象あり」の平均的な出現確率であり、次式で定
義される。

Pc ≡
M

N
(0 ≤ Pc ≤ 1) (4.7.18)

この量は実況のみから決まり、予測の精度にはよら
ない。予測の精度を評価する際の基準値の設定にしば
しば用いられる。

(10) スレットスコア
スレットスコア (TS: Threat Score)は、予測または
実況で「現象あり」の場合の予測適中事例数に着目し
て予測精度を評価する指標であり、次式で定義される。

TS ≡ FO

FO+ FX+XO
(0 ≤ TS ≤ 1) (4.7.19)

出現頻度の低い現象（N≫M、したがって、XX≫FO,

FX, XOとなって、予測「現象なし」による寄与だけ
で適中率が 1に近い現象）について XXの影響を除い
て検証するのに有効である。本スコアは最大値の 1に
近いほど予測の精度が高いことを示す。なお、スレッ
トスコアは現象の気候学的出現率の影響を受けやすく、
異なる標本や出現率の異なる現象に対する予測の精度
を比較するのには適さない。この問題を緩和するため、
次項で説明するエクイタブルスレットスコアなどが考
案されている。

(11) エクイタブルスレットスコア
エクイタブルスレットスコア (ETS: Equitable

Threat Score) は、前項のスレットスコアが現象の気
候学的出現率の影響を受けやすいため、気候学的な確
率で「現象あり」が適中した頻度を除いて求めたスレッ
トスコアであり、次式で定義される (Schaefer 1990)。

ETS ≡ FO− Sf

FO+ FX+XO− Sf

(
−1

3
≤ ETS ≤ 1

)
(4.7.20)

ただし、

Sf = Pc(FO + FX) (4.7.21)

である。ここで、Sf は「現象あり」をランダムに
FO+FX回予測した場合（ランダム予測）の「現象あ
り」の適中事例数である。本スコアは、最大値の 1に
近いほど予測の精度が高いことを示す。また、ランダ
ム予測で 0 となり、FO=XX=0, FX=XO=N/2 の場
合に最小値 −1/3をとる。

(12) スキルスコア
スキルスコア (Skill Score)は気候学的確率などによ
る予測の難易を取り除いて、予測の技術力を評価する
指数であり、一般に次式のように定義される。

スキルスコア ≡ Sfcst − Sref

Spfct − Sref
(4.7.22)

ここで、Sfcst, Spfct, Sref は、評価対象の予測・完全予
測・比較の基準となる予測（気候学的確率など）の各
スコア（適中率）である。本スコアは、最大値の 1に
近いほど予測の精度が高いことを示し、比較の基準と
なる予測よりも精度が劣る場合、負の値となる。
代表的なスキルスコアは Heidke のスキルスコア

(HSS: Heidke Skill Score)で、気候学的な確率で「現
象あり」および「現象なし」が適中した頻度を除いて
求める適中率であり、次式で定義される。

HSS ≡ FO+XX− S

N − S
(−1 ≤ HSS ≤ 1) (4.7.23)

ただし、

S = Pc(FO + FX) + Px(XO + XX),

Px =
X

N
(4.7.24)

である。ここで、Px は「現象なし」の気候学的出現
率、Sは「現象あり」を FO+FX回（すなわち、「現象
なし」を残りのXO+XX回）ランダムに予測した場合
（ランダム予測）の適中事例数である。HSSは、最大値
の 1に近づくほど精度が高く、ランダム予測で 0とな
り、FO=XX=0, FX=XO=N/2の場合に最小値−1を
とる。前項のエクイタブルスレットスコアもスキルス
コアの一つで、Gilbert Skill Scoreとも呼ばれている。
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(13) Roebberダイアグラム
Roebber (2009)はカテゴリ検証による複数のスコア

（捕捉率、空振り率、バイアススコア、スレットスコア）
を一つのグラフに表す方法を考案した。検証結果を縦
軸に捕捉率 (POD: Probability Of Detection)、横軸に
1−空振り率 (SR: Success Ratio)をとってプロットす
ると、捕捉率と空振り率からBIとTSが計算できるた
め、等値線を目安にバイアススコアとスレットスコア
も確認できるグラフとなる（図 4.7.1）。本資料集では、
これをRoebberダイアグラムと呼ぶ。各スコアが 1に
近づくほど（グラフの右上へ近づくほど）、良い予測
となる。このグラフでは 4つのスコアを一目で確認で
き、予測特性の変化を把握しやすい。特に、バイアス
スコアとスレットスコアの変化を捕捉率と空振り率の
変化で説明することが容易となる。
例えば、図 4.7.1の①のようにスコアが変化する場
合、捕捉率、空振り率、バイアススコア、スレットス
コアのいずれも改善となる。これに対し②の場合には、
①と同様にバイアススコア、スレットスコアとも改善
しているが、空振り率が増加している。空振り率が大
きいにもかかわらず、バイアススコア・スレットスコア
が改善している理由は、捕捉率の増加の割合が空振り
率の増加に比べて大きいためである。このように①と
②ではいずれもバイアススコアとスレットスコアがと
もに改善しているが、本グラフを用いることで予測の
変化傾向の違い（捕捉率と空振り率の変化の違い）が
一目で確認できる。

図 4.7.1 Roebberダイアグラムの模式図。横軸は 1-空振り
率、縦軸は捕捉率、青の破線はバイアススコアの、赤の実
線はスレットスコアの各等値線。

(14) FSS
FSS(Fractions Skill Score)は、現象の表現に空間的
な曖昧さを与えて評価する検証スコアである（Roberts

and Lean 2008参照、幾田 2010に詳しい）。
平面上のある変量の観測の分布をOr、予報の分布を

Fr とする。変量は任意の閾値 qで 2値化でき、2値化
した観測を IO、予報を IF とすると、次式のように表
せる。

IO =

{
1 Or ≥ q

0 Or < q
(4.7.25)

IF =

{
1 Fr ≥ q

0 Fr < q
(4.7.26)

この 2値化した変量を用いた検証は空間的な位置ずれ
を許容せず、検証格子のスケールでの適合を厳密に検
証することを意味する。
次に、この IO と IF に空間スケールを考慮し、分布
の適合の判定に曖昧さを追加するため、分数化を行う。
具体的には、検証対象格子を中心とする 1辺 n格子の
正方形領域を考え、この正方形領域に含まれる 2値化
した格子情報を次式に従って領域平均する。

O(n)i,j =
1

n2

n∑
k=1

n∑
l=1

IO

[
i+ k − 1− n− 1

2
,

j + l − 1− n− 1

2

]
·K(n)k,l

F (n)i,j =
1

n2

n∑
k=1

n∑
l=1

IF

[
i+ k − 1− n− 1

2
,

j + l − 1− n− 1

2

]
·K(n)k,l

(4.7.27)

ここでO(n)と F (n)は分数化した観測と予報、添字の
i, jは格子番号である。また、K(n)はカーネル関数で
一般的にはガウシアンカーネルなどが考えられるが、
ここでは格子内平均を取り扱うためカーネル関数は一
様とする。
分数化した変量O(n)と F (n)によって二乗平均誤差

(MSE)が次式によって計算される。

MSE(n) =
1

NxNy

Nx∑
i=1

Ny∑
j=1

[O(n)i,j−F (n)i,j ]
2 (4.7.28)

ここで、NxとNyは検証領域の x方向の格子数と y方
向の格子数である。ここでは、簡単のため検証領域は
矩形領域であると仮定している。
FSSは分数化された観測O(n)と予報 F (n)によって
記述されるMSEのスキルスコアであるため、予報ス
キルを評価するための相対的な基準となる参照値が必
要である。FSSの参照値は、O(n)と F (n)を用いて次
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式のように定義される。

MSE(n)ref =
1

NxNy

Nx∑
i=1

Ny∑
j=1

[O2(n)i,j + F 2(n)i,j ]

(4.7.29)

この参照値 MSE(n)ref は、任意のMSEの取りうる最
大の値であり、予報と観測の総数が検証領域の格子数
を超えない場合において、予報と観測の適合が無い場
合のMSEに相当する。
FSSは、分数化した観測と予報によって記述される

MSE(n)、その参照値であるMSE(n)ref、そして完全予
報のMSE(n)perfect(= 0)を用いて次式で定義される。

FSS(n) =
MSE(n) −MSE(n)ref

MSE(n)perfect −MSE(n)ref
= 1−

MSE(n)

MSE(n)ref

(4.7.30)

この式から分かるように FSSは 0から 1の値をとり、
1で完全予報、0で観測と予報の適合がまったく無い場
合となる。

4.7.4 確率予測に関する指標など
(1) ブライアスコア
ブライアスコア (BS: Brier Score)は、確率予測の統
計検証の基本的指標である。ある現象の出現確率を対
象とする予測について、次式で定義される。

BS ≡ 1

N

N∑
i=1

(pi − ai)
2

(0 ≤ BS ≤ 1) (4.7.31)

ここで、pi は確率予測値（0 から 1）、ai は実況値
（現象ありで 1、なしで 0）、N は標本数である。BSは
完全に適中する決定論的な（pi=0 または 1 の）予測
（完全予測と呼ばれる）で最小値の 0をとり、0に近い
ほど予測の精度が高いことを示す。また、現象の気候
学的出現率 Pc(4.7.18)式を常に確率予測値とする予測
（気候値予測と呼ばれる）のブライアスコア BSc は

BSc ≡ Pc(1− Pc) (4.7.32)

となる。ブライアスコアは、現象の気候学的出現率の
影響を受けるため、異なる標本や出現率の異なる現象
に対する予測の精度を比較するのには適さない。例え
ば上の BSc は Pc 依存性を持ち、同じ予測手法（ここ
では気候値予測）に対しても Pc の値に応じて異なる
値をとる (Stanski et al. 1989)。この問題を緩和するた
め、次項で説明するブライアスキルスコアが考案され
ている。

(2) ブライアスキルスコア
ブライアスキルスコア (BSS: Brier Skill Score)は、
ブライアスコアに基づくスキルスコアであり、通常気
候値予測を基準とした予測の改善の度合いを示す。本
スコアは、ブライアスコアBS、気候値予測によるブラ
イアスコア BSc を用いて

BSS ≡ BSc − BS

BSc
(BSS ≤ 1) (4.7.33)

で定義され、完全予測で 1、気候値予測で 0、気候値予
測より誤差が大きいと負となる。

(3) Murphyの分解
Murphy (1973)は、ブライアスコアと予測の特性と
の関連を理解しやすくするため、ブライアスコアを信頼
度 (Reliability)、分離度 (Resolution)、不確実性 (Un-

certainty)の 3つの項に分解した。これをMurphyの
分解と呼ぶ（高野 2002などに詳しい）。
確率予測において、確率予測値をL個の区間に分け、
標本を確率予測値の属する区間に応じて分類すること
を考える。確率予測値が l番目の区間に属する標本数
をNl (N =

∑L
l=1 Nl)、このうち実況が「現象あり」で

あった事例数をMl (M =
∑L

l=1 Ml)、確率予測値の l

番目の区間の区間代表値を plとすると、Murphyの分
解によりブライアスコアは以下のように表される。

BS =信頼度−分離度+不確実性 (4.7.34)

信頼度 =

L∑
l=1

(
pl −

Ml

Nl

)2
Nl

N
(4.7.35)

分離度 =

L∑
l=1

(
M

N
− Ml

Nl

)2
Nl

N
(4.7.36)

不確実性 =
M

N

(
1− M

N

)
(4.7.37)

信頼度は、確率予測値 (pl)と実況での現象の出現相
対頻度 (Ml/Nl)が一致すれば最小値の 0となる。分離
度は、確率予測値に対応する実況での現象の出現相対
頻度 (Ml/Nl)が気候学的出現率 (Pc = M/N)から離
れているほど大きい値をとる。不確実性は、現象の気
候学的出現率のみによって決まり、予測の手法にはよ
らない。例えば、Pc = 0.5の場合に不確実性は最大値
の 0.25をとる。また、不確実性=BScが成り立つ。こ
れらを用いて、ブライアスキルスコアを次のように書
くことができる。

BSS =
分離度−信頼度
不確実性

(4.7.38)
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(4) 確率値別出現率図
確率値別出現率図（Reliability Diagram, Attributes

Diagramとも呼ばれる）は、予測された現象出現確率
Pfcst を横軸に、実況で現象が出現した相対頻度 Pobs

を縦軸にとり、確率予測の特性を示した図である（図
4.7.2参照、Wilks 2011などに詳しい）。一般に、確率
予測の特性は確率値別出現率図上で曲線として表され
る。この曲線を信頼度曲線 (Reliability curve)と呼ぶ。
信頼度曲線の特性は、Murphyの分解 (3)の信頼度、
分離度と関連付けることができる。横軸 Pfcst の各値
について、信頼度（あるいは分離度）への寄与は、信
頼度曲線上の点から対角線 Pobs=Pfcst（理想直線）上
の点（あるいは直線 Pfcst=Pc 上の点）までの距離の
二乗として表現される。Pfcst の各値でのこれらの寄
与を、標本数に比例する重みで平均して信頼度（ある
いは分離度）が得られる。例えば、no-skill line（直線
Pobs = (Pfcst + Pc) /2）上の点では、信頼度と分離度へ
の寄与は等しい大きさを持ち、ブライアスキルスコアへ
の寄与が 0となる。また no-skill lineと直線 Pfcst = Pc

との間の領域（分離度への寄与>信頼度への寄与、図
4.7.2灰色の領域）内に位置する点は、ブライアスキル
スコアに正の寄与を持つ。
特別な場合として、気候値予測 4.7.4 (1) では 1 点

(Pfcst, Pobs) = (Pc, Pc) が信頼度曲線に対応する。ま
た、次の 2つの特性を示す確率予測は精度が高い。

• 信頼度曲線が対角線に（信頼度への寄与が最小値
の 0に）近い。

• 信頼度曲線上の大きい標本数に対応する点が点
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図 4.7.2 確率値別出現率図の模式図。横軸は予測現象出現
確率、縦軸は実況現象出現相対頻度、実線が信頼度曲線で
ある。対角線、直線 Pobs = Pc との差の二乗がそれぞれ信
頼度 (Reliability)、分離度 (Resolution)への寄与に対応し
ている。灰色の領域内の点はブライアスキルスコアに正の
寄与を持つ。

(Pfcst, Pobs) = (Pc, Pc)（気候値予測）から離れ
た位置（確率値別出現率図の左下または右上寄り）
に分布する（分離度が大きい）。

(5) ROC曲線、ROC面積、ROC面積スキルスコア
現象の予測出現確率にある閾値を設定し、これを予
測の「現象あり」「現象なし」を判定する基準とするこ
とが可能である。様々な閾値それぞれについて作成し
た分割表を基に、閾値が変化したときの Fr–Hr平面上
の軌跡をプロットしたものが ROC曲線（ROC curve:

Relative Operating Characteristic curve、相対作用特
性曲線）である（図 4.7.3参照、高野 2002などに詳し
い）。平面内の左上方の領域ではHr > Frであり、平面
の左上側に膨らんだROC曲線特性を持つ確率予測ほど
精度が高いものと見なせる。したがって、ROC曲線から
下の領域（図 4.7.3灰色の領域）の面積（ROCA: ROC

Area、ROC面積）は、情報価値の高い確率予測ほど
大きくなる。ROC面積スキルスコア (ROCASS: ROC

Area Skill Score)は、情報価値のない予測 (Hr = Fr)

を基準として ROC面積を評価するものであり、次式
で定義される。

ROCASS ≡ 2(ROCA−0.5) (−1 ≤ ROCASS ≤ 1)

(4.7.39)

本スコアは、完全予測で最大値の 1 をとる。また、
情報価値のない予測（例えば、区間 [0, 1]から一様ラン
ダムに抽出した値を確率予測値とする予測など）では
0となる。

(6) CRPS
CRPS (Continuous Ranked Probability Score)は、
確率予測の統計検証の指標の 1つである。連続物理量
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図 4.7.3 ROC 曲線の模式図。横軸は Fr、縦軸は Hr であ
る。灰色の領域の面積が ROC面積である。
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xに対する CRPSは次式で定義される。

CRPS =
1

N

N∑
i=1

∫ ∞

−∞
[Pi (x)−Ai (x)]

2
dx

(0 ≤ CRPS) (4.7.40)

ここで、N は標本数、Piと Aiはそれぞれ予測と実況
の累積分布関数であり、次式で定義される。

Pi(x) =

∫ x

−∞
ρi (x

′) dx′ (4.7.41)

Ai(x) = H (x− ai) (4.7.42)

ここで、ρi は予測された確率密度関数、ai は実況値、
H(x)は階段関数である。

H(x) =

0 x < 0

1 x ≥ 0
(4.7.43)

CRPSは完全に適中する決定論的な予測で最小値 0

をとり、0に近いほど予測の精度が高いことを示す。単
位は物理量 xと同じである。
また、物理量 xが閾値 t以下となる現象の確率予測
に対するブライアスコアを BS(t)とおくと、

CRPS =

∫ ∞

−∞
BS(t)dt (4.7.44)

の関係がある。
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